
 

日本の日本の日本の日本の国立公園の観光振興における国立公園の観光振興における国立公園の観光振興における国立公園の観光振興における  

マーケティングの応用可能性マーケティングの応用可能性マーケティングの応用可能性マーケティングの応用可能性  

-山岳公園を事例として - 

 

The Application of the Marketing Concept in Tourism 

Promotion for Japanese National Parks 

Comparative and Analytical Study of Mountain Tourism 

 

 
 

2014 年 2 月  

February, 2014 

 

赤穂赤穂赤穂赤穂    雄磨雄磨雄磨雄磨  

Yuma    AKAHO 

 

（表紙の写真： 2013 年 6 月、阿蘇くじゅう国立公園内中岳山頂付近より筆者撮影）  



 

【要旨】  

本稿は日本の国立公園の観光資源としての価値（質）を利用者に最大限享受してもらう

目的で「公園管理」のアプローチでなくマーケティングのアプローチにより「公園経営」

として思考するフレームワークを提示した。この背景には、自然観光資源の中でも最高の

質をもつ国立公園が、国内競争からの脱却並びに国際観光収支の不均衡を改善するために

促進すべきであるインバウンド観光のための目的地として、十分に活用されていないこと

が挙げられる。その活用されていない理由や活用するための方法について、本稿は資源論

の観点、すなわち自然資源を法・制度・ルールなどを用いて資本に変え持続性を担保する

プロセス（資本化のプロセス）とその資本を市場・顧客に提供することで富に変えるプロ

セス（市場化のプロセス）の両面から、考察した。なお、その対象の国立公園として、日

本の地勢上多く存在し、且つ歴史的背景から観光のためのインフラストラクチャーが整っ

ている「山岳」公園に着目しているのが本稿の特徴である。 

 

キーワード：国立公園、マーケティング、サービスマーケティング、登山、公園管理、公

園経営、ROS、コンセッション、DMO 

 

【Abstract】  

This thesis focuses on national parks in Japan, especially “mountainous national 

parks” as tourism resources existing in the rural area. This is because the term 

“national park” has universal fame as a quality brand representing natural tourism 

resources. Moreover, not only that Japan has many mountainous areas geographically 

but also various touristic infrastructure such as mountain pass, mountain lodges had 

been developed historically in the area. The point to be discussed is how to promote 

tourism in the national parks while conserving the natural environments.  The purpose 

of this thesis is to assess the applicability of “marketing concept” for the management 

of national park in order to facilitate both in tourism promotion through “the process 

of monetization” and nature conservation through “the process of capitalization” 

effectively.  
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【はじめにはじめにはじめにはじめに】  

本稿は、筆者の北海道大学大学院国際広報メディア・観光学院において執筆した「国立

公園の観光振興におけるマーケティングの応用可能性 －山岳公園を事例として－」（2013

年度観光創造専攻修士論文）に一部修正・加筆を行ったものである。  

 

旅行ガイドブックとして著名な『Lonely Planet』シリーズの「 Japan（2013 年発行の最新

刊）」の巻頭に「Welcome to Japan」と題された、日本の魅力の概要を紹介する頁がある。

その魅力は「Culture」、「Food」、「Accessible exoticism」そして「Outdoors」の 4 つのカテ

ゴリーに分けて記載されている。以下に示すこの「Outdoors」の冒頭はインバウンド観光

を研究する者にとって示唆に富む内容である。  

 

「The wonders of Japan’s natural world are a well-kept secret . The hiking in the Japan Alps 

and Hokkaidō is the world class,  and with an extensive hut system you can do multi-day 

hikes...」 (Rowthron, 2013, p.6 太字は筆者 ) 

  

日本の自然（特に日本アルプス地域や北海道でのハイキング）は、ワールドクラスのす

ばらしさ（体験）であり、日本らしい魅力として認知されているにもかかわらず、外国人

旅行者にとっては、知る人ぞ知る観光資源知る人ぞ知る観光資源知る人ぞ知る観光資源知る人ぞ知る観光資源という扱いであることをどのように解釈すべき

であろうか。もっと多くの人々にその価値を享受してもらうべき多くの人々にその価値を享受してもらうべき多くの人々にその価値を享受してもらうべき多くの人々にその価値を享受してもらうべきではないだろうか。  

本稿は、その体験を支える自然資源の質を保全する仕組みをもち、且つ利用を前提とし

ている「国立公園国立公園国立公園国立公園」を題材に議論を進める。とりわけ日本の国立公園を代表する景観であ

る山岳風景とそこで行われる登山活動に着目し、今後のインバウンド観光を念頭に置いた

「観光振興の切り札として、山地を内包する国立公園を活用観光振興の切り札として、山地を内包する国立公園を活用観光振興の切り札として、山地を内包する国立公園を活用観光振興の切り札として、山地を内包する国立公園を活用できるできるできるできる」、というテーマにママママ

ーケティングーケティングーケティングーケティングのフレームワークを用いて挑むものである。  

本稿は、ツーリズムやマーケティング並びにブランディングといった商業的なトピック

に限らず、国立公園の管理運営のあり方や、それを取り巻く法制度、自然保全のための再

投資の仕組みや登山活動のための安全管理方法など広範なトピックを網羅している。また

ニュージーランドなど海外の自然公園の事情も含んでおり、山岳観光に携わる多様な関係

者や研究者に本稿の一部でも役に立てて頂ければ、喜びに堪えない。  

 

2014 年 2 月 赤穂 雄磨（あかほ ゆうま）  
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第第第第1章章章章     序論序論序論序論  

 

1    研究の目的研究の目的研究の目的研究の目的  

本稿は、従来の「公園管理」の視点に加え、観光振興という市場を意識した活動のため

の支援ツールであるマーケティングマーケティングマーケティングマーケティングのアプローチを用いた「公園経営「公園経営「公園経営「公園経営」」」」という概念で国立

公園の運営を考察し、そのアプローチの有効性を検証することを目的としている。  

 

2    研究の背景研究の背景研究の背景研究の背景と方向性と方向性と方向性と方向性  

2-1    研究の背景：自然資源を活かせない自然大国研究の背景：自然資源を活かせない自然大国研究の背景：自然資源を活かせない自然大国研究の背景：自然資源を活かせない自然大国  

2003 年に観光立国を標榜して以来、日本では海外からのインバウンド観光が促進されて

きた。それは一定の効果を生み出しているが、訪日客の訪問地が東京、大阪及びその近郊

の都市部に大きく偏っているのが現状である
1
。インバウンド観光の目的の一つに国際観光

収入の獲得があることを考えれば、生産年齢人口の減少が進む地方部にこそ、インバウン

ド観光による誘客の検討が必要である。  

そこで注目したいのは国土の約 7 割を占める森林・山地である。この豊かな自然を擁す

る地方部において、インバウンド観光の資源として、これらの活用を考えることは日本の

地勢上、合理的である。その自然の中でも国立公園、特に山岳国立公園
2
の多くは、国民の

レクリエーションとして定着している登山活動のフィールドとして資源化資源化資源化資源化されているこ

と、及び「「「「National park」」」」という国際的に認知されている「ブランド」を既に持つことか

ら、持続可能な観光地域として、海外からの誘客に活用できるか検討する意義がある。  

しかし、公園内において、遭難などに対するリスクマネージメントや環境保全の課題が

既に顕在化しているのが現状で、単に利用促進の可否を検討するだけでは不十分であり、

保全地域の持続可能性持続可能性持続可能性持続可能性も併せて検討しなければならない状況である。  

自然大国であり、その中でも優れた自然地域として資源化資源化資源化資源化されている国立公園が、イン

バウンド観光に利用されていない原因を診断しなくてはならない。単に利用されていない

のか、それとも利用できないのか、そのどちらかも分からない状況を打破するには、どの

ような角度から研究を進めるのが有効であろうか。こういった疑問から本研究はスタート

している。  

 

2-2    研究の研究の研究の研究の方向性方向性方向性方向性：：：：資源論を用いた考察資源論を用いた考察資源論を用いた考察資源論を用いた考察からからからから  

前項で資源化資源化資源化資源化という言葉を使用したが、具体的にどういう状態になることをそのように

指すのだろうか。佐藤（2008）は自然資源の変換プロセス（図 1）について、自然は資源

                                                   
1
 日本政府観光局の『 JNTO 訪日外客訪問地調査 2010』調査（N=21,342）において各都道府県への

訪問率を足し上げた「延べ訪問率」（ 248．4％）のうち、トップ 5 は東京都（ 60.3％）、大阪府（ 26.1％）、

京都府（ 24.0％）、神奈川県（ 17.8％）、千葉県（ 15.0％）である。  
2
 定義は 9 頁参照。  



 - 2 - 

に、資源は資本に変わり、富に変換されると述べている。自然を資源に変えるプロセスが

資源化資源化資源化資源化であるが、これは技術などによりアクセス可能になった時点で完了する。森林の伐

採という技術を用いて材木という資源に変えることや、風景地を道路開発という技術を用

いて観光地化するといった場合がこれである。ただし注意しなければいけないことは、こ

の時点ではその地域内でしか利用できない、活用範囲が限られた状態であることである。  

資源の有効活用のためには、集団の財産としてきちんと管理管理管理管理されなければならない。そ

の活用のルールを定めるための法や制度ができることで、資源は資本になるのである。こ

の「資本化のプロセス」「資本化のプロセス」「資本化のプロセス」「資本化のプロセス」を経て市場に流通させることで、富に変換できるのであり（便宜

的にこれを「市場化」「市場化」「市場化」「市場化」と呼ぶ）、資源化のプロセスだけに目を奪われてはならず、その資源化のプロセスだけに目を奪われてはならず、その資源化のプロセスだけに目を奪われてはならず、その資源化のプロセスだけに目を奪われてはならず、その「資「資「資「資

本化のプロセス」本化のプロセス」本化のプロセス」本化のプロセス」も正しいかをチェックしなければいけなも正しいかをチェックしなければいけなも正しいかをチェックしなければいけなも正しいかをチェックしなければいけないのであるいのであるいのであるいのである。  

この観点からすると、国立公園は既に自由にアクセスできる、すなわち資源化がなされ

ている状態である。にもかかわらず富に変換できていないとすれば、「資本化のプロセス」「資本化のプロセス」「資本化のプロセス」「資本化のプロセス」

に問題があるか、に問題があるか、に問題があるか、に問題があるか、「市場化のプロセス」「市場化のプロセス」「市場化のプロセス」「市場化のプロセス」に問題があるかのどちらか、または両方というこに問題があるかのどちらか、または両方というこに問題があるかのどちらか、または両方というこに問題があるかのどちらか、または両方というこ

とになる。とになる。とになる。とになる。  

この資源化、資本化、市場化というプロセスを念頭に観光を考えることは、自然資源以

外が対象であっても有効である。敷田（2009）が指摘するような「観光まちづくり」にお

いて地域が陥りやすい罠、すなわち地域磨き（資源化）に夢中になるあまり、持続性のた

めの仕組み・ルール（資本化のプロセス）や、地域外との繋がりをもつ方法（市場化のプ

ロセス）を考察するステージをおろそかにしてしまう状態を明確に説明することができ、

有効な思考のツールである。  

 

必要なもの⇒ 技術・大きな資本 法・制度・ルール 市場・顧客

主要アクター⇒ 政府など 市民など 企業など
※一般的にマネタイズ（収益化）と呼ばれるが、本稿ではアクターが営利企業に限らないので使用しない

自然 資源 資本 富資源化 資本化 市場化※
※）

 

図 1：資源の変換プロセス  

（佐藤 ,2008, p.18 を参考に筆者作成）  

 

この資源の変換プロセス（図 1）について、もうひとつ重要なことがある。それは資源

化→資本化→市場化という流れとは逆に、右から左へ右から左へ右から左へ右から左へ思考する場合、すなわち富や資本を思考する場合、すなわち富や資本を思考する場合、すなわち富や資本を思考する場合、すなわち富や資本を

イメージして特定の事物を資源化する場合があるということであるイメージして特定の事物を資源化する場合があるということであるイメージして特定の事物を資源化する場合があるということであるイメージして特定の事物を資源化する場合があるということである。観光の文脈ならば、

稲垣（2011）が述べるように、観光者の欲望と触れあうことで観光資源に転化するものと、観光者の欲望と触れあうことで観光資源に転化するものと、観光者の欲望と触れあうことで観光資源に転化するものと、観光者の欲望と触れあうことで観光資源に転化するものと、

あらかじめ観光者の欲望を先取りするかたちで商品として創出されるもののあらかじめ観光者の欲望を先取りするかたちで商品として創出されるもののあらかじめ観光者の欲望を先取りするかたちで商品として創出されるもののあらかじめ観光者の欲望を先取りするかたちで商品として創出されるものの 2 種類があり種類があり種類があり種類があり、

前者が左から右の流れ、後者が右から左の流れである。両方の視両方の視両方の視両方の視点から変換プロセスを考点から変換プロセスを考点から変換プロセスを考点から変換プロセスを考

察することで、その効率性・有効性は計られ察することで、その効率性・有効性は計られ察することで、その効率性・有効性は計られ察することで、その効率性・有効性は計られるとるとるとると言える言える言える言える。。。。  
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本稿が観光振興をテーマとしながらも、国立公園の公園管理のあり方にも言及するのは、

それが「資本化のプロセス」「資本化のプロセス」「資本化のプロセス」「資本化のプロセス」しかカバーしていない懸念があること、及びしかカバーしていない懸念があること、及びしかカバーしていない懸念があること、及びしかカバーしていない懸念があること、及び「市場化のプロ「市場化のプロ「市場化のプロ「市場化のプロ

セス」セス」セス」セス」をををを意識していない、左から右の一方的な観点からなされて意識していない、左から右の一方的な観点からなされて意識していない、左から右の一方的な観点からなされて意識していない、左から右の一方的な観点からなされている可能性があるためでいる可能性があるためでいる可能性があるためでいる可能性があるためで

ある。ある。ある。ある。特に後者のプロセスはマーケティングの概念を通して考察されるべきものであり、

国立公園の公園管理において、そこに言及せずに利用の促進や観光の推進をすることに疑

問を感じたためである。これが、研究テーマを従来の公園管理だけではなく、市場を意識

した（市場化のプロセスまでカバーした）「公園経営」とした理由の一つである。  

 

2-3    研究の方向性：研究の方向性：研究の方向性：研究の方向性：持続可能性の考察から持続可能性の考察から持続可能性の考察から持続可能性の考察から  

「資本化のプロセス」は法・制度・ルールなどを定めることで成立する。これは有限な

資源の効率的且つ継続的な利用のために必要な活動であり、観光分野では本章 2-1 で使用

した持続可能性持続可能性持続可能性持続可能性（サステイナビリティ）といった言葉で表される。元来、海津（2011）が

述べるように、持続可能性は 1992 年に開催された UNCED（環境と開発に関する国際連合

会議、通称「地球サミット」）で提唱された「持続可能な開発」の概念が、多くの形態のツ

ーリズムに適用できるため広まったものである。その概念はシンプルで「「「「効用水準が時間効用水準が時間効用水準が時間効用水準が時間

を通じて低下しない状態を通じて低下しない状態を通じて低下しない状態を通じて低下しない状態」」」」（栗山・馬奈木 , 2008, p.238 太字は筆者）を維持することにある。

ここで重要なことは、効用を生み出す資本には自然資効用を生み出す資本には自然資効用を生み出す資本には自然資効用を生み出す資本には自然資本と物的・人的資本があり、その合本と物的・人的資本があり、その合本と物的・人的資本があり、その合本と物的・人的資本があり、その合

計が減少しないよう管理することが肝要計が減少しないよう管理することが肝要計が減少しないよう管理することが肝要計が減少しないよう管理することが肝要だということである。自然資本が減少しても、対

応する効用の減少を物的・人的資本で補償することが可能なのである。  

持続可能性の概念は、自然の保全のコンセプトと合致することから、持続可能な観光（サ

ステイナブルツーリズム）というテーマのなかでも、特にエコツーリズムの核となる概念

として浸透してきた。しかし元来の意味に照らし合わせれば、大切なのは自然資本の保全自然資本の保全自然資本の保全自然資本の保全

（手段）ではなく、そこから得られる効用水準の維持または向上（目的）（手段）ではなく、そこから得られる効用水準の維持または向上（目的）（手段）ではなく、そこから得られる効用水準の維持または向上（目的）（手段）ではなく、そこから得られる効用水準の維持または向上（目的）である。  

国立公園の管理運営において、資源の管理だけでなく利用者の管理の際も、この元来の

概念に照らし合わせて考えてみよう。Eagles, McCool, & Haynes（2002 小林監訳  2005）に

詳しいが、公園利用者の管理アプローチは以下の 4 種類が存在する。  

①観光・レクリエーションの機会の供給の管理  

②利用に耐えるような資源や設備能力の性質の管理  

③観光・レクリエーション利用に対する需要の管理  

④利用によるインパクトの管理  

 

効用水準に着目すれば、これら全てのアプローチに目を向けることができるが、自然保

全のみに着目すると日本の国立公園のように③に傾倒しやすくなる。しかし、これには、

過剰利用が発生しやすい、という背景があり、それゆえ③に偏ってしまっているという事

情がある。庄子・栗山・宮原（2005）が明らかにしているが、日本の自然公園は地域制公
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園
3
制度に起因する、財の市場価格が存在しない非市場財が消費されている状況であるため、

排除（通行禁止や制限）の根拠を示すことができないのである。これはレクリエーション

環境というサービスには、対価を要さない自由なアクセスが許容される状態を指し、おの

ずとどうやって利用を利用を利用を利用を制限制限制限制限するか、という③の需要需要需要需要の管理の管理の管理の管理思考（規制）思考（規制）思考（規制）思考（規制）になってしまうの

である。  

決してこの③のアプローチ自体に問題があるわけではないが、利用料や利用人数制限な

どの導入は、市場取引に拠らず利用客の効用を減ずるので外部不経済 4
になってしまうこと

は避けられない。この点が貨幣的に評価できないと、利用者を含めたステークホルダーに

対策の必要性を訴えたり、その度合いのコンセンサスをとったりすることができないので、

明確な数値化ができる「環境評価技術」の開発が必要になってくる。ここまでは対応でき

るが、さらにその後、各ステークホルダーにそういった対策について納得納得納得納得してもらわなけ

ればならない。専門家が示した保全（手段）のための数値の妥当性は理解理解理解理解できても、たと

え短期間でも、そのステークホルダーにとっての便益が害される可能性があると、納得納得納得納得は

得られない可能性があるということが課題である
5
。人は完全にホモエコノミカス（合理的

経済人）ではなく、時として感情に基づき判断をするため、科学的根拠に基づいた入域料

の案がパブリックコメントを通した結果、まったく科学的根拠に基づかない数値に変わる

ことが良くあるのはそのためである。  

そのため③③③③のアプローチだけでは効用水準の維持のアプローチだけでは効用水準の維持のアプローチだけでは効用水準の維持のアプローチだけでは効用水準の維持（目的）は達成で（目的）は達成で（目的）は達成で（目的）は達成できないのではきないのではきないのではきないのではないか、ないか、ないか、ないか、

という疑問が沸きという疑問が沸きという疑問が沸きという疑問が沸き、、、、これも研究の目的を規制重視（自然の保全重視）の公園管理ではなく、

市場（利用者）を意識した「公園経営」の有効性の検証に定めた理由のひとつである。  

なお、④のインパクトの管理から得られる示唆は多い。インパクトはその当該地域の収

容力を超えた時点で現れるが、このインパクトと収容力という二つの概念は、前述の効用

水準の維持という目的に沿った考え方である。小林（2008）は、インパクトには「利用行

為が自然環境に及ぼす生態系インパクト（植生、土壌、水資源、野生動物）」だけでなく、

「利用体験的インパクト（利用者が生態系インパクトを認識したり、あるいは悪いマナー

を目撃するなどして起こる不快感や不満感）」があると述べている。また収容力も生態系的

収容力だけでなく、社会的収容力（利用者が感じる混雑感など）があり、この収容力を超

えると、利用客は来訪時期を変えるだけでなく来訪場所や地域も変えるようになってしま

う
6
。こうした概念は利用者の規制・制限ではなく、インパクトが顕在化しないような誘導・

                                                   
3
 地域制公園については 11 頁を参照。  

4
 外部効果（外部から自己の合理的な経済活動に影響が及ぶこと）がマイナスに働くこと。例えば

空港を開設したことで発生した周辺地域の地価の向上はプラスなので外部経済であるが、騒音は

マイナスなので外部不経済となる（竹内 , 2008 に基づく）。  
5
 友野（ 2006）に詳しいが、行動経済学の研究において、ヒトは利得よりも損失に敏感で、不確実

性の大きいほうを嫌うことが明らかになっている。入域料を徴収することで環境保全が促進され、

長期的に見た場合、徴収をする側やサービスを提供する側にとって利得になるとしても、それを

徴収することで客足が短期的に減る損失のほうをより強く恐れるのは、むしろ自然と言える。  
6
 愛甲（ 2008）に基づく。  
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緩和といった利用の機会の最大化に向けた工夫の余地があることを示している
7
。  

その他①や②については、実際に筆者がニュージーランドで観察した例も用いて第 6 章

以降で論じるが、ここでは自然自然自然自然環境の環境の環境の環境の保全を目的化し保全を目的化し保全を目的化し保全を目的化してはならないということてはならないということてはならないということてはならないということ、供給力・、供給力・、供給力・、供給力・

収容力を引き上げる収容力を引き上げる収容力を引き上げる収容力を引き上げるという視点もあるという視点もあるという視点もあるという視点もあるということということということということを強調しておきたい。  

 

3 研究方法研究方法研究方法研究方法・構成・構成・構成・構成・期待効果・期待効果・期待効果・期待効果  

3-1    本研究の本研究の本研究の本研究の方法と方法と方法と方法と設計設計設計設計  

本研究の方法は、帰納法的に設定した仮説を演繹的に検証する仮説演繹法を用いる。具

体的には、個別の公園管理モデル（資本化のプロセス）はマーケティングのコンセプト（フ

レームワーク）で設計されているとする仮説を立て、国立公園の個々の事例をマーケティ

ングの概念に当てはめて、その仮説の検証を行う。また、国立公園においても市場化のプ

ロセスではマーケティングのコンセプトが有効であることもマーケティングのプロセスに

基づいて国立公園の現状・課題を考察することで明らかにする。ただしただしただしただし当該部分を論じる当該部分を論じる当該部分を論じる当該部分を論じる

前に、インバウンド観光と山岳前に、インバウンド観光と山岳前に、インバウンド観光と山岳前に、インバウンド観光と山岳国立公園国立公園国立公園国立公園の親和性や、観光促進に対する現時点のの親和性や、観光促進に対する現時点のの親和性や、観光促進に対する現時点のの親和性や、観光促進に対する現時点の国立公園国立公園国立公園国立公園

のののの収容力など収容力など収容力など収容力などを確認しないことには、を確認しないことには、を確認しないことには、を確認しないことには、机上机上机上机上の空論となってしまうため、前半部分はの空論となってしまうため、前半部分はの空論となってしまうため、前半部分はの空論となってしまうため、前半部分は国立公国立公国立公国立公

園園園園の現状を把握することを目的に設計されている。の現状を把握することを目的に設計されている。の現状を把握することを目的に設計されている。の現状を把握することを目的に設計されている。  

本研究で用いた調査手法は以下の通りである。  

・ 文献調査  

・ 現地調査（調査地は表 1 に記載）  

 

表 1：現地調査地と実施した調査  

対象地域  実施日時  
ヒアリン

グ調査  

アンケー

ト調査  

参与観察

調査  

本稿で活用  

した章  

中部山岳国立公園  2012 年 8 月 25 日

～ 9 月 14 日  
○ ○ ○ 4、 5、 6、 8 

ニュージーランド南島内国

立公園（ 5 箇所 8 トラック） 

2013 年 2 月 4 日～

3 月 8 日  
○ －  ○ 3、 6、 8 

九州内国立公園（ 4 箇所）  2013 年 6 月 14 日

～ 6 月 24 日  
○ －  ○ 2、 7、 8 

台湾国家公園、国家風景区

（ 5 箇所）  

2013 年 10 月 19 日

～ 10 月 31 日  
－  －  ○ 2、 6、 8 

 

本稿の各章の概要（全体の俯瞰は図 2 参照）については次頁より順を追って説明を行う。  

                                                   
7
 加藤（ 2008a）に基づく。なお誘導・緩和とは、具体的には動線を考慮した道のデザイン、宿泊

施設の整備水準化、技術的な制御などを指す。  



 - 6 - 

第2章第2章第2章第2章

第3章第3章第3章第3章

第4章第4章第4章第4章

第5章第5章第5章第5章

第7章第7章第7章第7章

第8章第8章第8章第8章
第6章第6章第6章第6章

インバウンド観光＞自然資源＞国立公園＞山岳
国立公園という流れの説明を行う。

国立公園の中でも特に山岳国立公園が直面して
いる課題について整理する。

公園管理モデルの紹介を行う。

国立公園を取り巻くトピックからその現状を示す。

山岳国立公園の現地調査を通して、文献調査で得られ
なかった事象を明らかにし、また前章の確認も行う。

マーケティングコンセプトの紹介を行い、その公園
管理への有用性を示唆する。

マーケティングプロセスの分析フェーズで第2章～
第5章までの整理とその情報の補完を行う。

マーケティングコンセプトは公園管理モデルと本質的に同じで
あり、前者で後者の設計が可能とする仮説を提示する。

マーケティングの立案フェーズを用いて仮説の検
証を行う。

マーケティングの展開フェーズを用いてその有用
性を考察する。

＜前半部＞
観光振興に向けた山岳国立公園の
現状把握が主なトピック

＜後半部＞
マーケティングコンセプトと山岳国
立公園の管理運営体制が主なト
ピック

 

図 2：本稿章立て概念図  

 

第第第第 2 章章章章では自然資源を用いてインバウンド観光に言及する理由について述べる。これは、

本稿執筆時点（2013 年 12 月）における観光庁オールジャパン体制でのインバウンド観光

資源としての重点訴求対象は、アニメ・ファッション、日本食、日本伝統文化、日本製品

の 4 分野であり
8
、自然資源はその対象となっていないため、その有用性について説明を要

するからである。その自然資源の中でも国立公園、とりわけ山岳国立公園がインバウンド

観光資源に適している理由についても本章で論じる。  

第第第第 3 章章章章では、国立公園に関する近年の動きを追いながら、国立公園を取り巻く現状を把

握すると共に、マーケティングを用いた、図 1 における右から左の流れによる市場を意識

した公園経営が求められている旨説明を行う。  

第第第第 4 章章章章では、国立公園及び山岳国立公園の抱える課題について、文献調査に基づき言及

する。これらの既存の課題を把握せずに、更なる利用を図ることはできないためである。  

第第第第 5 章章章章では、実際に山岳国立公園（中部山岳国立公園）に調査に赴き、判明した事実及

び課題について述べる。これは山岳国立公園においてインバウンド観光を促進するために

必要な観光サービスと環境の収容力の調査を目的としているが、同時に第 4 章で論じた課

題の実態についても確認を行う。  

第第第第 6 章章章章では、文献調査に基づく海外の公園管理の管理モデルの考察から、第 3 章よりも

一歩進んで、マーケティングの概念は「市場化のプロセス」だけでなく「資本化のプロセ

                                                   
8
 観光庁ホームページ、訪日旅行促進事業（ビジットジャパン事業）の頁に基づく。  
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ス」でも有用であり、同概念を用いて公園管理モデルの設計も可能とする仮説を立てる。

合わせてマーケティングの概念も本章で詳しく説明を行い、仮説の検証に使用するマーケ

ティングプロセスを示す。そのプロセスにおける環境分析フェーズに関しては、第 5 章ま

でみてきた内容の整理に役立つため、本章内で実際に用いて、その精査を行う。  

第第第第 7 章章章章では、第 6 章で立てた「公園管理の資本化のプロセスとマーケティングのコンセ

プトは本質において同一」とする仮説の検証をマーケティングプロセスにおける立案フェ

ーズを用いて実施する。事例として第 6章で紹介する公園管理モデルである ROS を用いて、

この公園管理施策の立案のステップが立案フェーズの要素と同様であることを明らかにし、

公園管理施策の設計がマーケティングの概念で可能であることを示唆する。  

第第第第 8 章章章章では、第 6 章で示唆した「マーケティングの概念は「市場化のプロセス」だけで

なく「資本化のプロセス」でも有用である」とする仮説に基づき、マーケティングの展開

フェーズを用いて、その有用性について事例を活用して考察する。またマーケティング活

動の実行主体としての組織についても、山岳国立公園と絡めて本章で考察する。  

 

3-2    期待効果期待効果期待効果期待効果  

臼井（2013）が述べるように、マーケティングは、そのプロセスに基づいて必要な情報

を集め、整理したうえで一定のフレームワークを用いて分析、立案、展開を行えるよう設

計されており、論理的に物事を捉え、且つ他者に対して説明することを可能にする。この

論理性が保証されているがゆえにコミュニケーションツールとしての機能を持っており、

地域制公園が内包する多様なステークホルダーに対して、「共通言語」「共通言語」「共通言語」「共通言語」の提供がマーケテ

ィングには期待できる。これは、互いに協力しながら維持していくことが命題である地域

制公園制を採用する日本の国立公園にとって、各ステークホルダーの視点（ベクトル）を

市場に向けて合わせることを可能にし、従来の公園管理者による公園管理（規制）から公公公公

園経営園経営園経営園経営（事業）という新しい概念への移行を促すことが期待できる。とりわけ、「市場化

のプロセス」と「資本化のプロセス」がシームレスにマーケティングの思考で捉えられる

ならば、地域制公園であっても営造物公園
9
のように、さらなる利用や保全の促進に向けて

機動的な施策の立案、実行及び検証が可能になるだろう。  

 

4    本研究で用いる用語本研究で用いる用語本研究で用いる用語本研究で用いる用語  

固有名詞の説明及び本稿で用いる用語の定義を以下に記載する。  

 

・ 環境保全と環境保護  

自然公園における保全（Conservation）は「～に備えた保護」の意味で、利用を前提とし

ており、保存（Preservation）は「～からの保護」の意味で、利用を禁止するという違いが

                                                   
9
 地域制公園や営造物公園については 11 頁を参照  
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ある
10
。日本語で環境保護といった場合、保存の意味合いも含むが、本稿は利用を前提と

している国立公園について論じるので、より正確な「環境保全」という語を用いる。  

 

・ 公園管理団体制度  

風景地の保護及び適正な利用を図ることを目的とする、一定の能力を有する一般社団法

人又は一般財団法人、NPO 法人等について、その申請を受けて、公園管理団体に指定する

制度。環境省の外郭団体である自然公園財団（14 箇所の国立公園で活動）のほか、4 団体

が指定されている
11
。  

 

・  国際自然保護連合（ IUCN： International Union for Conservation of Nature and Natural 

Resources）  

1948 年に設立された国家、政府機関、非政府機関で構成された国際的な自然保護機関で、

2012 年 11 月時点で 91 の国々、127 の政府機関、903 の非政府機関、44 の協力団体の会員

からなる。1994 年に管理目的に従い保護地域を 6 つのカテゴリーに分類し（表 2 参照）、

共通の定義を加盟会員に提供している
12
。なお UNESCO 世界遺産における自然遺産に関し

て、各国からの推薦に対する現地評価とその評価書の作成も IUCN が担当している。  

 

表 2： IUCN の保護区のカテゴリーと管理目的  

分
類

学術研究
原生自然
の保護

生物多様
性の保存

環境が持
つ機能の
維持

特徴的な自
然や文化の
事象の保護

観光・レク
リエーショ
ン

教育

自然生態系

から生み出さ

れる資源の持

続的利用

文化的、
伝統的特
徴の維持

厳正保護
地域 (Ia)

1 2 1 2 - - - - -

原生自然
地域 (Ib)

3 1 2 1 - 2 - 3 -

ⅡⅡⅡⅡ

国立公園 生態系の保護とレクリ
エーションを主目的とし
て管理される地域

2 2 1 1 2 1 2 3 -

ⅢⅢⅢⅢ

天然記念
物

特別な自然現象の保護
を主目的として管理され
る地域

2 3 1 - 1 1 2 - -

ⅣⅣⅣⅣ

種と生息地
管理地域

管理を加えることによる
保全を主目的として管
理される地域

2 3 1 1 3 3 2 2 -

ⅤⅤⅤⅤ

景観保護
地域

景観の保護とレクリエー
ションを主目的として管
理される地域

2 － 2 2 1 1 2 2 1

ⅥⅥⅥⅥ

資源保護
地域

自然の生態系の持続可
能利用を主目的として
管理される地域

3 2 1 1 3 3 3 1 2

摘要　1:主目的、2:二次的利用、3:潜在的に当てはまる目的、－:当てはまらない

ⅠⅠⅠⅠ

学術研究若しくは原生
自然の保護を主目的と
して管理される保護地
域

概要

 

（ IUCN:1994.Guidline for Protected Area Management Categories より一部改変のうえ転載。邦訳は Eagles 

et al. ,  2002 小林監訳  2005 に基づく。）  

 

 

                                                   
10

 平松（ 1999）に基づく。  
11
 環境省ホームページ、公園管理団体の頁に基づく。  

12
 IUCN 日本委員会ホームページ及び吉田・道家（ 2008）に基づく。  
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・ コンセッション  

独占的な営業許可（排他的営業権）の意味で、公園管理者が、希望する民間事業者に対

して公園内での営業活動を認める制度そのものを指すことも多い。許可には有効期間があ

ること、公園管理者による何らかの管理指導があること、許可に対する対価の支払いを要

することが特徴に挙げられる。このうち対価の支払いについては、その民間事業者を利用

して公園管理者が顧客から間接的に徴収しているともとれ、52 頁（図 10）で示すように国

立公園における料金徴収の一形態とも言える
13
。  

 

・ 山岳国立公園  

表 3 記載の 30 箇所の国立公園のうち、戦前に山岳の大風景（特に火山風景）が評価され

指定された、阿寒、十和田、大雪山、日光、富士、中部山岳、阿蘇、霧島、雲仙、大山の

10 箇所に加え、日本百名山を含み、登山活動が盛んに行われている 10 箇所を加えた合計

20 箇所を本稿では便宜上、「山岳国立公園」と呼ぶ。日本百名山の定義は、後述する第二

次登山ブーム時に脚光を浴びた深田久弥の著書『日本百名山（1964）』の選定に基づく。高

辻（2004）によれば、その選定基準は（例外はあるものの）以下の 4 点を原則としている

という。  

①標高がおおよそ 1,500m 以上であること (以下 3 点への付加的基準 ) 

②誰が見ても立派な山であること（山の品格）  

③人間と関わりが深く、祠（山霊）が祭られているような歴史があること（山の歴史）  

④山容、現象、伝統など何らかの個性があること（山の個性）  

特に③は後述する「Natural Sacred Site」との関連が深く、日本独自の観光資源としての

可能性を秘めているので、注目に値する選定基準であろう。なお、当該百名山のうち 98

座が自然公園内にあり（74 座が国立公園内、17 座が国定公園内、7 座が都道府県立自然公

園内）、登山は自然公園の主要な利用の一つである
14
。  

                                                   
13

 加藤（ 2008b）に基づく。  
14
 座数のカウントは中野（ 2009）に基づく。  
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表 3：2013 年 12 月時点の国立公園と日本百名山（No.網掛けが山岳国立公園）  

No.
国立公園名　（網掛けは世界自

然遺産登録地含む）
指定年

　(再指定年）
百名山（深田久弥による選定）

1 阿寒国立公園 1934 阿寒岳

2 大雪山国立公園 1934 大雪山（※）、トムラウシ、十勝岳

3 支笏洞爺国立公園 1949 後方羊蹄山

4 知床国立公園 1964 羅臼岳

5 利尻礼文サロベツ国立公園 1974 利尻岳

6 釧路湿原国立公園 1987 －

7 十和田八幡平国立公園 1936 八甲田山、八幡平、岩手山

8 磐梯朝日国立公園 1950
月山、朝日山（※）、飯豊山、吾妻山、安達太良山、
磐梯山

9 三陸復興国立公園 1955（2013) －

10 日光国立公園 1934 那須岳、男体山、奥白根山、皇海山

11 富士箱根伊豆国立公園 1936 富士山、天城山

12 秩父多摩甲斐国立公園 1950
両神山、雲取山、金峰山、瑞牆山、甲武信岳、大菩
薩岳

13 南アルプス国立公園 1964
甲斐駒ヶ岳、仙丈岳、鳳凰山、北岳、間ノ岳、塩見
岳、悪沢岳、赤石岳、聖岳、光岳

14 小笠原国立公園 1972 －

15 尾瀬国立公園 2007 会津駒ケ岳、燧ケ岳、至仏山

16 中部山岳国立公園 1934
白馬岳、五竜岳、鹿島槍岳、剣岳、立山（※）、薬師
岳、黒部五郎岳、黒岳、鷲羽岳、槍ヶ岳、穂高岳、常
念岳、笠ヶ岳、焼岳、乗鞍岳

17 伊勢志摩国立公園 1946 －

18 上信越高原国立公園 1949
谷川岳、雨飾山、苗場山、妙高山、火打山、高妻山、
草津白根山、四阿山、浅間山

19 白山国立公園 1962 白山

20 吉野熊野国立公園 1936 大台ケ原山、大峰山（※）

21 山陰海岸国立公園 1963 －

22 大山隠岐国立公園 1936 大山

23 足摺宇和海国立公園 1972 －

24 瀬戸内海国立公園 1934 －

25 雲仙天草国立公園 1934 －

26 霧島錦江湾国立公園 1934（2012) 霧島山（※）、開聞岳

27 阿蘇くじゅう国立公園 1934 九重山（※）、阿蘇山

28 西海国立公園 1955 －

29 西表石垣国立公園 1972 －

30 屋久島国立公園 2012 宮之浦岳

（※）一体の山々を指し、正式な山頂の名称ではない。  

（筆者作成）  

 

・ 自然公園法と自然公園  

1957 年に制定された、現在指定されている自然公園の根拠法。1931 年に制定された国立

公園法に代わり制定され、表 4 に記載の三種類の自然公園の体系が整えられた。  
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表 4：2013 年 3 月時点の日本の自然公園の指定状況  

種類  概要  指定・管理者  箇所数  面積 (ha) 

国立公園  日本を代表する自然の風景地  国  30 2,093,363 

国定公園  国立公園に準ずる自然の風景地  都道府県  56 1,362,613 

都道府県立自然公園  都道府県を代表する自然の風景地  都道府県  315 1,977,485 

（環境省 ,  2013, p.5 より転載）  

 

・ 地域制公園と営造物公園  

自然公園には大きく分けて、地域制公園と営造物公園の 2 つのタイプがある。その違い

は表 5 の通りである。なお、表 5 に記載の通り、日本の自然公園は地域制公園であり、公

園管理者である環境省と土地の所有者は同一ではない。国立公園における土地の所有率は

国有地 61.8%、公有地 12.5%、私有地 25.6%となっているが、国有地の大半は林野庁の所管

で、環境省の所管は全体の 0.3％ほどである
15
。地域制公園は園内に居住する人口が多いの

が特徴で、アメリカの約 2 万人（2004 年）に比べ、日本は 65 万人（1990 年）となってお

り、これらの地域住民との連携・調整も重要になる
16
。  

 

表 5：営造物公園・地域制公園の比較  

タイプ  採用国  特徴  メリット  デメリット  

営造物

公園  

アメリカ、カナ

ダ、オーストラ

リア、ニュージ

ーランドなど  

・ 管理者が 公園 の土地を

公園占有地として所有  

・ 資源管理に重きを置く  

・ 管 理 権 限 に 基 づ く 計

画の迅速な実行が可能  

 

・ 公 園 管 理 予

算 （ 費 用 ） が 膨

大になり勝ち  

 

地域制

公園  

日 本日 本日 本日 本 、 イ ギ リ

ス、イタリア、

韓国など  

・ 管理者は 土地 を所有し

ない  

・ 開発規制に重きを置く  

・ 元 来 の 利 用 者 の 便 益

を害しない  

・ 多 様 な 関 係 者 の 協 力

を仰げる（費用面でも）  

・ 地 権 者 を は

じ め と す る 多 様

な 関 係 者 と の 利

害調整が必要  

（加藤 ,  2008b 及び小沢 ,  2013 を参考に筆者作成）  

 

・ ツアー登山とガイド登山  

いずれもガイドに率いられて登山活動を行うものであり、その違いについて本稿では重

要視しないが、安全管理について論じる際にガイドの資格について述べるため、表 6 にそ

の違いを明記しておく。  

 

 

 

 

                                                   
15

 環境省ホームページ、ようこそ国立公園への頁に基づく。  
16

 環境省（ 2009）に基づく。  
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表 6：ツアー登山とガイド登山の比較  

名称  定義  料金  特徴  安全管理 17  

ツアー登山  

旅行業法に基づき

登録された旅行業

者の企画によるパ

ッケージツアー形

式の登山形態であ

る。  

一 般 の ツ ア ー 商

品同様、交通機関

や 宿 泊 施 設 の 手

配 な ど 全 て 含 ん

だ 金 額 で 提 示 さ

れる。  

・交通手段や宿泊施設の

確保などの手間が不要。  

・事故の際、旅行会社の

補償が適用される。  

・比較的大人数で行動し

個人の自由度は低い。  

JATA と ANTA(※ )の

共同作成によるツア

ー登山運行ガイドラ

インに基づくガイド

レシオに従い、ガイ

ドの能力を担保  

ガイド登山  

登山専門のガイド

が案内を行い、登

山計画はガイド立

案型と顧客による

オーダーメイド型

がある。  

ガ イ ド と の 個 人

契約で、基本的に

ガイド料のみ。現

地 集 合 が 主 で 交

通費・食費は参加

者が別途支払う。  

・料金はツアー登山に比

べ割高である。  

・比較的少人数であり、

個人の自由度が高い。  

社団法人日本山岳ガ

イド協会による認定

ガイド制度、または

一部の地方行政によ

る資格制度によりガ

イドの能力を担保  

(※ )JATA は日本旅行業協会の、ANTA は全国旅行業協会の英名の略称  

（大石 ,  2007 及び小川 ,  2012 を参考に筆者作成）  

 

・ 登山とトレッキング  

日本において一般的に使用される「登山」という用語について、山岳保険では表 7 のよ

うに分類しており、登攀行為と一般登山行為の両方を含む。本稿で扱う観光活動としての

登山は、山岳国立公園内における「一般登山道上での登山行為（トレッキング）」を指すこ

とから、その意味で「登山」という語を用い、登攀行為を伴う場合は「登攀」という語を

用いて区別する。  

表 7：登山の対象行為  

名称  対象行為  愛好者英名呼称  対象保険の特徴  

登攀行為 18  クライマー  

登山  

「救援者費用」及び「捜索費用」がカバーされる。

一般登山道上でも雪渓が存在したり、ロープの使用

が安全と看做される難コースがある場合は、こちら

の登山保険の対象になる可能性がある。  
一般登山道を利

用する登山行為  
トレッカー  

軽登山  
ハイキング 19  ハイカー  

「救援者費用」がカバーされる。  

(野村 ,  2010 を参考に筆者作成 ) 

 

・登山道  

登山道は自然公園法下では、道路（歩道）の一種として表 8 のように定義されており、

これに従う。技術・体力もさることながら地図を含めた装備（準備）を要するというとこ

                                                   
17
 本稿執筆時点（ 2013 年 12 月）において、いずれのガイドにも法律的束縛（資格）はなく、「山

岳ガイド」を行う必須条件というのは存在しない。  
18
 雪山登山や一般登山道以外のルート（岩登り、沢登りを要するバリエーションルート）を含む

登山でピッケル、アイゼン、ロープ、ハンマーなどの登攀用具を使用するか否かを目安に保険

会社は対象保険を区別することが多い。  
19
 『レジャー白書』では「登山」と統計を区別されている。里山など市街地からのアクセスが比

較的容易な地域での日帰りによる行楽を主としており、ピクニック・野外散歩と同部門内でハ

イカーはカウントされている。  
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ろに、「登山道」の特徴がある。なお本稿では、公園計画において反映されている路線のこ

とを指すものとする（市販の登山マップには高い登攀技術を要するルートも登山道として

記載されている場合があるが、これには従わない）。  

 

表 8：国立公園における歩道のタイプ  

タイプ  定義・留意事項  

登山道  

登山もしくは自然海岸の縦走など、自然とのふれあいのための徒歩利用の用に供され

る歩道をいう。地域特性を踏まえ、読図能力などの相応の経験と技術、体力と装備を

有する公園利用者を想定し、自然環境の保全と適正利用の観点から必要最小限の整備

を実施するものとする。  

探勝歩道  

自然観察、自然探勝を行うための徒歩利用の用に供される歩道をいう。特別な経験や

技術を持たないが、ある程度の体力と装備を有する公園利用者を想定し、自然環境の

保全と良質な自然体験の確保に十分留意するものとする。  

園路  

公園利用者の遠地内の移動、散策、自然観察などのための徒歩利用の用に供される施

設をいう。多様な利用者層を想定し、自然環境の保全への十分な配慮を行った上で、

快適性、安全性を一定度確保するものとする。必要に応じて、路面舗装やバリアフリ

ー化を進めるものとする。  

（環境省自然環境局国立公園課 ,  2011, p.257 より抜粋・転載）  

 

・ 利用調整地区  

原生的な自然を有する地域の利用を利用者数や滞在日数などの基準を用いて調整するた

めに、2003 年より自然公園法に基づき導入された指定地区のことである。認定又は許可（そ

の認定業務手数料は利用者から徴収）を得なければこの地区に立ち入ることはできず、そ

の判断や業務を地元の団体を指定することで業務を委託することができる。環境省より指

定を受けたこの団体を「指定認定機関」と呼ぶ。現在（2013 年 12 月時点）、国立公園内に

存在する利用調整地区は吉野熊野国立公園の西大台地区と知床国立公園の知床五湖地区の

2 箇所である
20
。  

 

・ その他表現  

本稿で用いる「現在」という表現は、特に記載がない場合は執筆時の 2013 年 12 月時点

を指す。  

 

 

 

                                                   
20
 環境省ホームページ、利用調整の頁に基づく。  
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第第第第2章章章章        インバウンド観光インバウンド観光インバウンド観光インバウンド観光と山岳国立公と山岳国立公と山岳国立公と山岳国立公園園園園  

 

本章では、インバウンド観光を国立公園、とりわけ山岳国立公園を用いて振興すること

の重要性について論理的に整理をする。  

 

1 インバウンド観光振興のインバウンド観光振興のインバウンド観光振興のインバウンド観光振興の重要重要重要重要性性性性  

1-1    地域経済への貢献地域経済への貢献地域経済への貢献地域経済への貢献  

観光の直接的・間接的経済効果が大きいことは数字を用いて語られることは多いが
21
、

その経済効果が地域にとって具体的にどのような恩恵をもたらすかについての詳細な記述

は少ない。インバウンド観光の重要性を強調するため、ここで次の点を述べておきたい。  

観光庁は図 3 を用いて、日本全体の不可避の課題であり、また地域が直面している人口

減少による地域経済の縮小に対し、旅行者の受け入れ（消費）でカバーできることを示し

ている。この図 3 からもうひとつ言えることは、受け入れキャパシティの限度（この場合

宿泊施設などに限らず、自然公園の入場者数等、環境的に許容範囲があるものを含む）を

考慮した場合、外国人顧客の誘外国人顧客の誘外国人顧客の誘外国人顧客の誘致致致致がより経済的効果ががより経済的効果ががより経済的効果ががより経済的効果が高高高高いいいいということである。またそもそ

も日本全体の人口が、今後大きく減少する見込みであることから、限られたパイの取り合

いを防ぐ（または競争に巻き込まれない）という観点からも体力の限られた地域こそ（人

口減少が早くに発生する地方部
22
ならなおさら）インバウンド観光に注力すべきなのであ

る。この図 3 はインバウンド観光の重要性だけでなく、観光活動の成果をチェックする際

の KPI
23
になるので、常に意識しておかねばならない。  

 

                                                   
21

 2011 年度の日本の観光消費額 22.4 兆円に生産波及効果を含めた 46.4 兆円は国内生産額の 5.2%、

雇用効果 397 万人は総雇用の 6.2%となっている（日本旅行業協会 , 2013 に基づく）。  
22
 2020 年には 2005 年比で 10 県で 10%以上の人口減少が予想され（増加は 4 都道府県のみ）、さら

に 2030 年には 36 県で 10%以上の人口下落（増加は 2 都道府県のみ）となる（ issue-design project,  

2011 に基づく）。  
23

 Key Perfomance Indicator の略。業績評価指標のことで目標に対する達成度合いを測るため定量

化された指標である。業種により様々で、例えば携帯電話ショップなら、加入者 ×加入単価 メ

ディアは視聴率、コールセンターは通話率などがこれにあたる（川瀬 , 2004 に基づく）。  
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図 3：定住人口と観光客数の関係  

（観光庁 ,  2010, p.4 より転載）  

 

1-2    外国人外国人外国人外国人旅行旅行旅行旅行客客客客のののの行動範囲行動範囲行動範囲行動範囲からからからから：：：：地方部へ地方部へ地方部へ地方部へ来訪来訪来訪来訪することへの期待することへの期待することへの期待することへの期待  

図 3 における、訪日外国人が邦人旅行客に比べて旅行消費額が多いという事実の詳細を

見てみると、2011 年度の調査 24
では、平均支出額は 200,737 円、旅行前の支出を除く日本

国内での旅行中支出でも１人当たり 113,917 円と確かに高い。これは平均宿泊数で 13.6 泊

（観光レジャー目的のみを抽出した場合でも平均 6.2 泊）と邦人（2.17 泊 25
）に比べ滞在滞在滞在滞在

期間が期間が期間が期間が長長長長いこといこといこといことが原因であり、１泊１泊１泊１泊あたりのあたりのあたりのあたりの単単単単価（価（価（価（8,348 円円円円）が）が）が）が高高高高いいいい訳訳訳訳ではないというこではないというこではないというこではないというこ

とにとにとにとに着着着着目しなければいけない目しなければいけない目しなければいけない目しなければいけない。  

長く滞在している外国人を分析してみると一定の傾向が読み取れる。観光・レジャー目

的で 1 週間以上の滞在する者が全体の 6 割以上を占める外国人を国籍別に見てみると、フ

ランス、オーストラリア、ロシア、ドイツ、英国、マレーシア、米国、シンガポール、カ

ナダと続く。来訪回数を見てみるとロシアとマレーシアを除き（それでもそれぞれ 45.3%

と 47.9%が初回の来日だが）、これらの国は過半数以上が初初初初めてのめてのめてのめての訪日訪日訪日訪日であった。逆に過半

数以上が初回の来日ながら、宿泊日数が 1 週間未満の者が多いのは中国だけとなった
26
。

初来訪初来訪初来訪初来訪者は者は者は者は長長長長くくくく滞在滞在滞在滞在するするするする傾傾傾傾向が向が向が向が強強強強いいいいということである。  

これらの事実は観光の「「「「ララララケッケッケッケットトトト構構構構造造造造」」」」を表している。これは居住地から離れたところ

から来た者ほど当該国内を大きく周遊する（結果として長い滞在になる）というモデルで

ある
27
。またそれに加え、初回であればあるほど移動距離を気にせず、代表的な観光地を

巡ろうとする動きが推測できる。  

                                                   
24

 国土交通省観光庁参事官（観光経済担当）（編）（ 2012）に基づく。  
25

 日本旅行業協会（ 2013）に基づく。  
26
 国土交通省観光庁参事官（観光経済担当）（編）（ 2012）に基づく。  

27
 橋本（ 2001）に基づく。  
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これは交通経済学的に見て、再び来る機会が限られることが多いことから、または来る

ためのコストが高くなりがちであることから、機会費用が時間費用
28
より高く、それゆえ

発生する「効用 /費用の極大化」の思考の表れである。そのため、国立公園のように国立公園のように国立公園のように国立公園のように都都都都市部市部市部市部

からからからから離離離離れたれたれたれた目的地目的地目的地目的地であってもであってもであってもであっても悲悲悲悲観することはなく観することはなく観することはなく観することはなく、むしろ限られた収容力に適した形での

消費者余剰 29
と生産者余剰 30

の最大化（社会的余剰の最大化）を追及すべき国立公園は、こ

の回遊回遊回遊回遊をしそうなをしそうなをしそうなをしそうなタタタターーーーゲゲゲゲッッッットトトトに絞ってマーケティングすることで、インバウンド観光との

親和性が期待できる。  

なお、上述の「効用効用効用効用 /費費費費用の用の用の用の極極極極大化大化大化大化」はマーケティングの概念の根幹を成し、改めて第 6

章で後述するが、ここで先立って述べておきたいのは、マーケティングは利利利利益益益益のののの最最最最大化大化大化大化の

ための道具ではないという点である。  

 

1-3    外国人外国人外国人外国人旅行旅行旅行旅行客客客客のののの動線動線動線動線からからからから：：：：周遊型周遊型周遊型周遊型観光による観光による観光による観光による消費消費消費消費のののの拡拡拡拡大大大大に向けた期待に向けた期待に向けた期待に向けた期待  

丹治（2001）によれば、「遊ぶ観光」は「ピストン型観光」になりがちで、消費が抑制さ

れやすい傾向があるという。例として山岳国立公園を挙げてみよう。邦人利用者にとって

は、山岳風景そのものは珍しいものでないため、丹治（2001）が指摘するように、既に「遊

ぶ観光」（登山が典型、その他に釣り、ダイビング、カジノ、ゴルフなども遊ぶ観光である）

になってしまっており、居住居住居住居住地から目的地に地から目的地に地から目的地に地から目的地に到着到着到着到着したら、そこで活したら、そこで活したら、そこで活したら、そこで活動動動動をををを行行行行ってってってって同同同同一経一経一経一経路路路路でででで

帰路帰路帰路帰路ににににつつつつく「く「く「く「ピピピピスススストトトトンンンン型型型型観光」の観光」の観光」の観光」の典型典型典型典型になっている。  

登山活動を例に取れば、長谷川（2007）が指摘するように、道路網の発展により、邦人

利用者のアプローチ利用形態の主流は鉄道からマイカーへと移っており、登山口までのア

プローチ時間が短縮され、且つ百名山ブームによる登頂だけが目的の最短ルートでの登山

スタイルへと変化している。この変化による影響で、邦人利用者は地域の交通機関に対し、

昔ほど利益を生まなくなってきている
31
。「「「「遊ぶ遊ぶ遊ぶ遊ぶ観光」と観光」と観光」と観光」と「「「「ピピピピスススストトトトンンンン型型型型観光」の観光」の観光」の観光」の組組組組み合わせみ合わせみ合わせみ合わせ

では、では、では、では、道中道中道中道中をををを楽楽楽楽ししししむむむむというというというという概概概概念が念が念が念が希薄希薄希薄希薄でありでありでありであり、、、、消費消費消費消費がががが抑抑抑抑制されてしまうのである制されてしまうのである制されてしまうのである制されてしまうのである。  

そういった意味では、「観る観光」の要素で訴求できる外国人旅行客（とりわけ初来訪者）

に、周辺地域での宿泊施設・交通機関の利用や、また登山本来のもつ、どの登山道の風景

を見ながら歩くかという楽しみ方などを訴求して、「周遊型観光」を推し進めるのは合理性

                                                   
28
 機会費用とはその機会を失うことで発生する費用、時間費用とは時間を犠牲にすることで発生

する費用のことである（竹内 , 2008 に基づく）。  
29
 消費者余剰とは効用から費用を引いた差であり、消費者にとっての幸福感、お得感と言える（中

崎 , 2002 に基づく）。  
30
 生産者余剰とは生産者（サービスの提供者）から見ても資源が最適に配分できた状態を指す（竹

内 , 2008 に基づく）。社会的余剰が最大化されている状態とは、誰かの効用のために別の者の効

用が害されないよう改善されきった状態（それ以上改善できない状態）であり、パレート最適

が達成された状態と言える。  
31
 公共交通機関は高速化すると同時に高額になる傾向があり、複数名でのグループ登山になると

圧倒的に車のほうがコストが安くなることも、車でのアプローチが多くなった理由として、長

谷川（ 2007）は挙げている。ちなみに夜行列車を好んで利用する登山客のために新宿駅に設け

られた待ち合い場所が「アルプス広場」であるが、季節運行便を除き夜行列車が廃止されたた

め、本稿執筆時点（ 2013 年）では名ばかりになってしまっている。  
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がある。「観る観光」と「周遊型観光」の組み合わせで訴求できる外国人旅行客への消費拡

大への期待は、なおのこと大きくなる
32
。  

なお丹治（2001）はこのほかに「休む観光」という、リゾート地に見られる、滞在時間

の長い保養型の観光が存在する旨述べているが、残念ながら日本の国立公園、特に高山帯

では、開発の規制が厳しく需要に応える施設の建設は困難な状況である
33
。そのため後述

する観光競争力が高いスイスのような高級山岳リゾートというコンセプトを踏襲すること

はできない（山岳リゾートなどの施設は、そこから風景を眺めるだけで体験が完了する「観

る観光」を促進できるので、自然資源の価値低減が発生しにくいというメリットがあるの

だが）。しかし、そのような状況もマーケティングを活用すれば、ポジティブに訴求可能で

ある。詳細は第 6 章 8-3 で後述する。  

 

1-4    海海海海外の事外の事外の事外の事例例例例からからからから：物価：物価：物価：物価高高高高のののの克服克服克服克服可能性への期待可能性への期待可能性への期待可能性への期待  

外国人旅行客を呼び込むにあたって、現状把握されている阻害要因や海外からの日本の

旅行目的地としての評価を見てみたい。遠い国、物価が高い、言語が通じないという三つ

の要素が訪日阻害要因に挙げられていることが判明しているが
34
、遠さは入出国手続き時

間の短縮や交通機関の利便性で、高さは割引などの情報提供やそれに従ったササササーーーービビビビスのスのスのスの質質質質

で、言葉の不安感も事前の（旅行前の）情報発信でカバーできる。須田（2009, p18）の言

葉を借りれば、「「「「懸念を懸念を懸念を懸念を杞憂杞憂杞憂杞憂にするにするにするにする」」」」こういった努力が重要であるが、最も大きな阻害要

因として挙げられている物価高への対応策として述べた「「「「ササササーーーービビビビスのスのスのスの質質質質」」」」は、実際に物価

高を相殺、あるいは相対的にみて安価に感じさせることが可能であろうか。  

世界経済フォーラム（通称「ダボス会議」）における国際観光力調査では、価格競争力で

139 位と日本の 130 位より低いスイスは、総合点では 1 位となっており、全ての項目で高

ポイントを得ているが、単独項目でも世界第 1 位だったのが人的資源の項目であった（ち

なみに日本は文化資源 11 位、自然資源 21 位、人的資源 21 位など小項目で高ポイントを得

ており、総合評価は 14 位と比較的高い評価を得ている）
35
。一方で日本を超える年間外国

人旅行客を 2012 年度に獲得見込としている韓国は、観光商品が低価格の短期滞在型に偏り、

収益性に課題を残し
36
、総合的に 25 位となっている。このスイスと韓国の事例は、価価価価格競格競格競格競

争争争争力が低いこと自力が低いこと自力が低いこと自力が低いこと自体体体体は、は、は、は、人的資源などによ人的資源などによ人的資源などによ人的資源などによりりりり付加付加付加付加価値を価値を価値を価値を高高高高めためためためた観光商品を観光商品を観光商品を観光商品を提提提提供することで供することで供することで供することで

払拭払拭払拭払拭できることをできることをできることをできることを示唆示唆示唆示唆してしてしてしておおおおり、り、り、り、訪日後のイメージで「サービスが良い」が高位に示され

                                                   
32
 もとより登山が外国人にとって「観る観光」である可能性は第 3 章で述べる。  

33
 昭和 49 年公布、平成 2 年改定の環境庁自然環境局長通知「国立公園内における各種行為に関す

る審査指針について」にあるとおり特別保護地区、海中公園地区または第１種特別地域ならび

に高山帯などでは工作物の新築は原則として許可されない。  
34
 国土交通省（ 2005）「訪日外国人観光客の受け入れの推進－国際交流の拡大に向けて」では阻害

要因は物価、言葉、時間の順であった。  
35

 Branke, & Chiesa（ 2013）に基づく。  
36
 中央日報（ 2012）に基づく。  
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る日本ならば、懸念を懸念を懸念を懸念を杞憂杞憂杞憂杞憂に変えられる可能性に期待できるに変えられる可能性に期待できるに変えられる可能性に期待できるに変えられる可能性に期待できる 37
。  

なお、日本の場合、繰り返しになるが、文化資源の 11 位に劣るものの自然資源も自然資源も自然資源も自然資源も 21 位位位位

と国と国と国と国際際際際的に的に的に的に評評評評価されて価されて価されて価されておおおおりりりり、十分インバウンド観光の訴求素材になりえる。これはナショ

ナルブランドとしての可能性を秘めているといえ、このトピックは後述する「ブランド体

系」で再び取り扱う。  

 

2 インバウンド観光資源としての国立公園インバウンド観光資源としての国立公園インバウンド観光資源としての国立公園インバウンド観光資源としての国立公園  

2-1    自然観光資源自然観光資源自然観光資源自然観光資源のののの最最最最上上上上位位位位にににに位置位置位置位置する国立公園する国立公園する国立公園する国立公園  

前項でサービスの質に言及したが、自然観光資源としての質において国立公園は、ほぼ

最上位にある。「ほぼ」というのは、そのクライテリアについて IUCN に従っており（表 2）、

これは吉田（2013）が述べるように、世界自然遺産の評価を IUCN が担当しており、その

登録を意識しているという側面もあるためである。つまり、国内において最も優れた風景

地が国立公園であり、さらにその上位概念として、世界的に見ても優れているのが UNESCO

自然遺産という構図である。言い換えれば、国立公園国立公園国立公園国立公園はははは UNESCO 世界遺産世界遺産世界遺産世界遺産とととと同等同等同等同等のクのクのクのクララララ

イテイテイテイテリリリリアにアにアにアに従従従従ったったったった、、、、品品品品質質質質のののの約束約束約束約束されたされたされたされた自然資源自然資源自然資源自然資源なのである。にもかかわらず、両者の国内

における知名度には雲泥の差がある。その理由及び知名度の活用について「ブランディン

グ」の概念を用いて次項より考察する。  

 

2-2    国立公園の知国立公園の知国立公園の知国立公園の知名度名度名度名度とととと集集集集客性客性客性客性  

瀬田（2009）が述べるに、著者が教鞭を執る大学でアンケートを実施したところ、日本

の国立公園名を知らず、その名称を用いた場合ほとんどの学生が「行ったことがない」と

答えるが、日光や上高地という観光地名を使えば、「行ったことがある」と答えるという。

さらに海外の国立公園名を述べよというと、ヨセミテ、イエローストーン、グランドキャ

ニオンなどをスラスラと答えるという。国立公園国立公園国立公園国立公園というものというものというものというもの自自自自体体体体のののの知知知知名度名度名度名度が低いのではなが低いのではなが低いのではなが低いのではな

く、く、く、く、日日日日本の本の本の本の国立公園国立公園国立公園国立公園の知の知の知の知名度名度名度名度が低いが低いが低いが低いのであるのであるのであるのである。。。。  

また五木田（2012）が国立公園における 4 つの地域（知床、奥日光、上高地、立山）で

利用者を対象に行った調査（N=6,006）では、そこが国立公園であると認知している初来

訪者は 60.1%（リピーターを含めた場合 79.9%）で、特に若年層（30 代以下）の初来訪者

は 4 割を切る。世界遺産である知床を除くとこの数値はさらに下がるという。  

この調査においては、知名度の低さもさることながら、リピーターであっても約 2 割の

者が依然として国立公園であること認知していないという結果に注目すべきかもしれない。

アクセスが自由な地域制国立公園においては、料金徴収のゲートがあるわけでもなく、そ

                                                   
37
 外国人旅行者の受入環境の整備に関する研究会（ 2009）によると、 JNTO の訪日外客実態調査

（ 2006-2007）では訪日前後の日本ポジティブなイメージを比較しており、訪日前第 5 位であっ

た「サービスが良い」は訪日後 4 位にアップしたという。なお、訪日前後を通しての 1 位は「日

本の人々が親切 /礼儀正しい」であり、ソフトインフラストラクチャーの強みを示す結果となっ

た。  
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もそもどこから国立公園内なのか、実際に訪れた利用客ですら気づかないという状況が予

想できる。一方で営造物公園の場合は、国立公園であることを理由に料金を徴収すること

が多く、入園者は明確にそこが国立公園であることを認識するうえ、チケットの半券など

により入園した国立公園名を目にする機会がある。こういった違いが日本の国立公園にお

いては、リピーターの間でも知名度が低いという現象の要因と考えられる。  

ただし、このような知名度の差異は、既に目的地を定めている旅行者の間で認められる

もので、これから旅行先を決めようとしている段階では、営造物公園も地域制公園も大差

ない可能性がある。五木田（2012）の調査では国立公園であることを理由に旅行先に選ぶ

と回答した者は全体の 3.5 割程度であったが、20 代に限って言えば 4.5 割と高い数値を示

した。「そこが国立公園だと知らなくても来るが、知ればもっと来る」ということを指して

おり、言い換えれば、国立公園国立公園国立公園国立公園のののの知知知知名度名度名度名度がががが高高高高いから利用客がいから利用客がいから利用客がいから利用客が行行行行くことはあっても、知くことはあっても、知くことはあっても、知くことはあっても、知名度名度名度名度

が低いからが低いからが低いからが低いから利用客が利用客が利用客が利用客が来来来来ないないないないというというというという訳訳訳訳ではではではではないないないない、、、、ということである。  

質が保証されているからこそ、邦人旅行者は日光や上高地に旅行に行っているのであり、

さらに国立公園であることを訴求すれば、それまで認知していなかった者でも惹きつける

ことができるのである。また国立公園は IUCN のクライテリアを満たしているので、世界

中の誰に対しても訴求できる世界世界世界世界品品品品質質質質の商品と言える。国立公園は良質の代名詞（「世界

遺産」のような権威的代名詞）であること、及び日本の国立公園はハードインフラストラ

クチャーが存在していること
38
、という二つの事実を繋げ、インバウンド観光に有効活用

する発想が「ブランディング」である。ブランディングとはブランドを構築する活動を指

すが、そもそもブランドとは何であるか、次項で考察する。  

 

2-3    ブラブラブラブランンンンデデデディングからみる国立公園ィングからみる国立公園ィングからみる国立公園ィングからみる国立公園  

(1) ブランドとは何か  

佐々木（2013）は、ブランドとは、簡単にいえば「商品につけられた名前（あるいはそ

の視覚的表現としてのロゴ）」（佐々木 , 2013, p.101）と述べている。他の商品との識別機能

の役割をもつわけである。単に名前をつけるだけの行為にも関わらず、多くの企業がこの

ブランドの獲得のために日々腐心している。  

これは、ブランドには送り手（例えば企業）が固有の名前をつけ、ブランド化を試みる

という意意意意図図図図ののののレベルレベルレベルレベルと、受け手（例えば顧客）がその名前以上の何かを見出す結結結結果の果の果の果のレベレベレベレベ

ルルルルの二つからなることに起因する。二村（2008）が述べるように、ブラブラブラブランドは受け手がンドは受け手がンドは受け手がンドは受け手がつつつつ

くるくるくるくる（その名前がブランドかどうかは受け手が決める）側面をもっているのである。ブラ

ンドの価値はその受け手がもつブランドの知識に左右されるため、送り手の意図だけで価

値の高低を決定することができない。それゆえに送り手は可能な限り自身の意図に近づけ

ようと、受け手のブラブラブラブランド知識ンド知識ンド知識ンド知識への働きかけに腐心することになるのである。  

                                                   
38
 本章 3-2 で後述する。  
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このブランド知識というのは、細かく見ていくと「ブランド認知」と「ブランドイメー

ジ」の二つに分けて考えることができる。Keller（2007 恩藏訳  2010）によれば、ブラン

ド認知は知名度のことであり、ブランドイメージとはその知名度に応じて思い出される対

象のイメージをさす。深深深深くくくく幅広幅広幅広幅広く認知させることく認知させることく認知させることく認知させることと、そのイメージがイメージがイメージがイメージがポポポポジティジティジティジティブブブブであるこであるこであるこであるこ

ととととの両方が重要というわけである。  

このブランド知識への働きかけを行う送り手側の活動は昨今、「「「「ブラブラブラブランドマンドマンドマンドマネネネネジメジメジメジメンンンントトトト」」」」

と呼ばれている。ブランド知識を形成する認知度やイメージは無形であるが、送り手側に

もたらす便益が非常に大きいことから、ブランドには資産としての価値があり、資産であ

る以上、戦略的にマネジメントされなければならないという考え方に基づく。実際に暖簾

（のれん）として、貸借対照表に数値化されることがあるのは良い例であろう。単にブラ

ンドを構築するだけならばブランディングという言葉で網羅できたが、より緻密に管理・

運営していく必要性がブランドマネジメントという言葉を生み出したのである。  

上記の送送送送り手り手り手り手側側側側にもたらすにもたらすにもたらすにもたらす便益便益便益便益について二村（2008）を参考にまとめると、以下のよう

なになる。  

①マーケティングコストの削減  

 ・価格プレミアム：ブランドが強いほど高い金額で売れる、など  

 ・チャネル支配力：流通経路の支配、棚における優位な位置の獲得など  

 ・プロモーション・コミュニケーションの効率化：宣伝による流行はどこがティッピン

グポイントになるかわからないが、ブランド力があれば時間を短縮できる。  

②商品寿命の更新力  

 ・商品は変わっても名前は残る（更新できる）例、ソニーにおけるカセットのウォーク

マン、CD ウォークマン、MD ウォークマン  

③事業領域の拡張力  

 ・水平展開を容易にする。例、ホンダによるホンダジェット展開  

④企業資産の増大  

 ・ロゴマークや暖簾代として貸借対照表に載る  

 

この顧客がもつブランド知識に基づくブランドの資産価値をマネジメントするモデル

（Customer-based brand equity: CBBE モデル）は体系化されており、日本における国立公園

というブランドがどういう状態にあるのか、またどのようにマネジメントされるべきかを

考えていく上で役立つものと考える。  
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レゾナンス
（ロイヤリティ・
愛着・コミュニティ
などの同調）

パフォーマンス
（耐久性・サービスの効果・
価格・スタイル・デザインな
どの相対的な評価や意見）

イメージ
（社会的・心理的イメージを
満たす歴史・伝統・使用者
のプロフィールなど）

フィーリング
（感情的な反応で
短期的な興奮や
持続性のある
自尊心など）

ジャッジメント
（品質・信用などの
個人的評価や意見）

セイリエンス
（高い突出生のことで、カテゴライズやアイデンティフィケー
ション（ブランドコンセンサス※）により生み出される。）

合理的ルート 情緒的ルート
　

アイデンティティ
（提供者は何者
か）

ミーニング
（提供物は何か）

レスポンス
（提供者はどのよう
に顧客を感じている
か）

リレーションシッ
プ
（どんな関係を顧客と
築きたいか）

深く幅広いブラン
ド認知

類似化ポイントと
差別化ポイント

ポジティブで好意
的な反応

強く活発なロイヤ
リティ

ブランドの発展段階
（顧客が投げかける無言の質問）

各段階でのブランディング目標

 

観光は感情的な消費であり、右の情緒的ルートで一般的にブランドを構築していく。  

※ブランドコンセンサスについては 152 頁参照  

図 4：CBBE モデルにおけるブランドビルディングブロック  

（Keller 2007 恩藏訳 2010,p.67 記載の図表 2-5,2-6 を一つに合わせて一部改変のうえ転載）  

 

(2) 国立公園というブランド  

CBBE モデルとは、図 4 のピラミッド（ブランドビルディングブロック）を下から上に

順番に登っていくことが顧客にとっての「ブランド知識」の増大に適切である、とするモ

デルであり、ブランディングと公園管理の関係については第 6 章で再度考察するが、この

ピラミッドを早く駆け上がる道具が国立公園にあることを本項では先立って指摘する。  

その道具は「ブラブラブラブランドンドンドンド階層階層階層階層
39
」または「ブラブラブラブランドンドンドンド体系体系体系体系

40
」と呼ばれている。二村（2008）

による、トヨタのカローラフィールダーという車種の事例で説明すると、トヨタという最

上位のコーポレートブランドの下に、トヨタ自動車やトヨタホームなどのファミリーブラ

ンド（アンブレラブランド）があり、そのトヨタ自動車の下にカローラという個別ブラン

ドがあり、そのモディファイヤー（味やバージョンが違う）がカローラフィールダーであ

る。この体系が意味するところは、カローラフィールダーは、顧客のブラブラブラブランド知識にンド知識にンド知識にンド知識におおおおけけけけ

る「る「る「る「ブラブラブラブランド認知」も「ンド認知」も「ンド認知」も「ンド認知」も「ブラブラブラブランドイメージ」も一からンドイメージ」も一からンドイメージ」も一からンドイメージ」も一から築築築築きあげたものではなく、力のあるきあげたものではなく、力のあるきあげたものではなく、力のあるきあげたものではなく、力のある

上上上上位ブラ位ブラ位ブラ位ブランドにンドにンドにンドにぶぶぶぶら下がるら下がるら下がるら下がる形形形形で、効率よく低で、効率よく低で、効率よく低で、効率よく低ココココスススストトトトでその認知でその認知でその認知でその認知度度度度やイメージをやイメージをやイメージをやイメージを広広広広めることめることめることめること

のできるのできるのできるのできる恩恵恩恵恩恵恩恵を受けているを受けているを受けているを受けているということである。  

日本の国立公園も同様の恩恵を受けることができる。前述の通り日本の国立公園は海外

の国立公園と比較し、その認知度で劣る。しかし、一からその魅力や質を訴求する必要は

なく、有名な営造物公園が観光客に対して長期間に渡り築き上げてくれた、対対対対象象象象国内の自国内の自国内の自国内の自

然資源の然資源の然資源の然資源のトトトトップップップップノノノノッチにしてッチにしてッチにしてッチにして最高レベル最高レベル最高レベル最高レベルのののの風風風風景地景地景地景地というイメージというイメージというイメージというイメージや国立公園国立公園国立公園国立公園内では内では内では内ではエコエコエコエコ

フレフレフレフレンドンドンドンドリリリリーに振ーに振ーに振ーに振舞舞舞舞うべしうべしうべしうべし、とする考えなどを国立公園を取り巻くブランド体系として利

用できるのである。むしろ後発であるからこそ、一から外国人観光客に対してイメージ訴

                                                   
39

 Keller (2007 恩藏訳  2010)に基づく表現。  
40

 二村 (2008)に基づく表現。  
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求や教育・啓蒙をしていく必要がない（すなわちイメージ訴求費用や教育啓蒙費用が安価

で済む）という大きなメリットを享受できるのだ 41
。上位のコーポレートブランドとも言

える UNESCO 世界自然遺産やファミリーブランドと言える有名な営造物国立公園のイメ

ージが生み出すポジティブな連想という強強強強みみみみを活かすことができる恵まれた観光資源が

日本の国立公園なのである。  

 

3    山岳山岳山岳山岳国立公国立公国立公国立公園園園園ととととインバウンドインバウンドインバウンドインバウンド観光の親和性観光の親和性観光の親和性観光の親和性  

3-1    観光と山岳観光と山岳観光と山岳観光と山岳国立公園国立公園国立公園国立公園のののの関係関係関係関係  

日本の国土の約 7 割は森林山地地帯であることは序論で述べた。こういった豊かな自然

資源は日本という国を特徴づけるのに適しているが、多く存在するからといって、それが

魅力的とは限らない。そのため、特にインバウンド観光に資することを目的とするならば、

その自然資源のなかでもトップノッチと言える国立公園から訴求しようとする思考は合理

的である。ただし国立公園と一言で言っても多様であり、国立公園の中でもインバウンド

観光に適した国立公園はどのような国立公園なのかが議論されねばならない。本項は国立

公園の風景評価の源泉を追い、日本らしく、且つインバウンド観光に適した国立公園につ

いて考察する。  

「何をもって風景を評価するか」という風景評価の価値は、時代のニーズによって変化

する。図 5 はその変遷を追っているが、国立公園制度の最初の時期、すなわち自然公園法

の前身となった国立公園法が 1931 年に制定された時代のニーズと風景評価に着目してみ

ると非常に興味深いことが分かる。瀬田（2009）はその国立公園法の帝国議会での以下の

法案の提出理由より、当時の不況下にある時代背景が、自然の大風景地に外貨獲得の経済

的価値を見出したと指摘している。  

 

「わが国自然の大風景地を保護開発して一般世人をして安易に之を親しましむるの方途

を講じ、国民の保健休養及至教化に資せしめんとする文化的使命と、延延延延いては外客誘いては外客誘いては外客誘いては外客誘致致致致

に資し国に資し国に資し国に資し国際貸借改善際貸借改善際貸借改善際貸借改善上上上上寄与寄与寄与寄与せしめせしめせしめせしめんんんんとする経済的とする経済的とする経済的とする経済的使命使命使命使命とを遂行せんが為である」（瀬田 ,  

2009, p.195 太字は筆者）  

 

そして、そのコンセプトに従って 1936 年までに順次指定された、いわゆる「戦前の国立

公園」12 箇所（阿寒、十和田、大雪山、日光、富士、中部山岳、瀬戸内海、阿蘇、霧島、

吉野熊野、雲仙、大山）を見てみると、瀬戸瀬戸瀬戸瀬戸内内内内海海海海をををを除除除除きききき 11 箇所箇所箇所箇所全てが山岳公園であり、全てが山岳公園であり、全てが山岳公園であり、全てが山岳公園であり、

                                                   
41
 九州における霧島錦江湾国立公園の参与観察調査で訪れた、えびの高原キャンプ場の管理人に

よれば、時々外国人が、あまり便利とは言えないような公共交通機関（路線バス）を使ってで

も、当該キャンプ場へ来るという。彼らは当該キャンプ場が国立公園内であることを知ってお

り、マナーが良い為、言葉が通じなくても、その対応に問題がないという。外国語による、「え

びの高原」自体の情報は限られていたが、「そこが国立公園である」という情報があれば、一定

の集客効果やマナーの訴求に十分であることを示唆させた。（ 2013 年 6 月 20 日実施のヒアリン

グに基づく）。  
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さらにその内、さらにその内、さらにその内、さらにその内、吉野熊野吉野熊野吉野熊野吉野熊野をををを除除除除き全てが「き全てが「き全てが「き全てが「火火火火山山山山風風風風景」なのである。景」なのである。景」なのである。景」なのである。  

 

 

図 5：国立公園評価の多様化・変遷  

 （環境省ホームページより「国立公園の歴史」をダウンロードのうえ転載。赤枠は筆者による。）  

 

瀬田（2009）によれば、国立公園法における国立公園指定の要件は、①同一形式の風景

を代表して傑出していること②自然的風景地にしてその区域が広大であること、③地形地

貌が雄大であるか又は風景が変化に富んで美しいことの三点である。日本人が当時の時当時の時当時の時当時の時代代代代

背景で背景で背景で背景でこのこのこのこの三三三三点を点を点を点を念念念念頭頭頭頭にににに考えた考えた考えた考えた文文文文化的化的化的化的使命使命使命使命と経済的と経済的と経済的と経済的使命使命使命使命を果たすことのできるを果たすことのできるを果たすことのできるを果たすことのできる最高最高最高最高のののの風風風風

景景景景評評評評価が、「価が、「価が、「価が、「火火火火山山山山風風風風景」景」景」景」であったであったであったであったのだのだのだのだ。。。。  

ここで強調したいのが、当時当時当時当時の時の時の時の時代代代代背景が現背景が現背景が現背景が現在在在在とととと酷似酷似酷似酷似しているしているしているしているということである。西村

（2012）は当時の新聞に以下のような国立公園による外貨獲得に関連した記事が多く見ら

れたと指摘している。  

 

「・・・仮にこれに由って二万人が十日間其滞在を延長するとせば一人平均三百名とし

て六百万円の収入を得ることが出来る」（西村 , 2012, p.2）  

 

現在まさに国内で議論されている状況とまったく同じであり、前述の「国際貸借改善」

という言葉も大げさではない。日本の国際観光収支が 2010 年度は 147 億 USD の赤字（震

災の影響を受けた 2011 年度は 162 億 USD の赤字とさらに広がった）であり、貿易外収支

における経済漏出が甚だしいのが国際観光の分野だからである
42
。  

その後、「生物多様性」、「海中公園」、「湿原景観」など国外から入ってきたコンセプトを

                                                   
42

 日本旅行業協会（ 2013）に基づく。  
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取り入れることで、日本の国立公園の風景評価は変化してきた。これらを意識して指定さ

れた比較的新しい国立公園は、戦後の自然公園法下で外発的要因に影響されて指定された

国立公園であり、決して戦前の大風景を前提とした国立公園にも風景で劣るものではない

が、「経済的効果」は考慮されておらず、むしろ「自然保護」に重きを置いて指定されてい

ることも念頭に置かねばならない。  

いつの時代も常に正しい施策というのは存在しない。施策は時代背景に応じて適時適正

に変化するものであり、現在の直面している課題を考慮して行わなければならない。より

「日本的な」自然資源を訴求しようと考えたならば、内発的な意識に目を向けた、日本人

が考える最も日本らしい風景であり、且つ「インバウンド観光を意識して指定された風景」

たる「火山風景」を再評価していくことは合理性がある。  

 

3-2    山岳山岳山岳山岳国立公園国立公園国立公園国立公園のののの歴史歴史歴史歴史からからからから紐紐紐紐解く解く解く解くココココンテンンテンンテンンテンツツツツ  

「インバウンド観光を意識して指定された風景」が山岳国立公園であると前項で述べた

が、具体的にどういう背景で当時の日本人が山岳風景地を国立公園に推したのか、日本人

と山及び外国人と山の関係を見ながら追ってみたい。これは山岳国立公園には自然の魅力

以外のコンテンツがあることを示す重要な視点を提供してくれる。図 5 には、「古くから民

衆に親しまれてきて風景」であると同時に「明治・大正の文化人や外国人が発見した風景」

という二つの思惑があると記載されている。前者は「日本人と山岳信仰」、後者は「外国人

と山岳レクリエーション」というキーワードで語ることができる。まずは前者のトピック

から探求する。  

 

(1) 日本人と山岳信仰  

小泉（2001）によれば、古来よりアニミズム的な視点から生活を支え、同時に脅威を与

える存在であった山は、日本人にとって畏敬と崇拝の対象であった。そして時代の経過と

ともに地元の生活に関わりのある山だけでなく、遠くからも望むことのできる各地方の名

山が神として崇められるようになったという。奈良時代にもなると富士山（浅間神）、立山

（雄山神）、白山（白山比咩神）、大山（大山神）といったふうに、山そのものが神と呼ば

れ、朝廷から階位勲等を受けるようになっていく。さらに平安時代になると密教、道教、

儒教などの影響を受け、修験道として一つの宗教体系に変わっていく。これらの山岳地に

おける修行者（山伏などと呼ばれる）が増えてくると、それまで閉ざされていた山が開か

れていくことになる。各地で見られる蓮華岳、釈迦ヶ岳、不動岳、大日岳、阿弥陀岳、権

現岳、薬師岳、経ヶ岳、一切経山などは全て山岳信仰の中で開かれた山である。こうして

アクセスルートがどんどん開拓されていくと信仰登山は庶民にも広がっていくことになる。 

江戸時代には「富士講（富士山登拝）」、「御嶽講（木曽の御嶽山登拝）」など、江戸から

の道中で泊まる宿まで定まっていた団体旅行システムにまで発展し、人気を博すようにな
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る
43
。これは伊勢参りや善光寺詣でと並んで日常生活から合法的に離れて「旅」をできる

機会であると同時に、肉体的には疲労を伴うものであったことから、江戸後期には、庶民

にとっての元服（成人）の式としての意味合いを持つようになり、次第に宗教的な意味合

いから物見遊山的な意味合いを持つようになった
44
。このここのここのここのころろろろにはにはにはには既既既既にににに道中道中道中道中のののの宿宿宿宿場や山場や山場や山場や山中中中中

のののの宿坊宿坊宿坊宿坊といったといったといったといったハハハハードードードードインインインインフラフラフラフラスススストラトラトラトラクチクチクチクチャャャャーーーーだけでなく、山先だけでなく、山先だけでなく、山先だけでなく、山先案案案案内人（内人（内人（内人（ガガガガイド）であるイド）であるイド）であるイド）である

「先達（せ「先達（せ「先達（せ「先達（せんんんんだだだだつつつつ）」や）」や）」や）」や荷荷荷荷物を物を物を物を運運運運びあげる人びあげる人びあげる人びあげる人夫夫夫夫（（（（ポポポポーーーータタタター）である「ー）である「ー）である「ー）である「強強強強力（力（力（力（ごごごごうりき）」とうりき）」とうりき）」とうりき）」と

いったいったいったいったソフトソフトソフトソフトインインインインフラフラフラフラスススストラトラトラトラクチクチクチクチャャャャーーーーもももも整備整備整備整備されることになるされることになるされることになるされることになる 45
 

これらの早くから整備されたインフラストラクチャーが、現在我々が行っているような

レクリエーションとしての近代登山を生み出すことに繋がっていく。次に「外国人と山岳

レクリエーション」について考察する。  

 

(2) 外国人と山岳レクリエーション  

前述の通り、既に登山のためのインフラストラクチャーは整備されていた日本であるが、

あくまで宗教登山であり、現代風の言い方をすればパッケージツアーであったため、個人

で勝手に登りたい山に登るということはできなかった。個人が自由意志で好きな山に登る

という近代登山の概念を持ち込んだのは幕末から明治にかけての在日外国人であった
46
。  

日英修好通商条約の外交代表でイギリス公使であったラザフォード・オルコックが 1860

年に外国人で初めて富士山に登ると、次々と外国人が日本の山に登るようになる。これは

単にインフラストラクチャーが整備されていたというだけでなく、1881 年にイギリスの外

交官アーネスト・サトウらが共編で『中部及び北方日本旅行案内』を出版し、1891 年に「日

本旅行案内」と名を変え 1913 年まで第九版を数える在日外国人の旅行案内書として人気を

博すなど、「ガイドブック」の存在があったことが挙げられる。この本には多くの山が紹介

されており、信飛地方には Japanese Alps という名称が用いられているという。この本で日

本の山を知って登山を行い、「日本アルプス」という名称を定着させ、日本における近代的

山岳会の創設にも力を貸した人物が、イギリス人宣教師ウォルター・ウェストンである。  

ウェストンのそれまでの在日外国人との違いは、外国人に対し日本アルプスを紹介する

だけでなく、日日日日本人に対しても「本人に対しても「本人に対しても「本人に対しても「紹介紹介紹介紹介」した点である」した点である」した点である」した点である 47
。ウェストンの横浜での講演に参

                                                   
43
 明治初期における講を「東洋の山岳クラブ」と称したウォルター・ウェストン（人物詳細は脚

注 47 参照）によれば、入会金は五銭、会費は 1 ヶ月に一銭～三銭で、登山シーズン前に誰が行

くかを決め、選定された代表者の費用は共有の資金から出されると説明されている。先達につ

いては案内人であり、また旅行のマネージャーであると記している（安田 , 2010 に基づく）。  
44

 小泉（ 2001）に基づく。  
45

 安田（ 2010）に基づく。  
46

 安田（ 2010）に基づく。  
47
 ウォルター・ウェストンは、 1888 年から三度来日し日本の山々を登ったイギリス人宣教師で、

著作「日本アルプス・登山と探検（MOUNTAINEERING AND EXPLORATION IN THE JAPANESE 

ALPS）」で日本アルプスの魅力を海外に伝えた。また居住地の横浜でたびたび講演を行い、日

本人にその魅力を伝えたことから、「日本近代登山の父」と呼ばれ、今も上高地をはじめ各地で

山開きの際に、「ウェストン祭」が開かれている。  
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加した岡野金次郎とその友人である小島鳥水が、ウェストンより、イギリスなどの大抵の

文明国にはアルパインクラブというものがあること、またそのクラブは雑誌を発行してい

ることを知らされ、その設立を薦められたことがきっかけで、「日本山岳会」が 1905 年に

誕生するのである。これと時を同じくして、政府の地質調査帯による地形図の作成がなさ

れていったことも、レクリエーションとしての登山が広まるのに拍車をかけた
48
。  

こうして宗教登山目的で開発されたインフラストラクチャーがレクリエーションとして

の登山目的で使用されるようになっていったのである。アルパインクラブの先鋒であった

欧州の登山が、一部のエリートだけのレクリエーションであった 1800 年代半ばから、日本

では多くの庶民が宗教的な理由で登山を行っていたにも関わらず、その登山行為自体や道

中の風景を楽しむという概念がなかったため、「団体旅行」から脱し切れなかったと言える。

そのため近代登山は、まさに西洋のまなざしをもって新たに「発見」されたといっても過

言ではなく、湯治などと同様、早くから「個人自由旅行」を発達させた分野である。  

こういった日本古来からの庶民のニーズと西洋人のニーズの両方を利用者の観点から満

たそうとするならば、登山活動を行える日本の山岳地域は、当時において非常に適した観

光資源だったのである。それゆえに日本人にとっての文化的使命と外貨獲得のための経済

的使命に資する目的で選定された日本の初期国立公園は山岳国立公園よりスタートしたと

言え、利用者の視点にたった利用者の視点にたった利用者の視点にたった利用者の視点にたった適適適適切な切な切な切な選選選選定定定定であった。レクリエーションとして登る近代登山

が一般的となった今も日本の山中には多くの祠が存在しており、まさに文文文文化と自然の化と自然の化と自然の化と自然の複複複複合合合合

資源資源資源資源としての姿を形作っている。このことは日本の山の持つ特徴的な（差別差別差別差別化可能な化可能な化可能な化可能な）観

光のためのコンテンツとして認識しておく必要がある。  

なお、これら古来の文化的資源へのアクセスが途絶えることなく現在まで続いている背

景には、後述する「第二次登山ブーム」を支えた深田久弥の著作『日本百名山（1964）』が、

日本の「山の歴史」を勘案して選定されていたことも影響しているだろう。台湾の太魯閣

国家公園（日本の国立公園に相当）では、古道古道古道古道をををを廃廃廃廃れさせないために、れさせないために、れさせないために、れさせないために、閉鎖閉鎖閉鎖閉鎖していたしていたしていたしていたココココーーーー

スを制限スを制限スを制限スを制限付付付付きで意きで意きで意きで意図図図図的に的に的に的に開放開放開放開放しているしているしているしている（写真 1）
49
。古道古道古道古道はははは歩歩歩歩く人がいなくなればく人がいなくなればく人がいなくなればく人がいなくなれば廃廃廃廃れてれてれてれて

しまうしまうしまうしまうが、図らずとも「日本百名山」にはこういった日本独自の文化的資源へのアクセス

を確保する働きがあったことも触れておきたい。  

 

                                                   
48

 小泉（ 2001）に基づく  
49
 台湾の国家公園の参与観察調査で訪れた 2013 年 10 月 25 日筆者来訪時点の太魯閣国家公園の情

報に基づく。  
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写真 1：人数制限つきで開放されている太魯閣国家公園の古道と案内板  

      

利用者制限は平日 60 名、休日 96 名である（左）右下のつり橋を渡り古道へ入っていく（右）  

(筆者撮影 ) 

 

第第第第 2 章章章章のまとめのまとめのまとめのまとめ：インバウンド観光の：インバウンド観光の：インバウンド観光の：インバウンド観光の推推推推進の理進の理進の理進の理由由由由とそのとそのとそのとその好材料好材料好材料好材料としての山岳国立公園としての山岳国立公園としての山岳国立公園としての山岳国立公園  

・ インバウンド観光は地域経済にとって好ましい。  

・ 外国人旅行客はラケット構造に従い、邦人旅行客に比べ、長期で且つ周遊型の観光が

期待できる。  

・ インバウンド観光の最大のボトルネックである物価は、サービスの質で相殺・克服可

能である。  

・ 自然観光資源の最上位の質を国立公園は有している。  

・ 現時点の日本の国立公園の知名度の低さは大きな問題ではなく、ブランド体系を利用

して克服可能である。  

・ 国立公園の中でも山岳国立公園は地理的・歴史的背景から日本らしい風景地と言える。

また早くから登山道などの山中のインフラストラクチャーが発展してきた背景も観光

に適した資源である。  

・ 山岳国立公園はその独自の成り立ちにより、自然資源のみならず文化資源も内包して

おり、観光資源として差別化できる強みがある。  
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第第第第3章章章章        国立公園国立公園国立公園国立公園を巡る課題と近年の動きを巡る課題と近年の動きを巡る課題と近年の動きを巡る課題と近年の動き  

 

本章では、実際に国立公園を管理している公園管理者（環境省）及び関係するステーク

ホルダーは国立公園についてどのように捉えているのか、またどのような方向性で管理を

していく予定であるか、最近の国立公園を取り巻く動向についてみながら考察する。その

後、外国人旅行客の利用促進に対して、注意すべき山岳国立公園の特徴について述べる。  

 

1 関係関係関係関係行政行政行政行政の方向転換の方向転換の方向転換の方向転換  

1-1    岐路岐路岐路岐路に立たされるに立たされるに立たされるに立たされる日日日日本の本の本の本の国立公園国立公園国立公園国立公園：市場価値：市場価値：市場価値：市場価値のののの獲獲獲獲得という得という得という得という試練試練試練試練  

「傑出した風景地」として指定を受け、出発した国立公園であるが、現在はこの要素だ

けでは、国立公園として指定を受けるには不十分である。1992 年の地球サミットで署名さ

れた生物多様性に関する条約に端を発する「生物多様性の確保」は、2002 年の自然公園法

の改訂をもって、明確にその指定の要素に盛り込まれている
50
。前掲の表 3 の通り、これ

は IUCN に早くから取り入れられ、且つ国立公園の管理の主目的として定められたことに

よって、国際的な圧力といえば言い過ぎであるが、その影響を受けて日本の国立公園でも

制度として導入を行ったものである。  

しかし、加藤（2008）が指摘するように「制度として」は存在するが、そのために導入

された施策を効果的に実施するための人員（ヒトヒトヒトヒト）、予算（カカカカネネネネ）、そして公園内の自然環

境とその利用状況の情報情報情報情報という 3 つの要素がどれも大きく不足しているのが実態である
51
。

従来からある「雄大な風景」という概念ならば、多くの利用者と感覚を共有できるため、

これらの不足を補うために協力・協働を求めることができるが、「生物多様性保全」という

専門的且つ公園管理者側のみが背負うタスクが加わったために、ヒト、カネ、情報の調達

について、再考せざるを得ない岐路に立たされている。  

加藤（2008）は「無謀は承知の上で」と前置きしながら、この現状を打破するためエコエコエコエコ

ツツツツーーーーリズムリズムリズムリズムやややや従来型従来型従来型従来型の観光活の観光活の観光活の観光活動動動動を引き合いに出しを引き合いに出しを引き合いに出しを引き合いに出し、以下のような示唆をしている。  

 

「厳しい開発弾力が予想される今後の世界、そして各国・各地域で、国立公園という制

度の存在をできるだけ多くの人が肯定的に評価し、そして新たな国立公園を設けること

に賛同するようにするためには、国立公園の存在意義を、どちらかといえば倫理的・思

想的色彩の強かったこれまでの自然保護活動や、文化的側面が強調される傾向が強い自

然体験あるいはアウトドアレクリエーションといった観点からだけではなく、よりよりよりより日常日常日常日常

のののの社会社会社会社会経済活経済活経済活経済活動動動動を意識した議論（あえて言うならば「ゼニカネの世界」に近づけた見か

た）を行うことも必要となってこよう。端的にいうならば、「国立公園があることで、「国立公園があることで、「国立公園があることで、「国立公園があることで、

                                                   
50
 加藤（ 2008）に基づく。  

51
 山岳国立公園の実態調査については第 5 章に記載。  
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誰誰誰誰がいくらがいくらがいくらがいくら儲儲儲儲かるのかかるのかかるのかかるのか？？？？」という議論を意識的に行うことも求められる、ということで

ある」（加藤 , 2008, p.265 太字は筆者）  

 

この示唆は、決して「無謀」ではない。情報を収集するためのコスト、ヒトの雇用のた

めのコストといったカネに着目した場合、もとより自然公園の経済価値において富（カネ）

に転換できる市場価値市場価値市場価値市場価値は、レクリエーションや教育、調査といった利用価値の中でも直接

的な部分に限られるためである。生態系保全機能や気候への影響といった「間接的な利用

価値」や、資源の銀行としての将来の「オプション価値」、存在が知られるだけで生まれる

寄付などの「存在価値」、将来の世代に残されると認知されることで生まれる保全へのポジ

ティブな思いなどの「遺産価値」といった非利用価値は、全て市場に流通できない市場外市場外市場外市場外

価値価値価値価値だからである
52
。ヒト、カネ、情報という要素を得る目的で、公園の経済価値を高め

ようとするならば、市場価値に着目せざるを得ず、よって富を生み出していないレクリエ

ーションや教育、調査といった活動ではなく、エコツエコツエコツエコツーーーーリズムリズムリズムリズムや観光や観光や観光や観光といった富を生み出

す活動を推進していくという視点は重要なのである。  

加藤（2008）は公園専用地域ではない地域制公園という制度を活かすこと、すなわち外

部の関係者（地域社会）と積極的に協力しあい協調・協働によってヒトやカネの手当を期

待するという内容の提案に留めているが、議論をもう一歩前に進めるためには視点を変え

る必要がある。  

加藤（2008）はあくまで公園管理者側の視点である「地域制公園」制度にこだわってい

るが、彼の述べる「より日常の社会経済活動」を意識した公園管理を行うならば、その社

会経済活動の背景にある市場のルールに従って思考する必要がある。すなわち国立公園の

市場価値に言及するならば、公園管理制公園管理制公園管理制公園管理制度度度度を用いて地域を用いて地域を用いて地域を用いて地域社会社会社会社会とととと協働協働協働協働するのでするのでするのでするのではなく、はなく、はなく、はなく、地域地域地域地域

社会社会社会社会ににににおおおおける市場のける市場のける市場のける市場のルルルルーーーールルルル・制・制・制・制度度度度を用いてを用いてを用いてを用いて協働協働協働協働をををを模索模索模索模索するアプローチがするアプローチがするアプローチがするアプローチが適適適適切である切である切である切である。国立

公園だから公園管理という一般的な視点に拘泥するのではなく、その周辺の地域社会を含

んだ一つの商圏として、市場を意識して（マーケティングを用いて）、協働の道を探る「公

園経営」が市場価値獲得のための解決の糸口であり、またその有効性を示すのが本稿の試

みの一つである。  

 

1-2    認識されている認識されている認識されている認識されている課課課課題題題題：：：：新新新新しいしいしいしい管理管理管理管理運運運運営営営営のあり方とはのあり方とはのあり方とはのあり方とは  

前項においてヒト・カネ・情報というリソースの不足が問題視されていることは述べた。

それらが揃えば後述する国立公園の利用者の減少を食い止めることが可能であろうか。国

立・国営公園の指定及び管理運営に関する検討会（2007）は地域制国立公園の管理管理管理管理運運運運営の営の営の営の

あり方あり方あり方あり方自体についても変化すべきである旨、次頁のように述べている。  

 

                                                   
52

 Eagles et al .（ 2002 小林監訳 2005）に基づく。  
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「我が国の国立公園は地域制の自然公園であり、より能動的な管理運営が求められるよ

うになった現在においては、今後更に多くの関係者の協力なしに充実した公園の管理運

営は望めません。そのため、多くの関係者の協働による管理運営体制の再構築を行う必

要があります。また利用者あっての国立公園であり、利用者がまた利用者あっての国立公園であり、利用者がまた利用者あっての国立公園であり、利用者がまた利用者あっての国立公園であり、利用者が訪訪訪訪れ、国立公園としてのれ、国立公園としてのれ、国立公園としてのれ、国立公園としての

適適適適切な切な切な切なササササーーーービビビビスと享受してスと享受してスと享受してスと享受してこそ国立公園が地域にとって重要なこそ国立公園が地域にとって重要なこそ国立公園が地域にとって重要なこそ国立公園が地域にとって重要な存在存在存在存在でありえることをでありえることをでありえることをでありえることを

十十十十分意識して、地域振興にも分意識して、地域振興にも分意識して、地域振興にも分意識して、地域振興にも配慮配慮配慮配慮したしたしたした適適適適切な利用の切な利用の切な利用の切な利用の推推推推進を考えるべきです進を考えるべきです進を考えるべきです進を考えるべきです」  

（国立・国営公園の指定及び管理運営に関する検討会 , 2007, p.16 太字は筆者）  

 

これは、今までの保全・保護の規制のための公園管理という視点から脱却している。国

立・国営公園の指定及び管理運営に関する検討会（2007）はこれを前提に、日本の国立公

園に期待される機能・役割、すなわち傑傑傑傑出した自然の出した自然の出した自然の出した自然の風風風風景地と景地と景地と景地としての保しての保しての保しての保護護護護とととと適適適適正な利用の正な利用の正な利用の正な利用の

増増増増進のための管理進のための管理進のための管理進のための管理運運運運営の営の営の営の課課課課題題題題として以下の 5 点を認識している  

①  目標（ビジョン）の明確化  

②  地域の新たな管理運営体制の構築  

③  合意形成の仕組みづくり  

④  適切な情報提供の推進等  

⑤  科学的データの整備  

 

この 5 点は、筆者が国立公園の現状調査を進める中で認識した課題と一致しており、そ

の全てが管理運営の改善・向上のために今後も検討されることに異議はない。ただしこれ

らの課題の検討の優先度を考慮すると一つの疑問が湧いてくる。  

まず優先度に従って並べてみよう。①がなければその他の事項の方向付けができないた

め、最優先事項である。それに応じて関係するステークホルダーが決定されるため②と③

の議論が進むことになる。同時並行で②と③の検討で活用するデータ収集も必要になるこ

とから⑤も行われることになる。そういったプロセスを経てどういった利用客にどれだけ

訴求すべきが決定できるため、④は最後に行われることとなる。  

この流れから言えることは、国立公園に関する研究の多くがそうであるように、公園管公園管公園管公園管

理者がどのように公園を管理すべきか、といった公園管理者理者がどのように公園を管理すべきか、といった公園管理者理者がどのように公園を管理すべきか、といった公園管理者理者がどのように公園を管理すべきか、といった公園管理者側側側側からの視点で管理からの視点で管理からの視点で管理からの視点で管理運運運運営のあ営のあ営のあ営のあ

りかたにりかたにりかたにりかたに焦焦焦焦点を点を点を点を当てている、当てている、当てている、当てている、ということである。国立・国営公園の指定及び管理運営に関

する検討会（2007）も例外ではなく、公園管理者から見た国立公園は、管理運営のため財

源・費用を要するコストセンターであるという考えから脱却していない。その費用分担に

おいて公園が提供するサービス（受益）に対する対価の支払いという観点の導入を推して

いるものの、団体や地元企業が受益を受ける場合に徴収をすべし、という論調にとどまっ

ており、その国立公園からの受受受受益益益益の受けかたの受けかたの受けかたの受けかたについては一切言及していない。  

これは、「自然の保全があっての利用」という観点で国立公園を捉えていることを指す。
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本稿はその観点に疑問を呈するものであり、保全と利用のどちらかが前提というわけでな

く、これは両輪であり、そのため「利用あっての保全」という観点も可能であるというこ

と、並びにこういった逆説的な観点から国立公園を捉えることが、有益であること示唆す

るものである。  

国立公園を観光資源として、国立公園の利用を観光活動として捉えた場合、上述の①か

ら始まるプロセスを逆転させること、すなわちプロセスの最後の④である観光客（市場）

との接点のありかたから論じることになり、マーケティングのコンセプトを活用して検討

することになる。これは、観光は観光客（利用者）が存在して初めて成り立つという「利

用者あっての国立公園」という観点を尊重するものである。上述の①から始まるプロセス

はマーケティングでいうところのプロダクトアウト
53
と呼ばれる形で市場との結びつきを

試みるものであるのに対し、④から逆説的に捉えるプロセスはマーケットイン
54
という昨

今のマーケティングでは主流となっている視点を用いて市場との結びつきを考察すること

になる。その他の産業と同様、観光産業として市場の市場の市場の市場のルルルルーーーールルルルを強く意識した新しい国立公

園の運営管理のあり方に、前述の課題認識を活かしながら、以降の考察を行っていく。  

 

1-3    利用の促進に向けた方利用の促進に向けた方利用の促進に向けた方利用の促進に向けた方策策策策  

公園管理者である環境省にも「利用増進」への動きが見られている。図 6 のように自然

公園の利用者は減少傾向であり、直近 5 ヵ年の環境省における自然公園の管理運営に関す

る予算も減少していたが、2013 年度予算（案）において 5 億円ほどであるが増加した
55
。

これは「日本の自然を活かした地域活性化推進事業」という新事業によるもので、海海海海外に外に外に外に

向けての向けての向けての向けての情報発信情報発信情報発信情報発信ややややエコツエコツエコツエコツーーーーリズムリズムリズムリズムを通じた地域のを通じた地域のを通じた地域のを通じた地域の魅魅魅魅力向上など、利用の力向上など、利用の力向上など、利用の力向上など、利用の増増増増進進進進を意識した

取り組みが計画されており、より一層、市場市場市場市場を意識することが環境省を含めたステークホ

ルダーに求められてきている
56
。  

                                                   
53
 製造した製品・サービスを市場に提供するやりかた。製品・サービスの提供側の都合を優先す

る。  
54
 マーケットインは市場のニーズを取り入れて製品・サービスを提供するやりかた。ただし、あ

くまで提供側が提供できる範囲に限定される（永田 , 2007 に基づく）。  
55
 管理運営に関する予算・経費は公共事業予算（自然公園等事業費及び自然公園等事業工事諸費）

と非公共事業予算（国立公園等管理費）の合算であり、2008 年度 115 億円、2009 年度 112 億円、

2010 年度 111 億円、 2011 年度 103 億円、 2012 年度は 85 億円と年々減少していたが、 2013 年度

に 90 億と前年比で増加した（環境省 , 2008, 同 , 2009 及び同 ,2011 に基づく）。  
56
 当該新事業費の予算（案）は 2013 年 3 月時点で 4.9 億円である（環境省自然環境局 , 2013 に基

づく）。  
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図 6：自然公園利用者数推移  

（環境省 ,  2012 より転載）  

 

また日本経済新聞（2012）によれば、2012 年 3 月に観光立国の新しい推進基本計画が閣

議決定されたのを受け、各国立公園の「立地条件に即した運営策」や「入園者の促進策」

を考えるべく、近隣自治体や住民組織、観光協会、旅館組合などで構成する官民共同の運

営協議会が発足されるという。各国立公園のもつ自然資源を観光資源として見直すことを

意味しており、単に利用者数の低減を食い止めるだけでなく、環境省国立公園課は、立地立地立地立地

地域に地域に地域に地域に根ざ根ざ根ざ根ざしたしたしたした運運運運営で地域活性化営で地域活性化営で地域活性化営で地域活性化に繋がっていくことも期待しているという。公園「管理」

ではなく「運営」という言葉がでてくるようになった現在、保護・規制に向けて国立公園

を管理していくという管理していくという管理していくという管理していくという姿勢姿勢姿勢姿勢から、観光資源としてのから、観光資源としてのから、観光資源としてのから、観光資源としての国立公園国立公園国立公園国立公園をどのようにマをどのようにマをどのようにマをどのようにマネネネネジメンジメンジメンジメントトトト

（経営）していくか（経営）していくか（経営）していくか（経営）していくか、という姿勢への転換を議論するには、良いタイミングと言える。  

 

1-4    環境保全の環境保全の環境保全の環境保全の新新新新しいかたちしいかたちしいかたちしいかたち  

利用の促進に向け動きだした行政であるが、利用促進と表裏一体である環境保全の潮流

についても見てみたい。  

公園管理手法については第 6 章でも紹介するが、科学的見地から、及び保護・規制の観

点からアプローチする環境収容力環境収容力環境収容力環境収容力算算算算出の限出の限出の限出の限界界界界が指摘されている。指摘の理由には「この自

然公園における最大入り込み利用者数は何人か」という判断は、利用者数と自然生態系へ

のインパクトの間に相関関係を求めることに注力しているが、単に利用者数の数ではなく、

利用形態や季節、天候、利用時の道具など複雑な要素が絡んでインパクトが現象している

ことが分かるようになってきたことと、そもそも「何人を上限とする」という議論が主観
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的であり
57
、「これからどうあるべきかこれからどうあるべきかこれからどうあるべきかこれからどうあるべきか」という前提がないと成り立たないことが公園管理

者の間で共有されてきたことが挙げられると熊谷（2013）は述べている。結果として、海

外の営造物公園では、目指すべき自然公園のあり方を設定したうえで施策抽出するという、

「運用目的ありき」の能動的な手法に転換しつつあるという
58
。すなわち、自然側の変化

に許容範囲を設け、その範囲を超えないように利用のあり方を定めて訴求・設計していく

のである。  

顧客顧客顧客顧客側側側側が勝手に価値を見つけてしまうので、とりあえず保護だ、利用規制だ、というの

ではなく、公園公園公園公園側側側側からこの区域ではこういう利用をすることで効用が最大化する旨を利用

者に伝えていく（あるいは、生態的・社会的インパクトが少ない行動を選択するよう誘導

する）スタイルへの転換期に差し掛かっており、観光目的による運用を試みるならば、こ

うした公園管理手法に関する潮流も注目に値する。  

なお前述の「顧客が価値を見つけること」を「価値価値価値価値獲獲獲獲得得得得」、「提供側が価値を作り出すこ

と」を「価値創価値創価値創価値創造造造造」といい、通常、一般企業などは、前者を獲得できずに腐心しているも

のである。しかし国立公園においては、前者が後者よりも先行しており、ブランド力を活

かしきれていない状態であることは、日本の国立公園の知名度の低さとして現れており、

これは既に述べた通りである。  

 

2 国立公園国立公園国立公園国立公園にににに関関関関する国する国する国する国際際際際的な的な的な的な潮流潮流潮流潮流  

2-1    自然自然自然自然のののの聖聖聖聖地地地地  

 第 2 章で、日本の山については文化と自然の複合資源であると述べた。こういった複合

的な要素が存在するという歴史的な事実は、確かに観光「資源」としては強強強強みみみみであるが、

単に存在するというだけでは、これら山岳公園の魅力を高めるには至らない。自然資源と

異なり、多くの文化資源は、単純に見ただけでは、その価値が伝わらないからである。こ

ういった自然資源の中に存在する宗教的価値・文化的価値をきちんと評評評評価する価する価する価する仕組仕組仕組仕組みみみみがあ

って、初めて観光「資本」に変わるといって良い。  

こういった評価の仕組みに関して、自然のなかにある自然のなかにある自然のなかにある自然のなかにある宗教宗教宗教宗教やややや信信信信仰仰仰仰の対の対の対の対象象象象への関心は近年

世界的に高まっていると古田（2013）は指摘する。既に UNESCO 世界自然遺産として指定

されている地域内であっても、自然以外の「精神的価値・文化的価値」が存在する場所を

指す「自然の自然の自然の自然の聖聖聖聖地（地（地（地（Sacred Natural Site））））」が世界的に改めて注目を集めているというのだ。

実際、 IUCN と UNESCO は、従来の自然保全・保護の観点だけではカバーしきれない、こ

の自然の中に存在する精神的価値を保全・保護するため 2008 年に「自然の自然の自然の自然の聖聖聖聖地地地地－保護地

域管理者のためのガイドライン」
59
を作成しており、自自自自然資源然資源然資源然資源のみにのみにのみにのみに注注注注目されがちな自然目されがちな自然目されがちな自然目されがちな自然

                                                   
57
 自然はものを言わず、どの状態がベストかはヒトの判断による。  

58
 手法名としては LAC(Limits of Acceptable Change)という。詳細は第 6 章 1-2 参照。  

59
 本ガイドラインによる「自然の聖地」の定義は「人々及びコミュニティにとって特別な精神的

価値をもつ陸域もしくは水域」（古田 , 2013 p.12）とされている。  
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遺産遺産遺産遺産地域や国立公園に地域や国立公園に地域や国立公園に地域や国立公園におおおおいて、いて、いて、いて、更更更更なるなるなるなる魅魅魅魅力を力を力を力を付加付加付加付加する要する要する要する要素素素素として、正当なとして、正当なとして、正当なとして、正当な評評評評価を価を価を価を行行行行う下地う下地う下地う下地

をををを作作作作っているっているっているっている。「自然の聖地」はまだ新しい概念と言えるが、これから日本の国立公園の

訴求に言及する場合は、念頭においておくべき概念であると同時に、旬なトピックであり、

適時適正、大いに訴求要素としての活用にも期待できる。  

 

2-2    持続可能性のための持続可能性のための持続可能性のための持続可能性のための指標指標指標指標  

「市場化のプロセス」はマーケティングを用いることで、KPI によってその目標に対す

る成果を確認できる。これは多くの場合数値化が可能であるためである。一方、「資本化の

プロセス」においては、法や制度またはツールとして敷田（2009）の述べるような、観光

まちづくりのための仕組みや組織（178 頁の図 41 で述べる「中間システム」など）を用い

るため、達成度の評価は簡単にはいかない。しかし優れた法・制度・仕組み・組織は、資

源を枯渇させないために、その持続可能性を担保する機能があるので、観光利用を行った

場合に、市場化だけでなく、その「資本化のプロセス」も評価されなければならない。  

UNWTO（世界観光機関）はこの持続可能性を担保するプロセスに注目し、観光地に観光地に観光地に観光地におおおお

ける持続可能性ける持続可能性ける持続可能性ける持続可能性をををを評評評評価する価する価する価する指標指標指標指標の設定の設定の設定の設定の方法を 2004 年にガイドブックにまとめた。中島・

清水（2013）によれば、観光地における持続可能性の達成度は 3 つの視点、すなわち①観

光資源の利用が最適化されているか、②ホストコミュニティの社会文化的真正性が尊重さ

れているか、③長期的経済活動が保証されているか、によって計ることができるとされて

いる。その達成度を評価する指標（Sustainable Tourism Indicators）の開発を促すレベルに

とどまっているが、例として述べている 4 つの視点（社会的視点、経済的視点、環境的視

点、管理・運営的視点）から導ける指標は、現在の資本化の達成度を評価するヒントを与

えてくれる。  

たとえば社会的視点における「観光客満足の維持」のための一つの指標である「料金に

見合った内容かどうかの認識」という事例は、後述する公園管理における料金徴収の仕組

みを評価する指標に適した内容である。また経済的視点における「観光の経済的便益」の

ための一つの指標である「コミュニティの収益のうち観光産業が占める割合」という事例

も、はたして今のままのステークホルダーによる協議体制で良いのかどうか、といった視

点を与えてくれる。  

本稿は指標開発を目的としていないので、ここまでに留めておくが、いずれのプロセス

においても指標（KPI など）を用いた健康診断（PDCA サイクル）は必要である。特に「資

本化のプロセス」は持続可能性を担保するものであるので、観光を推進する側から、公園

管理に活用できる指標開発を提示したこの動きは注目に値する。  
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3    国立公園の利用促進の国立公園の利用促進の国立公園の利用促進の国立公園の利用促進の際際際際のののの注注注注意点意点意点意点  

3-1    重重重重層層層層化した法制化した法制化した法制化した法制度度度度  

前前前前述述述述のように、管理のように、管理のように、管理のように、管理運運運運営営営営体体体体制に利用の促進を意識した制に利用の促進を意識した制に利用の促進を意識した制に利用の促進を意識したポポポポジティジティジティジティブブブブなななな動動動動きがある一きがある一きがある一きがある一方で、方で、方で、方で、

そのそのそのその動動動動きをきをきをきを阻む阻む阻む阻む懸念懸念懸念懸念材料材料材料材料ががががいくいくいくいくつつつつかかかか存在存在存在存在するするするする。一つは地域制公園の特徴である公園管理者

と公園の土地所有者が同一でないことに起因する土地の利用への制限である。以下に具体

的にみていきたい。  

既に「財の市場価格が存在しない非市場財が消費されている状況」であるため、排除（通

行禁止や制限）の根拠を示すことができないと述べたが、これは簡単に言えば、自分の所

有していないモノに勝手に価格を設定することができず、また所有していないモノを利用

されても、その制限が難しいということを述べている。それゆえ、その利用の制限のため

の題目として理解が得やすい「自然保自然保自然保自然保護護護護のためのためのためのため」という理由で、公園管理者はどうにか利利利利

用を制限すること用を制限すること用を制限すること用を制限することに腐心してきた歴史がある。その方針の転換期、すなわち利用の促進利用の促進利用の促進利用の促進に

も目を向け始めた今、この自然保護・規制とのコンフリクトが一つの課題となっている。  

山岳国立公園の大半は森林地帯であり、そして林野庁がその土地を国有林として所有し

ている
60
。公園管理者である環境庁と土地の所有者である林野庁の間で足並みが揃わない

ことが、そのコンフリクトの原因の一つになっている。田中（2010a）が述べるように、景

観保護のために自由な建築が制約されたり、伝統的な土地の利用（狩猟採集など）が抑制

されたりと、経済的に制約を課す規制官庁として環境省は公園管理を行っていた。しかし

木の伐採を行いたい林野庁や道路やダムを建設したい国土交通省がその土地の所有者であ

った場合、力関係の弱い環境省は調整という形で妥協を強いられることが求められてきた。

また田中（2010b）が述べるように 1950 年～1970 年代のマスツーリズム最盛期には、地域

振興としてのインフラストラクチャー整備が地域行政や住民から求められ、実際に私有地

や公有地を園内に多く含むがゆえに反対給付を用意せざるを得ないことも多かったという。 

結果として環境へのインパクトによる生態系の破壊といった環境問題や、利用者から見

ても自然らしさが損なわれた「俗化」が起きた
61
。そのため環境保護への機運が高まり、

環境庁（当時）は自然環境保全法（1972）を制定し、自然公園以外でも国及び県が自然保

全を目的に地域を指定し、各種開発制限を設けることができるようにするなど、新たな枠

組みも登場した
62
。特に 1980 年代の知床や白神山地といった原生的な自然地域での林野庁

の伐採は、マスコミが関心を寄せて取り上げたことから、自然保護団体だけでなく全国的

な反発を受けることになった
63
。  

これをきっかけに林野庁は 1989 年に林野庁長官の通達により、それまでの保護林制度を

見直し、「森林生態系保護地域」を導入し、その中には原生的な自然環境や貴重な動植物の

                                                   
60
 割合は 11 頁を参照。  

61
 八巻・広田・小野・土屋・山口 (2000）に基づく。  

62
 高橋 (2008)に基づく。  

63
 稲本 (2008）に基づく。  
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保護のために原則的に人の立ち入りが禁止される保存地区も新設された
64
。これは林野庁

が過剰伐採の批判を受けて、大きく自然保護に舵を切った画期的制度であったが、その保

護地域が国立公園との地理的重複が顕著であったことが、新たな問題を生むことになる
65
。 

国立公園は自然環境の保全と適切な利用の両輪で成り立っている地域である。しかし林

野庁の保存地区が設定された場所では一切の利用が禁止される。この矛盾は管理者と地権

者が異なる地域制公園では、地理的な重複から容易に発生する。例えば、田中（2012）が

指摘する知床における利用調整地区でのコンフリクトが挙げられる。利用調整地区は自然

公園の中でも原生的な風景を維持し適正な利用を図るために、その区域の立入りを制限し、

立入の際には認定又は許可を要する「規制計画」の一部である。知床半島の先端部の原生

的自然の利用を規制する目的で環境省が利用調整地区の導入を行おうとしたが、「人の利用

を前提としている」点で、当該地域を保存地区に指定している林野庁が反発し、実現しな

かった経緯がある
66
。  

あくまで林野庁の森林保護地域は「通達ベース」で、法的制度ではないため実際の規制

力はもたない。にもかかわらず、利用している者がいても、保存地区にはそういう者は存

在しないはずであるという建前を重視し、他省の法的制度である利用調整地区の導入を拒

否する結果となった。  

また田中（2012）によれば、こういった重層的な法規制は、地域住民とのコンフリクト

も生じさせたという。国有林内においてもかつては認められてきた山菜取りや狩猟、薪炭

作りなどの慣習的な利用も保存地区では排除の対象になったからである。  

ここここのようにのようにのようにのように土土土土地地地地所所所所有制有制有制有制度度度度と自然保と自然保と自然保と自然保護護護護制制制制度度度度の重の重の重の重層層層層化により、制化により、制化により、制化により、制度度度度間の間の間の間の連携連携連携連携やややや国立公園国立公園国立公園国立公園にににに関関関関

わるステークわるステークわるステークわるステークホルダホルダホルダホルダーーーー間で間で間で間で平仄平仄平仄平仄がとれないまま、がとれないまま、がとれないまま、がとれないまま、日日日日本の本の本の本の国立公園国立公園国立公園国立公園制制制制度度度度は進は進は進は進んんんんできたとできたとできたとできたと言え言え言え言え

るるるる。それゆえ、一体感をもって利用を推進しようとする動きが生まれなかったのである。

こういった国内事情に加え、知床や屋久島などの世界遺産にも登録されている地域は、国

際的な制度も考慮しなければならないため、ますます制度は複雑化している。  

ただし、世界遺産制度については、ポジティブな見方がある。1992 年に世界遺産条約を

批准して、翌年登録された屋久島では、環境省、地域住民、林野庁ら多様なステークホル

ダー間で統一できていなかった「命題」を共有させる方向に動いたためである。結果とし

                                                   
64
 岡山（ 2013）によれば、林野庁は国の機関として唯一、利益を上げて国の税収に貢献すること

を課せられた省庁であったが、こうした環境破壊の批判を受け、事業としてではなく公益的機

能を重視する政策転換が行われ、国有林の 8 割がその対象になったという。 2013 年には収益を

目的としていた事業会計から公的財産のための一般会計へと変更されており、この政策転換は

一時的なものではない。  
65
 瀬田（ 2009）によれば、この林野庁の自然保護への方向転換をうけ 1990 年に環境庁（当時）と

林野庁の連携調整会議で国立公園の土地の所管換えを環境庁は要望したが、 (1)森林は多面的機

能をもつこと、 (2)林野庁が協力すれば土地の所有権の移転は不要なこと、 (3)両庁協力のモデル

開発をまずやってみることが重要、などの林野庁側の反論により、反故となったという。  
66
 現在知床で指定されている利用調整地区は別の場所（知床五湖）である。指定には土地所有者

の合意と協力が必要であるが、当該地域は林野庁ではなく財務省（ 2011 年に環境省へ移管）と

斜里町が所有者であったため、合意形成が容易であった。なお利用調整地区は奈良県の吉野熊

野国立公園の西大台地区も指定されているが、こちらは土地所有者も環境省である。  
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て自然保全とツーリズムの両方が屋久島では促進された
67
。  

このことは地域制公園制度下において、多様な主体間の連携を促進する枠組みの必要性

を強く意識させ、その後の自然保護や利用に関する関連法の設計に影響を与えた。例えば

自然再生法（2002）やエコツーリズム推進法（2007）は、多様な主体の参加した協議会に

よる意思決定を前提とした設計となっている。  

こういった多様なステークホルダーのベクトルを合わせ、ガバナンスを可能にする思考

のフレームワークの一つにマーケティングがあり、本章 1-2 で述べた国立公園の管理運営

の 5 つの課題の①～③をカバーする。本稿では直接的に管理運営体制の構築方法や合意形

成の仕組みづくりの議論は行わないが、利用促進の際は重層的な法制度とそれに起因する

合意形成の難しさに注意を払う必要があることをここでは強調しておきたい。  

 

3-2    エコツエコツエコツエコツーーーーリズムリズムリズムリズムのののの守備範囲守備範囲守備範囲守備範囲  

本章 1-1 において富を生み出さないレクリエーションや教育、調査といった活動から「「「「エエエエ

コツコツコツコツーーーーリズムリズムリズムリズム」」」」や「「「「観光観光観光観光」」」」といった富を生み出す活動に注力すべきであるという視点につ

いて記述したが、利用促進を考察するにあたってこの二つの言葉には注意が必要である。

国立公園の中でも「山岳」国立公園において、この二つが有効か不明だからである。  

まずエコツーリズムの概念を見てみたい。エコツーリズムとは元来は Weaver（2001）の

述べるとおり、①ネイチャーベースドである、②環境教育的である、③持続可能に管理さ

れているという 3 点を網羅したツーリズムというシンプルな概念であった。しかしエコツ

ーリズムが生み出す効果の一つである「地元社会へのプラス効果」が注目されるようにな

ると、地域の雇用拡大や外貨獲得といった経済効果に加え、地元住民の誇りを高め、感情

や態度を変えていく機能があることにも注目されるようになる
68
。  

この機能に注目し、日本の課題である地域社会の振興と結びつけ、「地域づくり」にも活

かそうとする日日日日本本本本型エコツ型エコツ型エコツ型エコツーーーーリズムリズムリズムリズムの枠組みがエコツーリズム推進法（2007）の制定をも

って明確に示された。この日本型エコツーリズムの骨子は、「生態系や地域固有の文化など

の観光資源を守りながら観光を推進し、地域活性化を図ることを目指す考え方」（海津 , 2011, 

p.118）であり、図 7 がその概念をよく表している。観光と資源保全の両立にさらに地域振地域振地域振地域振

興興興興を加えた概念であり、保全を要する自然資源を資本に、そして資本を富に変換するプロ

セスに適したツーリズムの形態である。  

                                                   
67
 田中（ 2010a）によれば、伐採の島として有名だった屋久島で林野庁が経営伐採を停止したにも

関わらず、 1991 年から 2006 年の間に三次産業の伸びをうけて島民所得は 1.3 倍に増えている。

これは観光事業の振興により、衰退傾向の公共事業に頼った産業構造から脱却したモデルとし

ても注目に値する。  
68
 Beeton（ 1998 小林訳  2002）に基づく。  
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図 7：エコツーリズムの三要素  

（海津 ,  2011, p.119 より転載）  

 

ただし、エコツーリズムは、目的地を楽しむための一つの手段手段手段手段であり、目的地の魅力を

高める機能はあるが、顧客が目的地を定める際の決定要因にはならないことに注意が必要

である。パーチェスファネル（図 8）において、情報収集の段階、すなわち顧客が目的地

を定めた後に、エコツーリズム商品の活用を検討するという、オプションに過ぎないとい

う点に注意が必要である。言い換えれば、国立公園の楽しみ方の一つであって国立公園の

魅力（磁力）を高める効果はあっても、購買（来園）プロセスの早い段階から利用者に働

きかける性格のものではないということである。  

 

＜消費者の購買プロセス変化＞＜消費者の購買プロセス変化＞＜消費者の購買プロセス変化＞＜消費者の購買プロセス変化＞

＜訪日観光プロモーション効果測定向けパーチェスファネル＞＜訪日観光プロモーション効果測定向けパーチェスファネル＞＜訪日観光プロモーション効果測定向けパーチェスファネル＞＜訪日観光プロモーション効果測定向けパーチェスファネル＞

ファネル名 対象者 検討 選好 情報収集 計画

ファネル定義
Ａ．対象
者全員
（母数）

Ｄ．今後３年
以内の旅行

先３つ以内
に入ってい
る人

Ｅ．今後３年
以内の旅行

先の最優先

に考えている

人

Ｆ．旅行先
の情報収集

に着手して
いる人

Ｇ．具体的
な旅行計画

を進めてい
る人

ＫＰＩ －
訪日旅行
検討率

訪日旅行
選好率

訪日旅行
情報収集
率

訪日旅行
計画率

ＫＰＩ算出式 － Ｄ／Ａ Ｅ／Ａ Ｆ／Ａ Ｇ／Ａ

次のファネルへ
の転換率

Ｂ／Ａ Ｅ／Ｄ Ｆ／Ｅ Ｇ／Ｆ Ｈ／Ｇ

認知 興味 購入

Ｂ．旅行先として認
知している人

Ｃ．旅行先として興
味を持っている人

Ｈ．旅行パッケージやチケットなどを購入し
た人

Ｃ／Ｂ Ｄ／Ｃ －

訪日旅行認知率 訪日旅行興味率 訪日旅行購入率

Ｂ／Ａ Ｃ／Ａ Ｈ／Ａ

Social
(ソーシャル）

Attention
(注意）

Interest
(関心）

Desire
(欲求）

Memory
(記憶）

Action
（行動）

Attention
(注意）

Attention
(注意）

Interest
(関心）

Interest
(関心）

Action
（行動）

Action
（行動）

Share
（情報共有）

Serch
(検索）

AISA

AISAS

AIDMA

行動段階感情段階認知段階

 

購買プロセスはインターネットやソーシャルメディアの発展により変化してきたが、 IT リテラシーは個人により

差があり、 AIDMA が主流になるか、 AISA が主流になるかは市場に拠る。この認知・感情・行動の段階をインバ

ウンド観光プロモーションの効果測定のために細かく分けたのが下図のパーチェスファネルである。効果測定の

ため KPI が設けられている。また左から右により多くの顧客を転換していくことを目標としているため、次の段

階への転換率も重要な指標であり、対象者の数がちょうど漏斗（ファネル）のように絞り込まれていくことから、

このように呼ばれる。  

図 8：購買プロセスとパーチェスファネル  

（上図は鶴本 ,  2011, p.75 より転載、下図は亀山 ,  2012 より一部改変のうえ転載）  
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これは日本の山岳国立公園に限らず、多くのエコツーリズムのフィールドが大自然の中

で行われるため、どちらかといえばどちらかといえばどちらかといえばどちらかといえばアドアドアドアドベベベベンチンチンチンチャャャャーーーーツツツツーーーーリズムリズムリズムリズムの要の要の要の要素素素素をより重視する顧客をより重視する顧客をより重視する顧客をより重視する顧客

が多いことにが多いことにが多いことにが多いことにもももも起起起起因因因因するするするする 69
。アドベンチャーツーリズムとは①体験にリスクを伴う②参加

者に高い肉体的疲労がある③参加に一定のスキルを要するという三要素からなるツーリズ

ムで、ラフティング、ワイルドネスハイキング、シーカヤック、ケイビング、登山、ダイ

ビング、ハンググライダーなどが挙げられる
70
。これらのガイドは、エコツーリズムで重

視される「環境教育的」なインタープリテーション能力よりも、「安全確保」能力が求めら

れ、必要とされる能力も変わってくる。日本の山岳国立公園を考慮した場合、登山活動に

適したフィールドが多いことからエコツーリズムの概念だけで、序論で述べた「市場化の

プロセス」をカバーすることは困難と推測される。  

なお、海外の営造物公園制をとるアメリカやオーストラリアなどにとって、エコツーリ

ズムのフィールドとなる国立公園内に存在する「地元社会や地域コミュニティ」の多くは、

マイノリティーである「原住民の社会」であったことから、エコツーリズムにはカカカカルルルルチチチチャャャャ

ラルツラルツラルツラルツーーーーリズムリズムリズムリズムの要素も含まれるとするのが、海外おいては一般的である
71
。日本の山岳

国立公園においては幸い、前述の通り、その登山道の成り立ちの過程で日本固有の宗教的

要素を多分に含み、道中または山頂に多くの宗教的施設が存在することから、これに置き

換えて考えることができるかもしれない。  

 

3-3    外国人外国人外国人外国人旅行旅行旅行旅行客客客客にとってのにとってのにとってのにとっての「「「「トレトレトレトレッッッッキキキキングングングング」」」」  

外国人旅行客から見た場合、登登登登山山山山活動に期待する要素が邦人旅行客と異なる可能性があ

ることにも留意が必要である。『The Encyclopedia of Ecotourism』ではエコツーリズム、ア

ドベンチャーツーリズム、カルチャラルツーリズムの 3 つの要素全てを満たす活動に「「「「トトトト

レレレレッッッッキキキキングングングング」」」」が挙げられている（図 9）
72
。これはトレッキングにはエコツーリストが望む

「自然とのふれあい要素」だけでなく「冒険的要素」さらには「ローカローカローカローカルコルコルコルコミュニミュニミュニミュニティへティへティへティへ

のののの訪訪訪訪問問問問」という要素が含まれているためという。これは海海海海外からの外からの外からの外からの旅行旅行旅行旅行客客客客がががが邦邦邦邦人と人と人と人と同同同同じじじじ感感感感

覚覚覚覚でででで登登登登山を山を山を山を捉捉捉捉えていない可能性をえていない可能性をえていない可能性をえていない可能性を示唆示唆示唆示唆してしてしてしておおおおり、り、り、り、何何何何に期待してに期待してに期待してに期待して入入入入山しているのか山しているのか山しているのか山しているのか注注注注意を意を意を意を払払払払

うううう機機機機会会会会をををを与与与与えてくれるえてくれるえてくれるえてくれる概概概概念念念念と言える。「ローカルコミュニティ」の訪問については、山岳

原住民族を想定しての記述と考えられるが、インバウンド観光の観点から「異文化との出

会い」と置き換えれば、十分に図 9 は日本の山岳国立公園の活用方法の参考になる。  

                                                   
69
 商業的にはエコツーリズムと冠したほうが印象が良いこともあり、アドベンチャーツアーやネ

イチャーベースドツアーであってもエコツアーと謳うことには、業界も寛容な模様である。日

本エコツーリズム協会が発行する『季刊エコツーリズム』に紹介されるエコツアーもその特徴

から、明らかにアドベンチャーツアーであるものが多い。例えば中国雲南省で行われるキャラ

バンツアー（ 5 泊 6 日）の構成要素はトレッキングとキャンプであり、環境教育要素に関する記

述はないが、エコツアーとして紹介されている（高梨 , 2013 に基づく）。  
70
 Weaver(2001)に基づく。  

71
 Weaver(2001)に基づく。  

72
 トレッキングと登山については 12 頁の通り、その活動自体は本稿では同一と看做す。  
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図 9：「トレッキング」の要素  

（Weaver, 2001, p.76 より転載）  

 

実際に大関（2009）によれば、英語による日本の観光情報ポータルサイトであり、利用

者の 70％が北米・ヨーロッパからである『ジャパンガイド』の山岳関連月間ページレビュ

ーでは、1 位の富士山（30 千レビュー）、2 位の高野山（8.5 千レビュー）に続き、御嶽山

（3.7 千レビュー）高雄山（3 千レビュー）となり、山岳山岳山岳山岳宗教宗教宗教宗教へのへのへのへの関関関関心心心心の高さが伺える。  

なお邦人にとっては、第 1 章で述べた用語解説の通り、登攀（クライミング）とトレッ

キングの両方を含む「登山」という用語が一般的に使われていることと、後述するように、

ガイドを利用しない形態での活動が大半を占めることから、ツーリズム要素よりもスポー

ツ要素を多分に含むことになるので、あくまで図 9 は本稿ではインバウンド観光を念頭に

おいてのみ活用できる図であることに留意願いたい。  

 

3-4    ススススポポポポーーーーツツツツツツツツーーーーリズムリズムリズムリズムにににに近近近近いいいい日日日日本の本の本の本の登登登登山山山山  

前項で外国人旅行者と邦人旅行者にとっての「トレッキング（登山）」という言葉のもつ

意味合いの差異について述べたが、本項では、登山という活動の位置づけが物理的な登山

道の特徴によって日本と海外で異なってくる可能性について考察する。  

登山は元来、スポーツとして捉えられることは少ない。スポーツをスポーツたらしめる

明確なルールが存在しないためである。そのためマナーなどの暗黙知や環境保全、安全管

理の啓蒙が必要となるのである。実際『レジャー白書』によれば、登山は「スポーツ」で

はなく「観光・行楽」部門枠でカウントされている
73
。  

また、前述したようにツーリズムにおける分類でも、エコツーリズムやアドベンチャー

ツーリズム及びネイチャーベースドツーリズムのそれぞれが「トレッキング」の概念にか

かるが、スポーツツーリズムがかからないのは、次頁のスポーツツーリズムの定義に見ら

れるとおり、スポーツをすること・見ることが主だった目的の観光であるためガガガガイドのイドのイドのイドの存存存存

在在在在がががが不不不不要である要である要である要であることが大きいと思われる。  

                                                   
73
 里山など市街地からのアクセスが比較的容易な地域での日帰りによる行楽を主とするハイキン

グ・ピクニック・野外散歩は同部門内で「登山」とは別にカウントされている。  
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「スキーやゴルフ、スキューバ・ダイビングなどを楽しんだり、マラソン大会に参加し

たり、スポーツ競技会を観戦したり応援したりするなど、スポーツやスポーツイベント

の参加・観戦・応援を主目的として旅行すること」（佐々木・小林・山田 , 2006, p.14）  

 

ただし日本においてもスポーツと旅行の両方の要素をもつスポーツツーリズムの研究が

観光振興の可能性の観点から進められるようになると、旅や冒険行動に近い活動も、後述

する山岳フェスティバルやトレイルランニングの大会のように地方の観光振興に利用でき

るという効用の観点からスポーツツーリズムに含めることもあるようである
74
。  

しかし、より重要なことは、日本の場合、そのそのそのその登登登登山山山山道道道道の特の特の特の特徴徴徴徴がスがスがスがスポポポポーーーーツツツツ要要要要素素素素をををを産産産産み出しみ出しみ出しみ出し

やすいことやすいことやすいことやすいことににににあるあるあるある。サンプルとしては少ないが、2007 年に株式会社山と渓谷が 100 人の読

者に行ったアンケートによると、山に登る理由のトップは展望・景色（37 票）であり、次

点は健康づくり（28 票）であった
75
。これは観光要素が強いもののスポーツとしての要素

も需要として存在することを示唆している。  

上記に展望というキーワードがあることは「展望」の取れるところに登山道があること

を指す。これは前述の通り、宗教的な理由から山山山山頂頂頂頂までまでまでまで登登登登山山山山道道道道がががが伸伸伸伸びているびているびているびている日日日日本本本本において

は、当たり前のように感じるかもしれないが、世界的に見れば一般的とは言えない。  

後述するニュージーランドもそうであるが、営造物公園制の国々では山などの「景色」

が美しくみえる場所や登山道（コースやトラックと呼ばれる）の名称が一般的に知られ、

また観光資源として訴求されており、山頂を通らないトレッキングコースも珍しくない。

ススススポポポポーーーーツツツツというよりも観光に重きをというよりも観光に重きをというよりも観光に重きをというよりも観光に重きを置置置置いているため、山いているため、山いているため、山いているため、山頂頂頂頂に立に立に立に立つつつつことことことことは重視されないは重視されないは重視されないは重視されない傾傾傾傾向向向向

がががが強強強強いいいい
76
。一方、日本では登山道の名前は有名ではない。登山活動は、百名山に代表され

るようにその山の名前で認識され行われており、目的地はその山域ではなく、特定の山の目的地はその山域ではなく、特定の山の目的地はその山域ではなく、特定の山の目的地はその山域ではなく、特定の山の

山山山山頂頂頂頂になるのがになるのがになるのがになるのが日日日日本の本の本の本の登登登登山の特山の特山の特山の特徴徴徴徴と言える。  

そのため、前述のアンケートに戻るが、山頂に展望を求めることが目的であり、体を動

かすことはその山頂に行く手段に過ぎないと考える観光に近い考えの登山者がいる一方、

山頂まで行って戻ってくる（または山頂から山頂へ縦走する）ことを自身に科し、肉体的

な達成感を得ようとするスポーツ活動に近い登山者も産み出しやすい土壌が日本の登山に

はある可能性が高い
77
。  

                                                   
74

 二宮（ 2009）に基づく。  
75

 山と渓谷編集部（ 2007）に基づく。  
76
 ニュージーランドの公園管理者である Department of Conservation（以下 DOC）  TeAnau 事務所

所属の担当者 2 名（Ranger,  Biodiversity General 及び  Ranger, Visitor Information）へのヒアリン

グ時（ 2013 年 2 月 23 日実施）の言葉を借りれば、日本の登山道は「景色が美しい場所へ向かう

ように通っている」が、ニュージーランドの場合は「景色が美しく見えるところに通っている」

という表現になる。登山を「遊ぶ観光」としてみるか「観る観光」として捉えるのかは、国に

よって異なることを示唆している。  
77
 大関（ 2012）によれば、欧米人から見ると、日本人の多くがベストな時間にピークを目指す「山

行計画」を立て、そのスケジュール通りに動こうとするのが不思議に映るようである。悪天候
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また前述した「「「「ガガガガイドの利用」も、イドの利用」も、イドの利用」も、イドの利用」も、日日日日本に本に本に本におおおおいては少いては少いては少いては少数数数数であるであるであるである。全国におけるツアー登

山・ガイド登山
78
の利用率については正確なデータはないが、北海道経済部観光局（2011）

における北海道の大雪山国立公園における登山シーズン（7～9 月）の登山者属性調査から、

ガイドの利用率は全体の約 2 割（調査対象者 1,566 名中 314 名）程度であることが分かっ

た。こうした「ガイドを使わない」という視点からも、一一一一般般般般的にス的にス的にス的にスポポポポーーーーツツツツツツツツーーーーリズムリズムリズムリズムとととと捉捉捉捉

えられていないえられていないえられていないえられていない登登登登山であるが、山であるが、山であるが、山であるが、日日日日本に本に本に本におおおおいては、その活いては、その活いては、その活いては、その活動動動動には多分に「スには多分に「スには多分に「スには多分に「スポポポポーーーーツツツツ要要要要素素素素」が」が」が」が

存在存在存在存在しているしているしているしているといえ、といえ、といえ、といえ、このことにこのことにこのことにこのことに注注注注意が意が意が意が必必必必要である。要である。要である。要である。なぜならば、観光活動として促進す

る際に避けては通れない「安全管理」のあり方にこのスポーツ要素の過多が影響を与える

ためであり、外国人旅行客が自身の予想と異なるギャップに、登山を通して直面すること

も予想できるからである。  

 

3-5    山山山山小屋小屋小屋小屋のののの役割役割役割役割・特・特・特・特徴徴徴徴  

山中でサービスを提供する代表格である山小屋についても役割や運営体制が海外とは異

なる可能性があるので注意が必要である。営造物公園では、コンセッションで民間の宿泊

施設を誘致することもあるが、基本的には宿泊施設のサービスは公園管理者によって提供

され、サービス内容や山小屋の管理者の役割は画一的である。一方日本の国立公園は地域

制公園であるため、様相は異なってくる。  

表 9 は佐藤・安武編（2008）に基づき、山小屋における小屋番のエッセイをポジティブ

な表現とネガティブな表現別にまとめたものである。山小屋の多くは私営であるが、安全

登山や自然保全、山岳文化の研究及び発信の基地としての公共的な機能があり、時として

「公共の利益のために」サービスを提供している側面は否めない。近場で起きた事故に対

する救助活動などは典型的な公共的サービスと言える。また新たな宿泊地の建設ができな

い国立公園においてはルート上、そこしか泊まる場所が無く、安全上泊まらざるを得ない

立地に位置する場合も公共的側面が強くなる。また前述のとおり登山道の整備を請け負っ

ている場合もあるが、法的に事故が起きた場合は、ともすれば管理責任を追及されかねな

い立場になってしまう。こういった背景を考慮すれば、状況によっては山小屋の負担はか

なり大きくなり、外国人旅行客も含めた「不用意な登山者」に対して、怒りの矛先が向か

うことも推測される。これは潜在的な「脅威脅威脅威脅威」や「弱弱弱弱みみみみ」となろう。  

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                                         

でもピークを目指す日本人がいることも同様であるという。  
78
 ツアー登山とガイド登山の違いについては 11 頁を参照。  
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表 9：小屋番のホスペス
79

 

ポジティブな気持ちを表す記述 ネガティブな気持ちを表す記述
利用者の
呼称

記載
ページ
ナン
バー

丸川荘 ―

・環境への配慮からトイレ問題に取り組んでいるが、トイレの使用後の
「ありがとう」の声が少なくなった。
・またトイレの無断使用はマナー違反でこういった者ほど山のトイレ事情
を理解していない。

登山者、
利用者

21～27

穂高岳
山荘

・繁忙期の寝床の整理・確保、食事の準備の影響で、サービス提供遅れて
しまい、疲れている中、しかもせっかく穂高まで来てくれた顧客に申し訳
がない。

―
登山者、
お客さん

28～34

阿曾原
温泉小
屋

・繁忙期に小屋を離れて近隣の遭難者の救助で不在にし、顧客に不都合を
かけて申し訳ない。

―
登山者、
お客さん

35～39

鍋割山
荘

―
・歩荷を登山者にも体験して欲しいと「丹沢ボッカ駅伝」を始めたが、記
録や順位が目的のアスリートが増えてしまい、山男のボッカ大会とは程遠
いものになってしまい残念である。

登山者 40～45

北横岳
ヒュッ
テ

・若い登山者がクリスマスシーズンに下界でなく、わざわざ当ヒュッテで
パーティしてくれて、感謝している。

― 登山客 46～52

越百小
屋

・登山者の姿が稀なこの山に来てくれたのだから、小さく狭い小屋である
が、食事だけは豊かなものしたいと常に改善を心がけている。
・顧客が来ようが、来まいが寝床を豆炭で暖めておく。

―
登山者、
お客さん

53～59

佐藤小
屋

― ・全ての登山者にゴミを持ち帰る努力をして欲しい。 登山者 60～64

船窪小
屋

・山道を歩いて来た登山者に対し、口当たりの良い食事・献立を追及して
いる。

登山者、
お客様

71～76

キレッ
ト小屋

・時間と体力を要する小屋に思い入れを抱いて足を運んでくれる登山者に
感謝している。

お客様 77～83

大天井
岳

・登山者との信頼関係を大切にして登山の手助けがしたい。 ・無法者による登山道への勝手なマーキングに憤慨。
登山者、
お客様

84～89

霊夢安
・霊山であること並びに登山者の目印になるよう、日の丸の旗を掲げてい
るが、常連の顧客からの寄付でその旗の交換を大正の昔から行えているの
でありがたい。

―
登山者、
お客さん

107～
112

黒百合
ヒュッ
テ

・登山者がし尿を撒き散らし環境を破壊するのは、山小屋のトイレが快適
でないせいである。改善に取り組んだのでトイレの心配なく登ってきてく
れるとうれしい。

― 登山者
113～
118

駒の小
屋

― ・地元の人が力を合わせて作った小屋をもっと大切に使って欲しい。 登山者
145～
149

銅山峰
ヒュッ
テ

・名山ブームのため、この静かなる名山にも客が集中して騒がしくなった
が、山小屋にとってはありがたいことである。

・自分のテリトリーからは絶対に遭難者は出さないという責任感から時に
厳しく接することもある。

登山者
161～
166

雲取山
荘

―
・水を引いてくる労力を知らない登山者は、冬場でも夏山同様水が自由に
使えるものと思っている。

登山者
173～
178

朝日小
屋

・疲れて登ってきた登山者に、どんなもてなしが最も喜ばれるのか試行錯
誤している。

― お客様
180～
185

くろが
ね小屋

・感動が一番のサービス。みんなで歌うことで一つになる。その際、お客
様からエネルギーを逆にもらうようで感謝してもしきれない。

―
登山客、
お客様

186～
191

大日平
山荘

・昔は殿様商売で、食事を出した後に遅く到着した客を叱責していたが、
今は遅く着いた顧客にねぎらいの言葉をかける。
・顧客の笑顔のために、貸しタオルサービスやハンモックを置いたりして
いる。

― お客さん
192～
197

谷川岳
肩ノ小
屋

・谷川岳の自然は変わらないが、登山者は様変わりした。しかし小屋や麓
の温泉旅館を利用してくれるのはありがたい。
・自然に感動する登山者が好きである。

―
登山者、
お客さん

204～
210

高谷池
ヒュッ
テ

―
・心無い登山者による登山道の踏み外し歩きや、植物の採取などによる環
境へのインパクトを危惧している。

登山者
229～
234

塩見小
屋

―

・百名山にこだわりすぎ、目前にあるすばらしい山には目もくれず去って
いく人や、下界の生活により近く不便さをきらい、快適な山旅を求める人
は、いずれも好ましくない。
・必要以上の登山者の要望にこたえると山でしか楽しめない大事なものを
失う。
・疲労した人、体調の悪い人を小屋に預けるのは、弱いものが切り捨てら
れる現代社会のようで好ましくない。

登山者
260～
266

天狗平
山荘

・観光客は減っても登山者やハイカーはいつの時代でも安定してきてくれ
る。

・登山者あっての山なのに、交通機関は観光客優先で好ましくない。 登山者
283～
287

夜叉神
峠小屋

―
・技術や装備の勉強不足や経験の蓄積が望み薄な集団無責任登山、及び観
光旅行的登山の隆盛と携帯電話の普及で今後も増えていく遭難件数を危惧
している。

登山者
294～
298

三つ峠
山荘

―

・コンテストに入選することが第一の目的の写真家を批判。そういう人間
ほど自分が自然の中にいることを忘れており、いい場所をとるため他の人
といさかいを起こす。
・特定の花にのみ興味を示し、全体の自然を理解していない。

登山者、
お客様

299～
304

光岳小
屋

―

・きちんとした計画のもと、事前に準備をして登ってきてもらいたいの
で、10人以上のグループは遠慮願いたい。
・食事は全員が50歳以上でかつ3名以下の宿泊者で15時までに受けつけさ
れた方のみに提供。若い人や四人以上のグループは自炊推奨している。
・これらは山小屋に頼らない自立した登山を支援したいという思いから定
めたルールである。

登山者
311～
316

 

（佐藤・安武編 ,  2008 から山小屋別に登山者に対する記述のあった箇所を抜粋し筆者要約・作成）  

 

                                                   
79

 ホスピタリティの語源のラテン語で、元来この語には「もてなし」といった受容性だけでなく、

客人は恐るべき敵であるという、敵意（ホスティリティ）の意味も含まれるという（吉原 , 2005

に基づく）。  
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ただし、この表 9 で留意したいのは、ポジティブな記述の多くがサービスの質に触れて

おり、その場合の利用者の呼称が登山「者」ではなく登山「客」となっている点である。

私営であるため、こういった市場（顧客）を意識した態度が醸成されるのであり、これは

インバウンド観光の観点からは地域制公園ならではの「機機機機会会会会」や「強強強強みみみみ」ともいえ、情報

発信の際はこういった特徴を考慮して行う必要があるだろう。  

 

3-6    観光観光観光観光客客客客と利用と利用と利用と利用者者者者のののの違違違違いいいい  

日本の山岳国立公園の利用促進を考察した場合、観光という言観光という言観光という言観光という言葉葉葉葉ににににもももも注注注注意が意が意が意が必必必必要になる要になる要になる要になる。

観光と観光と観光と観光とレレレレククククリエリエリエリエーーーーショショショションのンのンのンの違違違違いいいい及び、観光観光観光観光客客客客と利用者と利用者と利用者と利用者のののの違違違違いいいいが際立つからである。  

観光活動を所管する国土交通省はその統計において「観光レクリエーション」という言

葉を用いており、観光とレクリエーションは区別していない。これは、Beeton（1998 小林

訳  2002）の述べるように、観光もレクリエーションも日本では「移動を伴うレジャー」と

解釈されており、またいずれも余暇活動であることから、境界がはっきりしないためであ

る。  

これは海外においても同様で、岡本（2001）によれば、レクリエーションの下位概念で

日常生活圏外で行われたものが観光であるとする説や、言葉のイメージすなわち、「見る」

こと主体ならば観光で、「遊ぶ」こと主体ならレクリエーションであるという考え方がある

という。  

しかし観光のためにマーケティングを活用する場合は、以下の考え方でその資源性の明

確な相違を把握することを横尾（2009）は推奨している。  

・ 観光資源観光資源観光資源観光資源：利用可能になったら資源と言える。また代替性が少ない（そこにしかない

ものが多い）。  

・ レレレレククククリエリエリエリエーーーーショショショション資源ン資源ン資源ン資源：利用可能になっても投資や条件が必要なことが多い（例：ス

キー場はリフトの設置や積雪条件に左右される）。代替性が高い（例：ゴルフやウイン

ドサーフィンは、A という場所でも B という場所でも可能）。  

 

次に観光観光観光観光客客客客と利用者のと利用者のと利用者のと利用者の違違違違いいいいを見てみたい。観光地域に出入りする者を入込者数と表現す

ることが多いが、狭義の観光客といった場合はその観光地域で「出「出「出「出費費費費を期待できるを期待できるを期待できるを期待できるヒトヒトヒトヒト」」」」

を指し、広義の観光客といった場合は利用客、すなわち公園等の公共サービスを享受する

ヒトが入ると中崎 (2002)は述べている。この分類は的確で、国立公園の統計は入込者数で

カウントされるが、広義の観光客、すなわち公園利用者利用者利用者利用者が大半を占めていることが、アク

セスに規制のない地域制国立公園の宿命と言える。  

こうしてみると山岳国立公園及び登山活動は不思議な位置づけとなる。登山行為を行う

山岳国立公園は特定の山頂に立つことや特定のコースを歩くことが目的のため代替がきか

ず、まぎれもなく「観光」資源であるが、その観光客は狭義の観光客ではなく、正確には
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公園「利用者」であるという状態になる。これは観光地であってもこれは観光地であってもこれは観光地であってもこれは観光地であっても狭義狭義狭義狭義の観光客がの観光客がの観光客がの観光客が存在存在存在存在しししし

ない状態をない状態をない状態をない状態を指指指指す。す。す。す。登山やキャンプが行われるフフフフィーィーィーィールルルルドが観光地であっても、それらのドが観光地であっても、それらのドが観光地であっても、それらのドが観光地であっても、それらの行行行行

為為為為自自自自体体体体は観光活は観光活は観光活は観光活動動動動ではなく、ではなく、ではなく、ではなく、野野野野外活外活外活外活動動動動という意という意という意という意味味味味での「での「での「での「レレレレククククリリリリーーーーショショショション活ン活ン活ン活動動動動」に」に」に」に過ぎ過ぎ過ぎ過ぎないないないない

ということである。。。。これらの「利用客によるレクリエーション活動」をきちんと「観光客

による消費活動」に転換していくことが、「市場化のプロセス」、すなわちマーケティング

の役割であり、また加藤（2008）の指摘する「日常の社会経済活動」の取り込みの意図す

るところである。利用客を利用客を利用客を利用客を増増増増やすことと観光やすことと観光やすことと観光やすことと観光消費消費消費消費をををを増増増増やすことがやすことがやすことがやすことが同同同同義義義義でないでないでないでないことに注意が

必要なのである。  

 

4    観光観光観光観光庁庁庁庁のののの国立公園国立公園国立公園国立公園にににに関関関関するするするする動動動動きとその方向性きとその方向性きとその方向性きとその方向性の考察の考察の考察の考察  

4-1    広広広広域観光での促進域観光での促進域観光での促進域観光での促進と疑問と疑問と疑問と疑問  

本稿執筆時点（2013 年）の観光庁オールジャパン体制でのインバウンド観光資源との重

点訴求対象はアニメ・ファッション、日本食、日本伝統文化、日本製品の 4 分野であるこ

とは既に述べた
80
。国立公園はおろか自然資源すら対象ではない。しかし、結果として国

立公園も含んだ地域の観光促進が「広域観光」という名目で進められているケースが多く

存在する
81
。これはどのような効果をもたらすであろうか。以下に考察する。  

2008 年に複数の市町村にまたがる広域観光を推進する仕組みとして「観光圏整備法」を

制定したことで、各地域で従来の行政区域を越えた連携を行う諸活動（主に協議会形式）

が見られるようになった。これは複数の都道府県にまたがることの多い国立公園にとって

も追い風になると見られたが、観光圏という存在自体が利用客に十分に認知されないまま、

34 観光圏が指定されていく結果になった。何のための観光圏か、をより明確にするために、

観光庁は 2012 年に観光圏整備法に基づく「観光圏の整備による観光旅行客の来訪及び滞在

の促進に関する基本方針」について改正を行った。これは観光地同士が連携して 2 泊 3 日

以上の滞在交流型観光に対応できるようにすることを念頭に、ベースメント（基点）とな

る滞在促進地区の設定や地域の観光業（旅行・宿泊・運輸など）への支援を盛り込むもの

で、さらに 6 区域が観光圏に指定された。  

ここで重要なのは、域内の観光資源のネットワーク（同じカテゴリーの自然資源同士、

同じカテゴリーの文化資源同士など）だけでなく、それらを巡るためのスススストトトトーーーーリリリリー性ー性ー性ー性も考

慮しなければならないことである
82
。これは「広域観光」に限らず、「テーマ別観光」に通

ずる考え方であり、隣接する地域同士を結びつける前者にどれほどの意味合いがあるのか

疑問となってくる。確かに行政単位を超えた協議プラットフォームの形成など観光資源に

向きあうプロセスに変化が見られたことや滞在促進地域とした観光インフラストラクチャ

                                                   
80
 観光庁ホームページの訪日旅行促進事業（ビジットジャパン事業）の頁に基づく。  

81
 観光庁ホームページの観光圏整備法の頁にて 2013 年 11 月現在、新旧 40 ヶ所の観光圏が認定さ

れていることが確認できる。半数にあたる 20 件は、その参加市町村名から国立公園地域を含ん

でいることが判る。  
82

 須田 (2009)に基づく。  
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ーを整備することはプラスと言えようが、そもそもそもそもそもそもそもそも当該当該当該当該地域を地域を地域を地域を「「「「広広広広域」と域」と域」と域」と呼呼呼呼べるかべるかべるかべるか否否否否か、か、か、か、

そのそのそのその広広広広域と域と域と域と呼呼呼呼ぶぶぶぶ地域を利用客が欲する地域を利用客が欲する地域を利用客が欲する地域を利用客が欲するかどうかが疑問である。かどうかが疑問である。かどうかが疑問である。かどうかが疑問である。  

例えば、昨今増加している中国からの旅行者にとっては、北海道ですら一つの省の人口

及び面積規模に及ばないケースもある中で、それより小さい地域をまとめて広域というの

は意味をなさず、また許容できる移動範囲（あるいは移動に費やす時間において許容でき

る感覚）も邦人旅行者とは異なってくるはずである。またその観光圏内にある観光資源を

顧客が回遊することが物理的にできても、彼らが得られる効用は勘案されていない。そう

いった顧客側の都合を無視して、地域の当該滞在促進地域に宿泊させることは、それこそ

前述したプロプロプロプロダダダダククククトトトトアウアウアウアウトトトトではないだろうか。次項ではブランドマネジメントの観点から

インバウンド観光のための自然資源の訴求方法について考察する。  

 

4-2    ブラブラブラブランドマンドマンドマンドマネネネネジメンジメンジメンジメントトトトとのとのとのとの整整整整合性合性合性合性からみるからみるからみるからみる訴求訴求訴求訴求の方向性の方向性の方向性の方向性  

広域観光圏への懐疑については前項で述べたが、国立公園に限らずブラブラブラブランドンドンドンド階層階層階層階層（（（（体系体系体系体系））））

の観点からも広域観光圏が現在の日本の置かれている状況に合わない可能性がある。  

竹林（2013）が述べるように、地域統一的なブランド・コンセプトで形成できる地理的

ブランドは、対象領域が大きくなるほどその統一は困難になるばかりか、上下の上下の上下の上下のブラブラブラブランドンドンドンド

階層階層階層階層ののののブラブラブラブランドのンドのンドのンドの志志志志向と向と向と向と統統統統一的な一的な一的な一的なブラブラブラブランドンドンドンド発信発信発信発信ができないができないができないができない危険危険危険危険性性性性を秘めている。つまり、

仮に広域観光圏が内包する観光資源を統一したブランド・コンセプトにまとめあげ、リー

ジョナル・ブランドに仕上げたとしても、それが上のブランド階層である国家ブランドと

下のブランド階層であるローカルブランドとの間で、ブランド・コンセプトを共有してい

るかどうか、は別問題なのである。仮に統一できていなければ、一からそのブランド認知

を行わなければならず、その活動に大きな労力とコストが強いられることになる。前述し

たダボス会議の結果を受けて、国（観光庁など）が自然資源をプッシュするなどの施策を

行うならば話は別であるが、そうはなっていないのが現状である。  

これに対し竹林（2013）は、テーマをテーマをテーマをテーマを軸軸軸軸としたとしたとしたとしたブラブラブラブランドンドンドンド志志志志向（テーマ的向（テーマ的向（テーマ的向（テーマ的ブラブラブラブランド）の利ンド）の利ンド）の利ンド）の利

点点点点について、以下のような点を述べている。  

・ 特定のセグメントに存在する関心事を基盤としており、これはストーリーを形成して

いるため、観光客と感情的レベルにおいて直接的な関係を築ける  

・ テーマは芸術、料理、冒険、文化、自然、環境など無限に設定可能で、人々の多様性

に幅広く対応できる。  

・ そのテーマに関心を寄せた人々がブランドを形成してくれる  

・ テーマから得られる経験は地理的境界を越えて共通しているため、異なった観光地間

の「協働」を可能にする。  

 

上記の特徴より自然資源によるインバウンド観光を自然資源によるインバウンド観光を自然資源によるインバウンド観光を自然資源によるインバウンド観光を考考考考慮慮慮慮したしたしたした場合、場合、場合、場合、スススストトトトーーーーリリリリーを共有でーを共有でーを共有でーを共有で
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きる限りきる限りきる限りきる限り、、、、「地理的境「地理的境「地理的境「地理的境界界界界」を」を」を」を越越越越えてえてえてえてブラブラブラブランドイメージをンドイメージをンドイメージをンドイメージを訴求訴求訴求訴求できるテーマ的できるテーマ的できるテーマ的できるテーマ的ブラブラブラブランドのンドのンドのンドのほほほほ

うがうがうがうが、、、、広広広広域観光に域観光に域観光に域観光に見見見見られる地理的られる地理的られる地理的られる地理的ブラブラブラブランドよりもンドよりもンドよりもンドよりもブラブラブラブランドマンドマンドマンドマネネネネジメンジメンジメンジメントトトトの観点からの観点からの観点からの観点から有効と有効と有効と有効と

言える言える言える言える。。。。  

 

4-3    テーマテーマテーマテーマ別別別別観光観光観光観光の山岳地への活用事の山岳地への活用事の山岳地への活用事の山岳地への活用事例例例例  

テーマ別観光の一例として、昨今日本で人気のコンテンツツーリズムなどが挙げられる

83
。同様のストーリー性をもつ観光資源（例えば、ドラマシリーズの舞台になった地域な

ど）をその愛好者が巡る旅は、時として愛好者側が価値を発見することもある。例えば、

自然資源を観光資源とする地域においては紅葉狩り、登山、ハイキング、釣りなどの活動

が愛好者により発見されるテーマになるだろう
84
。  

このテーマ別観光は大きなパラダイムシフトの可能性を秘めている。日本の広域観光は

観光圏を近隣自治体に広げたものであり、その中に内包する観光資源が似通っている場合、

広域観光圏同士でパイの取り合いになり、地域内競争競争競争競争から抜け出すことはできない。これ

は経済学でいうところの「合成の誤謬 85
」を犯している状態である。一方、テーマ別観光

の場合は、それらの似通った観光資源をもつ地域を繋げ、その観光資源の愛好者を還流さ

せることになるため、互いに協力して観光ネットワークを創り上げる協協協協創創創創の概念と言える。 

事例としてヨーロッパのアルプスエリアのスキーリゾートを繋ぐネットワークである

Best of the Alps（ベスト・オブ・ジ・アルプス）を見てみると、その強みが良くわかる。

これはフランス、スイス、ドイツ、オーストリア、イタリアの 5 カ国にまたがるアルプス

地域に存在する 12 箇所のスキーリゾートを「The Classic Mountain Resort（第一級の山岳リ

ゾート）」として共通のテーマで繋げると同時に、それぞれの違い（歴史がある、世界遺産

エリアである、山間の村にある、など）も明確に打ち出すことで完全な競合を避けている
86
。 

これは自治体どころか国境を越えて、それぞれの共有するテーマをもつ観光地間におい

て観光客を還流する仕組みを作り出しており、国立公園のマーケティング戦略に大いに参

考になる。単単単単にににに近隣近隣近隣近隣にあるにあるにあるにある国立公園国立公園国立公園国立公園をををを訴求訴求訴求訴求するのでなく、そのするのでなく、そのするのでなく、そのするのでなく、その国立公園国立公園国立公園国立公園の特の特の特の特徴ひ徴ひ徴ひ徴ひいてはそいてはそいてはそいてはそ

のののの国立公園国立公園国立公園国立公園から得られる効用にから得られる効用にから得られる効用にから得られる効用に注注注注目して、「共通テーマ」と「目して、「共通テーマ」と「目して、「共通テーマ」と「目して、「共通テーマ」と「違違違違いを生いを生いを生いを生むむむむ特特特特徴徴徴徴」の両方を」の両方を」の両方を」の両方を

                                                   
83
 コンテンツツーリズムの定義は、「その土地の持つ世界観や、その土地を舞台にした作品や歴史

の『物語性』に浸る旅のあり方、そしてそうした『物語性』を他者と共有することで生まれる

交流のあり方」である（山村 , 2012 に基づく）。  
84
 文化資源の事例で言えば、特定のアニメーションのストーリー性をその作品の舞台となった市

町村で共有する形態のコンテンツツーリズムが挙げられ、 2005 年頃より全国各地で盛んになっ

た（釜石 ,2013 に基づく）。本稿執筆時点（ 2013 年 12 月）において、この「アニメ」でテーマを

くくり 12 作品（地域）を周遊させるべく Japan Anime Map を日本政府観光局は作成しインバウ

ンド観光の素材として訴求している。参考 URL(http://www.jnto.go.jp/eng/animemap/index.html) 
85
 部分最適解の積み重ねが全体最適解を成立させるとは限らないことを指してこのように呼ぶ。

例えば、海部（ 2011）は、各家庭の貯蓄額を増やせば日本全体の貯蓄率が上がるはずであるが、

実際は家計の貯蓄率が上がると全体の消費が落ち込み、賃金の減少という形で家計を圧迫する

ので、そうはならない状態がこれであると述べている。なお海部は縮小市場でパイの取り分を

増やすのではなく、パイそのものを大きくしていくことが 21 世紀の日本の観光にとって重要で

ある旨述べている。  
86

 Best of the Alps のホームページに基づく。  
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ううううまくまくまくまく使使使使い、観光い、観光い、観光い、観光ネネネネッッッットトトトワワワワーーーークを考察することで、「地域間のクを考察することで、「地域間のクを考察することで、「地域間のクを考察することで、「地域間の競争競争競争競争」」」」からからからから脱却脱却脱却脱却しししし「地域内「地域内「地域内「地域内

のののの協協協協創」（これは地域外との創」（これは地域外との創」（これは地域外との創」（これは地域外との競争体競争体競争体競争体制構制構制構制構築築築築をををを指指指指す）を目す）を目す）を目す）を目指指指指すことがすことがすことがすことが可能になる可能になる可能になる可能になる。前述の観

光のラケット構造で述べたが、回遊型観光の期待できるインバウンド観光の分野であるか

らこそ、こういった物理的な距離をあえて無視した視点
87
を大切にしたい。  

 

第第第第 3 章章章章のまとめのまとめのまとめのまとめ：：：：国立公園国立公園国立公園国立公園を取りを取りを取りを取り巻巻巻巻くくくく動動動動向向向向  

・ 倫理的、思想的色彩の強い自然保護活動偏重では、公園管理に必要なヒト、カネ、情

報の不足を改善できず、国立公園の存在意義を損なってしまう。  

・ 国立公園は、より日常の社会経済活動を意識して、市場価値を得る方法を考えなけれ

ばならない。  

・ 利用者あっての国立公園という観点からみれば、その管理運営のあり方にも課題が存

在することが判る。  

・ 環境省は利用の増進と立地地域に根ざした運営による地域活性化を掲げており、市場

のメカニズムを意識した公園経営について議論する良い機会である。  

・ 国立公園の環境保全にしても運用目的ありきで許容範囲を設定する手法にシフトして

いる。  

・ 日本の山岳国立公園の特徴である、自然資源の中にある精神的・文化的価値を評価す

るガイドラインが作成され、世界的に注目されている。  

・ 観光利用を促進する場合における持続可能性を評価する指標のためのガイドラインも

存在し、国立公園経営に有用である。  

・ 利用の促進を阻む懸念事項には、国立公園に関連して存在する重層化した法制度があ

り、注意を要する。  

・ 利用を消費につなげるためのツールとして看做されているエコツーリズムであるが、

そのコンセプトは国立公園にふさわしいものの、国立公園利用の一つの手段に過ぎず、

また購買プロセスから見ても、利用増進への寄与度は高いとは言えない。  

・ インバウンド観光を考慮した場合、邦人旅行者の感覚の登山と外国人旅行者の感覚の

Trekking に差異がある可能性があり、それは目的地や嗜好に影響するので注意が必要で

ある。  

                                                   
87

 以下は、この協創の概念を用いたテーマ別観光の試案である。  

3,000m 峰が 200 座を超える台湾における 8 つの国家公園（日本の国立公園に相当）のうち最高

峰である玉山（旧名：新高山）のある玉山国家公園（ 1985 年指定）と次峰（雪山：旧名：次高

山）のある雪覇国家公園（ 1992 年指定）は、元々日本統治時代に、前者は今の阿里山国家風景

区（国定公園に相当）、後者は太魯閣国家公園を含む形で 1937 年に指定されていた。つまり日

本の山岳国立公園とまったく同じ山岳地としての大風景地という評価によって指定された国立

公園である。さらに登山道の多くは、測量並びに山岳部族平定のために日本統治時代に開かれ

ており、人文遺跡も多い。玉山、雪山は登山活動のためのインフラストラクチャーが整備され

ており、日本の多くの山と同様、個人登山者でもガイドなしで登れることから、国境をまたい

で「共通のテーマ」と「違いを生む特徴（登山道の成り立ち）」で日本の山岳国立公園と一緒に

訴求できる可能性を秘めている。  
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・ 日本の山岳国立公園の山頂に達する登山道は、必ずしも海外では一般的とは言えず、

登山スタイルもスポーツ要素を多分に含んだ活動になりがちなので、安全管理に注意

を要する。  

・ そもそも観光とレクリエーションの違いを明確に意識しなければ、山岳国立公園にお

ける登山活動からは消費が生まれないので注意を要する。  

・ 山小屋は私営であっても公共的な役割を負うていることに関連し、マナーやルールに

従わない登山者に厳しくなる傾向があるので、外国人登山者への情報発信には注意が

必要である。  

・ 観光庁の推進する広域観光の推進地域の多くに国立公園地域が含まれるが、利用者の

視点及びブランドマネジメントの観点から、適切とは言えない。  

・ 地域内競争から脱し、インバウンド観光を促進するならば、テーマ別観光のコンセプ

トのほうが広域観光よりもふさわしい。  
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第第第第4章章章章        山岳山岳山岳山岳国立公園国立公園国立公園国立公園が抱える課題が抱える課題が抱える課題が抱える課題  

 

国立公園の管理運営の課題を前述したが、ここでは、山岳国立公園独自の課題について

述べる。単に観るだけの活動ではなく、体験することを目的とした登山活動を通して、管

理体制の課題、安全面での課題並びに環境の課題が指摘されており、本章で整理をする。  

 

1 管理管理管理管理体体体体制の制の制の制の課課課課題題題題  

1-1    管理管理管理管理体体体体制制制制のののの持続可能性の持続可能性の持続可能性の持続可能性の課課課課題題題題  

公園管理者と土地所有者が異なる地域制公園であるがゆえの平仄を合わせることの難し

さについて前章 3-1 で述べたが、この問題はそのまま山岳国立公園にも当てはまる。多様

な地形を含む山岳国立公園では、様々なステークホルダーが絡み、保護、保全、利用に向

けた意志の統一が困難であるからだ。例えば実地調査（その他詳細は次章に記載）におい

て明らかになった、園内における国土交通省の存在に起因する以下のような事例も地域制

公園ならではの問題と言える。  

中部山岳国立公園の欅平・祖母谷間の道路（園内の位置は別紙 2 を参照）は、公園区画

自体は環境省の管轄であるが、当該道路は治山事業のため資材運搬道路として林野庁から

借り上げる形で国土交通省が管理しており、砂防工事のため一方的に通行止めになるとい

う事態が度々起きていた。利用できない国立公園という状態である。  

問題はそれだけでなく、この砂防工事のために登山道を廃して「車道」にした結果、事

実上登山道としても使われているが、当該区間は落石多発地帯のため安全管理が必要にも

関わらず、環境省から路線として認定されることが困難となったことも挙げられる。本道

路は欅平と日本百名山である白馬岳、唐松岳を結ぶルート上にあるが、治山事業の終了に

より、国立公園内であるにもかかわらず、「落石や崩落で車が通れない車道」という中途半

端な形で放置される懸念があったため、2010 年に地元の富山県、黒部市、山小屋関係者、

黒部峡谷鉄道株式会社で共同組織した「欅平・祖母谷間道路管理組合」が国土交通省に変

わり維持・管理することとなった
88
。当該道路は、組合の限られた予算と組合員の直接作

業で維持・管理されている状態であり、筆者調査時点では「登山者のみ自己責任」での通

行（落石の影響で車は通行できないため徒歩のみ）が強く訴えられていた（写真 2 参照）。 

地域制公園のため多様なステークホルダーが管理に関わること自体は問題ではないが、

それが意図されたものでなく、結果としてそうなってしまった状態では持続可能性が疑わ

しく、管理体制について見直しが必要な部分もあるだろう。これは第 3 章で国立・国営公

園の指定及び管理運営に関する検討会（2007）の述べた課題②の見解と一致する。  

 

                                                   
88
 堀内（ 2013）及び祖母谷温泉小屋の若旦那へのヒアリング（ 2012 年 9 月 4 日実施）に基づく。  
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写真 2：中部山岳国立公園の欅平・祖母谷間の車両通行止めの写真  

   

４カ国語で書かれた通行止めの看板（左）  

自己責任を訴える看板（中央）  

登山者以外の観光客（往復で戻ってくる客）のための無料貸ヘルメット（右）  

（筆者撮影）  

 

1-2    登登登登山山山山道道道道のののの課課課課題題題題  

地域制公園であるがゆえにその登登登登山山山山道道道道にしても、所有者、整備管理者が不明瞭で、また

利用者からみてグレードが定かでなく、自身の能力と照らし合わせて適切か否かが判断し

難いという課題がある。これは後述する安全面の課題として別途クローズアップする。  

 

1-3    自然保全のための自然保全のための自然保全のための自然保全のための料料料料金徴金徴金徴金徴収の収の収の収の課課課課題題題題  

環境保全やサービス提供のコストを受益者負担の原則に従い、利用者から徴収すること

が困難であることも地域制公園という管理体制の課題の一つとして挙げられる。受益者負

担の考え方に基づく費用負担の議論は、環境保全のコストをまかなう為の収入源として、

またオーバーユースの緩和の方策として日本で行われてきた
89
。公園管理者による有料化

の対象は図 10 の通り、大きく 4 種類に分けられるが、日本の山岳国立公園においては、主

に入域料と非コンセッション（主に地代を指す）の分野で試行錯誤が行われてきた。これ

は開発の規制により公園内に個別の利用料をとるほど多様な施設やサービス提供拠点は存

在しないこと、また同様にそういった民間業者は山小屋など国立公園制定前から国立公園

内で事業を営んでいた限られた業者しか存在しないためコンセッションも機能しないこと

から、おのずと入域料と非コンセッションが主流となっているためである。  

                                                   
89
 オーバーユース対策のためには人数規制などと併用するのが一般的である。時事ドットコム

（ 2013）と共同通信（ 2013）によれば、世界文化遺産登録を受けた富士山における、夏季の 10

日間に任意の協力金（一人原則 1,000 円としたところ約 6 割が支払いに応じた）を徴収した実験

は、払ってでも登りたい登山者が多く、抑制効果は 0.96%に過ぎなかったという結果になった。 
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図 10：利用者管理の種類  

（伊藤 ,  2005, p.185 より一部改変のうえ転載）  

 

国立公園の精神には国民の福利厚生があり、それゆえ誰でも利用が可能な状態が理想と

されてきたが、営造物公園では早くから利用者から直接的に料金を徴収してきた。これは

全ての予算を政府が支出するため負担が大きく、観光利用による受益者負担を導入して、

少しでも財政的負担を減らしたい狙いがあったからである
90
。一方地域制公園の日本では、

加藤（2008）が述べるように、日本の公園管理者である環境省は規制官庁であって、事業

官庁ではないので対価の支払いは不要という利用者側の意識と土地の所有者でもない公園

管理者が、土地の利用に対し料金を徴収することへの抵抗という公園管理者側の意識の両

方が相まって、入域料という形で導入されなかった経緯が特徴として挙げられる
91
。  

 

(1) 直接的な料金徴収  

そこでまず検討・導入されたのが協協協協力力力力金金金金という任意の募金形式である。これは今も多く

の山岳国立公園で見られる形態である。例えば北海道の大雪山国立公園の旭岳における旭

岳協力金、東北の磐梯朝日国立公園の月山における月山環境美化協力金、中部の南アルプ

ス国立公園の北岳における南アルプスマイカー規制利用者協力金などである
92
。こういっ

た寄付金形式ならば、税の徴収と異なり新たな法律や条例の整備が不要なため、導入が簡

単なことがこの形式の採用の背景にある。中部山岳国立公園の上高地での実施以降、山岳

地で導入が相次いだチップ制トイレもこの一種である。  

                                                   
90
 Eagles et al .（ 2002 小林監訳 2005）に基づく。  

91
 佐藤（ 2009）に基づけば、最近では、登山者の多く（オンラインアンケートによると有効回答

者数 553 のうち 86%）が入山料や入山規制については「やむを得ない」と考えるようになって

おり、「登山はタダ」という意識は必ずしも主流とは言えなくなっている。  
92
 佐藤（ 2009）に基づく。  
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しかし、この寄付金形式の協力金は三つの課題を抱えている。①利用者間の公平性の問

題である。払う人もいれば払わない人もいるからである。②実質的に払う金額が有料化の

足しにならないことが多々あるということである。伊藤（2005）によれば、富士山のチッ

プ制トイレは目安に一人当たり 100円を掲げたが実際の支払額は 10円程度であったという

93
。③何のための協力金か具体的な再投資の説明がなされないため、加藤（2008）が述べ

るように、利用者の理解や納得が得られない点である。  

そこで、これらの課題に対応するべく一部では有人の管理棟など徴収ポイントを設けて、

①と②の解決に乗り出すところもあるが、有人化によるコストを回収できるか否かという

新たな懸念が生まれることになる
94
。そのため 1974 年の自動車利用適正化要項（環境庁自

然保護局長通知第 125 号）に基づくマイカー規制と併せて、駐車料金 95
やそこから先のバ

スやタクシーの運賃に一定の協力金を含める方式も多く取られている。ただし③の再投資

への透明性は不明瞭なままであり、伊藤（2005）が述べるように利用者が受利用者が受利用者が受利用者が受益益益益をををを実感実感実感実感できできできでき

るようなるようなるようなるような改善改善改善改善がががが求求求求められているというめられているというめられているというめられているという。。。。  

そういった透明性を考慮すれば、はじめから税として徴収したほうが良いとする動きも

ある。例えば、中部山岳国立公園の乗鞍岳では、岐阜県が条例で乗鞍環境保全税（法定外

目的税）を導入し、マイカー規制による観光バスやタクシーで得た収益とそれをどのよう

に再投資したかという支出を保全事業執行状況として公開している
96
。また、富士箱根国

立公園では富士山周辺の環境保全対策費のために、道路整備特別措置法に基づく「維持管

理有料道路」として、山梨の県の条例ベースでの通行料（名目は道路維持管理費）の取得

を国（国土交通省）が認めたケースもある。  

このように、「入園料」として求めることはないが、様々な「協力金」名目で法律に拠ら

ずして地方自治体が徴収しているのが、日本における料金徴収の実態である。なお 2002

年の利用調整地区制度の導入により、自然公園法に基づき「認定料」または「許可料」と

いう名目で、立ち入りに費用が発生するようになったが、これは利用調整のための手段と

して導入しており、自然保全のための再投資を前提とした有料化ではなく、認定や許可審

査のための手数料であり、必ずしも入園できるわけではないので、入園料ではない
97
。  

 

 

                                                   
93
 小林（ 2012）によればチップ制トイレにおける、「払う意思」についてのオンライン調査では、

回答者 74％（N 値不明）が支払うと回答しているが、金額的には利用者の 3 割程度しか集まっ

ていないという。コインの持ち合わせがない、または利用のたびに 100 円支払うか否か、とい

った現実的な問題を想起させる。  
94
 日光国立公園の男体山における入山料（避難小屋の修繕や登山道の整備に使用）のように、日

光二荒山神社が自身の土地（民有地）である境内に支払いポイントを設けるなど、伝統的理由

（料金徴収は御守り代として 1200 年前から行っている）などに基づき、あらかじめ徴収ポイ

ントが存在するところなどは、地域制公園の強みを活かしている好例である。  
95
 環境省の外郭団体である自然公園財団が有人の支払い所を設けて駐車場を管理している。  

96
  佐藤（ 2009）に基づく。  

97
  加藤（ 2008）に基づく。  
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(2) 間接的な料金徴収  

もうひとつの有料化の方法として挙げた非非非非ココココンセッンセッンセッンセッショショショションンンンはどうであろうか。国立公園

制度の制定前に民間主導で整備されていった山小屋は、制定後は公園管理者である環境省

ではなく、土地の所有者たる林野庁に国有財産法（1921）に基づき、借地料を払うことに

なり、そのまま今に至る
98
。  

森林法などの林野庁の法制化で監督されることになり、1974 年公布の環境庁自然環境局

通知「国立公園内の審査指針について」により第一種特別地域や高山帯での建築物や道路

施設の新設が禁止されるまで、林野庁の営林署が山小屋建設許可を出していた。つまり自

然公園法の計画とは関係のないところでそのデザインや規模などの適切性は考慮されずに

建設されており、はじめから単なる固有財産使用料としての扱いであったということにな

る。そのため現現現現在在在在も利用者のも利用者のも利用者のも利用者の宿泊料宿泊料宿泊料宿泊料から間から間から間から間接接接接的に的に的に的に支支支支払払払払われているわれているわれているわれている土土土土地の地の地の地の賃賃賃賃借料借料借料借料が、その地が、その地が、その地が、その地

域の管理のために域の管理のために域の管理のために域の管理のために再投再投再投再投資に活かされていない状資に活かされていない状資に活かされていない状資に活かされていない状況況況況であるであるであるである 99
。  

上記より、結局のところ、日本の山岳国立公園の有料化による取り組みは、管理費用捻

出手段として重要視されながらも、地域制公園特有の理由によりあまり進んでいないとい

うことである。そして今後、進めていく場合には、徴収手段だけでなく、その再投資まで

の流れをどのように明確化できるか、が課題となっているということも分かる。  

実はこの再投資先の使途は、営造物公園においても（入域料、コンセッション問わず）

一旦、国庫に収められてから再配分されるため、利用者から見て使途が不透明であること

が多かった。Eagles et al.（2002 小林監訳  2005）によれば 2000 年にオーストラリアのタ

スマニア州で行われた調査では、公園での各種料金徴収について国立公園に直接還元され

るならば 86%の賛成が得られるが、一旦国庫収入となる場合には 36％しか賛成を得られな

かったという（N 値不明）。これは料金徴収の方法やその適正価格算定だけでなく、利用者利用者利用者利用者

がががが気気気気持ちよく持ちよく持ちよく持ちよく支支支支払払払払えるようにするために、どのように納得えるようにするために、どのように納得えるようにするために、どのように納得えるようにするために、どのように納得感感感感（（（（消費消費消費消費者者者者余剰余剰余剰余剰や顧客価値と言や顧客価値と言や顧客価値と言や顧客価値と言

い換えることが可能）い換えることが可能）い換えることが可能）い換えることが可能）を生み出すかを生み出すかを生み出すかを生み出すか、という話に繋がる。  

なお利用者管理としての課税（利用者調整）については、脚注 89 でも示唆したが、課税

が消費行動に影響を及ぼすレベルにするには、よほどの高額でなければ機能せず、そのよ

うに設定した場合、関係する観光業者からみれば、特定業種に対する課税ともとれ、「不公

平」となるため、この課税だけが単独で利用者調整として行われることはまずない。  

また、国立公園にいたる道路は地方行政が所管の場合が多々ある。国立公園自体の税は

中央集権的な課税から予算を配分されるものの、そこにいたる交通インフラストラクチャ

ーは地方分権化されていることがあり、このあたりの財財財財政政政政負担負担負担負担と管理にと管理にと管理にと管理におおおおけるけるけるける支支支支出出出出責任責任責任責任のののの

                                                   
98

  伊藤（ 2005）に基づく。  
99
 再投資先が不明瞭なまま林野庁が 1984 年に定額方式から収益方式に変更し、実質の値上げを

行ったため一部の山小屋の反発を招き（登山道の整備や遭難救助協力に自主的に協力してきた

という思いがあるためと伊藤（ 2005）は思量している）、 2003 年まで法廷で争う結果（最終的

に林野庁側が勝訴）になった。  
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ミミミミスマッチスマッチスマッチスマッチも大きな意味では課題と言える
100

。  

 

2 安安安安全全全全面面面面でのでのでのでの課課課課題題題題  

2-1    登登登登山山山山道道道道の管理の管理の管理の管理責任責任責任責任  

日本国において登山道の安全管理は誰の責任か、というシンプルな問いに答えはない。

驚くべきことであるが、法的な管理責任者があいまいな登山道がほとんどである
101

。これ

は国立公園に指定されている地域でも同様であり、登山道の整備は有志、すなわち自然愛

好者による団体や山小屋勤務者または山岳会によって自発的に整備されているのが実態で

ある
102

。営造物公園は、宿泊施設から登山道の保全まで、すべて一括で国により管理され

ている。日本の場合は、国立公園の概念が導入される以前に、既に有人の山小屋があり、

獣道から派生した登山道があり、そして土地自体が誰かのものであったため、国立公園に

指定後も多種多様なステークホルダーが混在しており、登山道の一元管理など不可能な状

態である。登山道もその成立過程が多様で、規格・構造が一律でなく、誰がどのような登

山道を実質的に管理しているかは、図 11 のパターンの掛け合わせの数だけあると予想され、

一様ではない。  

登山道（※）の成立過程 管理形態

１）自然発生的な山道
２）測量や気象観測のために設けたもの
３）森林管理のために作った管理道が登山
に使われるようになったもの
４）山岳関連事業者が開いたもの
５）利用者（登山者）が開いたもの
（※）公園計画で定められている登山道に限る

××××

１）管理者なし
２）環境省が所管
３）林野庁が所管
４）国有林を借り上げ、地方行政（県、市町
村）が管理
５）地域関係者がボランティアなどで管理

 

図 11：登山道の成立過程と管理形態  

（信州山岳環境保全のありかた研究会 ,  2006, p.3 を参考に筆者作成）  

 

土地の所有者が誰であろうと、勝手に登山道として利用されている道を管理する責任は

誰にもない。公園の管理者である環境省にも登山道整備の義務はなく、また消極的な予算

及び人員配置のため、環境省の職員だけでは実質的にも管理・整備はできていないのが現

状である
103

。  

                                                   
100

 Mak（ 2003 瀧口・藤井訳  2005）に基づく。  
101

 信州山岳環境保全のありかた研究会（ 2006）が、登山道の所有者及び管理者ならびに自己発生

時の責任者について議論を重ねたが、法的な位置づけが明確でなく特定の者が管理を負うこと

は困難という結論に達し、登山者、行政及び山小屋関係者が連携して登山道の維持・管理に取

り組んでいくしかないという結論にいたっている。登山道は「事実上そこにあって、だた使わ

れているだけの存在」（加藤 , 2008, pp.87）である。  
102

 有人の山小屋の少ない北海道においては、登山道の整備・保全は山岳会が中心となったボラン

ティア活動にて行われている（中根・愛甲・浅川 , 2002 に基づく）。  
103

 佐山（ 2006)は、環境省の職員である自然保護官ならびにそれを補佐するアクティブレンジャー

だけでは登山道の整備や環境保全を行うことができないため、ボランティア組織へ依頼や請負

契約（自然公園指導員、グリーンワーカー、パークボランティアなど）による雇用で管理体制

の増強を図っている、と述べている（体制図は 75 頁参照）。  
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もし、この登山道上で事故が起きた場合はどうなるのであろうか。溝手（2007）に詳し

いが、登山道上の整備不良がともすれば事故の原因とされ、責任を追及される可能性があ

る。実際に 1979 年の吉野熊野国立公園の事故のように、登山者の不注意であっても管理責

任者側に瑕疵があったとされるケース
104

があり、「「「「うかうかうかうかつつつつにににに整備整備整備整備すれば管理すれば管理すれば管理すれば管理責任責任責任責任が生じるが生じるが生じるが生じる

ので、できるだけかかわらないので、できるだけかかわらないので、できるだけかかわらないので、できるだけかかわらないほほほほうがよいうがよいうがよいうがよい」」」」という状況なのが現実である
105

。登山道の管

理責任があいまいなだけでなく、登山者の自己責任との関係においてバランスを欠いた状

況であるのが、登山道の安全管理問題を複雑にしているのである。これではいずれ登山道

の荒廃も避けられない。自発的な有志に頼るのではなく、公園及び公園及び公園及び公園及び林林林林野野野野の管理者であるの管理者であるの管理者であるの管理者である行行行行

政政政政がががが登登登登山山山山道道道道のののの整備整備整備整備にもにもにもにも明明明明確に確に確に確に責任責任責任責任をををを負負負負うううう体体体体制を制を制を制を構構構構築築築築するといった対するといった対するといった対するといった対応応応応、、、、またはまたはまたはまたは登登登登山山山山行行行行為為為為がががが

自自自自己責任己責任己責任己責任であるであるであるである旨旨旨旨のののの情報発信情報発信情報発信情報発信をををを徹底徹底徹底徹底するなどの能するなどの能するなどの能するなどの能動動動動的的的的且且且且つつつつ継継継継続性を続性を続性を続性を見据見据見据見据えた対えた対えた対えた対応応応応がががが必必必必要要要要

とされているのである。とされているのである。とされているのである。とされているのである。  

こういった課題を踏まえて、磐梯朝日国立公園や中部山岳国立公園では、ヒト、モノ（知

識・技術）、カネを多様な関係者間で共有できるような協議会を作り、協力体制を構築する

方法をとっているが、その体制（主体）のあり方については、別途第 8 章で考察する。  

 

2-2    事事事事故故故故・・・・遭難遭難遭難遭難対対対対策策策策としてのとしてのとしてのとしての登登登登山山山山道整備道整備道整備道整備基基基基準準準準  

山岳国立公園は地域制公園であることで、もうひとつ安全面において課題を抱えている。

それは一般登山道上での遭難事故の頻発である。事故の件数自体は本質的に問題ではない。

中野（2009）が述べるように、通常の道路のような過剰整備やそれに伴う景観破壊は登山

の楽しみの要素や冒険や挑戦の機会を奪うことになるため、適正利用の観点から第 1 章の

表 8 に記載したように極力自然な状態とするのが基本である。そのため通常の道路と異な

り、利用者が予測しがたい事故につながる危険性（ハザード）を排除せず、利用者に予測

可能な危険性（リスク）も求めるのが普通である。  

野村（2013）によれば、警察庁による 2013 年夏山シーズン（7、8 月）におけるデータ

発表から遭難発生状況を分析すると、高齢者（60 代以上）の遭難が 45%と圧倒的に多いこ

とが分かった。発生件数ベースでは統計開始以来最多の 569 件となっており、ここ 20 年間

で右肩上がりであるという。遭難が最も多い長野県では、高齢者の割合は 61%となり、そ

の原因で大幅に増えたのは「病気遭難」であったという。警察庁発表の山岳遭難データを

1972 年（遭難者数 377 人）、1997 年（同 815 人）及び 2011 年（同 2,204 人）の事故要因の

分析は、その増加率もさることながら、1972 年（遭難者の 94％が 10 代～30 代）にほとん

ど見られなかった「転倒」が 2011 年（遭難者の 67%が 50 代以上）には 14%に増えている

106
。1997 年までトップだった事故原因である「転滑落」も 2011 年には「道迷い」に変わ

                                                   
104

 登山者が注意板に書かれた人数制限を超えてつり橋を渡った結果、橋が切れて墜落死した事故。

鹿野（ 2006）によれば、つり橋を整備した三重県と補助金を出した環境庁の「管理が不十分」

として責任を問われることになったという。  
105

 溝手（ 2007）に基づく。  
106

 山と渓谷編集部（ 2012）に基づく。  
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っている。つまり、近年の登山者の増加は若年層による押し上げによるものであることは

後述するが、遭難の原因になっているのは、その新しく増えた登山者層ではない点に注目

しなければならない。  

結論から述べれば、登山者数が増えたから遭難発生件数が増えているのではなく、今ま

で登山を楽しんでいた中高年層が登山に適した十分な体力を維持できなくなってきている

ことが「転倒」「病気」という形で発生件数を押し上げているのである。実際にこうした登

山者の高齢化を見据えて、山岳保険は病気もカバーしているのが一般的である
107

。ゆえに

繰り返すが、遭難件数の増加自体は問題ではない。  

論点論点論点論点は、こういった「は、こういった「は、こういった「は、こういった「道道道道迷迷迷迷い」、「転い」、「転い」、「転い」、「転倒倒倒倒」といった事」といった事」といった事」といった事故原因故原因故原因故原因がががが高高高高齢齢齢齢者者者者登登登登山者によって引き山者によって引き山者によって引き山者によって引き

起起起起こされているこされているこされているこされている実実実実情情情情をををを踏踏踏踏まえて、まえて、まえて、まえて、登登登登山山山山道道道道に手をに手をに手をに手を加加加加えるべきかえるべきかえるべきかえるべきか否否否否かであるかであるかであるかである。。。。過剰整備の問題

108
は、登山道の安全性と景観の間のバランスをとることが困難である証左であり、こうし

たことが論点に挙がるということは、どこまでハザードを廃し、どこまで登山者がリスク

を負うべきか、が明確になっていないことを示している。  

ハザードに対する基準がないとはどういうことであろうか。例えば、上記の遭難発生の

内容からは、どの程度がハザード（危害要因）である登山道の劣化による遭難発生なのか

がわからない。遭難発生が多い場所であっても、体力の低下からよろけてバランスを崩し

たことが原因の場合、登山道自体に瑕疵があったわけではないため、新たに手を加えなく

ても良い、というようにあらかじめ設定しておくのがハザードの基準である。  

リスクに対する基準もあいまいである。保険に入り、地図を携帯し、登山計画書を作成

し、それを警察や入山ボックスに提出してから入山する登山者が登山者全体の何割いるか

不明であるが
109

、少なくともどんな山にどの程度の準備が必要かは、個人の判断に委ねら

れており、その判断は一様ではないのが現状である  

このハザードにしてもリスクにしても、登山道のグレードが明確に設定してあれば、大

幅に改善できる問題である。例えば「A という路線は、こういうグレードの道なので、ト

レッキングルートであり、こういった準備と体力が必要である」「B という路線は、こうい

うグレードの道なので、ハイキングルートであり・・・」といったように、あらかじめグ

レードを明らかにしておくことで、遭難遭難遭難遭難発発発発生生生生件数件数件数件数に左右されないに左右されないに左右されないに左右されない整備整備整備整備のののの基基基基準と、利用者自準と、利用者自準と、利用者自準と、利用者自

らによるらによるらによるらによる体体体体力・力・力・力・装装装装備備備備・準・準・準・準備備備備とととと登登登登山山山山道道道道のマッチングが可能になるのであるのマッチングが可能になるのであるのマッチングが可能になるのであるのマッチングが可能になるのである。これはマーケテ

                                                   
107

 大関（ 2013）に基づく。  
108

 例えば、福島市観光課（ 2007）では、磐梯朝日国立公園での道迷いを防ぐマーキングが過剰で

あることが問題視されたことを受け、関係者と協議のうえ「安達太良山登山道のマーキングに

かかるルール」を 2007 年より施行し、これを防ぐことになった。また後述する過剰整備で市民

から告発された緑のダイヤモンド計画など、一時期環境省は登山道の安全整備に多額の投資を

行った。しかし現在はグリーンワーカーによる登山道の補修・維持と現状以上の手を加えない

方針をとっている。  
109

 環境省の調査では、中部山岳国立公園における、中の湯ゲートでは上高地へ入る「登山者（入

園者ではなく登山目的の者」の登山届け提出率は 2009 年度において全体の 67％であった（鍛

冶 , 2013 に基づく）。大石（ 2009）によれば、山と渓谷社の読者によるアンケート（N=535）で

は、「登山計画書の作成をする」と回答した者は 56.1%であった。  
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ィングのコンセプトを用いて導き出せる合理的な解答である（考察は第 6 章以降で行う）。 

しかし、ここで重要なのは、地域制公園では、この地域制公園では、この地域制公園では、この地域制公園では、この導入導入導入導入はははは簡簡簡簡単単単単ではないではないではないではないということであ

る。山岳国立公園内で事業を行っているのは公園管理者ではなくその国立公園指定前から

存在する民間業者のため、登山道のグレードを定めることで客足に影響がでることが、大

きな懸念事項になるからだ。法的責任が不明確であることと合わせて、この整備整備整備整備のののの基基基基準と、準と、準と、準と、

利用者の利用者の利用者の利用者の判断判断判断判断のののの基基基基準が準が準が準が不明瞭不明瞭不明瞭不明瞭であることであることであることであることも安全面の問題として把握しておきたい。  

 

3．．．．環境の環境の環境の環境の課課課課題題題題  

山岳国立公園で起きている環境の問題は様々な問題があるが、利用者の影響が大きいと

「思われる」問題には盗掘（高山植物など）、外来種問題、し尿問題、ゴミ問題、水質問題、

裸地化問題などが挙げられる。  

「思われる」というのはモニタリングによる十分なデータがないため、実際にどれだけ

人為的な影響が環境に悪影響を及ぼさしているのか数値をもって確証に至るケースは少な

いからである
110

。山の利用者数の情報がなければ「どこでどのような理由によって混雑が

発生しているのか、あるいは発生している自然環境の破壊が過剰利用に由来するものなの

か判断することができない」（山口・庄子・八巻 , 2008, p.72）のである。そのためモニタリ

ングに必要なヒト・モノ・カネの配備も課題であるが、それを差し置いても一般的に上記

のような多様な問題を抱えている。  

こういった環境問題に関しては、多くの研究者や環境保護団体による研究がなされてお

り、それぞれの問題に対して提示された解決案を見ると、ひとつの方向性が見えてくる。  

 

・ 盗掘：転売目的の者は論外であるが、出来心による盗掘者へは立て札・看板で啓蒙 111
 

・ 外来種問題：駆除よりも予防が大切である。繁殖力の強い外来種は、強く根を張ること

で土壌の侵食作用を弱める効果があったりするのでやみくもに除外するのは良くない。

重要なのはこれ以上、外来種を入れないことで登山靴の汚れを落とすマットの敷設、タ

イヤ洗浄プールなど流入の防止・予防に努めることである
112

 

・ し尿問題：山岳環境保全対策支援事業（山岳トイレ補助）による公共性が高く、且つ商

業電力や上下水道の設備がないような地域への環境配慮型トイレの設置の補助（建設費

の 1/2）及び、携帯トイレブースの設置＆携帯トイレ利用の啓蒙 113
 

・ ゴミ問題：利用者への啓蒙（ゴミの持ち帰り）
114

 

                                                   
110

 環境省は 2000 年以降、入園者カウントのための自動カウンターの設置に取り組んでおり、屋

久島、尾瀬、富士山及び上高地といった人気エリアから配備を行っている。  
111

 山と渓谷編集部（ 2009）に基づく  
112

 山と渓谷編集部（ 2007）及び環境省（ 2013）に基づく。  
113

 環境省ホームページ、山岳環境保全対策支援事業（山岳トイレ補助）の頁及び環境省（ 2013）

に基づく  
114

 大関（ 2008）に基づく。横内・敷田（ 2007）は、実際に白山国立公園での登山者全体が１日に

排出するゴミの量（ 33.1 kg）から、その捨てる場所の割合を計測したところ、登山道でのゴミ
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・ 水質問題：上述のし尿処理問題における環境配慮型トイレ（水を使わないバイオトイレ

など）の設置の推進  

・ 裸地化：土留め・木道設置、グリーンロープの設置などによるオフトラックや侵食の防

止 115
 

 

上述の解決案から見出せるのは、基本的には予防予防予防予防が大切であり、その多くが利用者への利用者への利用者への利用者への

環境環境環境環境教教教教育育育育・・・・啓蒙啓蒙啓蒙啓蒙で成り立で成り立で成り立で成り立つつつつということであるということであるということであるということである。問題点は、太田（2010）が述べるように、

登山者を対象にアンケートを行うと、皆調査に協力的で、しかも山岳環境保全は大切であ

ると答えるが、山岳環境に詳しいわけではなく、いわゆる「平地感覚」で、登山に来てし

まう悪意のないマナー違反や環境破壊行為である。例えば上述のゴミやし尿の処理に関し

ても平地のホテル並みのサービスが受けられると思っている登山者や、ストックの登山道

へのダメージを気にしないといった登山者などが、この悪意のない行為の担い手である。

こういったことから、太田は「環境「環境「環境「環境配慮配慮配慮配慮意識」と「環境意識」と「環境意識」と「環境意識」と「環境配慮行動配慮行動配慮行動配慮行動」の」の」の」の不不不不一一一一致致致致が問題の本が問題の本が問題の本が問題の本質質質質

にあるとにあるとにあるとにあると見見見見てててておおおおり、り、り、り、危機感危機感危機感危機感、、、、責任感責任感責任感責任感をををを高高高高め、め、め、め、負担感負担感負担感負担感をををを抑抑抑抑制する制する制する制する情報情報情報情報のののの提提提提供の重要性を供の重要性を供の重要性を供の重要性を説説説説いいいい

ているているているている 116
。  

この有効性もマーケティングを用いて第 8 章で考察・検証するが、ここで重要なのは山

岳国立公園の環境問題にとっては、登登登登山者・山者・山者・山者・入入入入園者の「園者の「園者の「園者の「量量量量」」」」抑抑抑抑制よりも、その「意識」に制よりも、その「意識」に制よりも、その「意識」に制よりも、その「意識」に

働働働働きかけることがきかけることがきかけることがきかけることが主主主主流流流流と考えられている点であると考えられている点であると考えられている点であると考えられている点である。佐藤（2009）によれば、入山規制や入

山料の徴収も『山と渓谷』読者へのアンケート（N=535）によると、賛成多数（86%）で

あるが、これらに対する「やむを得ない」という回答を見れば、環境問題の対応としては

入山規制や入山料といった方法よりも、環境教育のほうが利用者にとって受け入れられや

すいと予想でき、これもその要因と考えられる。  

 

 

第第第第 4 章章章章まとめ：山岳まとめ：山岳まとめ：山岳まとめ：山岳国立公園国立公園国立公園国立公園がががが抱抱抱抱えているえているえているえている課課課課題題題題  

・ 地域制公園であることが、一部の地域において持続性に課題を残す公園管理の状態を

生み出す要因となっている。  

・ 受益者負担は早くから検討されてきたが、利用者が受益を実感できるような形にはな

っていない。  

・ 料金徴収から国立公園への再投資（還元）の流れが不透明である。  

・ 登山道の管理責任があいまいで、且つ事故発生時には整備者に責任が追及されがちで

あり、管理体制の改善が進まない。  

・ 登山道の整備基準が明確でなく、事故発生後の対応が一様ではない。  

                                                                                                                                                                         

は 3%で、周辺施設での破棄が 15.7%、 81.3%は持ち帰られていることが分かった。  
115

 大関（ 2008）に基づく。  
116

 大関（ 2008）に基づく。  
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・ 登山道のグレードが設定されておらず、入山前の事故予防としての、判断基準を提供

できていない。  

・ 環境のモニタリングに必要な設備が質・量とも不十分である。  

・ 環境の課題として、盗掘、外来種、し尿処理、ゴミ、水質及び裸地化などが挙げられ

る。  

・ 環境教育・啓蒙が環境保全には有効と目されてるが、環境配慮意識を高めることと、

環境配慮行動をとれることは別であり、工夫の余地を残す。  
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第第第第 5 章章章章    山岳山岳山岳山岳国立公園国立公園国立公園国立公園のののの実態調査実態調査実態調査実態調査  

 

今まで、日本の山岳国立公園を取り巻く環境、歴史、法体系、潮流ならびに課題につい

てみてきた。しかしインバウンド観光の振興を目標とした場合において、現状において山

岳国立公園がどれだけ利用に対して収容力を擁するかという情報は存在しない。そもそも

現在の中心顧客と考えられる邦人顧客だけで収容力が限界である可能性もある。またイン

バウンド観光への対応サービス状況や、施設・サービス提供者や受け入れ地域の姿勢・体

制も不明であっては、理論上インバウンド観光を進めたほうが良いという結論が出たとし

ても、現実的に推進可能かどうか判断がつかない。そのため以下の要領で山岳国立公園に

おいて、観光サービス機関（交通・宿泊）収容力調査を中心に現状調査を行った。  

 

1 調査調査調査調査のののの概概概概要要要要  

1-1    調査調査調査調査概概概概要要要要  

研究課題名 北アルプス北部、山岳地帯の観光と環境の現状調査 

調査目的 

北アルプス（富山県、長野県）において山岳観光に関わるステークホルダーへのアン

ケート調査、面接、参与観察を通して、以下の、現状の課題とキャパシティ並びにス

テークホルダーらの考える今後の展望を明らかにし、山岳地域へのインバウンド観光

を考えるうえでの現実を見据える礎とする。 

（どのような外国人を、どれだけ、どこに、どのように呼び込むことができるのか、

を考えるための現状調査である） 

  １）環境及び国立公園管理体制 

  ２）山岳宿泊施設 

  ３）麓の宿泊施設 

  ４）山岳交通 

  ５）ガイド、教育、啓蒙サービス 

  ６）山岳観光イベント 

  ７）既存利用者 

調 査 日 時 ・訪

問場所 

日時：8 月 25 日～ 9 月 14 日 

場所：長野県（松本市、長野市、大町市）及び富山県（富山市、立山町） 

アクセス：公共交通機関及び観光交通機関利用 

滞在場所：市中の温泉宿及び山中の山小屋  

訪問先：※別紙 1 を参照  

調査方法：※別紙 1 を参照  

 

調 査 の倫理 ・

安 全上の留意

点  

 

 

 

＜倫理＞  

個人情報の保護（公表の際の組織名・実名の扱い）、利用目的外以外の利用はしないこ

と（あるいは事前に許可をえること）を調査票に記載または面接時に表明  

＜安全＞  

以下のルートは悪天候時には、引き返しまたは最寄の小屋へ避難を行う。 

・雷鳥沢～剣沢～剣岳 

・剣沢～仙人峠～雲切新道～欅平  
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前頁の続き 

 

保険は学生保険並びに所属山岳会の遭難対策保険を併用（自主山行として事前に所属

山岳会へ届出） 

山行時は携帯電話の電源を切り緊急時に備える 

ビバーク用のエマージェンシーシートを携帯  

 

成果物一覧（太字を除き、本稿では直接的に公表しない）  

ヒアリング先面談メモ（ 14 部）  

観察メモ（ 4 部）  

TKK    アンケート結果セットアンケート結果セットアンケート結果セットアンケート結果セット  （ TKK※  立山黒部ターミナル  立山黒部環境保全協

会）別紙 5・別紙 6 に集計・編集のうえ記載  

関西電力関電ルート観光化質問結果  

ヒ ア リ ン グ 関

連  

黒部宇奈月温泉協会メール回答  

山小屋アンケート調査結果  

山小屋アンケート集計データ （ 3 部構成）  

広域地図（北ア北部＆南部）  

調査地域地図１  動線確認用 （エリア別 5 部）  

山 小屋質問紙

関連  

調査地域地図２  登山道整備エリア確認用 （エリア別 5 部）  

（（（（※※※※））））立山黒部貫光株式会社の略称である。以降立山黒部貫光株式会社の略称である。以降立山黒部貫光株式会社の略称である。以降立山黒部貫光株式会社の略称である。以降 TKK は同社を指す。は同社を指す。は同社を指す。は同社を指す。  

 

調査内容は大きく 4 つに分類できる。  

(1)山岳フェスティバルへの参与観察  

(2)観光関連行政・事業者へのヒアリング  

(3)環境保全行政・団体へのヒアリング  

(4)山小屋へのアンケート  

それぞれの調査のスケジュール詳細、訪問場所及び訪問目的の一覧については「別紙 1」

を参照願いたい。また中部山岳国立公園の場所、その中の調査地域の場所に関しては「別

紙 2」を参照願いたい。  

 

1-2    調査調査調査調査地地地地選選選選定理定理定理定理由由由由  

対象地を中部山岳国立公園とした理由は、以下の点からインバウンド観光対象地として

の可能性を感じたためである。  

①戦前に山岳大風景により指定された公園である。  

②前述したウェストンの呼ぶ「日本アルプス（当該公園は通称「北アルプス」と呼ばれる）」

地域にある。  

③上高地、立山という観光地があることから交通アクセスが発達している。  

④他の山岳国立公園に比べ、宿泊施設（山小屋）の数が多い。  

⑤山岳フェスティバル開催地である。  

⑥山岳信仰対象地がある（特に北部）。  
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⑦現在も登山活動が盛んである。  

⑧外国人が旅行に来ているという情報がある
117

。  

⑨公園周辺に起点になる町（後述する「商圏」の基点の候補）が存在する。  

 

2    調査調査調査調査結結結結果果果果詳細詳細詳細詳細  

2-1    国立公園国立公園国立公園国立公園内に内に内に内におおおおけるけるけるける山岳山岳山岳山岳フフフフェスティバェスティバェスティバェスティバルルルルのののの実実実実際際際際  

山岳フェスティバルの発祥である涸沢フェスティバル（北アルプス南部で開催）と同公

園内で別に開催される立山黒部アルペンフェスティバル（北アルプス北部で開催）へ参加

し、以下の項目（表内番号に一致）についての確認を目的に参与観察を行った。  

①国立公園内、しかも山岳地で開催される「イベント」の環境への影響  

②民間が主導する涸沢フェスティバルと、行政が絡む立山黒部アルペンフェスティバル

の差異  

③イベント時の安全管理状況 118
 

④外国人顧客動向  

これらの結果をまとめると以下のようになる。  

 

 第 4 回  涸沢フェスティバル  

（ 2012 年 8 月 26 日～ 28 日）  

第 2 回  立山黒部アルペンフェスティバル  

（ 2012 年 9 月 7 日～ 9 日）  

主催  株式会社山と渓谷社  石井スポーツクラブ・ TKK・富山県  

主旨  安全確実登山の推進、環境保護意識を高める  

次世代への山岳文化の継承  

安全で楽しい登山、環境や自然保護について

考える  

場所  徳沢（メイン）・横尾・涸沢  室堂（メイン）・雷鳥沢・弥陀ヶ原  

イベント

内容  

別紙 3 参照  別紙 4 参照  

参加者数  3,200 名（大関 ,  2012b に拠る）  不明（公式発表なし）  

①  

涸沢の山小屋での宿泊では、一昨年の混雑か

ら一畳に 2 人で寝てもらう可能性を示唆さ

れたが、結果として一畳１人であった。同様

に一昨年は定数 500 張に対し、 1000 張を超

えていたため環境負荷が懸念されていたテ

ント場であるが、 150 張程度で収まってい

た。メイン会場を平地部である徳沢に移した

効果と思われる。（写真 3）  

 

イベント参加者が少なく、中止になるイベン

ト （１日目の室堂で のロー プワー ク講習な

ど）がでるなど、そもそも集中的に利用客が

増えている状況が観察されなかった。  

                                                   
117

 大関（ 2009）より、富士山は欧米人に、北アルプスはアジア人（特に韓国人）の登山者に人気

であるが、マナーの問題によるトラブルが多いため、情報発信の強化が必要、という情報を調

査前に得ていた。また立山黒部アルペンルートを運営する TKK の決算書から、アジア人の中

でも台湾からの乗客が多いことも調査前に把握できた。  
118

 大関（ 2012a, 2012b）に詳しいが、2010 年度においてメイン会場である涸沢に参加者が集中し、

テント場や山小屋の混雑による睡眠障害の懸念や下山時の渋滞など、安全登山を謳うイベント

にもかかわらず、安全が脅かされるような事態が起きたことから、自主的に 2011 年度は休催

することになった背景がある。  
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②  

主催者紙面・特設ホームページ（事前登録制

による利用客の動線把握あり）などで積極的

に訴求。会場来訪者の多くはイベントが行わ

れていることを事前に認知している。  

特 設ホームペー ジが あるも 事前登 録な ど の

機能はない。本企画に合わせたツアー客など

の誘致を TKK が行っていないのか、その格

好から、登山とは関係のなさそうな観光客が

多く目についた。（写真 4）  

③  

横尾から先の会場に向かう者には登山届け

の提出を呼びかけるなど徹底していた。また

主催者が設立した日本山岳遺産基金（ 167 頁

で後述）で作成した「山岳遭難ピンチカード」

という携帯カード型の緊急時の行動指南書

を登山者に手渡していた 119。  

特別な活動はしていなかった。  

 

 

 

 

 

④  

 

 

 

 

 

 

外国語表記のイベント冊子はない。  

外国語の道標は小屋の周りのみである。  

涸沢周辺の山中では縦走中の韓国人登山客

が約 50 名ほどいた。組織登山者ではなく、

ツアー登山であり参加者の能力が均一でな

いため、ガイドよりも先に小屋に着いたり、

16 時以降に小屋に着く者がいたりと統率が

とれていない様子であった。  

上高地の観光客も本フェスティバル参加者

の多くも上高地バスターミナルを公園への

出入りに利用するため、大変混雑しており、

乗車のための整理券を配っていたが、外国語

のアナウンスはなかった。  

外国語表記のイベント冊子はない。  

外国語の道標は存在しない。  

登山シーズンではあるが、山中に外国人は見

当たらなかった。  

一方、立山黒部アルペンルート 120上には、中

華系の観光客（団体旅行客）が多くおり、黒

部ダムや大観峰はにぎわっていたが、いずれ

も イベン トと は無関 係の長野県側であ る た

め、イベントとは関係なく訪れたツアー客と

推量される。  

アルペンルー ト に関 しては外国語表記だけ

でなく、方面別に色分けする（長野⇒富山は

青）（富山⇒長野は緑）など工夫が見られた。 

 

写真 3：涸沢フェスティバル  

  

主会場の平地の徳沢（左）適正な規模で収まった山地の涸沢会場の野営地（右）  

（筆者撮影）  

 

 

                                                   
119

 2013 年 11 月現在、山岳遭難ピンチカードは日本山岳遺産基金のホームページでみることがで

きる。参考 URL（ http://sangakuisan.yamakei.co.jp/news/pinchi_card.html）  
120

 TKK が運営する立山黒部アルペンルート上の観光資源はホームページで確認できる。参考 URL

（ http://www.alpen-route.com/）  
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写真 4：立山黒部アルペンフェスティバル  

  

主会場の室堂ターミナル付近（左）室堂ターミナル近辺の利用者（右）  

（筆者撮影）  

 

山岳山岳山岳山岳フフフフェスティバェスティバェスティバェスティバルルルルのののの参参参参与与与与観察のまとめ観察のまとめ観察のまとめ観察のまとめ  

① 国立公園内の山岳地で開催されるイベントの環境への影響  

インパクトは感じられない。各種施策の結果もあると思量するが、特定箇所への過度の

利用客集中がそもそも見られなかった。いずれのイベントも会場までのアクセス経路の歩

道・登山道が石積みなどで補強されているため、植生の裸地化の心配がないのが強みとい

えそうである。また両方のイベントに共通で言えるのが、道中に宿泊施設が多いため、公

衆トイレ以外もし尿処理を行えるポイントがあることも環境へのインパクト軽減に寄与

するだろう。ゴミも見かけなかった。唯一の懸念は外来種である。登山者が多くなれば、

必然的に登山靴（他の地域の土が付着している可能性が高い）での入園者が増えるためで

ある。  

② 民間が主導する涸沢フェスティバルと、行政が絡む立山黒部アルペンフェスティバル

の差異  

イベント内容に差異は見られなかった（別紙 3、4）。  

③ イベント時の安全管理状況  

基本的にエスケープできる場所のそばに会場があるため、特別な安全配慮は不要である

が、涸沢フェスティバルでは横尾～涸沢間のみ 3～4 時間を要する登山道で途中にエスケ

ープルートがないため、ピンチカードを配布するなど、配慮が見られた。  

④ 外国人顧客動向  

イベントの存在を事前に認知して、来訪している外国人旅行客は見られず、また現地で

配布される資料も外国語表記はなく、邦人向けのイベントと言える。  

 

2-2    観光観光観光観光関連行政関連行政関連行政関連行政のインバウンド観光への方向性と観光のインバウンド観光への方向性と観光のインバウンド観光への方向性と観光のインバウンド観光への方向性と観光事事事事業業業業者の者の者の者の収容力収容力収容力収容力  

北アルプス北部のうち立山黒部アルペンルートの基点になる立山町（富山県側）と大町

市（長野県側）及び黒部・宇奈月地区における観光関連の組織・団体へ次頁の項目を明ら
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かにするためにヒアリングを行った。  

①公園周辺の町における収容力・施設の状況  

②公園周辺の町の外国人観光客への対応状況と今後の展望  

③県レベル、市町村レベルそれぞれの登山の観光資源としての捉え方の現状と今後の展望  

④観光交通業者の収容力と外国人利用状況及び対応状況  

⑤登山ガイド事情の確認  

 

なおヒアリング先をまとめると以下の通りとなる。  

 行政  半官半民  民間  

立山町側  

富山県（観光・地域振

興局観光課）  

立山町観光協会  

大山観光協会  

大山観光開発株式会社  

－  

大町市側  

長野県（観光企画課・

観光振興課）  

大町市観光協会  

－  大町温泉郷観光協会  

黒部・宇奈月側  

－  －  黒部宇奈月温泉協会（※）  

黒部峡谷鉄道  

関西電力北陸支社（※）  

その他  

－  －  NPO 法人やまたみ  

TKK（※）  

アルペン企画株式会社  

（※）ヒアリングを申し込むも、都合により最終的にメールで回答を得た。  

 

明らかになった内容は以下の通りである。なお以下はヒアリング内容に基づき、インインインインタタタタ

ビビビビュュュュウイーに視点をウイーに視点をウイーに視点をウイーに視点を写写写写したしたしたした文体文体文体文体（2-3 も含むが 69 頁 (3)、70 頁の (6)は除く）で記載する。  

 

(1) 立山町側の調査  

1) インバウンド観光の状況  

富山県としては、登登登登山山山山という活動自体はニーズが感じられないため外国人には訴求して

いない。基本的に金沢方面から立山黒部アルペンルートを抜けて名古屋に向かうツアー客

をメインに考えているが、FIT
121

の増加に向けて東南アジア市場を狙いたい意向である。

海外顧客向け資料としては福井・石川・富山の 3 県合同観光マップや岐阜・富山の 2 県合

同ドライブマップなど広域観光圏を示す地図の他にロンリープラネット社と協力して飛越

地方オリジナルの冊子（英語）を作成したりしている。登山に関しては、韓国の登山雑誌

『月刊 “山 ”』に情報を提供したりしている。こういった海外営業に関しては、市町村は県

に一任しているが、別途観光庁が毎年応募している「訪日外国人旅行者の受入環境整備に

係る戦略拠点・地方拠点」には、立山町から申請し「立山黒部（大町市も含む）」として

                                                   
121

 海外個人旅行客（ Foreign Individual Tourist）を本稿では指す。  
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2012 年度の補助金を得たため、立山町の観光ホームページを一新し多言語対応に変える予

定である
122

。一方 2010 年度に観光庁から指定を受けた「立山黒部アルペンルート観光圏

（大町市側と連携）」の活動は一旦ペンディングである。  

登山については立山町も主要な観光活動として捉えていない。山小屋が宿泊施設として

は小規模で且つ単価が低いのでツアープランに組み込んで設計しにくいためである。ツア

ー旅行客に対しては、特に多い台湾人顧客に対応するために立山町では台湾語（繁体中国

語）で指差会話帳を作成している。  

なお立山黒部アルペンルートの基点となる立山駅周辺の山麓（旧大山町）であるが、市

町村合併の際、大山町が立山町ではなく富山市に合併されたため、立山山麓内で川（常願

寺川）を挟んで所管が異なってしまい、その関係で立山町観光協会とは別途、富山市の大

山観光協会として活動している
123

。長らく連携がとれていなかったが、今は「立山山麓観

光レクリエーション地区推進協議会」を富山市や立山観光協会、山麓にある立山国際ホテ

ル、北陸銀行、北陸電力と協力して組織し、年間 200 万円ほどの予算で外国語併記の看板

の整備を行っている。  

立山で活動しているナチュラリスト（自然解説員）や立山町ボランティアガイドは、登

山活動や外国語には対応していない。  

 

2) 宿泊施設収容力の状況  

富山県では収集している山小屋のデータは任意による提出のため分析するには量が不十

分である。公園内外含め山小屋の宿泊データは富山県ではなく、立山町役場からもスタッ

フを派遣している「立山山荘協同組合」で管理している。従業員数や宿泊者数（国籍のデ

ータはとっていない）などを集計した後、各山小屋にフィードバックしているが、山小屋

の意志もあり公表はしていない。  

立山山麓も含め、富山県側では雪質があまり良くないためスキーの顧客はほとんど県内

からである（山麓スキー場の 12～3 月の総入込客数は 16 万人）。そのため冬場は宿泊をし

ない顧客が多く、宿泊施設としては閑散期といっても良い。よって台湾からの顧客がスノ

ーシューなど雪遊びをしにくるものの、立山国際ホテルなど大型施設がある立山山麓は、

収容力には問題はない。冬以外のシーズン（4～8 月）にしても県外からの宿泊者が多くな

るが、顧客自体は少ないので（同 2.5 万人）宿泊施設の収容力には余裕があるものと思量

する。  

なお筆者が立山山麓に宿泊した際に不便を感じたのは、スーパーやコンビニエンススト

アといった商業施設が一切ないことと、立山山麓の宿泊施設が富山地方鉄道立山駅及び立

                                                   
122

 2013 年 11 月現在、実際にホームページはリニューアルされ、多言語対応になっている。参考

URL（ http://www.tateyamakankoukyoukai.jp/pub/top.aspx）  
123

 2013 年 11 月現在、大山観光協会側のサイトは多言語対応はしていない。  

参考 URL（ http://www.ohyama-k.jp/sanroku/sanroku.html）なお年 1 回の催行だが例年 9 月末に薬

師岳への宗教登山ツアー（ 40 名程度）を同協会が行っている。  
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山黒部アルペンルートのケーブル駅から離れて点在しており、車のない顧客にとってアク

セスに難があることである。また立山山麓自体は公園の外に位置しており、開発に規制は

ないが、「入会地（いりあいち）」が多く、土地の転用・活用が難しい地域である
124

。  

 

(2) 大町市側の調査  

1) インバウンド観光の状況  

長野県の統計では、2011 年は外国人旅行客全体の 28.8％が台湾人で、次いで 20.4%がオ

ーストラリア人となり、全国の状況（中国、韓国、台湾、アメリカの順である）と比べて

特異な結果となった。重点市場はこれに中国（北京）、シンガポール、香港、韓国、タイを

加えた 7 カ国であるが、優先度が高いのは中国（北京）、台湾、シンガポールで今年度（2012

年度）は集中的に売り込んでいく予定である。登山活動は情報公開だけすれば、FIT とし

て来ることが予想されるため、県の誘致対象とは見なしていない。動線に着目し、中華圏

の顧客の東京～大阪間における「ゴールデンルート」に長野を通るルートを加えたところ

人気を博しているので、次はシーズンに目をつけて「春」（雪と桜が同時に見られる）を訴

求したいと考えている。なお、観光サイトの閲覧件数であるが、英語圏が月 2～3 万件と最

も多く、次いで台湾は同 4 千件、中国や韓国は同 2～3 百件程度である。外国語対応の観光

マップは長野県単体で作成している。  

大町市でも台湾顧客へ訴求する方向性は変わらないが、受入側の体制が整っていない。

畳文化や部屋食が中心の宿泊施設が多く、温泉郷などでゆっくりしてもらうコンセプトの

FIT には良いが、現在多く来ているツアー客は、短期間で多くを見て廻りたいとする中華

系顧客（部屋食よりもバイキングを好む傾向も強い）で、彼らの趣向には向かない。どの

ようにして来日前に施設に見合った過ごし方を訴求するのか、を課題として認識している

125
。観光局サイトはトップページのみ外国語対応であるが、詳細情報は日本語のみとなっ

ている
126

。登山活動については安全面の問題から訴求は予定していない。なお、大町市観

光局では外国語対応の資料は調査時には見かけなかった。  

白馬町もそうであるが、鉄道によるアクセスが存在することはプラスにもマイナスにも

働く。外国人旅行客は、天気などのコンディションが悪いと滞在を切上げて、東京に行っ

てしまう。  

 

 

                                                   
124

 入会地は昔ながらの村落共同体の共有地のことであるが、自治体が所有しているのではなく、

所有権はそのコミュニティに所属する個人単位（ 100 名 200 名といった単位）に発生するため、

各個人に利用の承諾を得なければならないとのことであった。（ 2012 年 8 月 31 日に実施した大

山観光協会へのヒアリングに基づく。）  
125

 特に大町温泉郷の宿泊施設（旅館）はかつての団体旅行全盛期に建設されたため、１室のサイ

ズが大きい分、部屋数は少なく、簡単に単価を下げられないことが、海外のツアー旅行客の取

込みに遅れた背景にあるという。  
126

 2013 年 11 月閲覧時点の情報である。参考 URL（ http://www.kanko-omachi.gr.jp/）  
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2) 宿泊施設収容力の状況  

立山黒部アルペンルートの基点となる信濃大町駅付近は宿泊施設があまりなく、また一

箇所に固まっておらず点在している状況である。ルートの途中にある大町温泉郷は多くの

宿泊施設（旅館）があるが、衰退傾向で撤退が相次いでいる。温泉郷の稼働率はオンシー

ズンの夏と秋は 80％程度あるが、春は 30%、アルペンルートが閉鎖される冬季は 20％で

あり、収容力には余裕がある。近隣のスキー場の雪質は悪くないが、日帰り顧客が多い。

温泉郷内に飲食施設は限られているので、旅館内で食事を提供する必要があり、泊食分離

は困難な状況である。  

なお筆者が訪れた際に利便性が高かったのが信濃大町駅前の観光局で貸し出す自転車

（無料）とラゲージキープのサービスである。後者のサービスは、公式なサービスではな

いが、登山客の背負うザックはコインロッカーに入らないことが多いため、観光局にて無

料で預かってくれることを指す。いずれも宿泊はしないものの、登山の帰りなどに飲食や

買物をするため周辺を散策するのに便利であると推量する。  

 

(3) 立山町側・大町市側間の交通機関の収容力と動線  

立山黒部アルペンルートでは稼働率は集計していない。ゴールデンウィーク（GW）で

は室堂や大観峰（トンネルトロリーバス区間）で 1～2 時間の待ち時間が発生した。  

2009 年～2011 年の乗客数データ（詳細は別紙 5 参照）から判明したことは、富山側と長

野側からの入込客総数の差もさることながら（例年長野側のほうが 1.3 倍程度多い）、室堂

までのアクセス数もどちらから入るかで差異が見られた。主要な登山口のある立山室堂ま

で交通機関に乗る者は長野側からの顧客が圧倒的に多いこと、同時に室堂ターミナル（場

所は別紙 4 参照）まで行かずに黒部ダムだけ見て帰る利用客（富山側には行かない）が多

いことも分かった。  

ピークについては GW のある 5 月（雪の大谷）、夏の 8 月（黒部ダム放水・登山シーズ

ン）、秋の 10 月（弥陀ヶ原・室堂の紅葉シーズン）であるが、いずれの側からも室堂まで

のアクセスが高まるのは 5 月のみである。一方夏は富山側からのみ室堂までのアクセスが

通常月より増えること、逆に秋には大町側からのみ室堂までのアクセスが増えることが分

かった。  

外国人観光客の月別のデータはないものの、例年全乗客の 7～10%が外国人でその 9 割

を台湾人、韓国人、中国人で占めている
127

。しかし、園内の 2009～2011 年の外国人の宿

泊データでは弥陀ヶ原ホテルで全体宿泊者数の 0.63%～4.4%、ホテル立山で 0.8%～1.65%

となっており
128

、立山黒部アルペンルートで入った外国人客の多くは通過型であることが

                                                   
127

 2013 年度には過去最高比率の 15%が外国人となった（全体観光客数は 95.8 万人）。円安の影響

が大きいが、ビザの発給要件緩和でタイ人が前年比 75%増（ 0.8 万人）と大きな伸びを示した

（日本経済新聞 , 2013 に基づく）。  
128

 弥陀ヶ原ホテルとホテル立山の場所は別紙 4 参照。  
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判る。宿泊のピークは邦人が夏秋であるのに対し、外国人は 5 月にもピークがくる。稼働

率は夏季はいずれも 80％超えることが多い。なおホテル立山は外国人の FIT 比率が邦人（6

割以上が団体予約）に比べ圧倒的多数であるのが特徴的である（別紙 5 参照）。  

 

(4) 黒部・宇奈月側の調査  

1) インバウンド観光の状況  

富山県内のため県レベルでの外国人への訴求状況は上記と同様である。黒部市・宇奈月

温泉協会では富山空港に台北からの直通便が運行されたことを受け、「雪雪雪雪」を訴求すべく、

今後は黒部峡谷の「万年雪」などを用いて PR 強化に努める方針である。散策マップは外

国語対応で作成しているが、山岳ガイドブックなどは作成していない。  

 

2) 宿泊施設収容力の状況  

回答はない。ただし TKK から受領したデータのサマリー（別紙 5）から傾向は予想可能

である。  

 

(5) 宇奈月・欅平間（黒部峡谷鉄道）の交通機関の収容力と動線  

収容力に問題はない。これは通常運行 26 便の内 7 便は電力会社の作業員の専用車両とし

て使用しているが、日中はほとんど乗車していないので、GW やお盆のトップシーズンに

は一般顧客用に廻す対応が可能なためである。このほか、過去（1997 年）に欅平から宇奈

月に戻る登山客を長く待たせてしまった反省を踏まえて、上記 26 便に加え最大 3 便の臨時

増便が可能な体制をとっている（過去 2 便までは実際に増便したことがある）。  

外国人旅行客への訴求は県に任せており特にやっていない。データは取っていないもの

の、台湾人と韓国人が多いと認識しているが、ツアーの団体顧客で、ほとんどが通過型（往

復）観光である。黒部峡谷は雪深く、冬季は鉄道を運行できず、GW の残雪の量次第で、

大きく営業に響くので懸念事項として認識している。  

宇奈月国際ホテルの稼働率（別紙 5）から、主に夏季がシーズンであることがわかる。

これは外国人観光客（全体の 1％程度）も同様である。外国人顧客は FIT が例年 9 割以上

であり、6 割程度の邦人と比較して多い。上述の峡谷鉄道の運行に関わらず宇奈月温泉郷

は通年営業であるが、鉄道が運休する時期は著しく稼働率が落ち込む。  

 

(6) 関西電力株式会社の見学会ルートの観光開放の可能性について  

黒部ダムから欅平までの登山道は、峡谷美だけでなく黒部ダム（第四発電所）及び仙人

ダム（第三発電所）という水力発電所建設・運営のための施設、作業用道からなっており、

自然のみならず近代土木遺産としての価値が高い
129

。いずれのダムも難工事であり、その

                                                   
129

 現在観光用トロッコ列車として知られている黒部峡谷鉄道も元はダム建設のための資材運搬
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様子が、前者は『黒部の太陽 130
』後者は『高熱隋道

131
』などで映画化・小説化されており、

一般的にも知られている。  

仮に黒部ダムから欅平まで登山道を歩いた場合、通常は最低でも 2 日を要し、登山者以

外はこの区間を抜けることは困難であるが、現在も電力会社によって使用されている地下

を通る保守・工事用の輸送施設を乗り継げば 1 時間 15 分ほどで、要所で渓谷美も堪能しな

がらこの区間を抜けることができる。このルート（以下「関電ルート」）は「電力事業の理

解を深めるための見学会」として例年 6 月～11 月の間に 30 回ほど関西電力北陸支社によ

って一般に無料で開放されている
132

。関電ルートは立山黒部アルペンルート以外の第三の

交通機関として北アルプス北部からのアクセスを容易にするものであるため、観光開放（有

料での往復運行・定期運行）の可能性について、見学会に参加の上、関西電力北陸支社に

確認を行った。結果として以下の理由により現実的に不可能であることが判った。  

・ 鉄道事業法の認可を受けるための設備改修に数百億円の投資が必要であることが過去

の検討より判明したこと  

・ 当該工事費以外に工事発生のための土砂置き場の確保、搬出費用が別途必要になること、

及びこの搬出は自然公園法、森林法、国有林野法の規制から必要な作業であり、省くこ

とはできないこと  

・ 使用していない車両は緊急時のバックアップ用であり、定期運行のためにフル稼働がで

きないこと、及び物理的に稼動はできるが、駐車スペースがない場所があること  

・ 現時点の見学会参加者（年間 2,040 人）以上の対応は、本来の利用の工事用運搬施設と

しての業務に支障をきたす可能性があり、一企業として許容し難いこと  

 

(7) 長野県山岳ガイド資格と長野県山岳総合センターの活動実態  

信州登山案内人制度
133

（長野県山岳ガイド資格制度）は都道府県条例に基づく登山ガイ

ド資格の先駆けであるが、その活動実態とインバウンド観光への応用可能性について、ガ

イド組合の一つである NPO 法人に対しヒアリング調査を行った。また当該 NPO 法人は指

定管理者として長野県が所有する長野県山岳総合センターの委託を受けているため、今後

の活用の方向性についても調査を行った。  

ガイドに関する判明事項は以下の通りである。  

・ ガイドの依頼は個人から直接申し込みまたは旅行会社経由での申し込みである。主な利

                                                                                                                                                                         

用列車であった。  
130

 1968 年公開の日本映画、及び同年出版の小説（著者は木本正次）。  
131

 1967 年出版の小説。著者は吉村昭。  
132

 1 回につき 30 名（片道）程度と人数制限があるため、事前の応募制となっている。応募倍率も

ホームページ上で公開されている。参考 URL (http://www1.kepco.co.jp/info/hokuriku/koubo/）  
133

 長野県山岳ガイドの資格制度のあり方等に関する研究会（ 2011）より、信州登山案内人は長野

県観光案内業条例（ 1953）に基づく資格であったが、山岳観光促進のためのソフトインフラス

トラクチャーとして、2012 年に旧来の「営業資格の許可制」から「ガイド能力の認証制」に試

験内容を転換したことが分かる。なお同様の条例ベースの山岳ガイド資格には北海道アウトド

アガイド資格制度（ 2002 年より開始、 2012 年に制度刷新し現行制度へ移行）がある。  
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用者層はファミリー層や年配の夫婦である。上高地の歴史などに興味のある顧客が多く、

ガイドのシーズ（高山植物を紹介したい、等）とのギャップには注意を払っている。  

・ ガイドの地理的範囲に法的な規制はない。県境を越えても問題ない。  

・ ガイドの外国人との意志疎通状況については、行政は特に確認しない。  

・ 外国人対応は個人からの依頼は言語的に対応できる人間が少ないので、請け負っていな

い。ツアーの場合は旅行会社が通訳を用意するので問題ない。行き先については、香港

人は上高地の平野部に多く、登山は韓国人が多い。  

・ 外国人への言語的なバリアーを緩和するために、松本市やコンサル会社と協同して上高

地ネイチャーガイド用に英語対応の会話集を作成するなどしている
134

。  

・ 課題はガイド専業で生計をたてることができないこととである。また認証制のガイド資

格に移行した際に視野にいれていた外国人顧客について対応することが、ガイド業の範

疇をこえて通訳案内業務（通訳案内士法に抵触）と捉えられてしまう懸念があり、展開

に躊躇していることも課題として挙げられる。  

・ ガイドの現地（公園近辺）での申込チャネル（拠点）が少ないのも課題である。  

・ 冬季の上高地閉鎖期間もオフピステのツアースキーなどで訴求したいが、現時点では能

力的にできるガイドが少ないのも課題である。  

 

長野県山岳総合センターの活用については、指定管理者になったことで、そのサービス

提供範囲を広げたことが新たな動きとして挙げられる。それまでの安全登山講習重視のプ

ログラムだけでなく、子供たち向けの野外活動プログラム（登山ではなくキャンプなど）

を実施するようになったことである。キャンプは海や川などフィールドが広がるため、ノ

ウハウの不足を補う目的で自然学校と連携するなどして対応している。これは、将来的な

登山人口の増加のためには、アウトドア人口自体を増やさなければならないという考え方

に基づくものである。  

 

(8) 山小屋の広告事情  

以下は山小屋の求人ポータルサイトも手がける広告代理店へのヒアリングに基づく。求

人広告は紙媒体からネット媒体へ移ってきている。常連の被雇用者がいる小屋は募集広告

をださないが、大学のワンダーフォーゲル部員などの減少から人員確保が昔ほど容易では

ない。営業広告については、代理店側からネットでの訴求を持ちかけることもあるが、基

本的に紙媒体が主流である。しかし若い従業員がブログなどで自主的に訴求することも目

に付くようになってきている。ただ海外向けの媒体への出稿依頼は今までない。  

 

 

                                                   
134

 上高地ネイチャーガイドはガイド組合らによる自主資格である。  
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観光観光観光観光関連行政関連行政関連行政関連行政・事・事・事・事業業業業者への者への者への者へのヒヒヒヒアアアアリリリリングングングングのまとめのまとめのまとめのまとめ  

① 公園周辺の地域における収容力・施設の状況  

全体的な収容力に余裕はある。シーズナリティが大きく（5 月、8 月、10 月に利用が集

中）、それは通年の観光資源である温泉であっても変わらない。注意点は当該地域内に宿

泊施設が広範囲で点在しており、場合によっては主要公共交通機関から距離的に遠くなる

ことと、当該宿泊施設周辺地区には飲食施設などがなく、基本的に宿泊施設内で完結する

旧来の団体ツアー向けの設計になっていることである。  

② 公園周辺の町の外国人観光客への対応状況と今後の展望  

外国人向けの営業は基本的に県に任せている。登山活動を観光資源とは看做していな

い。宿泊する外国人顧客自体が少なく、宿泊施設よりも交通機関のほうが外国人対応が急

がれる状態である。なお外国人旅行客で宿泊する者の大半は FIT である。  

③ 県レベル、市町村レベルそれぞれの登山の観光資源としての捉え方の現状と今後の展

望  

メインターゲットは団体ツアー客としている。ただし FIT 向けの資料の作成や道標の整

備は行っている。サイトは多言語化しているが、登山活動の訴求は安全面の観点から行わ

ない。  

④ 観光交通業者の収容力と外国人利用状況及び対応状況  

立山黒部アルペンルートはトップシーズンを除き収容力に余裕がある。黒部渓谷鉄道も

収容力に余裕をもっている。いずれも一定数の外国人の利用があるため、既に一定の外国

語対応を行っている。ただし関電ルートに関しては、観光路線化は現実的に不可能である

ことが判明した。なお全体として登山の入口となる室堂まで行く者は長野側から多い。北

部の登山口である欅平までの片道乗車は少数の模様である。  

⑤ 登山ガイド事情の確認  

様々なローカルガイド資格があるが、登山のガイドを行っているのは信州登山案内人の

みである。ただし、通訳案内士法への抵触の可能性から外国人 FIT に対してはサービスを

提供していない状況である。  

 

2-3    環境保全環境保全環境保全環境保全行政行政行政行政・・・・団団団団体体体体のののの役割役割役割役割と活と活と活と活動動動動実実実実態態態態  

環境保全面の調査については、公園全体の管理者である環境省長野自然環境事務所及び

立山エリアの自然保護官の所属する立山自然保護官事務所に、観光による環境へのインパ

クトの実態についてヒアリングを実施する形で行った。また民間で活動している自然保護

団体である立山黒部環境保全協会に保全活動実態の把握について調査協力を依頼した。  

 

(1) 登山道の管理体制  

自然公園のため土地自体は国（林野庁森林管理局）が保有しているが、そこにできた登
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山道は自然発生的なものが多いので管理の対象ではない。ただし「登山道維持管理協議会」

は山小屋と国（環境省や林野庁）との連携で存在し、まったくのノータッチではない。管

理計画の中で歩道として認識されている一般的な登山道は「整備されることになっている」

が、実際は岩稜帯など手入れのしようがないところはそのままであり、計画が執行される

かどうかの基準なく、主に利用者の多いところから順に行っている。2005 年までは、県に

対して補助金を交付して整備を委託していたが、三位一体改革により現在は環境省が直轄

で行っている。そのため登山道には「整備していない」、「県が整備した」、「環境省が整備

した」の 3 パターンがある。なお整備とその後の維持管理は別であり、維持管理は県に任

しているが、実際はさらにその下の市町村や管内の山小屋に委託されているので、環境省

では、管理者を把握していない状況である。そのため今それを明確化すべく「登山道カル

テ」の作成を行っているところである（委託にあたり協定を結んでいるはずなので、それ

を調べて把握する）。  

 

(2) 直接的な山小屋との連携、山小屋による営業活動への対応  

元々自然保護官が一名でこの中部山岳公園を担当していた歴史があり、一名では山中で

の実活動は行えないので、山小屋関係者と関係を築き上げることから行っている。そのた

め今も連絡は密にとっており、営業活動を規制する権限はないが、事前に打診はあるので、

歯止めはかけることできる。ただ山小屋関係者は自然保全の重要性を良く理解しているの

で、心配はない。  

観光庁（立山黒部アルペンルートの観光庁による重点拠点化により、調査を室堂周辺で

開始している）との連携はない。顧客誘致による外来種の拡散対策としては、歩行者に対

しては外来種除去マットで、進入車両にはタイヤの洗浄を行うことで対応している。除去

活動は地元のボランティア団体に依存している。  

モニタリングの基礎となる自動カウンターは、入山者数の把握のために設置しているが、

公園管理計画には記載していない。ただし環境省の予算で購入しているので、どこに何台

設置しているかは把握している。課題は数が圧倒的に足りないことで、既存のカウンター

をリロケーションすることで対応せざるをえない。また性能的にもバッテリーが 1 年程度

しかもたず、ログの不具合や人以外のものもカウントするなど質的にも不十分で、正確な

情報源とは言えない。  

環境保全体制であるが、現在の自然保護官の下にアクティブレンジャーやグリーンワー

カーなどがぶら下がる管理者体制（図 12）は、もともと予定されていたものではなく、緊

急雇用対策の通達が各省にあったため、人手の不足する環境省で、「渡りに船」と始めたも

のである。それでも人手は不十分である。例えば立山自然保護官事務所（保護官含めて 3

名のみ）は長野県側は管轄しないとはいえ、後立山方面まで管理範囲が及ぶうえ、ペーパ

ーワークに追われ、フィールド巡視に出られるのは週に 1～2 日程度になっている。今後は
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増員の予定はなく、むしろ減員が検討されている。（そのグリーンワーカー事業を受託した

り、ボランティア活動 135
を行っている団体の一つが「立山黒部環境保全協会」で、2011 年

度における地方自治体からの委託事業や補助事業及び自治体との協力事業の内容を地理的

に示したのが「「「「別別別別紙紙紙紙 6」」」」である。）  

 

 

図 12：園内管理者体制図  

（環境省 ,  2013, p.9 より転載）  

 

 環境保全のための公園有料化については、環境省自体が国民の税金で成り立っているの

で受益者（現時点では国民がほとんど）負担の原則に従っているとも言えるため、実施は

困難である。また園内に入るための主要ルートである黒部立山アルペンルートの利用で支

払った金額がその運営会社（TKK）の下部団体である「立山黒部環境保全協会」の単独事

業として自然保全に還元されているため、既に間接的に徴収しているという見方もできる。 

 

（3）  観光事業の規制  

地図（例：園内の山小屋による友好会が作成した外国語対応の登山道地図、写真 5 など

の営業活動を規制することは一切ない。ただし関連業者との連携は密接なので事前にイベ

ントなどの打診はあり、イベント計画に事前に目を通すことはできる。今回の立山黒部ア

ルペンフェスティバルなどのイベントのように「自然保護や環境保全」が題目として掲げ

られるかぎり、基本的に規制はしない方針である。この背景には、環境の予想インパクト

と照らし合わせて許認可を定めるような尺度が存在しないことがある。  

 

 

                                                   
135

 立山地域、欅平地域、薬師岳・奥黒部地域での美化清掃活動を主に行っている。  
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写真 5：外国語対応パンフレット  

   
英語のタイトルの下に韓国語の表記がある（左）  

パンフレットの裏には、安全登山のための装備（地図、コンパス、登山計画届も推奨されている）や午

後 4 時までに山小屋に入ること、など日本独自のルールも記載されている（特にこの山域に多い韓国人

登山者に対しては、「時差がなくても緯度の違いから日没が早い」旨、特記されている）（右）  

（立山山麓の宿泊施設（ロッジ太郎）で入手のうえ転載）  

 

環境省が行っている観光関連活動としては、室堂周辺（立山自然保護センター含む）や

黒部側の欅平ビジターセンター（調査時着工中）などで 5 ヶ国語表記対応を進めている活

動がある。  

 

環境保全環境保全環境保全環境保全行政行政行政行政・・・・団団団団体体体体へのへのへのへのヒヒヒヒアアアアリリリリングングングングのまとめのまとめのまとめのまとめ  

① 登山道の整備・管理状況  

現在の整備は環境省、維持管理は地方行政及び山小屋などと役割分担が明確化している

が、誰がどこの登山道を維持管理しているかは環境省では把握しきれていない状況であ

る。整備や維持管理のための明確な尺度は存在しない。  

② ヒト・モノの状況・今後の予定  

ヒトはかつては時勢に乗り増員することができたが、未だ不十分で且つ、今後は減員を

検討中である。モニタリング用の自動カウンターは質・量とも不十分で明確な課題として

認識されている。これは第 3 章で国立・国営公園の指定及び管理運営に関する検討会 (2007)

の述べた課題⑤の見解や、第 4 章で小林・愛甲（2008）が述べた利用者情報の不足という

内容と一致する。  

③ 観光事業への対応  

基本的に規制はしない方針であり、ガイドラインも特にない。今後の環境省直轄事業に

ついて、外国語対応を行って行く方針である  
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④環境保護団体の活動  

かなりの広範囲で活動を行っているが、補助事業、委託事業、協力事業など様々な形で

保全活動を行っており、ボランティア活動は一部である（別紙 6 参照）。  

 

2-4    山山山山小屋小屋小屋小屋の収容力と活の収容力と活の収容力と活の収容力と活動動動動実実実実態及び利用者の態及び利用者の態及び利用者の態及び利用者の動動動動向向向向  

本調査はヒアリングではなく質問紙によって行っている。  

 

(1) 概要  

2012 年 8 月 26 日から 9 月 10 日の間に、北アルプス（長野県、富山県）に赴き、各山小

屋及び営業所を訪問のうえ配布した調査票への回答内容に基づく。返信は黒部立山アルペ

ンルートの 2012 年度営業終了日（2012 年 11 月末日）から 10 日後をもって、最終的に締

め切っている。  

 

(2) 調査目的・手法  

本調査は、外国人利用客の更なる誘致に向けた山岳観光のありかたを考察する目的で行

う基礎調査の位置づけで、宿泊施設と周辺環境の収容力及び既存の利用顧客の属性・趣向

を明らかにするよう、以下の 3 分野からなる調査票を用いて行った。  

①運営・施設に関する質問  

②利用者に関する質問  

③周辺自然環境に関する質問  

これに加え、調査期間に開催される「山岳イベント」の集客性・インパクトについても

調査すべく、本年開催で 4 回目を数える北アルプス南部（涸沢フェスティバル）では調査

票に質問事項として記載したが、まだ開催が 2 回目であり傾向が把握できない北アルプス

北部（黒部立山アルペンフェスティバル）については上述した「参与観察」ベースでのみ

実施した。それぞれの調査票原紙は「別紙 7」に添付している。  

また北アルプス北部については、山中まで交通機関が利用できることから、TKK にその

傘下の交通機関、宿泊施設につき当該山中の「施設」の一部として稼働率・収容力調査へ

の協力を依頼し、「調査票」形式で回答を得ており、それらの内容は上述した通りである。 

なお山小屋用調査票有効回答数（返信率）は以下の通りである。  

場所  返信率  

北アルプス北部（上高地・槍・穂高）  2/4（返信率 50％）  

北アルプス南部（立山・剣沢・雲切新道・欅平・五色ヶ原・黒部ダム） 11/17（返信率 65％）
136

 

合計  13/21（返信率 61％）  

 

 

                                                   
136

 返信件数 11 件の内、3 件は主人の要望により、その場での調査票を用いたヒアリング形式へ変

更している。  
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(3) 調査結果内容詳細  

本調査は外国人を呼び込むための収容力がそもそもあるか、という視点で設計されてい

るが、同時にどのように呼び込むか、呼び込んだ場合（登山客が増加した場合）に、どの

ような影響が発生するか関係性を明らかにできるようデザインされている。ユーザーであ

る利用客の視点ではなくサービス提供者である山小屋からの回答から、山山山山小屋小屋小屋小屋と利用者と利用者と利用者と利用者並並並並

びに自然物とびに自然物とびに自然物とびに自然物と非非非非自然物の要自然物の要自然物の要自然物の要素素素素間の間の間の間の関係関係関係関係性性性性をををを図図図図式式式式化すると化すると化すると化すると図図図図 13 のようになった。のようになった。のようになった。のようになった。矢印矢印矢印矢印の方の方の方の方

向は「向は「向は「向は「影響影響影響影響をををを与与与与えるもの」から、「えるもの」から、「えるもの」から、「えるもの」から、「影響影響影響影響を受けるもの」へ引かれてを受けるもの」へ引かれてを受けるもの」へ引かれてを受けるもの」へ引かれておおおおり、り、り、り、因因因因果果果果関係関係関係関係やややや相相相相関関関関

ではないのでではないのでではないのでではないので注注注注意意意意願願願願いたい。いたい。いたい。いたい。これはあくまで関連性を示すものであるが、ある要素の変化

を目標にした時、それにどのような要素が付随するか分かり、時に KPI の参考になるため

記載している。  

人為的要素人為的要素人為的要素人為的要素

山山山山
域域域域
のののの
利利利利
用用用用
者者者者

山山山山
小小小小
屋屋屋屋

自然的要素自然的要素自然的要素自然的要素

非自然非自然非自然非自然

運搬費（ヘリ代など）

登山道の特性
地形

（＆雪の多さ）

イベント
登山口からの（＆目的地
間の）距離・所用時間

登山口までの交通機関
（電車、バスなど）

動線（趣向）

数

人件費

ハイテク投資
（バイオトイレ、自然エネ
ルギー発電、汚水処理）

小屋開け費用
（＆修繕費）

収入

植生

年齢

規模（収容人数）

男女比

登山形態
（ツアー、グループ、単

独）

②

①
④

②

⑥

③

①

①

⑤

⑤

③

②

①　
①

遭難/安全

③

④

②

③

④

⑤

 

図 13：要素関連図  

（筆者作成）  

 

例えば、「山小屋の人件費の○○％縮小」が目標ならば、「登山道の特性」や「山域の利

用客の数」、「遭難 /安全」といった付随する要素が人件費に影響を与えると推測できるので、

山域の利用者数を減らすにはどうすべきか、人手を要する遭難や事故発生による救助出動

件数を減らすにはどうすべきか、といった戦略を練る際に活用できる。同様に「環境保全

のため、ある登山道の動線を変更したい（路線上の登山者を減らしたい）」場合は、「登山

口からの所要時間」を変えられないか検討したり、「登山道の特性」の変更を検討したりと、
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付随する要素から打開策の方向性を導く、といった具合に活用可能である。  

 

1) 以降の説明の見方について  

・ 文頭の数字と色は図の線番号に対応する。  

・ 文末の（ ）は傾向を導くのに利用できた有効回答件数（母数）とその中で当該傾向を

示した件数を表している。例：有効回答数 8 件のうち 6 件がその傾向を示した場合は

（6/8）となる。  

・ 文末の（ ）が数値以外の場合は調査票以外からの情報源を記載する。  

・ 母数が 7 件未満はデータ不十分とする。  

 

2) 地形に端を発する関係性（赤線）について  

① 積雪の多い場所（雪を飛ばす風が弱く、降雪を遮るもののない広い場所）にあるほう

が小屋開け費用の全費用に占める構成比が多くなる傾向がある。（6/8）  

② 登山道は地形の影響を大きく受けており、谷筋、沢筋、尾根筋に沿って存在する（地

形図）
137

 

③ ほぼほぼほぼほぼどこの山どこの山どこの山どこの山小屋小屋小屋小屋もももも登登登登山山山山道道道道のののの整備整備整備整備をををを行行行行ってってってっておおおおり、り、り、り、人人人人工工工工とととと日日日日数数数数をををを掛掛掛掛けた「けた「けた「けた「延延延延べ人べ人べ人べ人数数数数」で」で」で」で

年年年年間間間間平平平平均均均均 85（（（（中中中中央央央央値値値値 67）を要している）を要している）を要している）を要している 138
。（8/9）  

④ 雪の多さは春の顧客の動線 139
に影響する。残雪ならばプル要因 140

となるが、雪が多す

ぎる場所は事実上の閉鎖となる。（13/13）  

⑤ 一一一一年年年年を通しても地を通しても地を通しても地を通しても地形形形形により利用客のにより利用客のにより利用客のにより利用客の志志志志向が分かれ、向が分かれ、向が分かれ、向が分かれ、小屋小屋小屋小屋ごごごごとの顧客の変との顧客の変との顧客の変との顧客の変異異異異性性性性
141はとてはとてはとてはとて

もももも小小小小さいさいさいさい傾傾傾傾向向向向であるであるであるである。
142

（6/8）  

⑥ 地形は利用客の動線に大きく影響する。登登登登りと下りのりと下りのりと下りのりと下りの所所所所用時間の用時間の用時間の用時間の差差差差異異異異も手も手も手も手伝伝伝伝い、い、い、い、小屋小屋小屋小屋

へへへへ来来来来る者とる者とる者とる者と小屋小屋小屋小屋からからからから行行行行く者はく者はく者はく者は同同同同数数数数ではないケースが多い。場ではないケースが多い。場ではないケースが多い。場ではないケースが多い。場所所所所によってはによってはによってはによってはほぼほぼほぼほぼ一方通一方通一方通一方通

行行行行にににに近近近近い状態にもなるい状態にもなるい状態にもなるい状態にもなる 143
。（8/10）  

⑦ また登山ベースとなる地形に位置する小屋には連泊も多く、宿泊日数に差異がでるこ

とから収入に影響を与えるものと推測できる。（9/9）  

                                                   
137

 人工的に岩壁をくりぬいた日電歩道は例外で、水平な道が続く。  
138

 基本的に生活・営業用の道路として任意で行っているが、関西電力が所有する日電歩道は例外

である。  
139

 春にアクセス可能な山小屋は、GW に明確に顧客が増える傾向がある。  
140

 マーケティングにおいては、顧客が需要を引っ張る（プル）ように顧客の行動に直接働きかけ

るような要因をこのように呼ぶ。一方で供給側が行動を起こして顧客に売り込みをかける要因

となるものはプッシュ要因と呼ばれる。  
141

 変異性については第 7 章 3-1 を参照。  
142

 複数タイプの顧客が利用するのは室堂ターミナルに近い小屋のみである。  
143

 また小屋間の行程時間により影響を受けた動線は、小屋の使い方（宿泊客か、通過客か）に差

異を与えるものと推測できる。河井（ 2008）の南アルプス地域の登山者対象調査（N=322）で

は、登山客の行動許容時間（宿泊施設の間隔）で最も適切と回答があったのは 6～ 7 時間台 (53%)

であり、「やや長い」と感じる登山者が急に増えるティッピングポイントは 7 時間であることも

明らかになった。  
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⑧ 稼働率も入山数が少ないものの、、、、動線動線動線動線が分が分が分が分散散散散しにくいしにくいしにくいしにくい春春春春（（（（特に特に特に特に GW））））はははは、、、、営営営営業業業業していしていしていしてい

るるるる小屋小屋小屋小屋ではではではでは 50％～％～％～％～100％％％％と活と活と活と活況況況況となる。 (6/8) 

⑨ 夏は、入山数自体が多く、動線は分散しても 70％以上の稼動率となる。 (9/12) 

⑩ 秋は若干夏に比べ落ち着く傾向である
144

。 (9/11) 

 

3) 交通アクセス（青線）に端を発する関係性について  

① 山域へのアクセスは、マイカー規制のため公共交通機関の利用者が直接的に入山数に

影響する。
145

（TKK 調査票）  

② 直接的な山小屋の利用客数は不明であるが、年年年年間間間間平平平平均稼均稼均稼均稼働働働働率が率が率が率が高高高高くなるにくなるにくなるにくなるにつつつつれ、環境れ、環境れ、環境れ、環境

配備型配備型配備型配備型のののの併併併併設設設設施施施施備備備備（特に（特に（特に（特にしししし尿処尿処尿処尿処理理理理設設設設備備備備）が）が）が）が整整整整っているっているっているっている傾傾傾傾向向向向が見られた。（9/11）  

③ 登山口から遠くなるほど途中でのピストンや分岐で動線（利用客）が分散する傾向が

強い。（地図、8/10）
146

 

 

4) 有効回答数が 30％以下のためデータ不十分であるが、予想できる関係性（黒線）  

① 50 代が最も多いが、登山道より遠い場所の小屋になると 30～40 代が 50 代よりも多く

なる傾向がある。体力的な問題に起因すると推量される。  

② 絶対数では少ない 20 代であるが、シシシシーーーーズズズズンを通してンを通してンを通してンを通してツツツツアーアーアーアー登登登登山利用者は山利用者は山利用者は山利用者は皆無皆無皆無皆無でででで、、、、且且且且つつつつ

単単単単独独独独行行行行は少は少は少は少数派数派数派数派という特という特という特という特徴徴徴徴がががが見見見見られる。一方られる。一方られる。一方られる。一方 50 代代代代になるとになるとになるとになると単単単単独独独独行行行行者の者の者の者の割割割割合が合が合が合が増増増増えるえるえるえる

模模模模様様様様であるであるであるである。  

③ 北アルプス南部に関してはイベントで明確に利用客が増える傾向がある。
147

 

④ 通行数の多い登山道と山小屋が維持管理に多くの時間を費している登山道には相関が

ある。ただし通行数が多いから手を加えているのか、維持管理がされているから通行

数が多くなるのか因果関係は不明である。  

⑤ 公共交通機関（及び一部の商業路線）が近隣の山小屋への物資運搬インフラストラク

チャーを兼ねているケースでは比較的運搬費を低廉に抑えることができている。  

⑥ 参与観察より、通行数が多い登山道近辺の山小屋は飲食サービスの提供のためのスタ

ッフが多い傾向が見られた。  

                                                   
144

 黒部立山地域の交通機関の入込客数データに基づけば、夏（ 7、 8 月）と秋（ 9～ 11 月）の入込

数はほぼ同じであるにも関わらず、秋には山中での宿泊者数は減少する。これより、入込客の

志向でみた属性比率がシーズンで変動していることが予想できる。  
145

 黒部立山地域の交通機関の入込客数データに基づけば、ここ数年では、少なくとも黒部立山ア

ルペンルートは年間 100 万人程度（ただし登山口の室堂まではその半数程度）、黒部峡谷鉄道は

年間 45 万人程度（ただし往復の乗客数のため実際は半数程度か）を黒部立山山域に運んだ実績

がある。  
146

 遠くに目的地を設定することは自ずと歩行時間が長くなり、結果宿泊を要することになるため、

動線（行程）を「宿泊施設の立地」にあわせて設定することになるものと推測できる。  
147

 北アルプス北部については、イベント期間において企画が参加者不足で中止となるなど活況と

は言いがたい状況であった。立山室堂山荘の従業員の話では「イベントの告知が不十分のため、

イベント期間に来訪する顧客の大半がイベントを知らずに来た観光客である。結果として宿泊

者数はまったく変動しない」とのことであった。  
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5) 予想していたが示されなかった関係性（緑線）  

①  データ不十分のため断定できないが、遭難に対しての年間出動件数は 5 件（あるいは

延べ人数 5 名）以内が多く、営業を圧迫するほどの発生件数ではなかった。  

②  山域の利用者数と山小屋の稼働率は直接的には関連しなかった。行行行行程程程程上「通上「通上「通上「通過過過過」され」され」され」され

る場合があるためる場合があるためる場合があるためる場合があるため「「「「動線動線動線動線」」」」ののののほほほほうが収うが収うが収うが収入項入項入項入項目に目に目に目に影響影響影響影響がががが高高高高い。い。い。い。  

③  収容規模の大きさとツアー・企画による団体登山者の多さに関係性は示されなかった。 

④  イベント時の登山客の集中・滞留による環境へのインパクトは示されなかった。  

⑤  登山道の特性（危険度・難易度）や整備状況と利用者の動線選択には関係は示されな

かった。
148

 

 

6) 外国人について  

・ 山小屋利用者全体の 1％程度と少数 149
。※有効回答数が 30％以下のためデータ不十分  

・ 外国人への訴求に適したメディアについての回答には突出したものはなかった。  

・ 有効有効有効有効回回回回答数答数答数答数 12 件件件件中中中中「利用マ「利用マ「利用マ「利用マナナナナーのーのーのーの不安不安不安不安」から外国人」から外国人」から外国人」から外国人登登登登山者に山者に山者に山者にネガネガネガネガティティティティブブブブなななな姿勢姿勢姿勢姿勢をみせをみせをみせをみせ

るるるる回回回回答答答答がががが 5 件件件件あった。あった。あった。あった。  

・ 場所、国籍、シーズン別（冬は閉鎖のため除外）にまとめると表 10 の通りとなる。※

有効回答数が 30％以下のためデータ不十分  

 

表 10：外国人入山状況  

北アルプス南部  北アルプス北部   

マジョリティ  その他  マジョリティ  その他  

春  欧米人 /個人  韓国人 /団体  台湾人 /個人  香港人 /個人  

夏  韓国人 /団体  欧米人 /個人  韓国人 /団体  欧米人 /個人  

秋  欧米人 /個人  韓国人 /団体  台湾人 /個人  香港人 /個人・団体  

志向  登山（ただし回答した山小屋の立地に回

答内容は依存するため、北アルプス全体

の傾向ではない）  

台湾・香港（及び中国）は観光。その他

はハイキング・登山  

(筆者作成 ) 

 

7) その他判明事項  

・ 山山山山小屋小屋小屋小屋の規の規の規の規模模模模は現は現は現は現在在在在のののの稼稼稼稼働働働働率と率と率と率と関係関係関係関係はないはないはないはない。
150

  

・ 利用者利用者利用者利用者数数数数がががが原因原因原因原因のののの植植植植生への生への生への生への悪影響悪影響悪影響悪影響は山は山は山は山小屋小屋小屋小屋からの視点では認められないからの視点では認められないからの視点では認められないからの視点では認められない。（10/13）
151

 

                                                   
148

 頂上直下（剣岳など）の登山道は難路でも登山者数は多くなり、剣沢のように比較的危険度の

低い道でも歩行時間や登山口からの距離が遠いと入山者数は少ないなど、登山道自体よりも地

形が動線に影響を与えるものと推量できる。  
149

 立山の場合、入込数の 7～ 10％が外国人だがエリア内のホテル（弥陀ヶ原ホテルやホテル立山）

でも全体宿泊者の 1％前後しか例年外国人は宿泊しておらず、多くは通過型の観光客である。  
150

 規模は自然公園内につき法的に定められており、増築は稼働率に関係なく原則として許可され

ないためである。  
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・ 山小屋は植生の保護活動はあまり行っておらず、運営への関連は認められない。（10/12）

清掃活動を行う小屋も少数派であった。 (8/12)
152

   

・ 登山道の特性及び高度と近隣の山小屋からの遭難救助出動数には相関は見られない。

153
 

・ 男女比は場所、年齢により多様で定まった傾向は見られない。  

・ 従業員の作業構成比は「宿泊・食事提供」が最も多く、通過型利用客の多い立地に応じ

て次点の「受付・販売」の割合が高まる模様である。※データ不十分  

・ 従業員のステータス（雇用形態）・構成・人数は場所により多様で定まった傾向は見ら

れない。ただし、募募募募集集集集にににに関関関関しては、「しては、「しては、「しては、「ネネネネッッッットトトト媒媒媒媒体体体体」か「知人・」か「知人・」か「知人・」か「知人・友友友友人からの人からの人からの人からの紹介紹介紹介紹介」が」が」が」がほほほほとととと

んんんんどでありどでありどでありどであり紙媒紙媒紙媒紙媒体体体体はははは稀稀稀稀のため費用項目への影響はない。  

・ 集客においてプル要因になると答えた項目は、「利用者による「利用者による「利用者による「利用者による口口口口ココココミミミミ」が」が」が」が最最最最も多く有効も多く有効も多く有効も多く有効

回回回回答数答数答数答数 13 件件件件に対してに対してに対してに対して 10 件件件件、、、、次いで「自社のサイト 7 件」、「山岳誌 5 件」となった。  

・ 山域に山域に山域に山域におおおおいていていていて優優優優先的に取り先的に取り先的に取り先的に取り組む組む組む組むべきべきべきべき課課課課題（有効題（有効題（有効題（有効回回回回答数答数答数答数 10 件件件件）に）に）に）につつつついていていていて最最最最も解も解も解も解答答答答が多かが多かが多かが多か

ったのが「ったのが「ったのが「ったのが「入入入入山者の山者の山者の山者の責任責任責任責任のののの明明明明確化」で確化」で確化」で確化」で 7 件件件件、次いで「登山道の管理・整備責任の明確

化」が 5 件、「入山料の導入・普及」が 4 件となった。  

 

山山山山小屋小屋小屋小屋へのへのへのへの質質質質問問問問紙紙紙紙（アンケー（アンケー（アンケー（アンケートトトト）の）の）の）の結結結結果のまとめ果のまとめ果のまとめ果のまとめ  

＜宿泊施設の収容力について＞  

ピピピピークークークークシシシシーーーーズズズズンの一時期をンの一時期をンの一時期をンの一時期を除除除除き、そのき、そのき、そのき、その稼稼稼稼働働働働率より率より率より率より単単単単純純純純な収容力な収容力な収容力な収容力 154はははは十十十十分にあることが分にあることが分にあることが分にあることが判判判判

ったったったった。ただし顧客が増加した際のサービスの質への影響は従業員の作業構成比、財政構造

の弾力性への有効回答数が不足しており、不明である。季節変動性には長期・短期のアル

バイト要員の組み合わせで対応している。  

＜利用客の属性について＞  

各各各各山山山山小屋小屋小屋小屋ににににおおおおける利用客のける利用客のける利用客のける利用客の志志志志向は立地の向は立地の向は立地の向は立地の影響影響影響影響を受け、変を受け、変を受け、変を受け、変異異異異性は性は性は性は非非非非常常常常にににに小小小小さく、観光客とさく、観光客とさく、観光客とさく、観光客と

登登登登山客など山客など山客など山客など志志志志向の向の向の向の異異異異なるなるなるなる宿泊宿泊宿泊宿泊者が者が者が者が混混混混在在在在して利用するケースはして利用するケースはして利用するケースはして利用するケースは稀稀稀稀であるであるであるである。山域全体では基本

的に 50 代以上が多いが、30～40 代の利用者数と大きな隔たりはない。男女によって目立

った差異はないが、年齢によってツアー・企画登山の利用状況は異なり、20 代代代代ではこれらではこれらではこれらではこれら

の利用者は、の利用者は、の利用者は、の利用者は、ほほほほととととんんんんどどどど見見見見られないことがられないことがられないことがられないことが判判判判った。った。った。った。なお今回は利用客への直接的な調査は行

っていないため、社会的収容力
155

については不明である。  

                                                                                                                                                                         
151

 植生が利用客数に与える影響（高山植物の魅力など）は調査しておらず不明である。  
152

 北アルプス北部はグリーンワーカー事業受託団体や環境保護団体（立山黒部環境保全協会な

ど）が主にこういった活動を行っていることから役割の分担がされているものと推測できる。

例えば室堂周辺の清掃活動（補助事業）だけでも年間で延べ 436 名が従事している。  
153

 県警や遭難対策協会長野県警及び立山・剣岳方面遭難対策協議会発表データでも発表されてい

るが、「高齢者による体力と活動のミスマッチ」に起因する事故が多いという事実も、登山道の

特性や高度が直接的な要因にならない理由と推量する。  
154

 非常時の限界収容力ではなく、通常収容力に対して、である。  
155

 混雑度など利用客の満足度合いに影響を与える収容力のこと（ 4 頁参照）  
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＜外国人利用客について＞  

まだ数が少なく、山域全体では人数ベースで 1％前後である。別途行った TKK への調査

では北アルプス北部へのアルペンルート利用による入込数では直近 3 ヵ年で全体の 7％～

10％が外国人であったため、その多くが通過型観光客であり山中に入る登山客ではない

（転換率が低い）ことが分かった。また少なからず利用マナーの観点からネガティブな意

見は存在することが分かった。  

＜自然環境について＞  

「人」が「人」が「人」が「人」が原因原因原因原因の自然環境へのインの自然環境へのインの自然環境へのインの自然環境へのインパパパパククククトトトトはははは回回回回答答答答からは認められない。からは認められない。からは認められない。からは認められない。なお山域を歩いた

限りでは入山カウンターの設置数自体が限定的であり、オーバーユースの有無については

実証が困難である。  

＜交通業者の収容力＞  

北アルプス北部については、TKK 及び黒部峡谷鉄道ともに利用客増加時は増便対応可

能。北アルプス南部は調査対象外であり、不明である。  

 

なお、「別紙 7」の調査票の原紙に記載の通り、個別の回答の公表は行わない。また調査

票のデータ集計表もその回答内容から回答した山小屋・営業所を特定できる可能性がある

ため、この公表も行わないものとする。  
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第第第第 6 章章章章    海外の公園管理海外の公園管理海外の公園管理海外の公園管理モデルモデルモデルモデルととととマーケティングマーケティングマーケティングマーケティングのコンセプトのコンセプトのコンセプトのコンセプト  

 

これまで地域制公園制を採用する日本の国立公園、とりわけ山岳国立公園に関する現状

を見てきた。利用促進に向けた動きは起こりつつあるが、様々な課題が存在している。本

章では、まず観光目的地として既にブランド認知されている営造物公園にスポットを当て、

その公園管理手法から、利用の促進を可能にした本質を探る。またそのエッセンスがマー

ケティングのコンセプトに類似していることから、マーケティングのコンセプトも同様に

をその本質を探る。その後、公園管理モデル（資本化のプロセス）がマーケティングのコ

ンセプトに基づき設計されているとする仮説の設定と、その検証方法について述べる。具

体的な仮説の検証は次章で行うが、本章内では、マーケティングが少なくとも公園管理に

おける「市場化のプロセス」には適切であることを明らかにする。  

 

1 営営営営造造造造物物物物国立公園国立公園国立公園国立公園の公園管理手法の公園管理手法の公園管理手法の公園管理手法概概概概要要要要  

1-1    公園管理公園管理公園管理公園管理運運運運営計営計営計営計画画画画ののののガガガガイドイドイドイドララララインインインインから公園管理から公園管理から公園管理から公園管理モモモモデルデルデルデルへへへへ  

各自然公園で作成している公園の管理運営計画は網羅的なものであるが、公園内で観光

やレクリエーション活動を促進するための専門的な計画や戦略においては、一定の共通し

たガイドラインが存在する。Eagles et al.（2002 小林監訳  2005）は以下に示す観光活動の

ための管理運営ガイドライン
156

を提示している。その内容より後述するマーケティングの

コンセプトに従っていると推測できる。  

・ 公園内の環境が公園の価値を決め、それが観光のベースになるため、この環境が脅かさ

れないこと  

・ 観光の質が高く維持されていること  

・ 利用客を積極的に管理すること  

・ 観光のビジネスチャンスの土台をつくること  

・ ステークホルダー間の管理の責任を共有すること  

・ 利用者は予算と照らし合わせて、その予算内で最高のサービスの質を求めることを理解

すること  

・ 利用者のすべての要望にこたえようとする必要はないこと  

・ 個々の地域事情を踏まえて計画をつくること  

・ 利用者の期待にこたえる責任は公園管理者と観光事業者の連帯責任であること  

 

ガイドラインに法的な拘束力はなく、それに従わない行為も発生するが、「管理モデル」

にすると、「資本化のプロセス」「資本化のプロセス」「資本化のプロセス」「資本化のプロセス」（（（（仕組仕組仕組仕組み）み）み）み）としてとしてとしてとして、ネガティブなインパクトが発生しない

                                                   
156

 Eagles et al .（ 2002, 小林監訳  2005, pp.101-102）を筆者要約のうえ記載。  
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ようにルール化できる。そのため上述のガイドラインを元に観光利用を管理する目的で、

より実務的で汎用性のある「公園管理モデル」の開発が行われた。  

この背景には、第 3 章 1-4 でも述べたとおり、適正収容力という考え方に偏重しすぎて

おり、生態学的分析や社会的分析からあらかじめ定めた数値制限を設定し、その規制の中

で利用をさせようとする傾向に限界が見られるようになったことが挙げられる
157

。これは、

国立公園国立公園国立公園国立公園の目的の一の目的の一の目的の一の目的の一つつつつであるであるであるである、、、、利用者が利用者が利用者が利用者が適適適適切な方法で自然を切な方法で自然を切な方法で自然を切な方法で自然を楽楽楽楽しみ、その価値の理解を目しみ、その価値の理解を目しみ、その価値の理解を目しみ、その価値の理解を目

指指指指すという観点がすという観点がすという観点がすという観点が抜抜抜抜けていたためけていたためけていたためけていたためと言い換えても良い。  

 

1-2    公園管理公園管理公園管理公園管理モモモモデルデルデルデルのののの紹介紹介紹介紹介  

前述の問題点を踏まえて開発された「公園管理モデル」には以下のようなものがある。

これらは特定の国に依存するのではなく、世界各地の営造物公園で使用されている。  

①  変化の許容限界設定プログラム（Limits of Acceptable Change: LAC）1985 年開発  

②  レクリエーション利用区分プログラム (Recreation Opportunity Spectrum: ROS) 1978

年開発
158

 

LAC は特定の地域のあるべき姿を定め、その状態を端的に表す指標を設定し、あらかじ

めその指標値の変動幅の許容範囲を決め、定期的なモニタリングの結果がその許容範囲内

であるかぎり利用を規制しないというモデルである。公園利用に対する利用者のニーズが

ある以上、利用利用利用利用にににに伴伴伴伴う環境資源や利用う環境資源や利用う環境資源や利用う環境資源や利用体体体体験験験験のののの劣劣劣劣化は化は化は化は避避避避けられないことを前けられないことを前けられないことを前けられないことを前提提提提として、として、として、として、妥妥妥妥協協協協

できるできるできるできる許許許許容容容容量量量量を定めてを定めてを定めてを定めておおおおこうとするものこうとするものこうとするものこうとするもので、その利用目的とそれが行われる自然環境に応

じて、指標が決定される。そのため、指標には利用者が体験機会を選ぶ際に考慮し、また

その場所を特徴づけるような特性が反映されることになり、同同同同じ公園内でも、利用者のじ公園内でも、利用者のじ公園内でも、利用者のじ公園内でも、利用者の求求求求

めるめるめるめる体体体体験験験験のののの質質質質にににに応応応応じて、場じて、場じて、場じて、場所所所所によってによってによってによって指標指標指標指標がががが異異異異ななななってくるのだってくるのだってくるのだってくるのだ。小林（2003）は、このよ

うな、空間を同じに管理せず、利用体験と空間特性に配慮し、適地適正利用を図ることで

利用者の多様なニーズに応える目的で公園をゾーンに分ける考え方（利用体験の多様性を

軸としたゾーニングの考え方）を最初に示したのは、ROS であると述べている。  

ROS は、利用者を「自らが求めるレクリエーション体験に最も適した活動及び空間を選

択する（八巻他 , 2000, p.223）」ものとし、それぞれの利用者が公園の「どこで」その活動

を行うか、をあらかじめ把握することで、公園を区分し（ゾーンニングし）、その空間でその空間でその空間でその空間で

公園公園公園公園側側側側がががが提提提提供する供する供する供するササササーーーービビビビスを定め、それを利用客にスを定め、それを利用客にスを定め、それを利用客にスを定め、それを利用客に明明明明示示示示し、利用客の多し、利用客の多し、利用客の多し、利用客の多様様様様ななななニニニニーーーーズズズズをををを満満満満たたたた

すすすす仕組仕組仕組仕組み、利用客の利用能力と空間の自然なマッチングを誘み、利用客の利用能力と空間の自然なマッチングを誘み、利用客の利用能力と空間の自然なマッチングを誘み、利用客の利用能力と空間の自然なマッチングを誘導導導導するするするする仕組仕組仕組仕組みみみみのことのことのことのことである。である。である。である。 

ROS 自体は空間を区分するだけであるが、そのゾーンに応じて適切な施設を配備するこ

とで、無駄な設備や利用者から見た景観を害する設備などマイナスの効果をもつ施設の建

                                                   
157

 Eagles et al .（ 2002 小林監訳  2005）に基づく。  
158

 LAC と ROS の開発年は小林・愛甲（ 2008）に基づく。なおこの二つのモデルは 1989 年開発の

VIM（Visitor Impact Management）や 1995 年開発の VERP（Visitor Experience and Resource 

Protection）などの派生モデルを生み出している。  
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設及びそのコストの抑制を行ったり、あらかじめゾーンの環境耐性に応じて利用形態を利

用者に情報提供することで、環境を保全したりと、幅広い活用が可能になる。  

ここで強調したいことが 2 点ある。まず LAC も ROS も完全に 31 頁で述べたマーケット

インと同じ視点で設計されている点である。「「「「市場（利用者）あって市場（利用者）あって市場（利用者）あって市場（利用者）あってのののの国立公園国立公園国立公園国立公園」という」という」という」という

発発発発想想想想で、で、で、で、利用者の利用者の利用者の利用者の利用利用利用利用体体体体験ニ験ニ験ニ験ニーーーーズズズズをををを満満満満たすために、生たすために、生たすために、生たすために、生産産産産者者者者余剰余剰余剰余剰（公園管理者の価値）だけ（公園管理者の価値）だけ（公園管理者の価値）だけ（公園管理者の価値）だけ

にこだわるのではなく、にこだわるのではなく、にこだわるのではなく、にこだわるのではなく、消費消費消費消費者者者者余剰余剰余剰余剰（利用者の得る価値）を可能な限り（利用者の得る価値）を可能な限り（利用者の得る価値）を可能な限り（利用者の得る価値）を可能な限り最最最最大化する大化する大化する大化する姿勢姿勢姿勢姿勢がががが

根根根根本にあるからだ本にあるからだ本にあるからだ本にあるからだ 159
。  

次に次に次に次にゾゾゾゾーンーンーンーンニニニニングの考え方は、マーケティングのングの考え方は、マーケティングのングの考え方は、マーケティングのングの考え方は、マーケティングのフレフレフレフレーーーームムムムワワワワークのークのークのークのひひひひととととつつつつであるであるであるである STP

（図 14 に概念図を記載）や、や、や、や、ササササーーーービビビビスマーケティングの顧客の変スマーケティングの顧客の変スマーケティングの顧客の変スマーケティングの顧客の変異異異異性に性に性に性につつつついてのいてのいてのいての考え方考え方考え方考え方

とととと同質同質同質同質と考えられることであると考えられることであると考えられることであると考えられることである。。。。すなわちすなわちすなわちすなわち、、、、ササササーーーービビビビスススス提提提提供者は供者は供者は供者はタタタターーーーゲゲゲゲティングで顧客ティングで顧客ティングで顧客ティングで顧客層層層層をををを

一定の一定の一定の一定の属属属属性に性に性に性に決決決決定し、定し、定し、定し、ポポポポジジジジショニショニショニショニングで自ングで自ングで自ングで自身身身身のののの提提提提供する商品を理解させ、セグメンテー供する商品を理解させ、セグメンテー供する商品を理解させ、セグメンテー供する商品を理解させ、セグメンテーシシシシ

ョョョョンでンでンでンで想想想想定した顧客定した顧客定した顧客定した顧客層ご層ご層ご層ごとにとにとにとに商品を商品を商品を商品を提提提提供する供する供する供するという、マーケティングでという、マーケティングでという、マーケティングでという、マーケティングで行行行行われるプロセスわれるプロセスわれるプロセスわれるプロセス

並並並並びにびにびにびにフレフレフレフレーーーームムムムワワワワークとークとークとークと同質同質同質同質であるように考えられるであるように考えられるであるように考えられるであるように考えられるのである。  

STP の S であるセグメンテーション（Segmentation）とは、市場の細分化を意味する。

公園利用者というくくりではなく、それぞれが望む体験に応じて、観光客、ハイカー、登

山者など細分化することに同じである。  

次に T であるターゲティング（Targeting）は、その細分化した市場のどこに参入するか、

自身の有する資本を考慮して決定することを意味する。これは、ゾーンニングで示せた商

品（空間）と市場（利用客）をマッチングさせることで、利用して欲しい顧客（購買意志

のある顧客）にピンポイントで訴え、それ以外の顧客が来ること（利用すること）を防ぎ、

対応コストを下げる（顧客変異性を抑える）ことに一致する。  

また P であるポジショニング（Positioning）は、顧客の心の中に自社の他社とは違う独

自の位置（ポジション）を認知してもらい、差別化を図る作業である。利用者に当該空間

が他の空間とどう違うのか、どのような活動が適しているのか情報提供することで、その

空間の環境耐性や安全性に沿った活動を促す行為がこれに当たる。  

以上の考察より、利用者が利用者が利用者が利用者が適適適適切な方法で自然を切な方法で自然を切な方法で自然を切な方法で自然を楽楽楽楽しみ、その価値の理解を目しみ、その価値の理解を目しみ、その価値の理解を目しみ、その価値の理解を目指指指指すというすというすというすという

観点から観点から観点から観点から開発開発開発開発された公園管理された公園管理された公園管理された公園管理モモモモデルデルデルデルはははは、、、、意意意意図図図図的であるかどうかを問わず、的であるかどうかを問わず、的であるかどうかを問わず、的であるかどうかを問わず、マーケティングマーケティングマーケティングマーケティング

ののののココココンセプンセプンセプンセプトトトトをををを用いて設計されている用いて設計されている用いて設計されている用いて設計されている、という可能性を見出すことができる。仮にこの仮

説が正しければ、地域制公園や営造物公園という公園のタイプを超えて、多様なステーク

ホルダーに共通の思考のフレームワークを与えるものであり、検証を試みる価値がある。

次項では、この公園管理モデルについて活用事例を通してさらに詳しく本質を探りたい。  

 

                                                   
159

 生産者余剰と消費者余剰の説明については後述する本章 3-1 を参照  
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図 14：STP 概念図  

（筆者作成）  

 

2    公園管理公園管理公園管理公園管理モモモモデルデルデルデルにみるマーケティングにみるマーケティングにみるマーケティングにみるマーケティングココココンセプンセプンセプンセプトトトト：：：：ニュニュニュニュージーージーージーージーラララランドンドンドンドの事の事の事の事例例例例  

2-1    ROS ののののリリリリスク管理とスク管理とスク管理とスク管理と整備費整備費整備費整備費用用用用抑抑抑抑制制制制へのへのへのへの応応応応用用用用にみるマーケティングにみるマーケティングにみるマーケティングにみるマーケティングココココンセプンセプンセプンセプトトトト  

愛甲（2012）によれば、ニュージーランドの公園管理者である Department of Conservation

（自然保全庁：以下 DOC）は、上述の ROS を積極活用し、公園内を Urban から Wilderness

の 8 ゾーンに分け、さらに独自の基準で利用者も 7 区分
160

に分類し、空間との組み合わせ

で想定される活動形態を整理しているという。区分された空間はピクトグラムを添えて、

標識やウェブサイトで利用客に提示されることで、利用客に自身のレベル（知識・能力）

とゾーンをマッチングする機会を与えている。  

さらに、それぞれの利用客の期待する利用客の期待する利用客の期待する利用客の期待する体体体体験験験験ととととリリリリスクのスクのスクのスクの程程程程度度度度から、空間にから、空間にから、空間にから、空間におおおおけるけるけるける施施施施設設設設のののの整整整整

備備備備ややややササササーーーービビビビスの水準をそれぞれスの水準をそれぞれスの水準をそれぞれスの水準をそれぞれ個個個個別別別別に用意しているというに用意しているというに用意しているというに用意しているという。これにより、環境の特性と利

用者のニーズにあったサービスを提供するだけでなく、過剰整備を防ぎ、費用の低減に寄

与する点が興味深い。リスクマネージメントにもこの水準は活かされ、利用者のタイプご

とにそのリスクの許容性が異なるものとし、例えば Short Stop Travelers が優占する空間で

起きた事故 1 件と、Backcountry Adventures が優占する空間で起きた事故 3 件の場合、前者

のほうが許容できず、優先的に施設の整備・改修がなされるということもあるということ

である。やみくもに全てに対応しようとするのではなく、事故の原因となるハザードやも

たらされるリスク及び利用者のリスク許容度に応じて、資本の資本の資本の資本の配配配配分を分を分を分を決決決決めるめるめるめるこのこのこのこのフレフレフレフレーーーームムムム

ワワワワークはークはークはークは「「「「リリリリスクマスクマスクマスクマネネネネージメンージメンージメンージメントフレトフレトフレトフレーーーームムムムワワワワークークークーク」」」」として DOC により 2009 年にまとめら

れている。  

ROS は利用者のレクリエーション体験の機会を最大化するための概念であったが、この

フレームワークは、それを公園管理費用の漏出防止や安全管理基準に活かす発展形と言え

る。空間の空間の空間の空間の区区区区分を顧客に分を顧客に分を顧客に分を顧客に伝伝伝伝えるこえるこえるこえることで顧客の変とで顧客の変とで顧客の変とで顧客の変異異異異性が性が性が性が抑抑抑抑えられ、えられ、えられ、えられ、結結結結果として顧客維持にか果として顧客維持にか果として顧客維持にか果として顧客維持にか

かるかるかるかる費費費費用が用が用が用が抑抑抑抑制できた制できた制できた制できたと考えればと考えればと考えればと考えれば、マーケティングの STP の S（セグメンテーション）と

T（ターゲティング）に等しいことは既に示唆した。この STP は資本の資本の資本の資本の配配配配分を分を分を分を決決決決めるためめるためめるためめるため

のののの集中集中集中集中とととと選選選選択択択択をををを行行行行うためのうためのうためのうための作作作作業業業業でありでありでありであり、「「「「リリリリスクマスクマスクマスクマネネネネージメンージメンージメンージメントフレトフレトフレトフレーーーームムムムワワワワークークークーク」」」」とととと名名名名前前前前

                                                   
160

 Short Stop Travelers, Day Visitors, Overnighters, Backcountry Adventures, Remoteness Seekers, 及

び Thrill Seekers の 7 区分である（愛甲 , 2012 に基づく）。  
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を換えてを換えてを換えてを換えて DOC の公園管理に活用されていると推測できる。  

 

2-2    ググググレレレレーーーートトトトウウウウォォォォークにみるマーケティングークにみるマーケティングークにみるマーケティングークにみるマーケティングココココンセプンセプンセプンセプトトトト  

「市場化のプロセス」においても DOC はマーケティングを大いに活用している。DOC

は管理する国立公園のうち、とりわけ景観に優れた公園内の地域を「グレートウォーク」

と名付けて、DOC 及び政府観光局は国内外に訴求している。宿泊を要するコースの場合は、

そのハット（山小屋）の予約・購入は先着順である。言い換えれば、ハットの収容力がそ

のまま利用者制限となっている。興味深いのは国立公園名ではなく、そのコースの名前で

ブランディングを行っている点である。例えば、グレートウォークの一つであるミルフォ

ードトラックは、フィヨルドランド国立公園という名前ではなく、あくまでこのトラック

名で訴求されている。国立公園全体を訴求するのではなく、国立公園の中でも訴求したい

体験を選りすぐって提供しているのである。これは利用促進の観点から行けば、マーケテマーケテマーケテマーケテ

ィングィングィングィングミミミミックスックスックスックスを活用して体験をデザインしているとも言えるし、ブラブラブラブランンンンデデデディィィィングングングングを活用

しているとも言える。また環境保全の観点から行けば、デデデデ・マーケティング・マーケティング・マーケティング・マーケティングを活用してい

るとも説明できる。マーケティングミックスやデ・マーケティングについては後述するが、

DOC の公園管理には一貫してマーケティングそのものであると指摘できるケースが見ら

れ、これが次項で述べる現地調査の実施に繋がっている。  

 

2-3    ニュニュニュニュージーージーージーージーラララランドンドンドンド現地現地現地現地調査調査調査調査のののの概概概概要要要要  

(1) 調査概要  

上記のマーケティングコンセプトの積極活用とも言えるような公園管理の実態を調べる

べく 2013 年 2 月 4 日から 3 月 8 日にかけて、ニュージーランド南島にて、国立公園管理者

である DOC の関係者を中心に公園管理の実態についてヒアリングを実施し、マーケティ

ングコンセプトの活用有無を確認するとともに、実際に複数の国立公園に赴き参与観察を

行った。結論から述べれば、DOC は近年、はっきりとマーケティングを意識するようにな

り、公園管理に取り込む動きを見せている。調査の詳細は本章及び次章以降の検証の中で

紹介していくが、このマーケティングを取り込もうとする動きは、公園管理という「資本

化のプロセス」とマーケティングのコンセプトの親和性を示す良い事例なので、先立って

次項で紹介する。  

なおニュージーランドを調査地として決定した理由の一つに、ニュージーランドと日本

の環境の類似性も挙げられる。四季がある、山が多いという気候・風土的な意味だけでな

く、国立公園内での登山活動が国民に親しまれていることから、明確に登山道が存在する

ため、外国人がガイドなしで登山を楽しむことができる点においても良く似ている。ガイ

ドなしで登山を自由に楽しめるという効用は大きく、FIT のためのガイドブックであるロ

ンリープラネットのシリーズにおいて、各国のガイドブック以外に、当該国の登山ガイド
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ブックが別冊で販売されているのは、日本、ニュージーランドとネパールだけである
161

。 

 

(2) DMF（Destination Management Framework）の紹介  

現地調査の結果、DOC ではツーリズム利用の促進に向けた新たなコンセプトとして

「Destination Management Framework（以下 DMF）」を導入し、公園内の利用を促進する方

針であることが分かった
162

。  

DMF においては DOC は自身を「ツーリズム」と「アウトドアレクリエーション」の重

要な提供者と位置づけ、DMF は DOC にその提供の機会を確約するためのフレームワーク

とされる。DMF の導入の主な理由（そして達成したい目標）は、以下の通りである。  

・ DOC が利用客の求めるものを知りたい  

・ 国民の福利厚生及びレジャーとしてアウトドアレクリエーションを推したい  

・ ツーリズムが重要な産業である同国にもっと時間とカネを費やして欲しい  

・ DOC 管轄内に優れた目的地がたくさんあり、もっと魅力を伝えたい  

 

DMF は「目的地」を構成する要素（アトラクション、使用者、インフラストラクチャー、

どうやって市場化するか等）を管理する協調的アプローチであり、図 15 内の「赤線」で示

した 5 つの骨子（①①①①利用客の需要利用客の需要利用客の需要利用客の需要優優優優先、先、先、先、②②②②投投投投資は需要と資は需要と資は需要と資は需要と予予予予算算算算をマッチさせて考える、をマッチさせて考える、をマッチさせて考える、をマッチさせて考える、③③③③体体体体

験験験験のののの質質質質をををを担担担担保する、保する、保する、保する、④④④④市場化する、市場化する、市場化する、市場化する、⑤⑤⑤⑤他他他他者と者と者と者と協同協同協同協同するするするする）に従う。  

以下はその 5 つの骨子に従った協調的アプローチの例
163

である。  

 

マウンテンバイク利用者の増加を把握したのち（①①①①利用客の需要利用客の需要利用客の需要利用客の需要優優優優先先先先）、ハイカーの体験

の質を落とさず DOC のトラックの利用を促すにはどうしたら良いか（③③③③体体体体験験験験のののの質質質質をををを担担担担保保保保

するするするする）、マウンテンバイク協会と協議のうえコード（ルール）を制定し（⑤⑤⑤⑤他他他他者と者と者と者と協同協同協同協同すすすす

るるるる）マウンテンバイクの専用のコースもマウンテンバイク愛好家らと協力して DOC 管轄

内に設け（②②②②投投投投資は需要と資は需要と資は需要と資は需要と予予予予算算算算をマッチさせて考えるをマッチさせて考えるをマッチさせて考えるをマッチさせて考える）更なる利用者の増加を促す（④④④④市市市市

場化する場化する場化する場化する）。  

 

この DMF の考え方は、道が抉れるから不許可、ハイカーにぶつかる危険があるから不

許可、という従来の考え方ではなく、関係関係関係関係各各各各社社社社とのとのとのとの協協協協力のうえで力のうえで力のうえで力のうえで積積積積極極極極的に「的に「的に「的に「ツツツツーーーーリズムリズムリズムリズム」」」」

と「アウと「アウと「アウと「アウトトトトドアドアドアドアレレレレククククリエリエリエリエーーーーショショショション」をン」をン」をン」を推推推推進していこうとす進していこうとす進していこうとす進していこうとするるるる新たな
164

 DOC の指針を示し

                                                   
161

 2013 年 11 月時点において、日本の登山ガイドは「Hiking in Japan」、ニュージーランドの場合

は「 Tramping in New Zealand」、ネパールは「 Trekking in the Nepal Himalaya」いうタイトルで販

売されている。なお「 Tramping」は Trekking とほぼ同意であるが、ニュージーランドでは好ん

で使用されており、DOC もこれに倣う。  
162

 DOC Te Anau Office の担当者（Community Relations Program Manager）へのヒアリング調査に基

づく。（ 2013 年 2 月 28 日実施）  
163

 Department of Conservation (2011)に例として記載があった。  
164

 DMF の導入は 2011 年 12 月である（Department of Conservation, 2012 に基づく）。  
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ている。  

なお、上記 5 つの骨子に対応した具体的な活動も示されており、例えば投資の際は、図

15 の「青線」で囲まれた部分のように、ニュージーランドの「イコン」ともいうべき壮大

な自然や歴史、人々をアウトドアにいざなう「ゲートウェイ」など 4 つの分野への投資と

定められている。  

 

  

図 15：DMF のコンセプト  

（Department of Conservation, 2011 より転載。赤枠、青枠は筆者による。）  

 

 DMF は、その導入目的に見られるように、市場化を進めたい公園管理者が考え出したフ

レームワークであり、5 つの骨子はマーケティングのコンセプトに従っている。その事例

として記載のあったマウンテンバイクの例は、自ら土地を所有する営造物公園ならではの

結果となっているが、ここで重要なのは結果ではなく、「協調的アプローチ」というプロセ

スである。マーケティングがマーケティングがマーケティングがマーケティングが協協協協調調調調的アプローチ的アプローチ的アプローチ的アプローチにににに適適適適用用用用できるならば、多できるならば、多できるならば、多できるならば、多様様様様なステークなステークなステークなステークホルホルホルホル

ダダダダーをーをーをーを抱抱抱抱えるえるえるえる地域制地域制地域制地域制公園への活用も公園への活用も公園への活用も公園への活用も大いに期待できる大いに期待できる大いに期待できる大いに期待できるので、DMF は日本にとっても公園管

理のフレームワークの一つとして今後研究をしていく価値がある。  
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3    マーケティングマーケティングマーケティングマーケティングののののココココンセプンセプンセプンセプトトトト  

3-1    マーケティングマーケティングマーケティングマーケティングの本の本の本の本質質質質  

公園管理モデルとマーケティングの類似性について指摘を行ったが、ここではそのマー

ケティングのコンセプトについても詳細を見てみたい。  

マーケティングとは端的に言ってしまえば、以下の Kotler, Bloom, & Hayes（2000 白井・

平林訳  2002）の定義の通りである。  

 

「マーケティングは社会的活動であり、管理プロセスである。マーケティングによって、

個人や集団は価値ある製品やサービスを創造し、他者と交換して、必要なものや欲しい

ものを手に入れるのである。」  

（Kotler et al. 2000 白井・平林訳  2002, p.5.）  

 

しかし、資本を富に変えるプロセスとして広く世に定着しているのは、企業経営におけ

る以下の概念（図 16）で捉えられているからである。  

 

Ｓ．売上げ

Ｒ．利益

I.投下資本

マーケティン
グ活動（資本
を富に変換
する活動）

 

図 16：利益とマーケティング活動の関係  

（永田 ,  2007, p.27 より一部改変のうえ転載）  

 

この利益とマーケティング活動の関係図自体に誤りはないものの、こういった企業経営

の道具としてクローズアップされることが多いため、本来の定義から離れ、まるで金儲け

の道具のように捉えられることがあるが、あくまで利益は結果である。図 16 のマーケティ

ングの部分に着目すれば分かるが、一定の効用一定の効用一定の効用一定の効用 (R)を得るために、を得るために、を得るために、を得るために、費費費費用用用用 (I)をををを最最最最小小小小化する、化する、化する、化する、

あるいは一定のあるいは一定のあるいは一定のあるいは一定の費費費費用用用用 (I)のもと、効用のもと、効用のもと、効用のもと、効用 (R)をををを最最最最大化しているだけであり大化しているだけであり大化しているだけであり大化しているだけであり、経済学でいうとこ

ろの「効率」を「効率」を「効率」を「効率」を追求追求追求追求するための活するための活するための活するための活動動動動であるであるであるであるということが本ということが本ということが本ということが本質質質質であるであるであるである 165
。企業に限らず、個

人や行政であっても、何らかの資本をもって何かと交換することを望むならば、「効率」「効率」「効率」「効率」

的な思考のプロセスが重要になってくる。これがマーケティングの本質であり、企業の営

利活動のためだけの道具ではない。  

                                                   
165

 効率の定義は竹内（ 2008）に基づく。  
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なお、経済学では、企業が行って得た効用を「生産者余剰」、その顧客が行って得た効用

を「消費者余剰」と呼び、その合計値である「社会的余剰」が最大になる（パレートが最

適になる）状態を「公正」「公正」「公正」「公正」と呼ぶ 166
。「効率」と「公正」は通常は互いにトレードオフに

なる。そのため誰かの効用のために、別の誰かの効用が害されないようにすることを「パ

レート改善」と呼び、それ以上改善できない状態である「パレート最適」（企業活動の現場

では Win Win などと呼ばれる）を目指すことになる。利用と保全のバランス、公園管理者

の効用と利用者の効用のバランスを図るうえで興味深い、経済学上の「公正」であるが、

マーケティングではどのように対応しているのか次項で考察を行う
167

。  

 

3-2    プロプロプロプロダダダダククククトトトトアウアウアウアウトトトトととととマーケッマーケッマーケッマーケットトトトインインインイン  

交換を求める者がその交換の場である市場にどのようにアクセスするか、という視点は

マーケティングでは重要とされる。製造業に置き換えてみればわかりやすいが、かつては

モノを造れば売れた。そのため企業側は企業側の都合（倫理、思想、技術など）を優先す

るやり方で問題がなかった。これは既に述べたプロプロプロプロダダダダククククトトトトアウアウアウアウトトトト（生産志向・販売志向）

と呼ばれるコンセプトであり、最も「生生生生産産産産者者者者余剰余剰余剰余剰」が高まる方法である。図 17 がその概

念図である。ただし、良いモノを作りさえすれば、市場で交換してくれる人が多く、どの

市場で競争をしたほうが有利である、とか、交換に応じてくれる者が本当に求めているモ

ノは何か、といったことには留意しなくても良い状況に限られる方法である。  

 

企業
市場

（顧客）

    

市場
（顧客）

企業

 

図 17：プロダクトアウト概念図     図 18：マーケットイン概念図  

（永田 ,  2007, p.22 より一部改変のうえ転載）（永田 ,  2007, p.23 より一部改変のうえ転載）  

 

生活が豊かになり物質的に満たされた人間が、心理的充足を求めるようになり旅行、映

画、食事、教育といった形のないもの、すなわちサービスに消費が向けられるサービス化

社会に移行すると、どんなに品質の良いものを製造しても、必要なければ市場で交換に応

じてもらえなくなるようになる
168

。そこで市場のニーズやウォンツを聞いて、売れそうな

モノをつくるコンセプトにシフトする。これがマーケッマーケッマーケッマーケットトトトインインインイン（市場志向・顧客志向）と

呼ばれるコンセプトである。「消費消費消費消費者者者者余剰余剰余剰余剰」も考慮して、モノを製造しないとならないケ

ースであり、どの市場で誰を相手に交換をするかといった STP のような思考のフレームワ

                                                   
166

 公正の定義は竹内（ 2008）に基づく。  
167

 パレート改善の定義は中崎（ 2002）に基づく。  
168

 サービス化社会という呼び名は近藤（ 2010）の表現に基づく。  
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ークも、競合を避けるために、また実際に市場の要望に応えるために、マーケットインの

コンセプトの浸透に伴い発展していった。すなわち「公正」を意識するようになった結果

が、現在のマーケティングの基盤となっている。図 18 がその概念図である。  

 

3-3    ササササーーーービビビビスマーケティングへのスマーケティングへのスマーケティングへのスマーケティングへの発発発発展展展展  

マーケティングは法人、個人問わず、欲しいものや必要なものを効率よく手に入れるた

めの活動であると述べた。この欲しい「モノ」が生活の変化に伴い「サービス」になるこ

とが多くなると、サービスの交換に特化したマーケティングが考え出されるようになる。

これは今まで消費されていたモノと異なる以下の 4 つの特徴がサービスにはあるためと、

近藤（2010）は述べている。  

①  無形性：作り置きや在庫を持つことができない。生産場所を移動できない。  

②  生産と消費の同時性：生産された瞬間、消費されている。  

③  結果と過程の等価的重要性：結果だけでなく、そこにいたるプロセスも重視される。  

④  顧客との共同生産（相互作用）：顧客にも何らかのセルフサービスを要求し、それが顧

客にとって利益になる。  

 

観光はサービス業であり、端的にいえば「体験」を提供しているが、ブレイクダウンし

てみると、確かに上記の 4 つの特徴を網羅したサービスを提供している。例えばホテルの

部屋は①に該当し、そのレストランで食事をすることは②にあたる。そして食事は食欲を

満たす結果だけでなく、味を楽しむなどの過程も重要であるから③にあたり、食後ホテル

内の温泉に向かうならば、自身で歩いて向かうので④にあたる。  

こういったモノとの差異は、国立公園に関しても同様であるが、消費者の立場に立った

場合、その「品質」がモノと比べて相対的に不確実で判りにくいということが指摘できる。

ススススペペペペックというックというックというックという概概概概念がないため、経念がないため、経念がないため、経念がないため、経験験験験してみるまでしてみるまでしてみるまでしてみるまで、、、、その品その品その品その品質質質質がががが判判判判らずらずらずらず、また条件によっ

て同じサービス内容でも品質が変動する。そのため「どうやって品質を高めるか（価値創

造）」だけでなく、「顧客に対してどのように品質を伝えるか（価値獲得）」という部分もよ

り重要になる。この価値創造と価値獲得については次項で説明を行うが、体験を提供する

山岳国立公園は、上記のサービスのもつ特性に留意しなければならないことを本項では強

調しておきたい。  

 

3-4    現現現現在在在在のマーケティングののマーケティングののマーケティングののマーケティングの潮流潮流潮流潮流  

製造業とサービス業ではマーケティングのフレームワークが多少異なるが、本項ではど

ちらの業界も価値創造と価値獲得の両方のプロセスがなくてはならないこと、を明確にし

たい。これは言い換えれば、プロダクトアウトの否定、マーケットインの肯定というもの

ではなく、双方のバランスが大切であることを指す。  
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日本の製造業においては、延岡（2006）の述べるように、第 3 章で述べた広域観光圏と

同様、「価値創造」に力を入れることに注力してきた。これは、技術者を中心に商品・技術・

組織改善などを行い、組織効率を上げ、また優れた商品を送り出すことで市場効率を高め

てきたことを指す。すなわち、プロダクトアウトという状態である。  

一方米国の企業などでは、「価値獲得」に注力する傾向が強かった。すなわち商品の価商品の価商品の価商品の価

値は顧客が値は顧客が値は顧客が値は顧客が決決決決めるのでめるのでめるのでめるので、どうやって顧客に商品の価値をどうやって顧客に商品の価値をどうやって顧客に商品の価値をどうやって顧客に商品の価値を伝伝伝伝えるかえるかえるかえるか、に腐心してきたわけで

ある。これは顧客を見ながら売れる商品や差別化できる市場を探すことに注力するため、

財務効率を重視したマーケットインである。  

延岡（2006）は、前者は技術力が高まる反面、競争市場を避けるといった工夫もなく、

また顧客の声に基づいていないといった面があり、後者はその逆、すなわち技術開発はな

おざりになる可能性があるが、ブルーオーシャン（競合の少ない市場）でいち早くシェア

を獲得するなど顧客の要望に敏感に反応できる、と述べており、両方の概念が今後の技術

経営（Management of Technology）に必要と述べている。  

同様にサービス業を含んだマーケティングにおいても、Gronroos（ 2011）は、顧客がそ顧客がそ顧客がそ顧客がそ

の商品から利用価値を生み出すための商品から利用価値を生み出すための商品から利用価値を生み出すための商品から利用価値を生み出すため（The customer ’s creation of value-in-use）、顧客は常に

価値の共同創出者（ the customer is always a co-creator of value)であり、また生産 (Production)

と顧客の価値創造（Customer ’s Value Creation）の二つが揃った相互作用（ Interaction）が起

きる全体のプロセスを価値創出（Value Generation）プロセスと呼んでおり、表現は延岡

（2006）とは異なるがほぼ同様のことを述べている。  

つまり、プロダクトアウトからマーケットインという考え方に発展したが、実際に提供

側のもつ技術や採算度外視で市場の声だけ聞くことはできず、またプロダクトアウトがも

たらした競争激化によって技術開発が進んだ側面を考えると、提提提提供者と市場（顧客）の供者と市場（顧客）の供者と市場（顧客）の供者と市場（顧客）の双双双双

方の立場にたった思考が重要になってくる方の立場にたった思考が重要になってくる方の立場にたった思考が重要になってくる方の立場にたった思考が重要になってくるのだ。  

 

3-5    マーケティングとマーケティングとマーケティングとマーケティングとブラブラブラブランンンンデデデディングのィングのィングのィングの関係関係関係関係性性性性  

前項で述べた顧客が作り出す価値、見つける価値あるいは顧客が決定する価値は「顧客「顧客「顧客「顧客

価値」価値」価値」価値」と呼ばれ、顧客の満足といった抽象的な概念と異なり、マーケティングでは明確な

指標として用いられている。顧客価値の詳細は本章 7-2 で後述するが、そもそも顧客価値そもそも顧客価値そもそも顧客価値そもそも顧客価値

はははは何何何何らかのらかのらかのらかの機機機機会会会会に当該商品にに当該商品にに当該商品にに当該商品に接接接接してもらうことを前してもらうことを前してもらうことを前してもらうことを前提提提提としてとしてとしてとしておおおおり、言い換えれば、顧客にり、言い換えれば、顧客にり、言い換えれば、顧客にり、言い換えれば、顧客に

見見見見つつつつけてもらってけてもらってけてもらってけてもらって初初初初めて成り立めて成り立めて成り立めて成り立つつつつということということということということにににに注注注注意が意が意が意が必必必必要である要である要である要である。  

内田（2009）が述べるように、マーケティングは「提供者が市場を管理するという発想」

に基づいているため、提供側が顧客を見つけたり、顧客に対して訴求したり、または顧客

を逃さないようにしたりするためには有効であるが、まったくの新しい市場で顧客の顧客の顧客の顧客のほほほほうううう

からからからから見見見見つつつつけてもらうのはけてもらうのはけてもらうのはけてもらうのは不不不不得手である得手である得手である得手である。しかも、特にサービスなどスペックのない商品で

あると、見つけてもらっても質を伝えるのに苦労する。これを補完し、見つけてもらい易
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くし、質の伝達を助けるのがブランディングというわけである。観光は体験という形のな

い商品を扱うため、なおのことマーケティングとマーケティングとマーケティングとマーケティングとブラブラブラブランンンンデデデディングはセッィングはセッィングはセッィングはセットトトトで考察で考察で考察で考察を行われ

るべきであり、後述する検証もこれに従う。  

 

3-6    ササササーーーービビビビスススス・・・・トラトラトラトライアングイアングイアングイアングルルルル：：：：三三三三者間でも対者間でも対者間でも対者間でも対応応応応可能なマーケティング可能なマーケティング可能なマーケティング可能なマーケティングココココンセプンセプンセプンセプトトトト  

 今までの論述で、提供者と利用客という二者間の関係に言及することに対し疑問を生じ

させたかもしれない。なぜならば、地域制公園においては必ずしも公園管理者がサービス

の提供者ではなく、別の提供者（民間事業者など）の存在があるからである。この疑問に

対して、サービスマーケティングの体系図と言える「サービス・トライアングル」を用い

て説明しておきたい。  

ササササーーーービビビビスマーケティングは、スマーケティングは、スマーケティングは、スマーケティングは、ササササーーーービビビビスのスのスのスの実実実実際際際際のののの提提提提供者である供者である供者である供者である従従従従業員業員業員業員を顧客とはを顧客とはを顧客とはを顧客とは別別別別のののの存在存在存在存在

としてとしてとしてとして企業企業企業企業がががが扱扱扱扱うことを前うことを前うことを前うことを前提提提提に設計されているに設計されているに設計されているに設計されている。その理由は山本 (2007)が述べるように、

サービスはサービスに接した瞬間に消費されるため、サービス設計者（企業）がいくら努

力をしても、サービスが提供される接点
169

（従業員）が悪ければ、台無しになってしまう

からである。そのため企業にとっては従業員も顧客と同じくらい緻密に管理しなければな

らず、管理プロセスとして優れているマーケティングを用いるというわけである。この従

業員を加えた三者間の関係を図として示したのが、図 19 のサービス・トライアングルであ

る。  

 

② ①

③

顧客価値を創造

Ａ.エクスターナル・
マーケティング

B.インターナル・
マーケティング

企業

（公園管理者・行
政）

従業員
（一次利用者・観

光業者）

顧客
（利用者）

C.インタラクティブ・
マーケティング

 

図 19：サービス・トライアングル  

（山本  2007, p.90 及び近藤  2010, p.334 を参考に筆者作成）  

 

つまり、アクターが二者から三者になってもマーケティングで思考可能であり、一次利

用者（従業員と同様サービスを直接的に提供する接点である）を内包する地域制公園であ

                                                   
169

 サービスと出会う（エンカウンター）場面なのでサービスエンカウンターと呼ばれる。  
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っても問題はない。なお、その三者間において誰と誰の間に発生するマーケティング活動

であるか区別するために図 19 内で A、B、C に示したように便宜上それぞれ名前がつけら

れているが、本質は変わらない。  

ただし、アクターが三者になることで注意をしなければいけない点もある。それは三者

間の関係の強さのバランスである。サービス・トライアングルでは、図 19 における線①、

②、③の長さを「関係の強さ」として表しており、強さのバランスは長さのバランスで表

現される。例えば、①の線が短い（親密すぎる）と収益の低い顧客にコミットしてしまい、

逆に長い（疎遠すぎる）と収益の高い顧客を逃してしまう。②の線が短いと離職率が低く

なりすぎて費用がかかり、長いと逆に離職率が高くて費用がかかる。③の線が短いと両者

が一緒になってシステムから離脱し、逆に長いと両者とも満足を得られない、といった具

合である。山本（2007）は、この線の長さは互いに補完しあうことで同じ長さ（バランス）

を保つことが理想と述べており
170

、この点は国立公園に置き換えた考察でも配慮したい。 

 

3-7    デデデデ・マーケ・マーケ・マーケ・マーケティングティングティングティング：：：：利用を利用を利用を利用を抑抑抑抑制したい制したい制したい制したい場合場合場合場合のマーケティングのマーケティングのマーケティングのマーケティング  

 本稿は利用を促進したい山岳国立公園を対象に分析しているが、利用の抑制を要する地

域も存在する。富士箱根伊豆国立公園における富士山の入山料徴収（脚注 89）などは良い

事例であろう。デ・マーケティングとはこういった供給側の望ましい水準まで需要を抑制

するマーケティング手法で、「マーケティング活動が短期で収益をあげる活動だとしたら、

デ・マーケティング活動とは、長期的に継続して収益をあげるようにするための活動」（柏

木 , 2011a, p.197）である。  

デ・マーケティングという言葉を直接的には用いないものの、既に一部の山岳国立公園

ではその手法は採用されており、中部山岳国立公園の上高地のマイカー規制などがこれに

あたる。また ROS により、利用者が己の力量や装備と登山道のレベルをうまくマッチング

できるようにすることは、ある登山道の利用者の一時的減少に繋がるかもしれないが、長

い目で見れば、管理者側にとって都合がよいので、これも同様である。遭難が発生したと

きの救助者側の時間的・身体的負担（場合によっては費用負担）や二次災害の危険性を考

慮すれば、「効率」が良いと言えるからである。  

ここで重要なのは、登登登登山者の山者の山者の山者の安安安安全のため全のため全のため全のためだけではなく、管理者管理者管理者管理者負担負担負担負担のののの軽軽軽軽減のため減のため減のため減のためにもな

っていることである。前述のサービス・トライアングルを用いて説明すれば、利用客の価

値だけでなく、従業員である一次利用者（この場合は、地元の遭難対策協議会など）の価

値も考えなければならないともいえ、それを体現するためのコンセプトである。  

行政などでは登山ルート図（特に外国語）はネットでは公開しないのが基本であった。

                                                   
170

 バランスを保つ例：顧客と特定の従業員が親しくなりすぎて、その特定の従業員が他社に引き

抜かれると顧客も失いそうな場合（③の線が短すぎる場合）、図 19 の B のマーケティング強化

で従業員のロイヤリティを高め②の線を短くすると同時に、A のマーケティングで新しい顧客

は企業のファンになってもらうことで①も短くし、正三角形を保つ、といった具合である。  
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登山は自身で登山地図や地形図を書店で手に入れ、山行計画を立ててから行う活動であり、

コンパスをあてることのできない簡略図だけをもって入山されては困るからである。  

しかし、デ・マーケティングの考え方からいけば、事故が起きた時に「生産者余剰」が

減じられる地元の遭難対策協会といったボランティアワーカーにとっては、そういったデ

ィスインフォメーションは意味をなさないことに気付く者が出てくるはずである。むしろ

正確に情報を公開することで、きちんとした準備や登山道のグレードと体力のマッチング

を利用者側で行ってもらうほうが、双方にとってパレートが改善することに気付き、シフ

トしていくはずである。  

実際に、大雪山国立公園の道北地方山岳遭難防止対策協議会（2013）や日光国立公園の

栃木県山岳遭難防止対策協議会（2010）のように、地元の遭難対策協議会などが、コース

タイムや登山道の概略図だけでなく、安全管理の心得から登山計画書の雛形、さらには事

故の起きた箇所及び件数のデータを付帯した詳細な「登山ガイド」を作成し、オンライン

上で公開する、といった動きが最近見られるようになってきた。これは、安易安易安易安易にににに登登登登山山山山行行行行為為為為

をして欲しくないが、をして欲しくないが、をして欲しくないが、をして欲しくないが、実実実実際際際際にににに安易安易安易安易にににに登登登登山山山山行行行行為為為為に及に及に及に及ぶぶぶぶ者が者が者が者が来来来来てしまうてしまうてしまうてしまう以以以以上、上、上、上、情報情報情報情報をををを開示開示開示開示しなしなしなしな

いいいい（（（（デデデディスインィスインィスインィスインフフフフォォォォメーメーメーメーショショショション）ン）ン）ン）ことでことでことでことで入入入入山者山者山者山者数数数数をををを抑抑抑抑制制制制するするするする行行行行為為為為よりも有効な手段といえよりも有効な手段といえよりも有効な手段といえよりも有効な手段といえ、、、、

論理的論理的論理的論理的なななな判断判断判断判断である。である。である。である。  

加えて柏木（2011a）は、最適な能力を超えての対応は顧客の経験を減じるため、デ・マ

ーケティングは顧客の経験という「質」の維持管理を行うものであり、「量」を求めるマ

ーケティングと合わせて活用するのが好ましいことを、述べている。この考え方は、第 1

章で Eagles et al.（2002 小林監訳  2005）が述べた公園管理のアプローチの一つである、利

用によるインパクトの管理における社会的収容力の確保（混雑度の緩和による利用体験の

確保）にもそのまま活用可能であること意味する。  

ニュージーランドのミルフォードトラックでは利用者の体験の質を担保するために、

DOC が定めた移動行程に従って歩かなければならない。「インディペンデントウォーク」

と呼ばれる、ガイドが同行しない旅程は 3 泊 4 日、ガイドが随行する「ガイドウォーク」

の場合は 4 泊 5 日で全員同方向に歩かなければならない
171

。道中宿泊する小屋も決まって

おり、トラックに入った日付が同じグループはトラックを出る時までずっと一緒の道程と

なる。第 2 章で述べた日本の宗教登山と同様、定められたコースを定めらた日程で歩く自

由度の低いトラックにもかかわらず、3 ヶ月前には予約で埋まってしまうほどの人気ぶり

なのは、ある地点からある地点への区間における 1 日の歩行者数までコントロールするこ

とで、混雑せず、原生的な自然を楽しめる空間をデザインしているからである。これは規規規規

制や制限というよりも制や制限というよりも制や制限というよりも制や制限というよりもデデデデ・マーケティング・マーケティング・マーケティング・マーケティングなのである。  

これは量よりも質を意識したい場合に活用するものであり、利用者の体験の質を省みな

い場合は、単なる規制や制限なので似て非なるもので注意が必要である。例えば台湾の山
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 行程は標高差 1,000m を超えるトレッキングになるが、標高 1,146m 地点の Mackinnon pass が最

高地点であり、山頂は踏まないコースである。  
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岳国立公園（玉山国家公園、雪覇国家公園）の入園・入山プロセスは「山中の宿泊施設の

キャパシティ＝入山可能数」というシンプルな入山数規制に基づいて全体が設計されてお

り、抽選が必要なほど人気が高い山域であるが、法的には宿泊施設を増築できないため（脚

注 174 参照）、需要と供給、体験の質という市場のバランスとは関係ないところで入山可能

数が決まっている。これはデ・マーケティングではなく、収容力に従った強制的な安全管

理であり営造物公園特有の管理手法と言える
172

。事例として雪覇国家公園の入園・入山プ

ロセスについて紹介する。  

 

＜事例：雪覇国家公園における雪山登山のための入園・入山プロセス＞  

雪覇国家公園には台湾第二の高峰である雪山があるが、山麓の村落の武稜（国家公園

内にあるがレジャーエリアと呼ばれ登山エリアと区別され、入園許可は不要）だけの観

光客も多い。登山エリアに入る場合には①入園許可（国家公園管理局より取得）が必要

である。またその地域において雪山、玉山などの高所への登山の際は、②登山許可（所

轄の警察より取得）も必要になる。雪山登山の場合、外国人は①の申請の際、管理局側

で必要な山中の宿泊施設（七卡山荘、三六九山荘）も予約してもらう方式になっており、

必然的に宿泊施設の収容力の影響を受ける。申請はＥメール経由で入山 1 ヶ月前より可

能であり、承認されると①が発行される
173

。必ず事前に①を 3 部、自身で印刷し、現地

の警察署で②を得る必要がある。②は 2 部作成され、チェックポイントの登山口管理所

で入山時と下山時に 1 部ずつ係員に渡す方式である。なお山荘到着時にも②の所持を係

員に確認され、管理簿でチェックされる。①、②発行料及び山荘利用料全て無料である
174

。 

 

 一方でニュージーランドは DOC で直接運営する宿泊施設については増築・移築・改修

とも法的に可能である。またグレートウォークについては登山道を堅牢に整備しているの

で、例えば需要に応じて宿泊施設を増築する際も、それに応じて増加する利用者がもたら

す環境インパクトは考慮しないという
175

。また整備されている登山道があるため安全管理

                                                   
172

 筆者参与観察時点（ 2013 年 10 月 21 日～ 22 日に玉山、同年 10 月 25 日～ 27 日に雪山へ入山）

の情報に基づく。  
173

 玉山国家公園の玉山はさらに人気であるため 2 ヶ月前申請後、要望日 1 ヵ月前に抽選となる。

申請、抽選結果ともオンライン特設サイト（英語、日本語、中国語の 3 ヶ国語対応）で確認可

能である。参考 URL（ http://mountain.ysnp.gov.tw/japan/index.aspx）。なお玉山のみ山荘利用料を

事前に支払う必要があるが、外国人の場合は海外送金料を考慮し、現地決済を許可する旨、担

当者より連絡があった。  
174

 玉山国家公園内の俳雲山荘の場合は、収容人数は 92 名（外国人優先割り当てあり）で、これ

が 1 日あたりの入山人数となる。なお当該山荘は 2013 年 7 月に改修を終え、リニューアルオー

プンしているが、2013 年 11 月 14 日に台湾内政部の担当者（第一回アジア国立公園会議場にお

けるポスタープレゼンテーションの担当者）へ行ったヒアリングによれば、収容人数は法的に

増やすことはできないので、あくまで改修であり、増築ではないとのことであった。  
175

 DOC Te Anau Office の担当者（Visitor Assets）へのヒアリング調査に基づく（ 2013 年 2 月 28 日

実施）。Aoraki Mount Cook National Park Visitor Centre の担当者（Ranger, Community Relation and 

Education）へのヒアリングによれば園内のハットの位置は移民開拓時代に基づいており、現在

のニーズに合わないため移設も検討しているという（ 2013 年 2 月 20 日実施）。  
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基準も明確であり、「Tramping/Hiking track」のレベルなら地図・コンパス不要となってい

る
176

(写真 6 参照 )。これらの事実は、DOC の行為が、需要に物理的に需要に物理的に需要に物理的に需要に物理的に応応応応えることができてえることができてえることができてえることができて

も、あえても、あえても、あえても、あえて「「「「量量量量」」」」を減らすを減らすを減らすを減らす場合は場合は場合は場合は「「「「質質質質」のため」のため」のため」のためであるであるであるである、ことを示している。  

 

写真 6：ルートバーントラック（グレートウォークの一つ）の登山口標識  

  

雪崩、地すべり、落石への注意喚起及び着衣と飲み水所持についての注意（左）  

トラックの地図、コースタイムとハットの装備の紹介（右）  

（筆者撮影）  

 

4    地域制地域制地域制地域制公園公園公園公園のののの「市場化のプロセス」「市場化のプロセス」「市場化のプロセス」「市場化のプロセス」へへへへののののマーケティング的思考マーケティング的思考マーケティング的思考マーケティング的思考のののの適適適適用用用用確認確認確認確認  

テーマ別観光と国立公園の親和性の可能性については第 3 章で述べた。仮に本格的に国

立公園に反映させるとしたら、どのようなテーマで分類するのが良いだろうか。本項では

前述したマーケティングの「プロダクトアウト」と「マーケットイン」のコンセプトに戻

り、パレート最適に向けた、地域制公園における市場化目的市場化目的市場化目的市場化目的のののの局面局面局面局面に限定したに限定したに限定したに限定したマーケティマーケティマーケティマーケティ

ングングングングココココンセプンセプンセプンセプトトトトののののフフフフィィィィージージージージビリビリビリビリティティティティススススタタタタデデデディィィィを行い、後述する仮説へと繋げたい。  

 

(1) プロダクトアウト型思考の事例  

まずプロダクトアウト型思考によるテーマの分類である。宮地（2013）は国立公園の指

定時期に注目し、戦前に指定された、自然風景地であることを重視した国立公園を「風景

型公園」、戦後に指定された、動植物の固有種、希少種などに配慮した国立公園を「生態系

型公園」と呼び、区別することを提案している。これは、一見同じように見える観光資源

を内包していても、その公園のタイプにより、利用の仕方（させ方）が異なるためだとい

う。例えば「川」という資源を利用する場合、「風景型公園」では「風景を見る利用（例：

滝の鑑賞）」を実現させるために歩道、車道、ハイキングコースや展望台といった施設（ハ

ードインフラストラクチャー）計画が重要になる。一方、「生態系型公園」では「体験的利

                                                   
176

 グレートウォークほど整備されていないアバランチピーク・スコッツトラック（Arthurs Pass 

National Park 内）への登山前に DOC 職員に尋ねた結果、「トラック」なら計画書の提出も不要

とのことであった（ 2013 年 2 月 17 日実施）。  
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用（例：リバーウォーク）」をサポートするエコツアーやガイド（ソフトインフラストラク

チャー）が施設よりも重要になってくるためと述べている。  

こういった考えに基づく分類は、国立公園の地勢的、環境的な差異を考慮してなされて

いるため、公園管理者側の要望（どのような活動を、どれくらいまで認めるか）に基づく

分類とも言える。これは環境保全の観点からは好ましいが、果たして利用客がその資源を、利用客がその資源を、利用客がその資源を、利用客がその資源を、

その方法で利用したいかその方法で利用したいかその方法で利用したいかその方法で利用したいか否否否否かかかか、という利用の観点は無視されがちになる。  

 

(2) マーケットイン型思考の事例  

逆に利用者の観点を重視したマーケットイン型思考に基づきテーマを分類しようとする

と、どのようになるであろうか。五木田（2012）が行った以下に述べる国立公園内の 4 地

域（知床、奥日光、上高地、立山）での利用者意識の利用者意識の利用者意識の利用者意識の調査調査調査調査のののの結結結結果果果果（表 11）は利用者の視点

からのテーマの分類を可能にしている。  

 

表 11：利用者意識の調査結果  

知床
　（Ｎ＝414）

奥日光
　（Ｎ＝
2,225）

上高地
　（Ｎ＝
1,842）

立山
　（Ｎ＝
1,525）

 

（五木田 ,  2012, p.27 より一部改変のうえ抜粋・転載）  

 

当該 4 地域において、上高地と立山においては同じ中部山岳国立公園内にあり、利用者

の属性や目的（活動タイプ及び動機）に大きな差はないにもかかわらず、活動評価に違い

が見られた。第 2 章でも述べたが、立山は近代登山の成立前から雄山神と呼ばれ霊峰とし

て登拝されており、今も「立山雄山登山＝雄山神社参拝」というストーリーが消費され、

高い満足を示していることが判明したのである。  

①同同同同じ国立公園内でじ国立公園内でじ国立公園内でじ国立公園内で同同同同じような活じような活じような活じような活動動動動をしても、利用者が得ている効用はをしても、利用者が得ている効用はをしても、利用者が得ている効用はをしても、利用者が得ている効用は異異異異なる可能性なる可能性なる可能性なる可能性  

②利用者が利用者が利用者が利用者が来来来来園前に期待していた資源園前に期待していた資源園前に期待していた資源園前に期待していた資源以以以以外の思わ外の思わ外の思わ外の思わぬぬぬぬ資源から、資源から、資源から、資源から、高高高高い効用を得ている可能性い効用を得ている可能性い効用を得ている可能性い効用を得ている可能性  

という二つの可能性をこの調査は示唆しており、利用者側の視点に立ったマーケットイン

の思考の重要性を示唆している。特に①は営造物公園の管理コンセプトである「ゾーンニ
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ング」と大いに関連するので、留意が必要である。少なくともマーケットインの視点によ

る分類は、プロダクトアウトとは逆で、「利用客がどのような資源を、どのように利用した

いか、そしてどのような効用を得ているか」に従って利用を促進することができるが、そ

の利用による環境へのインパクトは考慮に入らなくなる。  

 

(3) 二つの視点による考察を用いた公園管理者による実例  

上記の考察より公園管理においても、市場化の局面においては、マーケティングの二つ

の観点を組み合わせた思考が活用できることが十分に推量できる。特に、この両面から思

考することは、保全と利用のバランスを考察するだけでなく、テーマ別観光において、「「「「どどどど

のののの国立公園国立公園国立公園国立公園とととと国立公園国立公園国立公園国立公園をををを結結結結びびびびつつつつけるけるけるける」」」」といった思考から、といった思考から、といった思考から、といった思考から、「「「「国立公園国立公園国立公園国立公園に内包される多に内包される多に内包される多に内包される多様様様様なななな

観光資源の観光資源の観光資源の観光資源の中中中中の特定のスの特定のスの特定のスの特定のストトトトーーーーリリリリーを共有しているーを共有しているーを共有しているーを共有している地域を地域を地域を地域を結結結結びびびびつつつつけるけるけるける」」」」といった思考にといった思考にといった思考にといった思考にシシシシフフフフ

トトトトするするするする機機機機会発会発会発会発見見見見へのへのへのへの活用が期待できる活用が期待できる活用が期待できる活用が期待できるので注目に値する。これは地域制公園であっても同

様である。例えば、元来プロダクトアウト的思考（環境保全思考偏重とも言える）の強か

った公園管理者である環境省が、マーケットイン的思考の必要性を認識し始めている、と

言えるような事例がある。  

佐々木（2013）は、元来の国立公園のコンセプトである「一つの景観区＝一国立公園の

原則」が、1952 年の自然公園選定要領の策定以降、「二つ以上の景観区が隣接し、かつ利

用上緊密な一連の関係が、存在し更に両者の評価が近似する場合は合わせて一つの自然公

園とする」（佐々木 , 2013, p.19）事例が見られるようになったことを指摘している。佐々木

（2013）は各地での国立公園指定の要望が多い時代背景に、質の低下を避けるために国立

公園の数を制限する必要性があったものと推測しているが、これが結果として、風景の特

徴や形成過程等を、利用者に対してわかりやすく一つのストーリーで説明できない国立公

園が誕生してしまった理由であると述べている。  

このため「国立・国定公園の指定および管理に関する提言（2007）」で利用者の視点に立

って、公園としてのわかりやすさ・管理運営の一体性を重視し区域の妥当性を再検討して

いくことが重要である旨が結論付けられたという。これにより、いずれも山を内包し霧島

屋久国立公園として一つであった公園を、霧島錦江湾地域（火山）と屋久島地域（非火山）

に分けるなど、利用者の視点を考利用者の視点を考利用者の視点を考利用者の視点を考慮慮慮慮したしたしたした自然自然自然自然風風風風景としてのス景としてのス景としてのス景としてのストトトトーーーーリリリリーも重視するーも重視するーも重視するーも重視する姿勢姿勢姿勢姿勢に変

わってきている。これより、マーケティングのコンセプトは、その有用性の度合いは別と

して、利用者が消費するテーマ（ストーリー）から考える国立公園のあり方（市場化のプ

ロセス）を考察するのに活用可能と言えそうである。  

 

5    地域制地域制地域制地域制公園の公園の公園の公園の「資本化のプロセ「資本化のプロセ「資本化のプロセ「資本化のプロセス」ス」ス」ス」へのへのへのへのマーケティングマーケティングマーケティングマーケティングのののの適適適適用のための用のための用のための用のための検証検証検証検証のののの必必必必要性要性要性要性  

公園管理は自然資源の「資本化のプロセス」を重視し、資本を富に変える「市場化のプ

ロセス」を重視しているわけではないので、公園管理モデルにおいてマーケティングとい
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う言葉がそのまま用いられることは少ない。また一般企業と異なり、利益を上げなくても、

継続性が担保されている行政は、「効率」を求めなくても良かったため（継続性が担保され

ていたため）、マーケティングが行政にとって重要なコンセプトではなかったことも、マー

ケティングという語が用いられる機会が少ない要因と推測できる。  

さらに「効率」だけでなく「公正」を意識するようになったマーケティングであるが、

「公「公「公「公平平平平」は意識されていない点」は意識されていない点」は意識されていない点」は意識されていない点も一因と考えられる。各々が欲しいものを市場で交換しよ

うとするため、市場の参加者の間では「競争」が発生するからである。臼井（2013）が指

摘するように合法的であっても、競争優位という公平でない立場を目指すマーケティング

は、公正・公平を最優先とする行政には忌避されやすい特徴を持っている。  

しかし、事業官庁、特に観光庁によるインバウンド事業などでは、他の国々との外客誘

致競争に勝つことが目標であるから、マーケティングの概念は重視され、DMO などの研究

も行われるようになってきている
177

。要は、競争競争競争競争そのものに問題があるのではなく、どこそのものに問題があるのではなく、どこそのものに問題があるのではなく、どこそのものに問題があるのではなく、どこ

とととと競争競争競争競争するかが問題であり、するかが問題であり、するかが問題であり、するかが問題であり、事事事事業官庁業官庁業官庁業官庁は、は、は、は、民業民業民業民業をををを圧迫圧迫圧迫圧迫するのでなくするのでなくするのでなくするのでなく、、、、サポサポサポサポーーーートトトトするするするする役割役割役割役割にににに

マーケティングを活用すればマーケティングを活用すればマーケティングを活用すればマーケティングを活用すれば良良良良いいいいというというというという発発発発想想想想であるであるであるである。実際に、DOC は事業官庁としてマー

ケティングの専門部署を設けるようになっており、決して国立公園を管理する行政にマー

ケティングが適合しないわけではない
178

。  

とはいえ、このマーケティングの「資本化のプロセス」への採用可能性については、ま

だ仮定の域はでない。企業の場合は、収益の見通しに従い、投下資本を調整して「効率」

を求める。例えば、市場が拡大傾向ならば事業の拡大を目指すことができる。一方、国立

公園は、いくら需要が拡大しようと、その「自然資本」の部分に関しては再生可能でない

限り毀損できないという制限があること、その自然資本を支えるヒト（人員）・モノ（設備・

施設）・カネ（予算）といったリソースに関しては採算とは関係なく増減可能であること、

という違いがあり、マーケティングのコンセプトをそのまま当てはめて考えるには懐疑的

になる。  

次章以降で、マーケティングのプロセスに従い、今まで述べてきた山岳国立公園に関す

る諸問題とその解決の方向性の評価を試みることで、市場化だけでなく市場化だけでなく市場化だけでなく市場化だけでなく「資本化のプロセ「資本化のプロセ「資本化のプロセ「資本化のプロセ

ス」ス」ス」ス」もももも含含含含めて、マーケティングが有効な思考のめて、マーケティングが有効な思考のめて、マーケティングが有効な思考のめて、マーケティングが有効な思考のフレフレフレフレーーーームムムムワワワワークであるークであるークであるークであるかかかか否否否否かをかをかをかを検証検証検証検証したいしたいしたいしたい。

また実際に公園管理モデルが採用されている現地での調査結果も用いて、マーケティング

との関連性を検証する。  

 

6    マーケティングプロセスを用いたマーケティングプロセスを用いたマーケティングプロセスを用いたマーケティングプロセスを用いた仮説仮説仮説仮説検証検証検証検証の方法の方法の方法の方法   

製造業・サービス業問わず、マーケティングのプロセスは、分析、立案、展開のフェー

                                                   
177

 Destination Management/Marketing Organization の略語。詳細は第 8 章を参照。  
178

 Department of Conservation Te Anau Office の担当者（Community Relations Program Manager）へ

のヒアリング調査に基づけば、6 年前よりマーケティングチームを設置しているという。（ 2013

年 2 月 28 日実施）  
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ズを通して行われる。永田（2007）を参考に各フェーズの目的を簡潔にまとめると以下の

通りとなる。  

・ 分析フェーズの目的は、入手した情報の分析からその市場の特徴（成長市場、未熟市場

など）を見極めると同時に、主体者の経営資本を見直し、その市場との相対的な関係か

ら、参入すべきか否かを決定することである。  

・ 立案フェーズの目的は、経営資本を「集中」させるために市場を「選択」できる状態に

し、優先順位をつけて資本を投下し、その選択した市場の中で優位な立場を保つことで

ある。  

・ 展開フェーズの目的は、主体者が目標を達成できるよう実際に投下する資本の形（商品）

を最適にデザインすることである。4Ｐや 7Ｐ 179
で諸活動を網羅しつつ、整合性・一貫

性にも気を配ることが期待される。  

 

マーケティングはその定義でも述べたが管理プロセス管理プロセス管理プロセス管理プロセスである。使用者が誰であっても、

論理的に説明できるのが管理プロセスであり、仮にマーケティングが公園管理に適用でき

るならば、今まで見てきた課題やそれに対する解決案を、図 20 に示すマーケティングプロ

セスを通して論理的に説明できなくてはならない。  

本章でみた計画立案のための公園管理モデルとマーケティングの立案のコンセプト（図

20 の立立立立案フ案フ案フ案フェーェーェーェーズズズズ）の類似性から想定されるように、両者は本両者は本両者は本両者は本質質質質的に的に的に的に同同同同じであるじであるじであるじである、とする

仮設の詳細な検証は第 7 章で行う。  

また冒頭で既存の「公園管理」は「資本化のプロセス」しかカバーしていない懸念があ

ること、及びその研究が「市場化のプロセス」を意識していない、図 1 において左から右

の一方的な観点からなされていることへの疑念について述べた。その疑念に対し、右から

左という富を意識した実際に市場に展開するためのコンセプト（図 20 の展展展展開フ開フ開フ開フェーェーェーェーズズズズ）

を用いて、マーケティングが公園管理における「市場化のプロセス」のみならず「資本化

のプロセス」の設計に応用可能であるか考察も行う。これは第 8 章で述べる。  

なお立案フェーズや展開フェーズの前のフェーズにあたる「分「分「分「分析析析析フフフフェーェーェーェーズズズズ」や、さらにそ」や、さらにそ」や、さらにそ」や、さらにそ

の前の前の前の前の前の前の前の前提提提提とも言える「事とも言える「事とも言える「事とも言える「事業業業業使命使命使命使命」に、第」に、第」に、第」に、第 5 章まで章まで章まで章まで見見見見てきた現状やてきた現状やてきた現状やてきた現状や課課課課題を当てはめて考察題を当てはめて考察題を当てはめて考察題を当てはめて考察

することは、することは、することは、することは、検証検証検証検証作作作作業業業業とはとはとはとは別別別別途途途途、、、、情報情報情報情報のののの精査精査精査精査・・・・補完補完補完補完にににに役役役役立立立立つ作つ作つ作つ作業業業業であるであるであるである。これについては、

検証作業とは別途、本章第 7 項以降、具体的に活用し、有用性について明らかにする。  

 

 

                                                   
179

 商品をデザインするときに考慮すべき視点の頭文字をとってこのように呼ぶ。Product（商品）、

Price（価格）、 Promotion（販売促進）、 Place（流通・立地）が伝統的なマーケティングにおけ

る 4P と呼ばれる。サービスマーケティングにおいては、実際に提供する People（人材）やそ

のサービスの Process（提供過程）及び形のないサービスのイメージ形成を支援する Physical 

evidence（物的環境）の視点も重要になることから 7P で展開フェーズは考察される（近藤 , 2010

に基づく）。  
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本章で第1章～5章
までの情報の精
査・活用に試用

第7章で仮説検証
に使用

第8章で応用性の
考察に使用

フィ
ー

ド
バ

ッ

ク

＜分析フェーズ＞

・外部環境分析（機会・脅威）
・内部環境分析（強み・弱み）

・市場機会の発見

＜立案フェーズ＞

Ｓ　セグメンテーション
Ｔ　ターゲティング
Ｐ　ポジショニング

＜展開フェーズ＞

マーケティングミックス
Product, Place, Promotion, Price(4P)　※

People, Phisical evidence, Process (4Pに加えて、サー
ビスマーケティングの場合は7P)

＜実行＞

＜評価＞
ＫＰＩ

＜事業使命＞

・使命・目標・方針の設定
・提供する商品（サービス、機能、能力、体験）

・地理的領域（グローバル、リージョナル、ローカル）

マー

ケ
ティ

ン
グ
プ
ロ
セ
ス

 

※海野（ 2009）が述べるように、行政が主体者として地域をマーケティングする場合などは、Product

を Customer Solution、  Promotion を Communication、 Price を Cost、 Place は Convenience に置き換え

た 4C でマーケティングミックスを実行する方法もある。  

図 20：マーケティングのプロセス  

（柏木 ,  2011b, p.57 に一部改変のうえ転載）  

 

第第第第 6 章のまとめ（前半部）：公園管理章のまとめ（前半部）：公園管理章のまとめ（前半部）：公園管理章のまとめ（前半部）：公園管理モモモモデルデルデルデル（「資本化のプロセス」で用いる（「資本化のプロセス」で用いる（「資本化のプロセス」で用いる（「資本化のプロセス」で用いるツツツツーーーールルルル）とマ）とマ）とマ）とマ

ーケティング（「市場化のプロセス」で用いるーケティング（「市場化のプロセス」で用いるーケティング（「市場化のプロセス」で用いるーケティング（「市場化のプロセス」で用いるツツツツーーーールルルル））））   

・ 海外の公園管理運営計画における観光やレクリエーション活動を促進するための専門

的な計画や戦略にはあらかじめ策定されたガイドラインを用いている。それは、その

内容からマーケティングのコンセプトに従っていると推測できる。  

・ 当該ガイドラインを参考に、利用者の視点に立って開発された公園管理モデルは、公

園管理者のための「資本化のプロセス」にも関わらず、ガイドライン同様、マーケテ

ィングのコンセプトにしたがって設計されている感がある。  

・ ニュージーランドの DOC の ROS の活用例であるリスクマネージメントフレームワーク

は資本の適正配分を意識して設計されており、ますますマーケティングコンセプトと

の類似性が際立った。  

・ DOC はツーリズムの推進にもマーケティングを積極活用しており、その背景には DMF

という新しい公園管理のフレームワークが存在することが現地調査の結果判明した。  
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・ マーケティングのコンセプトは「効率」と「公正」に基づいた社会的活動にして、管

理プロセスであり、仮に公園管理モデルがマーケティングのコンセプトに従って設計

されているならば、営造物公園も地域制公園も関係なく適用可能であるはずである。  

・ 近年のマーケティングの研究では、提供者の視点と利用者の視点の両方にたったバラ

ンスの重要性や、形のないサービスへの対応も研究されており、国立公園の公園管理

への転用の可能性が期待できる。  

・ マーケティングの苦手とする新規顧客へのアプローチはブランディングで補完でき

る。  

・ サービスマーケティングは地域制公園の代表的ステークホルダーである三者間の関係

性を網羅して論じることができる。  

・ 仮に利用を抑制したい場合は、デ・マーケティングを用いるのが良い。  

・ 地域制公園での適用可否の簡易テストとして、国立公園内のコンテンツの分類にマー

ケティングを用いた結果、市場化局面においては、その汎用性は確認でき、活用例と

も言える環境省の動きも確認できた。  

・ 「資本化のプロセス」で用いる公園管理モデルがマーケティングのコンセプトにした

がって設計されているか否かについては疑問の余地を残し、詳細な検証を要する。  

・ マーケティングと公園管理モデルの本質が同じとする仮説の検証はマーケティングプ

ロセスにおける立案のフェーズと公園管理モデルの双方の検証によって行う。  

・ 富を意識したマーケティング戦略が公園管理の「市場化のプロセス」及び「資本化の

プロセス」へ応用可能であるか否かは展開フェーズを用いた考察を通して確認する。  

 

7    事事事事業業業業使命使命使命使命：：：：何何何何を目を目を目を目標標標標に設定するかに設定するかに設定するかに設定するか  

7-1    目目目目標標標標設定の重要性設定の重要性設定の重要性設定の重要性  

マーケティングのステップに入る前に、図 20 の「事業使命」にあたる部分から日本の山

岳国立公園を見てみたい。国立公園の使命使命使命使命は法的に定まっており、方方方方針針針針も上述の通り保

護・保全偏重から利用の促進へと舵を切ったところであるが、目目目目標標標標に関しては曖昧なケー

スが散見される
180

。これは第 3 章で国立・国営公園の指定及び管理運営に関する検討会

（2007）が指摘していた 5 つの課題の「①①①①目目目目標標標標（（（（ビビビビジジジジョョョョン）のン）のン）のン）の明明明明確化確化確化確化」に一致する。  

ここでいう目標には客観的に計ることのできる指標が含まれるものを指す。例えば「入

込み客の増加を目指す」というのは目標でなくただの願望である。目標は Schmitt （2003 嶋

村・広瀬  2004）が述べるようにシェア○○％、入込み客数○○人増、収益○○円アップな

                                                   
180

 例えば、上信越高原国立公園のように将来目標を「協働と適切な利用の推進」や「利用者への

情報発信」など漠としたものに設定しているケースである。ただし、釧路湿原国立公園のよう

に「湿原生態系の質的量的回復」という目標に湿原面積や樹木サイズ、外来種の分布面積を盛

り込むなど精緻なケースも見られる（環境省 , 2013 に基づく）。差異の原因については、行政以

外のステークホルダーが参加する段階が異なるのか、あるいはその目標の主旨が異なる（利用

推進、環境保全）ためか、または別の理由によるものか不明であり更なる調査を要する。  
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ど、具体的に測定可能で尺度も明確でなくてはならない。これは最終的に評評評評価価価価をする際の

指標になるためである。長期的目標であってもこれは同様である。  

マーケティングは戦略策定のプロセスとも呼ばれるが、そもそも戦略とは目標に向かっ

て未来行為のレール作りをすることである
181

。目標は方向性を定めるための到達点であり、

これがない場合は「成行（なりゆき）」と呼ばれる状態になってしまう。前項で述べたよう

な資本の配分を決定するプロセスが戦略であり、その配分された資本を使ってどのように

実行するか決めるのが戦術である。目標があるから戦略があり、戦略があるから戦術があ

るのである。  

そのため目標はマーケティング活動の前提でもあり、その重要性を本項では強調してお

きたい。なお公園内における観光や観光開発を計画の目標策定のための参考として、

Schoemaker（1987）の述べる 5 つのポイントを以下に記載する。  

①結果重視であること②期限を定めていること③具体的であること④測定可能であること

⑤達成可能であること  

 

7-2    究究究究極極極極の目の目の目の目標標標標としてのとしてのとしてのとしての顧客価値顧客価値顧客価値顧客価値とそとそとそとそのののの算算算算出出出出  

 マーケティングでは、本章 3-4 で「商品の価値は顧客が決める」「顧客がその商品から利

用価値を生み出す」といった表現が見られたように、価値の大きさは価値の大きさは価値の大きさは価値の大きさは提提提提供者ではなく、顧供者ではなく、顧供者ではなく、顧供者ではなく、顧

客が客が客が客が評評評評価するもの価するもの価するもの価するものとされている。そのため顧客にとっての価値（顧客価値顧客価値顧客価値顧客価値）を最大化する

ことが「利用者（顧客）あっての国立公園」にとっての最大の目標となる。ここでは、そ

の顧客価値の大きさの測定方法とその要素について示す。  

 

(1) 価値・効用とは何か  

ここまで価値や効用といった言葉が出てきたが、本項以降その違いがより重要になるの

で、ここで詳しく論じたい。  

まず、広井（2001）が述べるように価値は客観的であり、効用価値は客観的であり、効用価値は客観的であり、効用価値は客観的であり、効用はははは主主主主観的観的観的観的であることに注

意が必要である。国立公園の価値価値価値価値は IUCN や UNESCO などの定義に従い普遍的価値として

説明することができる。一方、同じ国立公園に行っても、得られる効用効用効用効用は人によって異な

るので他者にとって把握は困難である。  

表 11（100 頁）の五木田（2012）の調査では、満足、感動、効用と分け、「感動」につい

ては初来訪者のほうがリピーターより大きな感動を得ていると分析している一方で、「効

用」については「今回の旅行は自分の人生を豊かにすると思いますか」という尋ね方をし

ている
182

。しかし効用は慣れたり、飽きたりした場合に逓減していくものなので
183

、この

調査では「感動」と呼んでいるものが実際の効用に近い点に注意が必要である。  

                                                   
181

 永田（ 2007）に基づく。  
182

 安達・五木田（ 2012）に基づく。  
183

 これを「限界効用逓減の法則」という（中崎 , 2002 に基づく）。  
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また同様の視点から、第 1 章で述べた「③観光レクリエーション利用に対する需要の管

理」を行うにあたっても、需要需要需要需要が効用とが効用とが効用とが効用と同同同同様様様様、、、、主主主主観的であること観的であること観的であること観的であること 184
に留意しなければなら

ない。一律に「入園者の需要」とするのではなく利用者個々によって異なることを前提に、

誰のどのようなタイプの需要を管理（規制）するのか、より緻密な考察を要するというこ

とである。  

 

(2) 顧客価値の算出  

五木田（2012）の調査で、もう一つ指摘しなければいけないのは、総合満足度が最も低

い奥日光に最も多くのリピーターが訪れている点である
185

。この事象を客観的客観的客観的客観的に説明する

ためには利用客が得ている、または感じている「価値」に着目しなければいけないことは

述べた。マーケティングでは、主観的な「効用」を客観的な「価値」で表すために「価「価「価「価格格格格」」」」

の要素を用いる。以下はその要素の関係を表した式である。  

 

価値＝効用÷価格 （永田 , 2007, p.65.）  

 

さらにこれを詳細に見ると以下のようになる。  

 

＜＜＜＜顧客価値顧客価値顧客価値顧客価値算算算算出出出出式＞式＞式＞式＞  

顧客価値顧客価値顧客価値顧客価値 186＝＝＝＝効用（効用（効用（効用（①①①①顧客にもたらした顧客にもたらした顧客にもたらした顧客にもたらした結結結結果果果果＋＋＋＋②②②②そのそのそのその課課課課程程程程の品の品の品の品質質質質））））÷ ③③③③価価価価格格格格（価（価（価（価格格格格＋＋＋＋それそれそれそれ

をををを消費消費消費消費するために要したするために要したするために要したするために要した諸諸諸諸費費費費用）用）用）用） （近藤 , 2010, p.173.より一部改変）  

 

五木田（2012）が用いた「「「「満足満足満足満足度度度度」」」」は「効用（あるいは感動）」と同様、近藤（ 2010）

が述べる様に、主主主主観的な観的な観的な観的な評評評評価価価価の結果で、ポジティブな感情反応のことである。主観的な評

価は、他の潜在顧客への推薦など新規顧客獲得のためには重要な指標であるものの、それ

単体では、顧客にとっての客観的な「価値」客観的な「価値」客観的な「価値」客観的な「価値」に置き換えることはできない。奥日光の満足

度が知床より低いものの、リピーターが多いことについて、感感感感情情情情的な的な的な的な満足満足満足満足・効用が、・効用が、・効用が、・効用が、理知理知理知理知

的な時間的・的な時間的・的な時間的・的な時間的・身身身身体体体体的的的的ココココスススストトトトやややや旅費旅費旅費旅費によりによりによりにより増増増増したしたしたした結果の価値評価であると、「価「価「価「価格格格格」」」」の要素

を導入することで、客観的にこの事象を説明できる。  

この事例より、最上位の目標として「顧客価値」の最大化を掲げるにあたり、その算出

のための各要素を念頭に置く必要があることが分かる。特に、＜顧客価値算出式＞で示し

た①～③の要素のそれぞれは、上位目標である「顧客価値」に対する下位目標でもあるた

                                                   
184

 広井（ 2001）に基づく。  
185

 来訪回数の調査におけるリピーター率は知床が 47.5%、奥日光が 94.4%、上高地が 72.1%、立

山が 59.2%であった。  
186

 この効用から価格を差し引いた部分を経済学では「消費者余剰」と呼ぶ（中崎 ,2002 に基づく）。

また効用を「使用価値」と呼び費用（価格）との対比で決まる顧客価値にあたる部分を「交換

価値」と経済学では呼ぶ（近藤 , 2010 に基づく）。  
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め、マーケティングではそのそれぞれの管理を行う。これについては本章 8-2 で後述する。  

 

8    環境分環境分環境分環境分析析析析フフフフェーェーェーェーズズズズを用いた山岳を用いた山岳を用いた山岳を用いた山岳国立公園国立公園国立公園国立公園の分の分の分の分析析析析  

8-1    環境分環境分環境分環境分析析析析のののの 3 つつつつの視点の視点の視点の視点  

本項では、今まで見てきた山岳国立公園の現状や課題を環境分析フェーズに従って整理

したい。これは前述した通り、分析フェーズは収集した情報から主体（ここでは国立公園）

と市場との相対的な関係を明らかにするフレームワークであり、より客観的な視点から現

状を把握することが可能だからだ。市場化を目的としたプロセス上での活用であるが、検

証に先立ち、改めて現状や課題の精査及び現状を俯瞰するのに必要な情報は十分か本項で

確認したい。  

ここでは外部環境と内部環境を一体的に分析するために SWOT 分析 187
のフレームワー

クを用いて山岳国立公園を捉える。ただし、同様に内外環境を分析するための 3C のフレ

ームワークの 3 つの視点、すなわち市場（Customer）、競合（Competitor）、自社（Company）

にも留意する。表 12 は筆者が、第 2 章から第 5 章までで把握できた山岳国立公園の現状を

SWOT に分類したものである。  

表 12 から判ることは、自社（Company）にあたる主体（山岳国立公園）の内部環境の視

点から SWOT（強み、弱み、機会、脅威）は示されているが、市場（Customer）と競合

（ Competitor）の情報が不十分であるということである。そこで以以以以下の分下の分下の分下の分析析析析では市場では市場では市場では市場

（（（（Customer））））とととと競競競競合合合合（（（（Competitor））））の視点をの視点をの視点をの視点を踏踏踏踏まえて、「外部環境」のまえて、「外部環境」のまえて、「外部環境」のまえて、「外部環境」の再再再再考を考を考を考を行行行行い、い、い、い、表表表表 12

をををを補完補完補完補完するするするする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
187

 S（ Strength：強み）、W（Weakness：弱み）、O（Opportunity：機会）、T（ Threat：脅威）の頭文

字の略で、この要素に分けて内外の環境を整理するツールである。単なる分析ツールとしてだ

けでなく、内部分析用（ S と W）と外部分析用（O と T）のマトリクスで、S×O の分野なら強み

を活かす戦略、S×T の分野なら縮小戦略、W×O 分野なら弱みを克服する戦略、W×T の分野なら

撤退戦略と、選択と集中のための戦略策定ツールとしても有用である。  
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表 12：第 2 章～第 5 章で見てきた山岳国立公園の SWOT による分類  

要素要素要素要素 2章2章2章2章 3章3章3章3章 4章4章4章4章 5章5章5章5章

・ブランド体系
・自然保護団体活動がボランティ
アベースではないこと

・歴史的背景・文化的要素
・シーズナリティはあるものの収
容力（宿泊・交通機関）に余力有

・登山道や山小屋（ハードインフ
ラ）の存在

・山中のイベントは環境配慮はさ
れていること
・利用客による顕著な環境への
インパクトは認められないこと
・山小屋の積極的な登山道管理

・ヒト・カネ・情報不足 ・登山道の管理責任が不明瞭
・行政・民間とも外国人向けの登
山活動訴求無し

・管理のありかた5つの課題
・園内の一部地域の管理体制の
継続性

・外国人ＦＩＴ向けの営業は行政
は行わないこと

・モニタリング機器が不十分 ・モニタリング機器が不十分
・イベントは完全に邦人向け
・周辺都市の海外ＦＩＴへの施設・
サービスが未対応
・公園管理のヒトの不足

・ダボス会議での自然資源への
高評価

・世界的評価指標(自然の聖地）
の存在

・動線は季節によって分散するこ
と

・高付加価値で乗り切れる物価
高

・テーマ別観光の可能性
・動線は地形と所要時間から予
測できること

・ラケット構造による地域経済へ
の貢献

・重層化した法制度 ・登山道の整備基準がないこと
・ローカルガイドがいるが、法へ
の抵触をおそれて外国人への
サービスを自粛

・利用が消費に繋がらない構造 ・登山道のグレード基準がないこ ・登山道の整備基準がないこと
・環境配慮意識と環境配慮行動
の不一致

・登山道の管理状況が不鮮明

・料金徴収に関する納得感の醸
成及び再投資の仕組化への取り
組みが不十分

・観光イベントや生業活動へのガ
イドラインはないこと（関係者間
の信頼ベース）
・入山者の責任範囲が不明瞭

－

ＳＳＳＳ

ＷＷＷＷ

ＯＯＯＯ

ＴＴＴＴ

－ －

－

－

 

（筆者作成）  

 

8-2    外部環境の外部環境の外部環境の外部環境の再再再再考考考考  

(1) 「機会（Opportunity）」の市場（Customer）からみた考察  

山岳国立公園を訴求するにあたり、その機会は適切であろうか。本項ではアウトドア活

動に関する昨今の市場（Customer）の動きを追う。  

まず国内の動きを見たい。外国人旅行客が最終的なターゲットであっても国内客は無視

できない。なぜならば、地域制公園において、サービス提供者は行政（公園管理者）であ

るとは限らないからである。むしろ民間企業が「アゴ・アシ・マクラ」を提供しているケ

ースが多い国立公園では、利用客の大半を利用客の大半を利用客の大半を利用客の大半を占占占占めるめるめるめる日日日日本人本人本人本人顧客の顧客の顧客の顧客の利用利用利用利用が確保されてが確保されてが確保されてが確保されて初初初初めて、めて、めて、めて、

それらそれらそれらそれら民民民民間間間間業業業業者の者の者の者の事事事事業業業業のののの継継継継続性が続性が続性が続性が担担担担保されるからだ保されるからだ保されるからだ保されるからだ。  

本稿執筆時点（2013 年 12 月）において国内はアウトドアブームの様相を呈しており、

戦後における第三次登山ブームと呼ばれる現象が続いている。1950 年代のマナスル世界初

登頂をきっかけとした第一次登山ブーム、1990 年代の中高年を中心とした百名山踏破を目

指す第二次登山ブームを経て、2007 年以降の「山ガール」などファッションに端を発する

若年層の登山者増加による第三次登山ブームである。正確な登山人口は統計がなく不明で
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あるが、一説に 1,000 万人を超えていると言われている
188

。  

第三次登山ブームと第二次登山ブームの違いは登山者の属性の変化に特徴付けられる。

「1980 年代から高齢層の心身若返りの傾向や生きがい、健康保持の気運と相まって中高年

層の登山者が徐々に増加し、いわゆる百名山ブームや商業募集登山を出現させた」（安田 , 

2010, p.227）の指摘のように、第二次登山ブームの主役は中高年であり、40 代以上の登山

者が全体に占める割合は増加傾向にあった。これと同時進行で若者とりわけ 20 代の山離れ

が進むという傾向が近年まで続いてきた
189

。しかも全体の登山人口は 1994 年以降減少傾

向にあった。しかし、前述した若い女性登山者向けのファッション人気に端を発する「山

ガール」のブームの影響からか、2009 年には若年若年若年若年層層層層のののの増加増加増加増加による大による大による大による大幅幅幅幅なななな登登登登山人山人山人山人口口口口のののの回回回回復復復復が

見られたのだ 190
。  

ただし、同様に若者が主役であった第一次登山ブームとも異なる点がある。ツアー登山

やガイド登山というサービスが現れたことや登山用具の軽量化、アプローチの整備により、

より軽装備で気軽に登山を楽しめるようになってきたため、組織に属さない登山者（以下

「未組織登山者」）が主流になっている点である。規則の締め付けや先輩・後輩の序列のあ

る組織（山岳会やクラブ）に属する組織登山者の減少は、遭難者の増加と相まって登山者

に対する教育の機会がなくなってきていることへの懸念を生んでいる
191

。また、これら未

組織登山者は整備された登山道で登山を楽しむハイキングやトレッキングが一般的であり、

岩壁登攀といった本本本本格格格格的なク的なク的なク的なクラララライイイイミミミミングをングをングをングを行行行行う者は少う者は少う者は少う者は少数派数派数派数派である点も、谷川岳などで多く

の登攀者が亡くなった第一次登山ブームとは異なる点である
192

。  

登山人口の増加現象は、大関（2011）が指摘するように、当初はミシュランガイドに富

士山と高尾山が記載されたことによる、初心者の増加による一過性のブームと見られてい

た。しかし、アウトドア商品の売上げは 2008 年以降 4 期連続で増加しており、2013 年も

前年比 5.4％の成長を見込んでいるという
193

。これはファッション性のあるウェアや登山

靴だけでなく、宿泊を伴う登山に必要な大きなバックパックやテント
194

といったギア（用

                                                   
188

 レジャー白書において登山人口を推計しているが、2009 年よりインターネット調査を導入した

ところ前年の 590 万人から一気に 1,230 万人に倍増するなど、数値としての信憑性に欠ける。

なお直近の 2012 年では登山参加人口が 860 万人、ピクニック・ハイキング・野外散歩参加人

口 2,150 万人となっている（日本生産性本部 , 2013 に基づく）。  

189  国立登山研修所の推計では、登山人口全体における 40 歳以上の中高年の占める割合と 20 代・

30 代の占める割合の比率は 1994 年（ 65：35）、2000 年（ 67：33）、2006 年（ 75：25）であった

が 2009 年は 59：41 と大幅に若年層の割合が増加した（長野県山岳ガイド資格のあり方等に関

する研究会 , 2011 に基づく）。  
190

 国立登山研修所の推計では登山人口全体は 1994 年（ 5,148 千人）、 2000 年（ 4,600 千人）、 2006

年（ 3,111 千人）と減少傾向であったが 2009 年には 4,345 千人と回復した。（長野県山岳ガイド

資格のあり方等に関する研究会 , 2011 に基づく）  

191 ただし、組織（山岳会）なども高齢化が進んでおり、組織に加入したとしても教育機関として

機能を果たせるかどうかも危惧されている（八木原 , 2006 に基づく）。  
192

 長野県山岳ガイド資格のあり方等に関する研究会（ 2011）に基づく。  
193

 島・許斐・大滝・冨岡（ 2013）に基づく。  
194

 大関（ 2012）によれば、若年層に人気の商品はソロテントであるという。仲間同士で山に行っ

ても就寝時は個別のスペースの確保が流行している。阿曾原温泉小屋の主人によれば、山小屋

も雑魚寝になるため、素泊まりの逆パターン、すなわち、食事だけ山小屋で済まし、隣接する
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具）の購入が伸びており、本格的な登山人口の増加を裏付けている
195

。『レジャー白書

（2013）』によれば、ゴルフ、スキー、釣りなどの他のアウトドア活動商品が低迷する中で、

登山・キャンプ用品だけが大きく伸び続けており、国内おいては、第第第第三三三三次次次次登登登登山山山山ブブブブーーーームムムムはははは一一一一

過過過過性でなく、性でなく、性でなく、性でなく、中中中中期的な期的な期的な期的なトレトレトレトレンドになったンドになったンドになったンドになったといえそうである
196

。  

登山用品の売上げだけでなく、イベントも盛況である。山ガールブーム全盛の 2008 年に

日本で初めての山地で行われたフェスティバルである涸沢フェスティバル
197

は、若者に人

気の野外フェスティバルに注目し、株式会社山と渓谷社が雑誌とネットで呼びかけ涸沢で

開催したものであるが、その人気の上昇によるオーバーユースの懸念（中部山岳国立公園

内のため）から自主的に中止した 2011 年を除き、現在まで毎年開催され 3,000 名を超える

登山者を集めている。その人気は他の地域に伝播し、各地で類似のイベント（「山フェス」

など省略して呼ばれる）が開かれるようになっている。  

この第三次登山ブームをさらに分析すると、消費動向においても第一次ブーム、第二次

ブームとは異なった動きが見られることが判る。登山メーカー以外のスポーツメーカー、

すなわち「ミズノ」や「アシックス」、「デサント」といったメーカーが新たにアウトドア

市場に参入してきている点である。これらの企業は、今までロードランニングを行ってい

たユーザーが「トレイルランニング」ブームを受けて山中を走るようになったため、その

需要に応えて専用のシューズを製品化することで参入してきている
198

。アウトドアと一言

にいっても、それを支えているのは「登山」だけではないことを示しており、これについ

ては、立案のフェーズでも改めて考察する。  

次に、インバウンド観光促進の観点から海外の動向も見てみたい。海外においてもアウ

トドア活動の人気が近年高まっている。アメリカでも健康志向の高まりを受け、見るスポ

ーツからやるスポーツへとシフトしており、2006 年以来、他の産業が停滞する中でアウト

ドア市場は毎年 5％の成長を続けている
199

。それを支えている人気アウトドア活動 Top5 は

1 位がランニング（ジョギング、トレイルランニング含む）で 5,300 万人、2 位がウォータ

ーアクティビティ（フライフィッシング含む）で 4,600 万人、3 位が自転車で 4,230 万人、

4 位がキャンピング（オートキャンプ含む）で 3,800 万人、5 位がハイキングで 3,450 万人

となっている
200

 

                                                                                                                                                                         

テント場でソロテントで寝る者も増えているという。そのため、将来的にテント場の混雑も予

想される。  
195

 島他（ 2013）に基づく。  
196

 2012 年の民間最終消費支出（スポーツ部門）において「登山・キャンプ用品」の増加は 2011

年比 3.3%とスポーツ自転車の 3.9%に次いで高かった。なお活動としての「登山」や「ハイキ

ング・キャンプ」などはレジャー白書ではスポーツ部門ではなく観光・行楽部門で統計がとら

れている（日本生産性本部 , 2013 に基づく）。  
197

 神長（ 2009）によれば 2009 年の参加者の約 6 割が 20 代と 30 代、また参加者の 45％が登山暦

3 年以内の初心者であったという。なお参加者数は 2008 年約 900 名、 2009 年 2,400 名、 2010

年 3,000 名、 2012 年 3,200 名である（大関 , 2012 に基づく）。  
198

 島他（ 2013）に基づく  
199

 Outdoor Industry Association のデータに基づく。  
200

 Outdoor Foundation のデータに基づく。  
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ヨーロッパも同様で European Outdoor Group の記事によれば、2011 年度のアウトドア市

場の売上げの伸びは前年比 9％以上の国が 5 カ国、5％以上 9％以下の国が 9 カ国、0％以上

5％以下が 7 カ国と各国で成長を見せている。この記事におけるアウトドア活動の分類はな

いものの、業界のリーディングカンパニーに「 Jack Wolfskin」、「Petzl」、「La Sportiva」な

どのアウトドア用品メーカーの社名が挙がっていることから、登山（登攀含む）・キャンプ

主体と推測できる。  

アジアでは、新華経済（2013）によれば 2012 年度では韓国と中国がアウトドア製品の市

場規模で日本を上回るという。日本の約 1,600 億円の市場規模に対し、中国が約 2,500 億

円、韓国は 2,700 億円規模であるという。  

このように先進先進先進先進各各各各国国国国でアウでアウでアウでアウトトトトドア活ドア活ドア活ドア活動動動動へのへのへのへの機機機機運運運運がががが高高高高まってまってまってまっておおおおりりりり、そのフィールドとなる

自然資源ならびにインフラストラクチャーをもつ日本は海外に向けて訴求するのに適切な

時期に来ていると言える。  

 

(2) 「脅威（Threat）」の競合（Competitor）からみた考察  

 山岳国立公園の観光促進に関する脅威というと、環境配慮や登山道上の安全というトピ

ックに注目しがちになるが、外部環境分析としては、競合（Competitor）の存在を忘れて

はならない。いくら国立公園の内部環境を改善しても競合がより優れた観光資源を提供す

れば、利用客は国立公園を訪れてはくれないからである。本項は競合（Competitor）の観

点から脅威を明らかにする。なお、本章 7-2 でマーケティングは、顧客価値算出式の要素

である①～③を下位目標として管理すると述べたが、ここではその管理が、本質的に何が

脅威になるのか理解するのに役に立つため、以下に論じたい。  

まず、観光体験から得られる満足感満足感満足感満足感について、どのような特徴があるか考察する。顧客

価値算出式①①①①の部分の部分の部分の部分（顧客にもたらした顧客にもたらした顧客にもたらした顧客にもたらした結結結結果果果果）が満足感とも言えるが、満足感は期待と期待と期待と期待と実実実実

際際際際の経の経の経の経験験験験との対との対との対との対比比比比で決まるので、期待通りの（あるいは期待を上回る）経験を得ることが

できれば、「満足」と回答するわけであるが、近藤（2010）が述べるように期待は「望まし

い水準（願望）」と「我慢できる最低水準（予測）」の二つからなることに注意しなければ

ならない。この間で起きる実際の経験には、アンケート調査では「まあまあ満足」といっ

た回答になり、大半がこの間に入ってしまうという。どれくらいどれくらいどれくらいどれくらい満足満足満足満足しているのか正確にしているのか正確にしているのか正確にしているのか正確に

はははは測測測測りりりり難難難難いということいということいということいということである。また期待と実際の経験の対比で決まるということは、期待期待期待期待

値が大きければ大きい値が大きければ大きい値が大きければ大きい値が大きければ大きいほほほほど、そこから生じるど、そこから生じるど、そこから生じるど、そこから生じるギギギギャャャャップップップップ（（（（失失失失望）望）望）望）も大きくなるも大きくなるも大きくなるも大きくなるということで

ある。  

日本政府観光局が 2008 年に国内の観光情報センターへの来訪者に対し行ったアンケー

トによれば、訪日旅行決定示時に期待した日本のイメージの調査（N=845、複数回答で

3,620）で美しい景色と自然（山、温泉、火山等）が 578 件とトップであった
201

。そのため

                                                   
201

 2 位は、豊かな伝統文化をもつイメージ（ 504 件）、 3 位はハイテクと都会的・現代的イメージ
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これらを擁する山岳国立公園は、特にこの①のもつ特徴を理解しておかなければならない。 

さらに①には顧客自顧客自顧客自顧客自身身身身が本当に欲しいものを理解できていなかった場合も、が本当に欲しいものを理解できていなかった場合も、が本当に欲しいものを理解できていなかった場合も、が本当に欲しいものを理解できていなかった場合も、満足満足満足満足度度度度がががが正正正正

確に確に確に確に測測測測れなくなるれなくなるれなくなるれなくなる、、、、という特徴がある。例えば Pine, & Gilmore（1999 岡本・小高訳 2005）

が述べるような、航空機内で「コーラをください」と注文した顧客は、普段はペプシコー

ラを飲んでいるが、機内では複数種類のコーラを揃えているとは思っていないので、無意

識にこのような獏とした注文をしているケースが挙げられる。航空会社からしてみれば、

この注文に対応することで期待に応えたと感じてしまうのである
202

。この例は①の満足感

の調査から逆算して、期待に応えようとすることの難しさを示している。特に国立公園も

そうであるが、スペックの存在するモノと異なり、体験という形のないサービスが商品と

なると、顧客自身もどんな体験を求めているのか正確には答えられなくなる傾向が強くな

る。そのためマーケティング、とりわけサービスマーケティングでは、①①①①の顧客にもたらの顧客にもたらの顧客にもたらの顧客にもたら

ししししたたたた結結結結果果果果をををを単体単体単体単体で管理はしないで管理はしないで管理はしないで管理はしない。  

それでは、どのように管理するのかというと顧客価値算出式における別の二つの要素の

一つである②②②②のののの過程過程過程過程の品の品の品の品質質質質とととと合わせて管理する合わせて管理する合わせて管理する合わせて管理する。これは「「「「ササササーーーービビビビス品ス品ス品ス品質質質質」」」」と呼ばれる概念

である。満足感が感情的で直接的な感覚であるのと異なり、客観的な基準でその評価がで

きるという特徴がある。例えば、乗車している顧客が電車からの風景に満足したか否かは

客観的には判らないが、その電車が時間通りに出発し、目的地に到着した場合においては、

事前、最中、事後（過程～結果）と時刻表と照らし合わせてそのそのそのその過程過程過程過程は客観的には客観的には客観的には客観的に評評評評価でき価でき価でき価でき

るるるる。。。。レストランはその料理の味という結果だけでなく、その料理をサーブする人間の教育

などの提提提提供供供供過程過程過程過程にも気を配る。このように過程の品質も含めた「「「「ササササーーーービビビビス品ス品ス品ス品質質質質」」」」は、その

顧客が急いでいた、特定の食材が嫌いだったなど、状況や環境に左右される①単体と比較

して、サービス提供者が客観的に評価できるので、コントロール（管理）できる範囲が大

きくなる特徴をもっている。  

そのため「サービス品質」のほうにサービス提供者は注目するようになるが、近藤（2010）

によれば、サービス提供者が「サービス品質」に着目すべき理由として、ササササーーーービビビビス品ス品ス品ス品質質質質とととと

はははは長長長長期的期的期的期的評評評評価で、価で、価で、価で、満足感満足感満足感満足感ははははササササーーーービビビビスススス体体体体験後験後験後験後のののの短絡短絡短絡短絡的な的な的な的な感覚感覚感覚感覚であるであるであるであることも述べている。言い

換えれば、前者は記憶として残りやすいということであり、それゆえにリピーターの獲得

に役立つという。  

さて、ここで「脅威」に話を戻したい。国立公園は、競合（Competitor）に対し優位に

たつためには、上述の「サービス品質」にこだわれば、十分であろうか。顧客価値算出式

のもう一つの要素である③③③③価価価価格格格格が、国立公園にとって「脅威」であることを、近藤（2010）

                                                                                                                                                                         

（ 478 件）と続く。  
202

 降旗（ 2009）によれば、人間は、脳の構造上 85%は非言語領域であり、大抵の人間は、感じた

ことを言葉に正確に言い表せないという。そのため脳波の動きを探るニューロサイエンスの分

野を応用しようとするニューロ・マーケティングという研究も存在する。満足度調査のような

顧客の言動に頼るのではなく、脳波の動きや、購買行動を分析することで、「売れない理由」を

探るのである。ただし従来のマーケティング調査で「売れる理由」については「ブランド」で

あることが分かっているという。  
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が述べる例で示すと、クリーニングの出来上がり（①顧客にもたらした結果）もいいし、

係りの対応（②過程の品質）にも満足したが、近所に新しくクリーニング店（競合）がで

きたのでそちらに替えてしまう、といったようになる。  

これは①、②を網羅したサービス品質に注力しても③③③③価価価価格格格格（（（（身身身身体体体体的・時間的的・時間的的・時間的的・時間的費費費費用用用用含含含含むむむむ））））

にににに負負負負けてしまうことがけてしまうことがけてしまうことがけてしまうことが起起起起きるきるきるきるということを示している。大自然を擁するがゆえに都市部か

ら離れた場所にある多くの国立公園は、利用の促進にあたり、この価価価価格格格格のののの脅威脅威脅威脅威をををを無無無無視する視する視する視する

ことはできないことはできないことはできないことはできないのである。競合（その他の目的地）に打ち勝つためには、国立公園はこの

本質的な脅威を認識しておかなければならないことはここで強調しておきたい。  

 

8-3    市場市場市場市場機機機機会会会会：経：経：経：経験験験験経済から経済から経済から経済から見見見見たたたた考察考察考察考察  

上記で 3C の視点から情報の補完を行ったが、SWOT 分析の最後としては、これら内外

環境について整理した情報から、「新たな市場機会を発見」する作業が存在する。この市場

機会は顧客価値の拡大に貢献しなければならないので、国立公園国立公園国立公園国立公園にとっての顧客価値にとっての顧客価値にとっての顧客価値にとっての顧客価値につ

いて見ながら市場機会を考察する必要がある。提供している「体験」は製品ではないので、

前述の通り、顧客価値は「サービス品質」と「価格」に依存するとして良いだろうか。  

最近のマーケティングでは、経験はサービスとは異なるものとして扱われるようになっ

てきている。Pine, & Gilmore（1999 岡本・小高訳  2005）はサービスも経験も無形である

が、ササササーーーービビビビスがスがスがスが満足感満足感満足感満足感のののの醸醸醸醸成という一時的な成という一時的な成という一時的な成という一時的な感感感感情情情情にしかにしかにしかにしか働働働働きかけられないのときかけられないのときかけられないのときかけられないのと異異異異なり、経なり、経なり、経なり、経

験験験験はははは個個個個人の人の人の人の記憶記憶記憶記憶に「思い出」としてに「思い出」としてに「思い出」としてに「思い出」として残残残残るものとるものとるものとるものと述述述述べべべべ、、、、ササササーーーービビビビス経済からス経済からス経済からス経済から経経経経験験験験経済（経済（経済（経済（図図図図 21））））

へのへのへのへの移移移移行行行行をををを主張主張主張主張している。している。している。している。  

小里（2011）が示すように 2000 年代より成熟社会 203
においては、「「「「製製製製品の品の品の品の機機機機能」や「能」や「能」や「能」や「ササササ

ーーーービビビビスの利スの利スの利スの利便便便便性」はあたりまえ性」はあたりまえ性」はあたりまえ性」はあたりまえのことになってきており、差別化が図れなくなってきた。

Pine, & Gilmore（1999 岡本・小高訳  2005）の表現を借りれば、ココココモモモモデデデディティ化ィティ化ィティ化ィティ化している

といってよい。コモディティ化とはまったく差別化ができず、市場で交換するためにディ

スカウントを強要されるような状態を指す。ただし注意しなければならないのは、図 21

の階段を登る際には差別化という概念だけでなくババババリリリリュュュューチェーンのーチェーンのーチェーンのーチェーンの概概概概念念念念も重要になる

点である。バリューチェーンは以下のコーヒーの事例より、この階段を登るたびに付加価

値をつけていくこと、という言い方で説明できる。  

 

1 一次産品（農業経済）：コーヒー豆  

2 製品（商品経済）：コーヒー  

3 サービス（サービス経済）：コーヒーの提供  

4 経験（経験経済）：コーヒーを飲む空間  

                                                   
203

 Pine, & Gilmore（ 1999 岡本・小高訳  2005）は成熟社会の指標に消費者物価指数（CPI）の伸び

を用いており、レジャー・イベントなどに多く消費されている社会が、これに当たると述べて

いる。  
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図 21：経験価値への進展  

（ Pine, & Gilmore, 1999 に基づき小里 ,  2011 が作成した図を一部改変のうえ転載）  

 

バリューチェーンは、日本においては、「農林水産業の六次産業化」という言葉でメディ

アに取り上げられることも多くなったが、簡単にいえば、上述の 2 の加工や 3 の販売で付

加できる価値を一次産業者自らが手にすべく、新しい産業の創造を趣旨としているもので

ある。喫茶店で提供されるコーヒーには、豆の原価に、加工料、運搬料、人件費など様々

な費用が回収できるような価格が設定されることになる。図 21 の階段を登る際に利ざやが

増すチャンスがあるとも言える。  

また図 21 は、前述したクリーニング店の例のように、差別差別差別差別化できない化できない化できない化できない「「「「ササササーーーービビビビスススス」」」」は、は、は、は、

価価価価格格格格にににに負負負負けるため、けるため、けるため、けるため、結結結結局局局局デデデディスカウンィスカウンィスカウンィスカウントトトトのののの圧圧圧圧力にさらされるかもしれない力にさらされるかもしれない力にさらされるかもしれない力にさらされるかもしれない危険危険危険危険性性性性をはらん

でいることを示している。  

一方経験経済では、その顧客のためだけの、そこでしかできない体験という商品は、ど

うやっても代替が不可能なものとして扱われる。そういった体験を作り出すためには、そ

の顧客のためにマスマスマスマス・カス・カス・カス・カスタタタタマイマイマイマイゼゼゼゼーーーーショショショションンンンすることが必須であり Pine, & Gilmore（1999 

岡本・小高訳  2005）は、その要素を「「「「モモモモジジジジュュュューーーールルルル化」化」化」化」と「環境構「環境構「環境構「環境構造造造造」」」」の両面から行うこ

とを提唱している（図 21 参照）。  

このモモモモジジジジュュュューーーールルルル化化化化は利用者との「選択・組合せ」を前提としており、完全なる個客化と

は区別される
204

。国立公園は万人の福利厚生のために存在するので、その利用者の楽しみ

方のタイプに応じて、そのニーズと組み合わせるための多様なレクリエーション体験を選

択できるよう設計（モジュール化）されてなければならない。これは、その多様なレクリ

                                                   
204

 延岡 (2006)は特定のものにしか合わない部品をつくるための「擦り合わせ能力」を重視するイ

ンテグラル型と標準の部品のための「選択・組合せ能力」を重視するモジュラー型の二つの要

素が製品設計の分野に存在すると述べている。前者はクローズド（専用）部品であり、ここで

いう個客化に該当する。  
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エーション体験を確保するためのモデルである ROS とこのモモモモジジジジュュュューーーールルルル化の化の化の化の概念が酷似し

ていること示唆させる。  

環境構環境構環境構環境構造造造造には①①①①提提提提供者と利用者をマッチングする供者と利用者をマッチングする供者と利用者をマッチングする供者と利用者をマッチングするデデデデザザザザインインインインツツツツーーーールルルルと、②②②②利用客が利用客が利用客が利用客が求求求求めるめるめるめる

経経経経験験験験をををを演演演演出するする計出するする計出するする計出するする計画画画画的イン的イン的イン的インタラタラタラタラククククショショショションンンンがある。  

①は、ゾーンニング後の利用客への情報公開に等しい。好ましい体験をしてもらうため

には、登山道のレベルと登山者の能力・装備とのマッチングが必要である。後述の事例の

ように、看板・標識でもよいが、できることなら登山口に来る前にこのマッチングツール

を提供したい。各国観光局のウェブサイトに限らず、公園ベースでもこういったマッチン

グ機能を提示している事例は存在する。例えばスコットランドの古代史公園においては、

利用者の興味はもちろんこと、グループの人数、体力レベル、滞在時間、知識のレベル、

最終目的地などを入力すると、その条件に適切な遺跡とルートを教えてくれる、ことを

Eagles et al.（2002 小林監訳  2005）は取り上げ、そのテクノロジー利用の可能性について

言及している。また、ニュージーランドにおけるトラックのグレードに応じたピクトグラ

ム（写真 7）や必要な装備品の情報をあらかじめ登山口で告知するのも、このデザインツ

ールと同じコンセプトと言える。  

 

写真 7：ニュージーランドの体力グレードを表すピクトグラム      

    

グレードに応じたピクトグラム 205（左）     実際に使われている様子（赤枠は筆者による。）（右）  

（筆者撮影）  

 

環境構造のもうひとつの要素である②の着眼点は新しい。「演演演演出出出出」という表現があるか

らである。テーマ型観光では、共有できるテーマやストーリー性が重要であることは述べ

たが、それを効率的にそれを効率的にそれを効率的にそれを効率的に抽抽抽抽出できるよう出できるよう出できるよう出できるよう演演演演出するべきである出するべきである出するべきである出するべきである、と Pine, & Gilmore（1999 岡

本・小高訳  2005）は述べている。  

                                                   
205

 Department of Consevation のホームページよりダウンロード（ 2013 年 12 月 23 日）。   

(http://www.doc.govt.nz/Documents/parks-and-recreation/plan-and-prepare/choosing-a-track.pdf) 
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これは、日本の山岳国立公園に新たな強強強強みみみみまたは機機機機会会会会を教えてくれる。第 2 章で述べた

通り日本の山岳地はスイスのような山岳リゾート開発はできず、そのような宿泊施設は少

ない。しかし、逆に「オールドスタイルの山小屋」が醸し出す雰囲気が経験の演出要素と

なり、利用客、特に海外から来る利用客にとっては、その空間を記憶に残る思い出にする

可能性があるからだ。個人の記憶に訴える経験に着目すれば、目的が登頂ではなく、その

「山小屋での宿泊」という新たな市場（利用客層）の開拓に繋がる可能性がある。  

こういった案は、従来どおりの SWOT 分析による市場機会の発見方法の一つである、強

み（S）と機会（O）の組み合わせからも導ける戦略であるが、経験経済という新しいコン

セプトからも、同様の戦略を導けること示している。体験が商品である国立公園の強みを

活かすためには、サービスを演出でマス・カスタマイゼーションすることでユニークな経

験を作り出し、前項で述べた価格の「脅威」に対し、差別化することで低減すると同時に、

第 2 章で述べた「高付加価値」商品の造成をもって、アウトドアブームという「機会」に

乗ずるのが、マーケティングの分析フェーズで導ける一つの答えである。  

 

 

第第第第 6 章章章章のまとめのまとめのまとめのまとめ（（（（後後後後半部）半部）半部）半部）：：：：事事事事業業業業使命使命使命使命と環境分と環境分と環境分と環境分析析析析ののののフフフフェーェーェーェーズズズズ   

・ マーケティングプロセスの前提である「目標」は利用促進を目指すならば、「顧客価値

の最大化」が適切である。  

・ 顧客価値は式により客観的に判断でき、その式を構成する要素の特徴を知ることが、

その最大化には必要になる。  

・ マーケティングプロセスの環境分析のフェーズで用いる SWOT 分析及び 3C に従い、現

状・課題を整理すると、外部環境の情報が不十分であることが分かった。市場と競合

を意識しながら分析していくと以下のようになった。  

＜機会のまとめ：アウトドア市場と登山活動の人気拡大＞  

・ 国内における登山人口は若年層の参加で増えており、この場合の登山はトレッキング

で登攀は含まない傾向が強い。  

・ 山中で宿泊をするための用具の売れ行きも好調であり、ブームを支えているのはハイ

キング客ではないと推測できる。  

・ 海外でもアウトドア志向は高まっていることが用具の売れ行きから予想できる。  

＜脅威のまとめ：競合の観点から見る本当の脅威＞  

・ 他の目的地との競合に打ち勝つためには、短絡的な満足感よりも長期的な評価につな

がるサービス品質の追求が重要である。  

・ サービス品質の訴求にはブランディングが有効である。  

・ しかし、山岳国立公園にはその立地から、価格の脅威にさらされる可能性が高いので

注意が必要である。  
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＜市場機会のまとめ：サービスマーケティング経験経済＞  

・ ROS のゾーンニングとそれに従ったトラックのレベル表示は経験経済のマス・カスタ

マイゼーションでいうところのモジュール化と環境構造の構成要素であるデザインツ

ールに等しいと言える。  

・ 経験経済には、演出により、体験に付加価値を与えることを目指しており、観光促進

における新たな市場機会の発見に有用である。  
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第第第第 7 章章章章    仮説の仮説の仮説の仮説の検証検証検証検証：立案フェーズを用いて：立案フェーズを用いて：立案フェーズを用いて：立案フェーズを用いて  

 

 前章で述べた仮説をまとめると以下のようになる。  

 

＜仮説＞＜仮説＞＜仮説＞＜仮説＞  

利用者あっての公園管理（資本化のプロセス）においては、マーケティングが有効という

よりも、公園管理モデル自体がマーケティングのコンセプトに従ったガイドラインから設

計されていることも踏まえて、本本本本質質質質的に両者は的に両者は的に両者は的に両者は同同同同じじじじもの（もの（もの（もの（フレフレフレフレーーーームムムムワワワワーク）ーク）ーク）ーク）である。である。である。である。  

 

 検証は前章で述べたとおり、既に立案され実行に移された個別の施策・モデル（事例）

をマーケティングプロセスの立案フェーズに当てはめ、その類似性と現在持続している（そ

の施策・モデルが上手く機能している）理由を論理的に説明できるか否か、を確認するこ

とで行う。  

 

1    STP とととと ROS 

前章で立案フェーズの目的について、経営資本を集中させるために市場を選択できる状

態にし（Segmentation）、優先順位をつけて資本を投下し（Targeting）、その選択した市場の

中で優位な立場を保つことである（Positioning）旨述べた。そしてこの STP のプロセスに

従って現在も活用されている公園管理モデルが ROS であるとする可能性についても述べ

ている。以下は主な事例に ROS を用いて、その詳細を分析し、モデルのフレームワークが

STP のプロセス（立案フェーズ）と同一か検証を行う。  

 

2    セグメンテーセグメンテーセグメンテーセグメンテーショショショションンンンととととゾゾゾゾーンーンーンーンニニニニングングングング  

2-1    セグメンテーセグメンテーセグメンテーセグメンテーショショショションのンのンのンの実実実実例例例例  

本稿では、実際にセグメンテーションを行った事例について述べていないので、セグメ

ンーションの理解を深めるために、前章 8-2 で述べた登山者以外の利用者にも着目し、ア

ウトドア市場（邦人利用客）を実際にセグメントに分けてみたい。  

まず前章で述べたトレイルランナーであるが、登登登登山者山者山者山者とととと同同同同じ山じ山じ山じ山中中中中というというというというフフフフィーィーィーィールルルルドでアドでアドでアドでア

ウウウウトトトトドア活ドア活ドア活ドア活動動動動をををを楽楽楽楽ししししんんんんでいるでいるでいるでいるもののもののもののものの、、、、志志志志向は大きく向は大きく向は大きく向は大きく異異異異なるなるなるなる。前者はスポーツの延長線とし

て、後者はレクリエーション活動として捉えている。利用者層は異なるにも関わらずこの

トレイルランニングもブームになっていることは既に述べた。かつては日本山岳耐久レー

スや北丹沢 12 時間山岳耐久レースなど山岳耐久レースと呼ばれており、「競技登山」大会

という名目で 1990 年代から開催されていたが、第三次登山ブームと時を同じくして、大小
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の「トレイルランニング」レース
206

が日本各地で開催されるようになり、「トレイルラン

（ニング）」という言葉が定着した。これはファッション性に端を発するものではなく、既

に存在していた 2,500 万人とも言われるマラソン・ジョギング人口の一部が、登山ブーム

の影響を受けて山に目を向け始めたことによる副次的ブームと見られている。このブーム

の注目すべきところは、トレイルランニングレースが地域活性化のイベントとして山地の

多い地方の市町村の注目を集めるなど、地域振興との親和性が高い点である（後述する上

川町と東川町の事例がこれにあたる）。中村（2013）によれば本格的なトレイルランニング

人口はまだ国内では 5 万人程度であるが、潜在的なマラソン・ジョギング人口を考えると

伸びしろの大きい市場と見なされている。  

一方、登登登登山者と山者と山者と山者と志志志志向は向は向は向は近近近近いが、いが、いが、いが、フフフフィーィーィーィールルルルドがドがドがドが異異異異なるなるなるなるのがロングトレイルである。第三次

登山ブームやトレイルランニングブームと異なり、2011 年の 7 月にロングトレイル協議会

が発足し、次々と加盟トレイルを増やしたこと、さらに環境省が整備している、東日本大

震災の復興支援の一環の「みちのく潮風トレイル」が注目を集めたことにより、2012 年末

ごろからアウトドア各誌で取り上げられるようになった新しいブームである
207

。フィール

ドは山岳国立公園ではなく里山が中心であり、登るのではなく「歩く」ことが主体となる

アクティビティである。レクリエーションとしての登山、スポーツとしてのトレイルラン

ニングと異なり、はじめからアウトドア観光による集客と雇用の促進を目的とした地域の

活性化策として扱われており、「歩く旅」の訴求素材として注目を集め始めている。  

興味深いのは第二次登山ブームで百名山を踏破した中高年登山者がさらに年齢を重ね、

「健康」というキーワードのもと、より緩やかなハイキングへシフトし始め、ロングトレ

イルへ興味を示すと共に、同様に「健康」を標榜する 3,000 万とも 4,000 万ともいわれる

ウォーキング人口の一部からも、支持されている点である
208

。登山やトレイルランニング

がもっていた「冒険」的要素とは異なる志向である。  

また神田（2013）が述べるように、地域活性化を第一の目標に掲げる以上、積極的な広

報が必要になってくる。そのためには、トレイルの「見える化」が必須であり、トレイル

マップの提供をウェブ上で行うようになってきている。これも危険の伴う山中で行われる

登山やトレイルランニングのような、地図の取得は利用者自身で行う「自己責任」の明確

化を掲げる分野とまったく異なる。  

こうして見ると、昨今の日本は確実にアウトドアブームといえ、山岳国立公園の訴求の

                                                   
206

 2012 年より国内初の 100 マイルレースであるウルトラ・トレイル・マウントフジ（UTMF）

が、世界最高峰のトレイルランニングレースであるウルトラ・トレイル・デュ・モンブラン

（UTMB）の姉妹大会として開催されるようになり、世界からもトップアスリートが集まるな

ど国際大会も開かれるようになった（宮崎 ,2013 に基づく）。スポーツツーリズムの成功例に

したいという思いから、2013 年 4 月の UTMF第二回大会における参加選手約 2,000人（内 12.4%

が外国人）に対し約 1,000 人のボランティアスタッフが支援関係団体より集まり、大成功に終

わったという。横山（ 2012）によれば、国内で公式に募集しているトレイルランニングレー

スは大小あわせて 200 レースほど年間に催行されているという。  
207

  中村（ 2013）に基づく。  
208

 中村（ 2013）に基づく。  
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適時に違いないが、そのブームを支える利用者は多様で、ひとくくりにできないことが分

かる。利用を消費に転換する必要性を第 3 章で述べたが、誰がどこで消費しているのか把

握しない中で一様な施策は立案すれば、無駄な投資が発生する。だからこそセグメンテー

ションの意味がある。  

国内における山岳国立公園の利用客の種類とその規模をセグメントごとにまとめると表

13 のようになる。  

 

表 13：国内アウトドアブームを支える利用者のまとめ  

ブーム名  顧客層 /潜在的顧客  目的  活動場所  主要活動要素  安全管理主体  

第三次登山ブ

ーム  

登山客（ 1,000 万人超）  

若年層の参入  

レクリエー

ション  
山中  冒険的要素大  自己責任大  

トレイルラン

ニングブーム  

トレイルランナー（ 5 万

人） /ロードランナー

（ 2,500 万人  

スポーツ  山中  冒険的要素大  自己責任大  

ロングトレイ

ルブーム  

ウォーキング人口（ 3,000

～ 4,000 万人）中高年登山

客からのシフト  

観光  里山  健康的要素大  
トレイル管理

者大  

（筆者作成）  

 

ただし表 13 の客数表記については、重複がある。例えばトレイルランニングブームを受

けて 2013 年に北海道で行われた、上川町と東川町合同の実行委員会による第 1 回大雪山ウ

ルトラ・トレイルは、トレイルランニングレースである大雪山ウルトラ・トレイル 110K

と北海道最高峰を歩くトレッキングイベントであるカムイミンタラ・トレッキングなどの

複合イベントであり、初日はトレイルレースの一部を走り、2 日目はトレッキングを楽し

むといった参加者も多かったという
209

 

なお、各国立公園の入場者数において、何人が登山活動をしているか、どれくらいの消

費をしているのか、という明確なデータは存在しないが、 Jones （ 2009）が中部山岳国立

公園の上高地で 2007 年に質問紙調査を行っており、その顧客属性の割合や観光消費額（表

14）は、参考になるかもしれない
210

。  

 

 

 

 

 

 

                                                   
209

 田中（ 2013）に基づく。  
210

 ただし、 Jones（ 2009）も述べているように、質問紙の回答者の半数以上（ 118 件）が上高地バ

スターミナルでの回収となったためか、登山者が 5 名と異常に少なく、取り扱いに注意を要す

る。  
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表 14：上高地における顧客分布と消費額（円）（発地・上高地間の交通費と宿泊費含む）  

 

SS は（ Sightseers）で観光客、DH は（Day Hikers）で日帰りハイカー、  

MC（Mountain Climbers）は登山者（山中宿泊者）である。  

（ Jones, 2009, p.107 より転載）  

 

2-2    セグメンテーセグメンテーセグメンテーセグメンテーショショショションとンとンとンとゾゾゾゾーンーンーンーンニニニニングングングング  

上記の事例でセグメンテーションが、市場（顧客）を何らかの基準をもって細分化して

いくプロセスであることが理解できた。細分化する目的は資本を投下する対象を選択でき

るようにするためである。  

公園管理者が資本を投下する管理対象はその公園の土地である。限られた資本を効率よ

く投下していくためには、管理を働きかける対象をまず細分化しなければならない。「市場

化のプロセス」ではセグメンテーションと呼ばれているが、「資本化のプロセス」では同様

の作業をゾーンニングという言葉で表している可能性がある。どのようにゾーンニングが

行われるのか、詳細をみて確認を行う。  

セグメンテーションで利用者を細分化するために活用した指標（規模、属性、嗜好、活

動場所）のように、ROS ではゾーンニングにより、公園を物的環境要素（アクセス、遠隔

性、自然性）、社会的環境要素、（利用者間の出会いの頻度、利用者によるインパクト）管

理水準（場所の管理、利用者管理）という指標（図 22）を用いてセグメント化する
211

。そ

してセグメント化したゾーンには顧客層（トレイルランナー、トレッカーなど）のように

名前がつけられる。その名前は上記の各要素に基づいて、原生地域（Primitive）や動力つ

きの車両が入ることのできる準原生地域（Semi primitive motorized）、田園地域（Rural）な

どである。  

この目的もセグメンテーション同様、資本を効率的に投下するためで、それぞれのゾー

ンで行われるであろうレクリエーションに合わせて、必要な施設の設置・整備を行うため

である。言い換えれば、無駄な資本の投下を防ぐ効率性効率性効率性効率性を重視した発想である。  

                                                   
211

 八巻他（ 2000）に基づくアメリカのゾーンニングの例である。  
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図 22：ROS におけるゾーニングの指標  

（八巻一成 ,  2008, p.218 より転載）  

 

 ササササーーーービビビビスススス企業企業企業企業が限られた資本のが限られた資本のが限られた資本のが限られた資本の集中集中集中集中とととと選選選選択択択択のためにのためにのためにのためにセセセセグメンテーグメンテーグメンテーグメンテーショショショションでンでンでンでササササーーーービビビビス対ス対ス対ス対

象象象象をををを細細細細分分分分化するように、化するように、化するように、化するように、公園管理者は限られた資本の公園管理者は限られた資本の公園管理者は限られた資本の公園管理者は限られた資本の集中集中集中集中とととと選選選選択択択択ににににむむむむけて管理対けて管理対けて管理対けて管理対象象象象ををををゾゾゾゾーーーー

ンンンンニニニニングでングでングでングで細細細細分分分分化するのである。化するのである。化するのである。化するのである。コンセプトは同じであり、公園管理者がゾーンニングを

知らなくてもマーケティングを知っていれば、同様の結論にたどり着くことができる。  

  

3    タタタターーーーゲゲゲゲティングティングティングティング：：：：レレレレククククリエリエリエリエーーーーショショショションのンのンのンの決決決決定（グ定（グ定（グ定（グレレレレーーーーデデデディング）ィング）ィング）ィング）  

3-1    タタタターーーーゲゲゲゲティングのティングのティングのティングの本本本本質質質質  

ターゲティングは、元来はその名のとおり、セグメンテーションで分類した中で特定の

グループにターゲットを定める能動的な作業である。細分化された市場の収益性や成長性

を見ながら自社のサービスと見比べて決定を行うのである。しかし対人サービスの場合、

狙ったターゲットのみのみのみのみに確実に提供したいサービスを届けることは容易なことではない。

サービスは体験するまで自分の嗜好に合っているどうか判別し難いため、提供者の意図し

ていない顧客の利用も起きる。Heskett, Jones, Loveman, Sasser,& Schlesinger（1994 小野訳  

1994）によれば、これを顧客がサービス組織に持ち込む「変「変「変「変異異異異性性性性」」」」と呼び、以下の 5 つの

変異性を意識してコントロールすべきである旨述べている。これがサービスマーケティン

グにおけるターゲティングの本質である。  

①来店変異性：顧客の利用時間の多様性  

②要求変異性：顧客の要求の多様性  

③能力変異性：顧客の能力水準の多様性  

④努力変異性：顧客の協力度合いの多様性  

⑤嗜好変異性：顧客のサービスの好みの多様性  

 

 端的に言えば、来て欲しい顧客層をターゲットにするということは、その顧客に合わせ
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てサービスをデザインするため、逆にターゲットから外れた顧客が利用した場合、通常よ

りも提供に労力を要したり、問題が発生したりする可能性
212

があるので、変異性を意識し

なくてはならないということである。  

 

3-2    タタタターーーーゲゲゲゲティングとグティングとグティングとグティングとグレレレレーーーーデデデディングィングィングィング  

 公園管理者はゾーンニングで公園の土地を区分した後、どの市場にどれだけ資本を投下

するか定めなければならない。さらに具体的にいえば、どれだけ人どれだけ人どれだけ人どれだけ人為為為為的に手を的に手を的に手を的に手を加加加加えるべきえるべきえるべきえるべき

か、か、か、か、施施施施設や設設や設設や設設や設備備備備のののの範囲範囲範囲範囲をををを決決決決めなければいけないめなければいけないめなければいけないめなければいけない。この時、上述の顧客の変異性が意識的に

使用されることになる。そのプロセスを詳細にみてみよう。  

 八巻他（2000）は、利用者は、「活動」を選択した後、その活動にあわせた「空間」を選

択し、「レクリエーション体験」を得ると述べている。そのため公園管理者はこの 3 つの関

係性を把握するため調査を行い、その関係性が視覚化できるよう表 15 のように整理をする。 

 

表 15：活動・空間・得られる体験の関係図（海洋公園のケース）  

 

緑枠が「活動」、青枠が「空間」、赤枠が「レクリエーション体験」の記載である。  

（神宮 ,  2013, p.16 より転載。赤枠、青枠、緑枠は筆者による。）  

 

 この表 15 は、利用者に対する調査などで行われる、マーケットイン型の分類である。す

なわち、あくまで利用者からあくまで利用者からあくまで利用者からあくまで利用者から見見見見た視点でた視点でた視点でた視点で、あらかじめ細分化しておいた空間でどのような

利用が行われるのか想定しており、自然保全や安全管理といった公園管理者の視点公園管理者の視点公園管理者の視点公園管理者の視点は考は考は考は考慮慮慮慮
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 例えば中部山岳国立公園の山中の宿泊施設では水源が限られておりシャワー施設は存在しな

いことが多いが、シャワーが必ず宿泊施設にあると思っている顧客が来た場合、クレームに繋

がるかもしれない。トレッキングツアーで一人だけ体力がなく、歩行できなくなり参加者全員

の行程が狂うといった事例もこれにあたる。  
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されていないされていないされていないされていない。第 6 章で述べたように社会的余剰を最大化するためにはプロダクトアウト

型の思考も必要になってくる。そのため提供者である公園管理者側の都合と照らし合わせ、

許容できる（提供できる）活動を選定する作業を行うことなる。図 23 はそれを視覚化した

ものである。  

 

 
赤枠で囲われた部分にマッピングされている活動が、自然への影響度が小さく、且つ自然ふれあい度が

大きいと公園管理者側が判断し、公園内の空間において許容される活動である。  

図 23：好ましい活動の選定  

（神宮 ,  2013, p.16 より転載。赤枠は筆者による。）  

 

図 23 を山岳国立公園に当てはめた場合、その指標は「自然ふれあい度」ではなく「「「「リリリリ

スクスクスクスク許許許許容容容容度度度度」」」」になるかもしれない。DOC の場合は、そのピクトグラムから「「「「体体体体力・力・力・力・技術技術技術技術度度度度」」」」

とも予想できる。いずれにせよ、表 15 と図 23 で示したように利用者と公園管理者の両方

の視点から考察することで、どの「空間」で、どのような「活動」が提供でき（または自

然への影響度から提供しないという判断も下すことができ）、その活動が利用客にどのよう

な「レクリエーション体験」を提供するか把握できるようになる。結果としてその空間で

提供される活動とそこから得られるレクリエーション体験を考慮して、施設や設備の範囲

を決定できるようになる（表 16）。  
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表 16：活動とそこから得られるレクリエーション体験に見合った施設の表  

 

青枠が選定された「活動」で赤枠はそこから得られる「レクリエーション体験」である。公園内で画一

的な投資を行うのでなく、その活動と体験及びそれが行われる空間に必要な設備投資を表している。  

（神宮 ,  2013, p.18.より転載。赤枠、青枠は筆者による。）  

 

 これをマーケティングに当てはめて考察すると、最初の二つのステップで、細分化され

たゾーンにおいて提供するレクリエーションを利用者（Customer）と公園管理者（Company）

の視点から定め、最後のステップで狙ったターゲット層に便宜をはかるのに必要な投資（施

設・設備）を行い、他の空間（Competitor）と差別化をすることで変異性を抑えているこ

とが分かる。この空間における顧客の変異性をコントロールする作業をゾーンニングのよ

うに名づけるとしたならば、あくまで山岳国立公園に限ってであるが、「ググググレレレレーーーーデデデディングィングィングィング」

と呼びたい。なぜならば、当該公園における登山道のゾーンニングの事例が基本的に安全

管理面から行われ、登登登登山山山山道道道道のグのグのグのグレレレレードが変ードが変ードが変ードが変異異異異性を左右する性を左右する性を左右する性を左右すると見られており、これついては

事例（129 頁以降の事例 2～4）をもって後述する。一方、環境保護を重視したい場合は、

ゾーンニングではなく前述した利用調整地区という新しい枠組みを用いて強固に変異性を

コントロールするのが日本の国立公園における潮流である。  

  

4    ポポポポジジジジショニショニショニショニングングングング：：：：マッチングマッチングマッチングマッチング  

4-1 ポポポポジジジジショニショニショニショニングの本ングの本ングの本ングの本質質質質  

 ポジショニングはターゲティングで絞った市場の中で、他とは異なる独自のポジション

を顧客に認知してもらい、差別化を図る作業であることは既に述べた。その方法は、前述

した 3C の視点が重要になる。顧客（Customer）から見てそのポジションが好ましく、競

合（Competitor）と重なることなく、且つ自身（Company）が無理なく提供できるサービス

でなくてはならないからだ。  

 観光の文脈で例えるならば、ある宿泊施設が、温泉というテーマで周遊型観光を訴求し

たい場合、良質の温泉という共通のテーマを他所と共有しつつも、他所と差別化をしなけ

れば、周遊をしてもらえなくなる。そこで温泉を露天にする、内風呂にして高級化する、
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などに入会しブランディングを図る、などといった方策を自身のも

つプロパティを考慮しながら考察することになる。顧客にそのポジションが支持されて初

めて収益に繋がるため（価値は顧客が生み出すので）、単にポジションを差別化するだけで

なく、顧客に認知・共感してもらうことがポジショニングの本質と言える。  

 

4-2    ポポポポジジジジショニショニショニショニングとマッチングングとマッチングングとマッチングングとマッチング  

ROS におけるポジショニングは利用者にそのゾーンが他のゾーンとどのように違うの

か示示示示すことすことすことすことが、これにあたる。この ROS の最終段階の作業をゾーン（空間）と利用客の「マ「マ「マ「マ

ッチング」ッチング」ッチング」ッチング」と呼びたい。前述のゾーンに従ったレクリエーション体験・活動の決定とそれ

に基づく施設・設備が整えられたことは、そのゾーンの他のゾーンが物理的に物理的に物理的に物理的に差別差別差別差別化化化化され

たことを指すが、それを認知してもらわなければ、ROS の目的である、利用客の多様なニ

ーズを満たすことができなくなる。そこで前述のニュージーランドの事例のように、各々

のゾーンをピクトグラムなどを用いて、利用客にとって認知しやすい形で情報を公開する

ことになる。前述したサービスのもつ特徴（前章 3-3）にもあるが、これは利用者との利用者との利用者との利用者とのササササ

ーーーービビビビスの共スの共スの共スの共同同同同生生生生産産産産を促す装置でもあることに注目が必要である。その開示した情報を用い

て、利用客の側でそのゾーン及びゾーンで提供されるであろうレクリエーション体験が自

身の嗜好とマッチしているかどうか判断してもらうことで、利用者にとっても利益になる

形で「変異性」を抑えているのである。マッチングによって変異性を抑えることは、利用

体験がその場に沿わない他者の行為によって害されることを防いだり、ニュージーランド

の事例のように事故のリスクを低減できたりと、「生産者と消費者の間でパレートが最適化

される」ことにつながる。このモデルが継続的に利用されているのは、そのプロセスは論

理的に正しいと言えるからである。  

このように STP と ROS は本質的に同様といえ、図 24 に示すように、いずれも資本の集

中と選択に向け、顧客の変異性を抑えるためのプロセスであり、ROS をををを見見見見る限りる限りる限りる限り、、、、「資本「資本「資本「資本

化のプロセス」化のプロセス」化のプロセス」化のプロセス」はマーケティングのはマーケティングのはマーケティングのはマーケティングの立立立立案フ案フ案フ案フェイェイェイェイズズズズののののフレフレフレフレーーーームムムムワワワワークークークークとととと同同同同一である一である一である一である。  
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 参考 URL（ http://www.hitou.or.jp/）。現地調査に訪れた中分山岳国立公園のみくりが池温泉（立

山地区）も入会している。  
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図 24：STP（上）と ROS（下）の比較  

（筆者作成）  

 

5    地域制地域制地域制地域制公園と公園と公園と公園と STP 

前述のニュージーランドの事例の通り、ROS に見られるゾーンニングは、利用の機会を

最大限提供するために有効な方法であるだけでなく、リスクマネージメントにも利用可能

であり、顧客とゾーンの自然なマッチングを促す活用法があることは既に示した。これは

ターゲティングによる顧客の変異性のコントロールといって良いが、既既既既にににに多くの多くの多くの多くのササササーーーービビビビスススス

提提提提供者を内包している地域制公園では、そもそも供者を内包している地域制公園では、そもそも供者を内包している地域制公園では、そもそも供者を内包している地域制公園では、そもそも彼彼彼彼らの意らの意らの意らの意志志志志をををを無無無無視して視して視して視してゾゾゾゾーンを設定するーンを設定するーンを設定するーンを設定する

ことはできないことはできないことはできないことはできない。そこに至るアクセスは生活道であり、ゾーン設定に従って整備の状況が

変化したり、利用者の属性が好ましくない方向に変化しては困るからである。また設定し

ても利用客にどこまで開示するかは別の議論となる。中部山岳国立公園での実態調査にあ

るとおり、安全面が心配ということで、登登登登山山山山情報情報情報情報は外国人に対しは外国人に対しは外国人に対しは外国人に対し開示開示開示開示しないしないしないしない姿勢姿勢姿勢姿勢が一が一が一が一般般般般的的的的

だからである。  

しかし、ROS の本質がマーケティングと同一ならば、日本の国立公園でも、その「効率」

性や「公正」性に着目して、STP 的活動が行われていても不思議ではない。以下の日本の

山岳国立公園での事例は反証とも言える昨今の動きである。  

 

＜事例 1＞  

大雪山国立公園では、利用者にゾーンを開示するには至っていはいないが、環境省北海

道地方環境事務所国立公園・保全整備課（2006）が示すような ROS を用いたゾーンニング

手法で各路線を図 25 のように区分して、効率的な登山道管理に活かすなど、発展的な動き

を見せている。この山域は山中にサービス提供者が少ないため、ROS を進められたとも言

えるが、裏を返せば登山道の整備や事故・遭難時の救助といったサービスの提供者が他の



 - 129 - 

国立公園に比べ少ないことから、公園管理者の負担が大きく、費用の集中と選択を迫られ

た結果行ったセグメンテーションと推量できる。  

 

   
登山道の保護・保全の必要性と利用体験のマトリクス（左図）を設定し、それに従いマッピングしてい

る（右図）  

図 25：大雪山系でのゾーンニング  

（環境省北海道地方環境事務所国立公園・保全整備課 ,  2006, p.5, p.8 より転載）  

 

＜事例 2＞  

また広域ではないが、「山」単位でゾーンを設定している場合もある。筆者が 2013 年 6

月 21 日～22 日に訪れた雲仙天草国立公園における雲仙岳は、登山道の要所に、各登山道

のレベル（グレード）表記及び必要な携行品などが記載された案内板が設置してあった（写

真 8）。この登山案内板は登山道の分岐に番号を振って設置されており、地図を所持してお

らず、そこの場所の名前がわからない登山客も自身がどこにいるのか分かる仕組みになっ

ている。これは、雲仙ロープウェイのために峠を開放しており、簡単に中腹まで自動車で

アクセスできるため、気軽に（あるいは不用意に）登山を行う者が存在することへの配慮

（変異性のコントロール）と見られる。  
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写真 8：雲仙岳案内板  

  

レベルによって色分けされた登山道（左） 地図上の番号に対応したコース案内（右）  

（筆者撮影）  

 

＜事例 3＞  

さらに、行政が積極的に登山道を管理している地域では、山小屋などの関係者と協議の

うえ行政行政行政行政独独独独自の自の自の自のゾゾゾゾーンを設定し、利用客にーンを設定し、利用客にーンを設定し、利用客にーンを設定し、利用客に提示提示提示提示しているしているしているしている事例もある。太田（2009）によれ

ば、白馬村は中部山岳国立公園の後立山連峰において、白馬岳に至る大雪渓ルート、白馬

鑓温泉へ続く鑓温泉ルート、五竜岳に至る遠見尾根ルートを林野庁から借り、また唐松岳

に至る八方尾根ルートの管理も行っているが、登山とスキーで栄えてきた村にとっては、

これらの百名山を擁するルートで遭難などの事故があってはならないとの考えから、村独

自のゾーンニングを実施しているという。登山道を「トレッキングエリア」と「登山エリ

ア」に分けたうえで、体力と装備に違いが生じる旨を載せた案内板（標識）を作成し、2007

年より登山口に掲示している。標識上で登山道を色分けし、例えば大雪渓ルートは大雪渓

下部のケルンまで、八方尾根ルートは八方池まで、遠見尾根ルートは小遠見までがトレッ

キングで、それ以上は本格的登山である旨を告知している。これは、山域は限られている

ものの完全に STP のプロセスに従った行為である。  

 

＜事例 4＞  

同様に中部山岳国立公園の南部（上高地・槍・穂高）では、環境省が主体となっている

「上高地ビジョン
214

」の構想の中で、上高地から横尾までが「散策・トレッキング」、横

                                                   
214

 2013 年 3 月に上高地の管理運営に関する総合的な合意形成の場として設置された「中部山岳国

立公園上高地連絡協議会」で検討されている目指す姿・行動計画の総称である（環境省 , 2013

に基づく）  
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尾より上は「登山」というふうに利用形態を分けたあと、登山については、さらに細かく

バリエーションルート、高山滞・ガレ場を歩くルートなど歩道のタイプを示すといったこ

とが検討されている。装備についても涸沢から上はヘルメット着用をルール化したり、山

岳保険の必要性を明記する、山小屋の管理責任や整備・管理水準も示すなどといった安全

管理の徹底や自己責任の明確化を目指しているという
215

。  

 

以上の 4 例の山岳国立公園における STP 的行為は、それぞれ状況も主体も異なるが、意

図的にマーケティングを活用したのではなく、最終的に各々が効率を考慮し、ゾーニング

や ROS を実施したほうが賢明と判断した結果である。その目的は費用の抑制や安全管理と

いった「資本化のプロセス」であっても、論理的に考えればマーケティングコンセプトと

同様になるといえ、転じてマーケティングコンセプトの公園管理への積極活用が可能であ

る証明となる。  

 

第第第第 7 章章章章のまとめ：のまとめ：のまとめ：のまとめ：ROS とととと STP はははは同同同同じじじじフレフレフレフレーーーームムムムワワワワークであるークであるークであるークである  

・ 検証の結果、セグメンテーションはゾーニング、ターゲティングはグレーディング、

ポジショニングはマッチングに等しく、ROS と立案フェーズにおける STP は同一のフ

レームワークに従っており、仮説は正しい。  

・ ROS のフレームワークがマーケティングに基づくならば、その効率性、公正性から地

域制公園でも採用されていても不思議ではない。そして実際にその導入の検討が各地

で広がっている。  

                                                   
215

 株式会社モンベル広報部（ 2013）に基づく。  
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第第第第 8 章章章章    マーケティングの応用性の考察：マーケティングの応用性の考察：マーケティングの応用性の考察：マーケティングの応用性の考察：富富富富から逆算する思考のフレから逆算する思考のフレから逆算する思考のフレから逆算する思考のフレ

ームワークームワークームワークームワーク  

 

 本章では、富から逆算する視点（どのようにしたら市場価値を得られるかという視点）

で、マーケティングプロセスの展開フェーズの各要素を用いて、実際に山岳国立公園を取

り巻く諸事情を考察し、そのフレームワークの「市場化のプロセス」だけでなく（第 6 章

4 節で示した「市場化のプロセス」への適用よりもさらにもう一歩進め）、「資本化のプロ

セス」への適用性も検証する。その後、一連のマーケティングの実行主体としての DMO

及び評価・フィードバックの重要性について考察を行う。  

 

1    展展展展開開開開ののののフフフフェーェーェーェーズズズズを用いたを用いたを用いたを用いた応応応応用性の考察用性の考察用性の考察用性の考察  

1-1    マーケティングマーケティングマーケティングマーケティングミミミミックスックスックスックス：要：要：要：要素素素素間の間の間の間の整整整整合性合性合性合性  

 展開のフェーズは、立立立立案フ案フ案フ案フェーェーェーェーズズズズで定めたで定めたで定めたで定めたポポポポジジジジショニショニショニショニングをングをングをングを実実実実現するために現するために現するために現するためにマーケティマーケティマーケティマーケティ

ングングングングミミミミックスックスックスックスという手法を用いるという手法を用いるという手法を用いるという手法を用いる。ミックスの所以は、3C の視点から、以下に考察してい

く 7P
216

それぞれの要素が全全全全体体体体としてとしてとしてとして整整整整合性をもって合性をもって合性をもって合性をもってデザインされることからきている
217

。

7P それぞれが、目標に向かってデザインされているだけでなく、7P 同士で整合性が取れ

ているか留意が必要であるという意味がマーケティングミックスには込められている。  

  

1-2    商品商品商品商品（（（（Product））））  

（1）サービスコンセプトの設計で考慮すべき「主張」の考察  

近藤（2010）はサービス商品のデザインに最も重要な要素にササササーーーービビビビススススココココンセプンセプンセプンセプトトトトの設計の設計の設計の設計

を挙げている（その後、後述するササササーーーービビビビス品ス品ス品ス品質質質質、ササササーーーービビビビススススパパパパッケージッケージッケージッケージ、プロプロプロプロダダダダククククトラトラトラトラインインインイン

及びブラブラブラブランンンンデデデディングィングィングィングの決定を行う）。ここでいうコンセプトとは企業（提供者）の「「「「主張主張主張主張」」」」

をををを入入入入れれれれ込込込込みながらみながらみながらみながらユニユニユニユニークにークにークにークに「「「「顧客（利用客）の顧客（利用客）の顧客（利用客）の顧客（利用客）のニニニニーーーーズズズズ」」」」をををを満満満満たすことたすことたすことたすことである。例えば、

立ち食いそば屋のサービスコンセプトは「簡単に早く食欲を充たす」である。国立公園の

場合は、「自然に親しみ、「自然に親しみ、「自然に親しみ、「自然に親しみ、学学学学ぶぶぶぶ場」場」場」場」（環境省 , 2013, p7.）がこのサービスコンセプトにあたる

だろう。ただし、「「「「主張主張主張主張」」」」は良いかもしれないが、「「「「顧客（顧客（顧客（顧客（利用客利用客利用客利用客））））ののののニニニニーーーーズズズズがががが満満満満たされるたされるたされるたされる

のかのかのかのか」」」」どうかは別問題である。国立公園の来訪目的は「自然に親しむため」及び「学ぶた

め」だけではないと予想できるからである。またその「主張」に関しても、山岳国立公園

に限れば異なった主張をサービスコンセプトに入れ込むことができるかもしれない。  

資源の分類には様々な切り口がある。須田（2009）は観光資源を図 26 のように有形・無

形×自然・文化のマトリクスやテーマ別で分類できるとしている。  

                                                   
216

 7Ｐの構成要素については脚注 179 を参照。  
217

 清水（ 2009）に基づく。  
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図 26：観光資源の分類  

（須田 ,  2009, p.66 より転載）  

 

この場合、自然公園は総総総総合観光資源合観光資源合観光資源合観光資源と位置づけられている。これは前述のように日本の

国立公園の多くは人の手が何らかの形で関わっているためで（山岳公園においては山岳信

仰などの対象地であるなど）妥当ではある。須田（2003）の特筆すべき点は、それらの分

類された資源から観光客が得られる効果について以下の 5 種類を述べている点である。  

①  視覚効果：最も一般的な観光効果  

②  知覚効果：知的要求に応える効果  

③  体感効果：スポーツ登山などの体感に訴える効果  

④  味覚効果：生活文化やテーマパークがよく追求する効果  

⑤  聴覚効果：無形観光資源に多く見られる効果  

 

須田（2003）は、これらの効果を考慮して、できるだけその効果が大きくなるような組

み合わせを意図するよう示唆している。これによれば有形の自然観光資源に分類される山

岳・高原は宗教的、生活的な意味合いももっていたことも勘案し、「体感」に加え「知覚」

を主な効果であると述べている。一方、その山岳資源も含めた、より優れた風景地を指定

した自然公園は有形の総合観光資源として、「体感」に加え「視覚」を主な効果であると述

べている。これにより双方を考慮すると「「「「体体体体感感感感」「視」「視」「視」「視覚覚覚覚」「知」「知」「知」「知覚覚覚覚」が山岳」が山岳」が山岳」が山岳国立公園国立公園国立公園国立公園の効果の効果の効果の効果と

言える。よって山岳国立公園に関しては、自然に親しむ（体感）、学ぶ（知覚）だけでなく、

観光する（視観光する（視観光する（視観光する（視覚覚覚覚））））こともできる資源といえ、主張主張主張主張に加えることができ、サービスコンセプ

トの設計に活かしたいところである。  
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（2）  サービス品質の決定のためのサービスプロフィットチェーンとコンセッション制度

の類似性  

顧客価値を得るためには、サービスの結果だけでなく、その提供過程も重要である旨は

既に述べた。そして、主観的な要素に左右されずに、客観的にコントロールでき、且つ長

期的評価に繋がる「サービス品質」についても述べた。山岳国立公園において、登山活動

を通して提供する「体験の品質」はどのように管理されているのであろうか。ここではサ

ービスの提供者のひとつである一次利用者に着目してニュージーランドの事例を見てみよ

う。  

ニュージーランドの代表的な山岳国立公園であるアオラキマウントクック国立公園にお

いて、DOC はココココンセッンセッンセッンセッショショショションンンンの仕組みを用いて、園内におけるサービス提供者の質を担保

している
218

。National Park Act（1980）に基づき、国立公園の入園そのものには一切の料金

は不要であり、課金が発生するケースは以下の 2 通りに限られる。コンセッションはその

ひとつである。  

①課金発生のケース 1：山小屋（ハット）の利用  

エリア内の二つのハット（地元のアルパインクラブが所有し DOC が委託管理）を除き、

避難小屋（シェルター）も含めて全て利用は有料。  

②課金発生のケース 2：コンセッション  

 

コンセッションは、園内で事業を営むことを許可するライセンスの役割を果たし、その

事業者の行う事業に応じて、DOC に支払う金額及び支払形式が変わってくる。詳細は表

17 の通りであり、DOC 全体での共通の事項であるが、地域事業者との相談に応じて変更

できる裁量が（レベルによるが）地域の DOC オフィスでは認められている（ヒアリング

対象者がその裁量担当者であった）。なお、得たコンセッション料金はあらゆる活動に利用

されるため、自然保全料や入山料など名前をつけることは難しいという。  

 

表 17：コンセッションの種類：アオラキマウントクック国立公園のケース  

種類 許可期間 更新 公表 内容（事例） コンセッション料の算定方法

One-Off
（その場限り）

3ヶ月 × 不要
公園内での広告用フィ
ルムの撮影など

撮影スタッフ1名あたりに課金

投資不要の
ビジネス

10年 ○ 不要 トレッキングガイドなど 引率する顧客1名あたりに課金

投資を要する
ビジネス

30年 ○ 要 ホテル、レストランなど
地代および売上高への一定
の％で課金

 

（筆者作成）  

 

                                                   
218

 Aoraki Mount Cook National Park Visitor Centre 内のオフィスにおける DOC 担当者（Ranger, 

Community Relation and Education）へのヒアリングに基づく（ 2013 年 2 月 20 日実施）。  
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ここで重要になるのが、このココココンセッンセッンセッンセッショショショション制ン制ン制ン制度度度度ととととササササーーーービビビビスマーケティングにスマーケティングにスマーケティングにスマーケティングにおおおおけるけるけるけるササササ

ーーーービビビビスススス・・・・トラトラトラトライアングイアングイアングイアングルルルル及び及び及び及びササササーーーービビビビスプロスプロスプロスプロフフフフィッィッィッィットトトトチェーンのチェーンのチェーンのチェーンの概概概概念との類念との類念との類念との類似似似似性性性性である。サ

ービスプロフィットチェーンとは、企業は従業員満足（ES: Employee Satisfaction）を生み

出すことで、優れた従業員（サービスエンカウンター）を確保し、それが顧客と接するこ

とで顧客満足（CS: Customer Satisfaction）を生み、それが反復購買行動を促すような顧客

ロイヤリティにつながり、最終的に企業に利益をもたらすというモデルである。  

② ①

③

顧客価値を創造

Ａ.エクスターナル・
マーケティング

B.インターナル・
マーケティング

企業
（公園管理者・行

政）

従業員
（一次利用者・観

光業者）

顧客
（利用者）

C.インタラクティブ・
マーケティング

ESESESES

CSCSCSCS

ロイヤリティロイヤリティロイヤリティロイヤリティ

 

図 27：サービスプロフィットチェーン概略図  

（近藤 ,  2010 を参考に図 19 に筆者加筆）  

 

 コンセッションはこのモデルでいうところの ESとととと CSの部分をの部分をの部分をの部分をカバーしているカバーしているカバーしているカバーしていると推量す

る。まず ES であるが地域内での事業者の要望には柔軟に対応する姿勢を DOC は見せてい

る。例えば、DOC のガイドラインでは安全面から 1 名のガイドにつき引率可能な上限人数

は 15 名までと定めている。しかし当該国立公園に限っては、ガイド業者の要望を汲み、繁

忙期に限り、事前承認を得る形で 25 名まで引率可能とする柔軟な対応を行っている。また

当該国立公園はフラワートレッキングを目的とするトレッキングツアー客が多い地域であ

るが、人気の花であるルピナスは外来種である。これも駆除するか否かはガイド業者と協

議を行うなどガイド業者に対して理解のある対応を行っている
219

。  

 また CS であるが、事業者の審査は DOC で完結するのではなく、その事業にあった専門

家による外部監査（監査費用は申請した事業者が支払う）を通して安安安安全性と全性と全性と全性とササササーーーービビビビス品ス品ス品ス品質質質質

をををを担担担担保し保し保し保しているているているている。なお審査を通りコンセッションを得た事業者の所属ガイドは認証として

のバッジを身に着けており、利用者からもそれと判るようになっている
220

。  

                                                   
219

 Aoraki Mount Cook National Park 内のホテルである The Hermitage Hotel の提供するトレッキン

グガイドサービス統括責任者（ Trekking Manager）へのヒアリングに基づく。（ 2013 年 2 月 19

日実施）  
220

 ただし違法ガイドを取り締まるために公園内を DOC の職員が見張っているわけではなく、実

質的に違法ガイドを防ぐ手立てがないのが課題であるという（上記ヒアリングに基づく）。  
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 こういったコンセッション制度を通して、DOC は事業者から収益の一部を得るだけでな

く、ES で直接的に、及び CS で間接的にサービスの質を担保しているのである。にもかか

わらず一方的にならず、この制度が継続的に使用されているのは、サービスプロフィット

チェーンのコンセプトに従い、ES と CS を達成しているからである。  

 なお利用客の DOC へのロイヤリティの部分に関しては、コンセッションではなく DMF

といった、よりマーケティングを意識したモデルで構築を試みている。  

 

（3）サービスパッケージの決定で考慮すべきスイッチングコスト  

近藤（2010）はサービス商品について、ココココアアアアササササーーーービビビビスとスとスとスとサブサブサブサブササササーーーービビビビスのスのスのスの組組組組み合わせによみ合わせによみ合わせによみ合わせによ

るるるるササササーーーービビビビススススパパパパッケージッケージッケージッケージとして通常は提供されると述べている。例えば、ホテル・旅館など

の旧来のサービスパッケージは宿泊というコアサービスと、食事というサブサービスの組

み合わせで提供されている
221

。  

ミルフォードトラックの事例で説明すれば、コアサービスはそのトラックを楽しむのに

必須の DOC 管理の山小屋（宿泊サービス）がコアサービスになるが、DOC のウェブサイ

トでの購入時に、基点のテアナウ市内からボート乗り場のあるテアナウダウンズまでのバ

ス、テアナウダウンズから登山口まで行くためのボート、下山口からミルフォードサウン

ド港までのボートといったサブサービスも合わせてパッケージとして購入を要する
222

。こ

れらのサブサービスの提供者は全て民間事業者であるが、DOC で委託販売の形態をとって

いる。  

日本の場合、一部の山岳国立公園を除き、登山シーズン中は、電車とバスの乗り継ぎで

国立公園内の登山口を訪れることができ、それゆえに縦走 223
も可能であるという強みがあ

る。しかし、その購入方法は一様ではなく、また言語的問題から、外国人にとって利用し

やすいとは言えない
224

。また山岳国立公園内の山小屋もオンラインでの事前予約には対応

しておらず、基本的に電話予約のうえ現地での現金決済になる。こういった事情を考慮す

れば、例えば次頁に示すようなサービスパッケージで、山岳国立公園を活用した観光商品

が企画できる。  

 

                                                   
221

 近藤（ 2007）によれば、コアサービス、サブサービスに加え、コンティンジェントサービスと

いう、定常業務外のサービスもあると述べている。これは、顧客のわがままに応えることで、

その「特別扱い」をロイヤリティに換えることを目的とする、または特別食などやむをえない

場合に備えた、特別サービスを指し、マス・カスタマイゼーションの範疇を超えるため（完全

な個客化のため）本稿では扱わない。  
222

 任意の選択式であるが、ミルフォードサウンドから近隣の町までのバスチケットも DOC のサ

イトから上記のパッケージに組み合わせて購入可能である。  
223

 いくつかの山頂を尾根伝いに登る登山形態のこと。登山口と下山口が異なることが多いため、

自家用車の場合、駐車場に戻らないとならないことから、縦走は困難となる。  
224

 日本政府観光局が 2011 年に訪日客に対して行った調査（N 値不明）では、「無線 LAN 環境の少

なさ」（ 36.7%）についで「コミュニケーション」（ 24.0%）が不満要素として挙がった（木村 , 2013

に基づく）。  
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＜試案＞  

商品名：○○国立公園での△△山縦走パッケージ  

コアサービス：コースを楽しむための登山口まで及び下山口からの交通機関のチケット  

サブサービス：山小屋予約サービス、当該山域地図（自然保全料 225込み）、山岳保険 226
 

 

ここで重要なのは、このパッケージにより利用客の利便性を追求できるだけでなく、山

岳国立公園への来訪をより確実にできるため、結果として他他他他の目的地の目的地の目的地の目的地（（（（競競競競合）合）合）合）ににににシシシシフトフトフトフトすすすす

るためるためるためるためののののスイッチングスイッチングスイッチングスイッチングココココスススストトトトをををを高高高高くくくく設定している設定している設定している設定していることことことことである。質の高い体験を提供できる

国立公園であることが前提であるが、コアサービスとサブサービスの組み合わせというパ

ッケージ化のコンセプトは「市場化のプロセス」に有用と言える。なお、こういった商品

の販売主体はとなる DMO については後述する。  

 

（4）プロダクトライン、ブランドの決定の際の留意点  

近藤（2010）によれば、プロダクトラインとは品揃えのことである。観光業界では交通

機関、宿泊施設など 1 種類のサービスを提供する場合が多いが、国立公園となると複数の

アウトドアレクリエーションを提供することも考えられる。ニュージーランドでは写真 9

のようなピクトグラムを用いて、当該国立公園または園内のトラックでどのようなアウト

ドア体験が楽しめるか、利用客に示しており、国立公園の環境によってこのプロダクトラ

インは異なってくる。  

このプロダクトラインを決めるための作業が前述した STP であり、言い換えれば品揃え

だけでなく、上記のピクトグラムのように利用客に、その品揃えを認知してもらうことも

多様な体験の機会の提供のために必要な作業であり、プロダクトラインの決定時に合わせ

て考察するのが好ましい。  

 

 

 

 

 

 

                                                   
225

 第 5 章で入園料の徴収は困難であることが判明したが、税金により国立公園の管理者である環

境省を支えていない外国人旅行客であれば、上記のように自然保全料を徴収しても二重支払い

とはならないと推量する。  
226

 ニュージーランドで山岳保険が話題に挙がらないのは、愛甲（ 2012）が述べるように国籍問わ

ず、1972 年に制定された事故補償法により、あらゆる事故による人身被害が補償されるためで

ある。また Aoraki Mount Cook National Park Visitor Centre の担当者（Ranger, Community Relation 

and Education）によれば、遭難などによる捜索費用やヘリ搬送費用（警察やサーチアンドレス

キューと呼ばれる半官半民団体がこういった救助活動を行う）も無料であるという。ただし、

寄付という形で多少の無心は行うということである（ 2013 年 2 月 20 日実施）。  



 - 138 - 

写真 9：ニュージーランドのレクリエーション活動のピクトグラム  

  

写真上部がレクリエーション活動のピクトグラムの例。なお下部はコンセッションを受けた業者に与え

られる認証マークの説明である 227（左）  

実際に使用されている例：人が双眼鏡を持っているピクトグラムとオットセイのピクトグラム（赤枠は

筆者による。）（右）  

（筆者撮影）  

 

 ブランディングについては既に述べたとおり、その意味は端的にいえば、商品に名前を

つけることである。マーケティングミックスの中でこれが論じられるのは、その他の要素

と整合性をもたせて初めてその名前が意味を持つからである。第 5 章に記載した中部山岳

国立公園に関わる地方自治体
228

に、彼らの参加する広域観光連携である『 Japan Alps 7 

Cities
229

』について尋ねたが、そのコンセプト自体が担当者にも浸透していない様子であっ

た。ブランドは名づけただけでは意味がなく、後述する「Promotion」  や「Place」のコン

セプトを用いて内外に伝達・流通させなければ、利用者の認知を得ることができないと言

える事例である。『 Japan Alps 7 Citis』についていえば、外に向かってのコミュニケーショ

ン以前に内部でのコミュニケーションがうまく機能していない事例といえよう。  

ブランドの展開のためには、そのブランドが内外（サービストライアングルで示した関

係者間）で共有されること共有されること共有されること共有されることが重要であり、内田（2008）は「「「「ブラブラブラブランドンドンドンドココココンセンンセンンセンンセンササササス」をス」をス」をス」を築築築築

くくくく、と表現している。また、その共有度合（図 28 の円が重なる部分）を大きくすること

が、ブランドに力を発揮させると述べている。山岳国立公園にとってブランドは大きな強

みであることは既に述べたが、それを活かすためには展開フェーズの他の要素と整合性の

                                                   
227

 写真は、DOC 作成のパンフレット『Explore New Zealand with DOC』（現地観光局で入手）から

の抜粋・転載。  
228

 富山県観光地域振興局担当者へのヒアリング（ 2012 年 8 月 30 日実施）及び大町市産業観光部

担当者へのヒアリング（ 2012 年 9 月 11 日実施）に基づく  
229

 中部山岳国立公園を取り巻く 4 県 7 都市で構成する広域観光連携の名称。参加自治体及び関連

団体で構成される JAPANALPUS 広域観光都市連携会議が推進している。参考 URL

（ http://www.japan-alps.com/）  
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とれた形で組合せて、ブランドコンセンサスを築いていかなければならないのである。  

ブランド
コンセンサス

企業
（公園管理者・行

政）

従業員
（一次利用者・観

光業者）

顧客
（利用者）

 

円は各者のブランド認識を表す  

図 28：ブランドコンセンサス概念図  

（内田 ,  2008, p.123 を参考に筆者作成）  

 

また、ブラブラブラブランドはンドはンドはンドは体体体体験験験験してみなければしてみなければしてみなければしてみなければ判判判判らないらないらないらないササササーーーービビビビス商品の品ス商品の品ス商品の品ス商品の品質質質質ににににおおおおいて、事いて、事いて、事いて、事前に顧前に顧前に顧前に顧

客にその客にその客にその客にその質質質質を知らせる重要なを知らせる重要なを知らせる重要なを知らせる重要な評評評評価認価認価認価認証証証証（ク（ク（ク（クォォォォーーーールルルルママママーク）ーク）ーク）ーク）でででであるあるあるある。それゆえに世界各国の

観光サービス業（宿泊施設やツアー催行会社など）に従事する業界団体は、評価認証制度

を自らつくり、それを取得しているのである
230

。これは、ちょうど国立公園や UNESCO 世

界遺産の登録を受けるのと同じ行為、あるいはレストランがミシュランガイドから星をも

らうのと同じ行為を、自ら行っていると言える。こういった評価認証制度を活用するのも

ブランディングに有効な方法である。  

 

1-3    流流流流通通通通・場・場・場・場所所所所（（（（Place））））  

（1）流通チャネルの現状把握  

 単に利用客が増えても観光消費には繋がらない旨は第 3 章で述べた。本項では山岳国立

公園はどこで市場価値を得ることができるか、という視点で考察する。なおこのマーケテ

ィングミックスにおける「Place」には流通（流流流流通チ通チ通チ通チャネルャネルャネルャネル）と場所（販売販売販売販売チチチチャネルャネルャネルャネル）の二

つの意味があり、前者はどこを（誰を）通して顧客にサービスを届けるのかといった「経

路」を、後者はどこで販売するのか、といった「立地」を決定することに主眼が置かれる。

まずは流通チャネルから考察する。  

日本の国立公園とニュージーランドの国立公園の流通チャネルを比較して考察すると重

                                                   
230

 北海道大学観光学高等研究センター（ 2012）に詳しいが、ほとんどは、イギリスのホテル評価・

認証スキーム「Visit England Quality Standard Hotels」やスイスの観光関連事業者の品質保証プ

ログラムである「スイスツーリズムクオリティプログラム」など当該国内のみの認証制度であ

るが、フランスの小規模自治体の観光振興のための認証制度「フランスで最も美しい村連合」

などはイタリアや日本にも広がるなどグローバルな展開を見せるものもある。  
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要な点に気付く。ニュージーランドにおいてはそのチャネルは選択的である。強いチャネ

ルは DOC（提供者）で次にコンセッションを得ている業者であるが、最近は DOC がイン

バウンド観光促進に向けてエアニュージーランドと組むなど多少の変化が見られる（図 29

参照）。一方日本の国立公園は、チャネルは開放的でチャネルコントロールはほとんどされ

ていない、というよりもチャネルが存在しない。なぜならば主体となる提供者が存在しな

いためである。  

先にニュージーランドの事例を紹介し、その後日本の国立公園の状況について考察を行

う。  

 

サプライヤー 問屋 小売 消費者

利用客

航空会
社

コンセッション
を得ているホ
テルやガイド
業者

旅行代
理店

ＤＯＣ

 
四角の大きさは流通チャネルにおける立場の強さを指す。チャネルキャプテン（最もチャネルコント

ロールの強い存在）は DOC であるが、利用客自ら情報を得られるようになった現代では、選択の自

由があるので利用客が主導権をもっているケースが多い。  

図 29：ニュージーランドのグレートウォークの流通チャネル図  

（筆者作成）  

 

まず DOC 自らが販売を行うケースである。販売するのはグレートウォーク上のハット

パス（山小屋のチケット）であり、時としてそのコースに出入りするための交通機関の手

配も可能である。山小屋の予約・支払いは事前に DOC のサイトから行う
231

。  

次に航空券とハットパスのパッケージ商品である。最も新しいチャネルで、2008 年に政

権が労働党から国民党に変わった折、DOC の予算を削減されたことから、新たな収入源の

確保に向け、インバウンド観光に目を向けるようになった
232

。DOC、エアニュージーラン

ド、政府観光局の三位一体で取り組んでいる。  

最後のチャネルは DOC 内で事業を営むホテルやツアー催行者が自ら販売活動を行った

り、代理店経由で顧客を取るケースである。コンセッション制度のため間接的に DOC に

利益がいく仕組みである。  

一方、地域制公園制を取る日本においては、土地所有者が公園管理者ではないため、DOC

にあたるサプライヤーは存在しない。ササササーーーービビビビスの利用スの利用スの利用スの利用権権権権がががが流流流流通して通して通して通してしないしないしないしないといっても良い。

すると登山活動ではどこで観光消費が行われているのか、その消費活動の実態を捉える必

                                                   
231

 DOC の予約専門サイト URL（ https://booking.DOC.govt.nz/）から行う。  
232

 DOC TeAnau 事務所所属の邦人担当者 2 名（Ranger, Biodiversity General 及び  Ranger, Visitor  

Information）へのヒアリング（ 2013 年 2 月 23 日実施）に基づく。  
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要がでてくるので、改めて日本の山岳国立公園の環境を以下に整理してみる。  

① 目的地がピークであることが一般的であるから、道中の山小屋はそのピークに行くま

での中継地点であり、連泊が発生しないケースが多い。そのため山小屋のサービス（食

事メニューは固定で、入浴施設は存在しないところが多い）も連泊を前提としていな

い。これは登山道の特徴に起因する。  

② 景色を楽しむことを重視した保養型リゾートやレストランといった施設が山中に少

ない。これは地域制公園の特徴である開発の規制に起因し、新設はおろか原則として

既存の山小屋の拡張も規制されているためである。  

③ 入園料や入山料は発生しない。これは地域制公園であることに起因する。  

 

こういった事情により第 3 章で述べたとおり、登山は観光要素を含んだ活動であるにも

関わらず、観光消費が発生するチャネルが公園内の山中になく、登山者は利用者であって

も観光者にはなりえないのである。  

 

（2）立地から考察する観光消費チャネルの捉え方  

利用者を観光者（消費者）にするためには、どうしたら良いのだろうか。「Place」の別

の側面である「販売チャネル（立地）」の観点から考察する。  

営造物公園制を取る国立公園内における登山活動においては、入園・入山時点で入園料

や入山料を支払ったり、またレジャー活動を前提に宿泊サービスなどの「拠点」が設置さ

れていることから、そこで利用料が発生することになる。これはサービスの利用権として

上述の流通チャネルに乗せることが可能となる。またスイスのように国立公園ではなくて

も、インターラーケンやツェルマットという有名な「山岳保養地」を兼ねた登山基地が存

在するエリアが地域内にある場合、観光消費が行われる販売チャネルは、より明確となる。  

日本の国立公園の場合はどうであろうか。図 30 は登山ガイドブックからの抜粋であるが、

筆者が赤線で囲んだ部分には近隣の温泉情報が記載されている。これは公園内の施設が不

十分であることが、必然的に公園周辺の地域の入浴施設、宿泊施設、飲食施設への需要に

繋がる可能性を示唆している。地域制公園であるがゆえに、地域住民の生活圏と距離的に

近いことが、顕在的なまたは潜在的な観光消費チャネルについて、園内園内園内園内になくとも公園になくとも公園になくとも公園になくとも公園周周周周

辺辺辺辺に多に多に多に多数数数数あるという状あるという状あるという状あるという状況況況況を生み出している。  



 - 142 - 

 

図 30：登山ガイドブック（中部山岳国立公園内白馬岳・鑓ヶ岳の頁）  

（ EDICO 編 ,  2004, p.183 より転載。赤枠は筆者による。）  

 

すなわち日本の国立公園においては、その観光その観光その観光その観光圏圏圏圏をををを国立公園国立公園国立公園国立公園周周周周辺辺辺辺にまでにまでにまでにまで広広広広げて考えるげて考えるげて考えるげて考える必必必必

要があり要があり要があり要があり、これは広域観光圏とは異なった、外国人旅行客が登山を楽しむ場合の動線に従

ったシンプルな「商「商「商「商圏圏圏圏」」」」と呼ぶべき概念である。日本の国立公園においては体験の範囲を

広げ、国立公園単体で訴求するのではなく、国立公園を楽しむために必要なサービス・施

設をまとめて商品とする必要があると言える。  

地域では観光振興のために、どのように「商圏」を捉えるかについて試行錯誤がなされ

ている。例えば、ミシュラングリーンガイドで二つ星を獲得している兵庫県の城崎温泉の

商圏は温泉街のメインの通りだけではなく「地域全「地域全「地域全「地域全体体体体ががががひひひひととととつつつつの客の客の客の客室室室室（（（（宿宿宿宿）、）、）、）、道路道路道路道路はははは廊廊廊廊下、下、下、下、

駅駅駅駅はははは玄玄玄玄関関関関」」」」というように観光客の動線を含めて一つの商圏として捉えている
233

。  

ニュージーランドの国立公園でも商圏は強く意識されている。最初最初最初最初にににに旅行旅行旅行旅行客が客が客が客が訪訪訪訪れる場れる場れる場れる場

所所所所は、は、は、は、国立公園国立公園国立公園国立公園ではなくではなくではなくではなく拠拠拠拠点となる点となる点となる点となる近隣近隣近隣近隣のののの町町町町であり、そこにある観光案内所である。DOC

は大抵の町の観光案内所内に観光案内用カウンターとは別途、自身の所管の公園案内をす

るカウンターや各種配布用資料の掲示スペースを設けており、観光案内所を訪れた観光客

が、パーチェスファネル
234

のどの段階にいても対応可能な（次のファネルに転換可能な）

体制をとっている。またミルフォードトラックの基点の町（テアナウ）から少し離れた場

                                                   
233

 久保田（ 2008）に基づく。  
234

 パーチェスファネルについては図 8（第 3 章 3-2）を参照。  
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所にある観光地であるクイーンズタウンでは、民間のアウトドアショップの中に DOC が

案内所を構えるなど
235

、DOC の薦める 9 つのグレートウォーク及び 48 のその他のサイト

（場所）を体験してもらうために、チャネル展開を工夫している様子が見てとれた。  

そのチャネルでは多くの消費は発生しないが、そこから国立公園で体験を楽しむ過程で、

交交交交通通通通機機機機関関関関やややや宿泊宿泊宿泊宿泊施施施施設など地域で設など地域で設など地域で設など地域で消費消費消費消費がががが発発発発生する生する生する生するのである。それら観光サービス業者が得た

利益をどのように国立公園に還元するか（環境保全に再投資するか）は、別途本章 1-5 で

考察するが、少なくともマーケティングミックスにおける「Place」は、公園管理者が利用

を促進させたいと考えている場合に有効なデザインツールと言える。   

 第 4 章で料金徴収における試行錯誤について述べたが、マーケティングの思考からすれ

ば、この課題は「「「「Place」」」」のののの捉捉捉捉え方え方え方え方が、「公園」にが、「公園」にが、「公園」にが、「公園」に縛縛縛縛られていることにられていることにられていることにられていることに起起起起因因因因するとするとするとすると言える言える言える言える。

国立公園国立公園国立公園国立公園の観光のの観光のの観光のの観光の磁磁磁磁力の力の力の力の恩恵恩恵恩恵恩恵にににに預預預預かっているかっているかっているかっている「「「「消費消費消費消費のののの発発発発生する生する生する生する拠拠拠拠点」点」点」点」がががが「「「「Place」」」」であり、であり、であり、であり、

そこそこそこそこからのからのからのからの再投再投再投再投資の資の資の資の仕組仕組仕組仕組みみみみを考えるのが、経済学でいう「公正」の概念からも適切であり、

且つ地域で支える地域制公園だからこそ可能な議論なのである。  

 加えて、DOC が安安安安全管理のために全管理のために全管理のために全管理のために「「「「Place」」」」ののののココココンセプンセプンセプンセプトトトトを利用を利用を利用を利用しているしているしているしている事例を紹介し

たい。前述したミルフォードトラックのサービスパッケージ商品であるが、事前に当該国事前に当該国事前に当該国事前に当該国

外で外で外で外で購購購購入入入入しししし（クレジットカード決済）、、、、且且且且つつつつ購購購購入後入後入後入後のチケッのチケッのチケッのチケットトトト類の受け類の受け類の受け類の受け渡渡渡渡しはしはしはしは DOC ののののオオオオフフフフ

ィスに前ィスに前ィスに前ィスに前日日日日までに本人が取りにまでに本人が取りにまでに本人が取りにまでに本人が取りに来来来来ることることることることが義務付けられている
236

。これは「Product」と整

合性がとれたマーケティングミックスの好例である。  

利用を促進するためだけならば、来訪後に購入させても良いかもしれないが、事前に事前に事前に事前に安安安安

全全全全教教教教育育育育・環境・環境・環境・環境教教教教育育育育をををを施施施施すすすす機機機機会会会会をををを考えた場合、こういった考えた場合、こういった考えた場合、こういった考えた場合、こういった販売販売販売販売チチチチャネルャネルャネルャネルの設計の設計の設計の設計が有効となるが有効となるが有効となるが有効となる。

パパパパッケージ商品のッケージ商品のッケージ商品のッケージ商品の販販販販路路路路には、利用者の利には、利用者の利には、利用者の利には、利用者の利便便便便性を性を性を性を高高高高めるめるめるめる機機機機能能能能以以以以外に、外に、外に、外に、来訪来訪来訪来訪後後後後衝衝衝衝動動動動的に的に的に的に登登登登山山山山装装装装

備備備備もないのにもないのにもないのにもないのに入入入入山しようとする山しようとする山しようとする山しようとする潜潜潜潜在在在在的的的的なななな登登登登山山山山嗜嗜嗜嗜好好好好者を者を者を者を来訪来訪来訪来訪前に前に前に前に「「「「安安安安全全全全登登登登山者山者山者山者」」」」に転換するに転換するに転換するに転換する

機機機機能があるのである能があるのである能があるのである能があるのである。  

なお、こういった外国人 FIT 対象の来訪前に販売する観光商品はニュージーランドに限

らず一般的である。日本においては JR の旅客鉄道六社共通で販売するジャパンレールパ

スが国外で事前に購入する FIT 用の商品として有名であるが、Willar Travel 株式会社が販

売するジャパンバスパスも同様であり、前述のサービスパッケージ商品の実現性について

検討するための良い事例となる。  

 

 

 

                                                   
235

 2013 年 3 月 5 日滞在時点の情報。  
236

 グレートウォークの中でも登山装備を要する箇所のみこのシステムを採用している模様であ

る。例えば標高 1,472m の Mt.Luxmore のピークを踏むケプラートラックはミルフォードトラッ

クと同様であったが（ 2013 年 2 月 25 日～ 27 日筆者利用時点の情報に基づく）、海岸沿いを歩く

グレートウォークであるエイベルタスマンコーストラックではＥメールの印刷を宿泊チケット

に代替しており、事前に DOC のオフィスへ行く必要はなかった（ 2013 年 2 月 13 日～ 15 日筆者

利用時情報に基づく）。  
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1-4    プロプロプロプロモモモモーーーーショショショションンンン（（（（Promotion））））  

（1）山岳国立公園の観光情報発信の現状  

 伝統的なマーケティングミックスのプロモーション（Promotion）には、宣宣宣宣伝伝伝伝、、、、広報広報広報広報、セ、セ、セ、セ

ーーーールルルルス・プロス・プロス・プロス・プロモモモモーーーーショショショションンンン及び人的人的人的人的販売販売販売販売の 4 つがある。これに加えてサービスが商品の場合、

後述する物的環境要素（Physical Evidence）もプロモーションの要素として扱われる。な

お Promotion は便宜上、「販売促進」と訳されるが、それは Promotion の手段の一つに過ぎ

ないので、本稿ではその訳は使用しない。  

 山岳国立公園という公共性の高い自然資源の場合、公園を擁する地方行政や公園管理者

の立場からの「広報」が最も重要になってくる。これは利用促進
237

にしても、安全管理に

してもあるいは環境保全にしても、営業活動のために脚色された「広告」ではなく、まず

は「正確な情報」を伝えることから行う必要があるためである。  

残念ながら、観光広報については、第 5 章で述べたとおり、地方行政は山岳国立公園の

外国人 FIT への訴求には積極的ではなく、また山岳国立公園自体が行政単位にまたがって

存在するため、統一された形（ウェブサイトのユーザーインターフェースなど）での訴求

は困難な状況である。かといって事業官庁ではない環境省が行うのも不自然である。そう

なると観光庁が行うのが最も好ましいのだが、そもそも自然資源をインバウンド観光のた

めの対象資源として看做していないことと、広域観光の問題性については既に述べた。  

一方で、民間業者が山岳国立公園を総合的に訴求できる存在となるかというと、その活

動は非常に限られてくるのが現状である。日本を代表する山岳雑誌である『山と渓谷』を

発行する株式会社山と渓谷にしても、コンテンツを持っていても言言言言葉葉葉葉の問題の問題の問題の問題から外国人向

け雑誌の出版や情報を発信するのは困難であるという
238

。特に紙媒体であるが、脚注 161

に記載した『Hiking in Japan』の著者の一人は、言葉の問題がクリアできても国外で流通で

きるネットワーク（出版局）がなければ出版までこぎつけることができず、これが類似本

（外国人旅行者向けの日本の登山案内書）が存在しない原因と述べている
239

。  

それにもかかわらず、第 5 章で述べたように中部山岳国立公園では夏の登山シーズンは

韓国からの登山者が多く訪れるなど、全体から見れば少数であっても実際に登山活動を行

っている外国人は存在する。そのため内野・内野（2009）は「正しい情報」の発信が不足

していることによるマナーの違いから来るトラブルや安全管理意識の違いを改善するため

に、韓国語のホームページを作成すると同時に、韓国の登山雑誌に寄稿する形で流通ネッ

トワークの課題を克服しているが、個人の力ではどうしても限界がある。山岳国立公園を

取り巻く利用促進を考えるためにはその観光情報の発信主体から考察しなければならない

                                                   
237

 利用促進に関しては、第 3 章で示したパーチェスファネルと第 2 章で示したブランドビルディ

ングブロック及びブランド体系を活用して行っていくことになるが、本項では触れない。これ

は、後述する DMO のように、山岳国立公園という商圏地域のプロモーションを司る主体が現

時点では存在しないためである。  
238

 山と渓谷本社オフィスにおける担当者へのヒアリングに基づく（ 2013 年 1 月 8 日実施）。  
239

 ニュージーランド、クイーンズタウン市内著者宅でのヒアリングに基づく（ 2013 年 3 月 5 日実

施）。  
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段階である。この主体については DMO の項で後述する。  

 

（2）山岳国立公園の安全管理・環境保全情報発信のあり方  

一方、利用促進のための情報発信と異なり、安全管理や環境保全に関しては、環境省や

地方自治体がその広報広報広報広報活活活活動動動動をををを通して通して通して通して積極的に発信していくべき性格のものである。いずれ

も事故や破壊が発生するとその対応や再生作業のために労力や費用、時間を要し、マーケマーケマーケマーケ

ティングのティングのティングのティングのココココンセプンセプンセプンセプトトトトからいえば、からいえば、からいえば、からいえば、予防予防予防予防をしたをしたをしたをしたほほほほうが「効率」がうが「効率」がうが「効率」がうが「効率」が良良良良いからであるいからであるいからであるいからである。  

この広報もその他のマーケティングミックスの要素と同様、目標と対象者が重要になる。

認知の向上ためなのか、意識の喚起が目的なのか、果ては行動喚起が目的なのか、その対

象者が誰なのか、によってコミュニケーションの種類が異なってくるからである。  

北村（2006）は公的機関の広報のコミュニケーションには以下の 6 種類があると述べて

いる。  

①  理解や需要を広げることを目的にした対外マーケティングコミュニケーション  

（政策広報、観光広報、定住広報、環境広報などもこれにあたる）  

②   内容・標準の共有を目的とした対内マーケティングコミュニケーション  

③  対外との良好な関係を築くことを目的とした PR、CSR、 IR などの対外コーポレート

コミュニケーション  

④ 行政運営ビジョンや組織活動の共有を目的とした対内コーポレートコミュニケーシ

ョン  

⑤ 生活に影響の大きい社会リスクや組織体が損害を受ける自損リスクの対応を目的と

した対外リスクコミュニケーション  

⑥ 社会リスク発生対応状況の共有や自損リスクの予防・防止を目的とした対内リスクコ

ミュニケーション  

 

こうして整理したうえで、安全管理や環境保全の仕組みを見直すと、異なった視点が得

られる。海海海海外外外外 FIT へのへのへのへの登登登登山山山山情報情報情報情報のののの広報広報広報広報はははは、、、、必必必必ずしも対外マーケティングずしも対外マーケティングずしも対外マーケティングずしも対外マーケティングココココミュニミュニミュニミュニケーケーケーケーショショショショ

ン、すなわち観光ン、すなわち観光ン、すなわち観光ン、すなわち観光広報広報広報広報のののの範範範範疇疇疇疇とは限らないことが分かるとは限らないことが分かるとは限らないことが分かるとは限らないことが分かる。事故の原因に安全管理意識があ

る以上、平時における対外リスクコミュニケーションの分類で、防災情報の一環として大

きく訴求しても不自然ではない。  

環境保全に関しても同様で、必ずしも対外マーケティングコミュニケーションにおける

環境広報に限らず、実際には環境保全活動は、第 5 章の調査で明らかになったように環境

保護団体や一次利用者との協力で成り立っているため、対内コーポレートコミュニケーシ

ョンの分類で、各組織の活動情報を共有するなどといった広報のあり方もありえる。  

マーケティングの「Promotion」はこのように公園管理のための広報の方向性の決定に活

用可能であり、第 3 章で国立・国営公園の指定及び管理運営に関する検討会（2007）が課
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題として挙げていた④④④④適適適適切な切な切な切な情報提情報提情報提情報提供の供の供の供の推推推推進進進進を支援する有用なツールである。  

ただし注意が必要なのは、前述の広報は、ただ行えばよいというものではなく、他の要

素との整合性（マーケティングミックスの意識）が大切である。例として、社内コーポレ

ートコミュニケーションの失敗事例を以下に挙げる。  

後述する人材（People）の項で再度触れるが、ES のためには仕事を円滑に進めるための

「道具（ツール）の提供」も重要である。ニュージーランドでは愛甲（2012）が述べるよ

うに、DOC は全ての国立公園の施設管理データベースを参照できるシステム（AMIS: Asset 

Management Information System）を導入しており、あらゆる公園内の施設の設置時期、更

新時期、定期点検及び不具合の記録などが、GIS（地理情報システム）と連携して蓄積さ

れている。  

第 6 章 2-1 で述べた DOC のリスクマネージメントフレームワークでは、発生した事故と

その空間の関係で整備・改修の優先度が定まる仕組みであり 2009 年に導入されたが、現地

調査による現場担当者のヒアリングによって、まったく活用されていないことが明らかに

なった
240

。担当者によれば、元来「Standard New Zealand
241

」という、DOC に限らずニュ

ージーランド全体のアウトドア設備のガイドラインを定めたものがあり、ガイドラインに

法的な拘束力はないが、それ（例えば橋ならば、その地域の利用者特性に対して長さや太

さが事細かに定められている）に従う限り、リスクの許容性の評価というのは不要という

認識であるという。現地でガイドラインどおりに設置できない場合もあるが、AMIS が適

宜補修時期を知らせてくれるので、設備の瑕疵による事故は、そもそも昨今ではまず起き

ないとも述べており、当該フレームワークの意図について理解に苦しむと述べていた。  

 これは、如何に理念やポリシーが優れていようと、従業員に提供しているツールとの整整整整

合性合性合性合性が整備されていなければ、その通達が効力を発揮しないことの現れであり、マーケテ

ィングミックスの重要性を示す良い事例であろう。  

 

（3）情報伝達のための方法  

さて、情報を作成するという動機付けならばここまでで良いが、日本の国立公園の場合、

さらにマーケティングを活かして、伝伝伝伝達の方法達の方法達の方法達の方法についても言及しなければならない。ニュ

ージーランドでは、前述したように物理的な拠点を構えているため紙媒体であっても、パ

ーチェスファネルでいうところの「認知」を得る機会があるが、現在の日本における公園

管理体制では、注意を引くような拠点が基点の町には存在せず、安全登山や環境保全の情

報を認知させるのは困難な状況である。作成したパンフレットを関係各社においてもらう、

                                                   
240

 DOC Te Anau Office の担当者（Visitor Assets）へのヒアリング調査に基づく（ 2013 年 2 月 28 日

実施）。  
241

 Standard New Zealand に基づき DOC が定めたガイドラインである「 Track construct maintenance 

guideline July 2008」には「 Standard New Zealand は異なる利用客に応じた設備の基準を定めて

いるものの、どうやってそれを造るか具体性に欠けるため、これは、その具体的な内容を定め

たもの」である旨記載があった。そのため、トラックのイラストや写真も多用されている。  
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ウェブサイトに情報を載せる、という作業だけでは、対象者から見向きをしてもらえない

からである。この課題は広報に限らず広告でも同様である。  

第 3 章 3-2 のパーチェスファネルの図 8 で Search（検索）、Share（情報共有） Social（ソ

ーシャル）といった用語が目に付くようになった背景にはインターネットやソーシャルメ

ディアの発展がある。ウェブ上での訴求は 4 マス媒体に比べその費用が安価であることも

手伝い、メディアを所有することができるようになった。さらにソーシャルメディアの登

場によって顧客自身が評判などを流布することで第三のメディアとしてみなされるように

なってきている
242

。横山（2010）は従来の買買買買うメうメうメうメデデデディアィアィアィア、自社サイトなどの所所所所有するメ有するメ有するメ有するメデデデデ

ィアィアィアィア、信信信信頼頼頼頼・・・・評評評評判判判判を得るためのメを得るためのメを得るためのメを得るためのメデデデディアィアィアィアの有機的な連携を目指すトリプルメディア・マー

ケティング（図 31）を提唱している。  

 

図 31：トリプルメディア・マーケティングの概念図  

（横山隆治 ,  2010, p.27 より転載）  

 

ここで重要なのは、この概念が、「どのようにどのようにどのようにどのように他他他他人事を人事を人事を人事を社会社会社会社会事に換え、事に換え、事に換え、事に換え、社会社会社会社会事を事を事を事を仲仲仲仲間事間事間事間事

に換え、に換え、に換え、に換え、最最最最終終終終的に自分事にするか的に自分事にするか的に自分事にするか的に自分事にするか」という視点で設計されていることである。このそれぞ

れの意識の転換にはどのメディアを利用するのが効果的であるかを考えて、組み合わせる

ことを横山（2010）は推奨している。例えば、社会事化するためには買うメディアで大々

的に訴求し、仲間事化するためには所有するメディアで囲い込み、自分事化するためには

信頼・評判を得るメディアで個人的にファンになってもらうなどである。  

特に買うメディアも含めてネットの発達で安価になったことは、このコンセプトの実践

の追い風になっているだろう。従来の 4 マス媒体では、限られた枠（時間枠・広告枠）に

ピンポイントでターゲットに刺さるように情報は作成されていた。これをプロダクトコー

                                                   
242

 Consumer Generated Media と呼ばれ、一般の消費者がインターネット上で情報を投稿すること

で作られるメディアなどがこれにあたる（濱野 , 2008 に基づく）。  
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ン理論と呼ぶ。しかしオンラインメディアではその枠から自由になったため、なるべく多

くの人間を惹きつけたうえで、顧客に自身がターゲットか判断してもらうようターゲット

の間口を広く取るよう情報が作成されるようになる。これをスプレー理論と呼ぶ（図 32）。  

 

コ
ミ

ュ

ニ
ケー

ショ

ン
開
発
の
方
向

消費者に刺さるエッセンスを探し出す
買う理由を見つけてもらうよう、間口となる
体験価値を膨らます

商品規格

商品規格

エッセンス

ベネフィット

ベネフィット

体験価値

 

図 32：プロダクトコーン理論（左）とスプレー理論（右）概念図  

（横山 ,  2010, p.100 より一部改変うえ転載）  

 

その間口は右脳に働きかける体体体体験験験験価値価値価値価値が良いとされる。そのブランドを体験してもらえ

るような仕掛けが必要になるが、前述のとおりブランディングが強力になされている国立

公園ならば、体験せずとも次のステージまでに興味を喚起できるだろう。  

第 4 章で述べた環境配慮意識を環境配慮行動に繋げるための情報の提供は、環境教育・

啓蒙の重要性を強く述べるよりも、このメディアの性質を活用し、他人事を自分事に転換

していくように設計することが近道である。  

登登登登山山山山道道道道上の上の上の上のゴゴゴゴミミミミ、、、、トトトトイイイイレレレレなど顧客が触れるなど顧客が触れるなど顧客が触れるなど顧客が触れる部分は部分は部分は部分は、自分、自分、自分、自分事なので事なので事なので事なので行動行動行動行動に現れるが、に現れるが、に現れるが、に現れるが、植植植植生生生生

破壊破壊破壊破壊やややや登登登登山山山山道道道道のののの裸裸裸裸地化地化地化地化などなどなどなど１回１回１回１回見見見見たたたただけではだけではだけではだけでは良良良良しししし悪悪悪悪しがしがしがしが判判判判らないものらないものらないものらないものはははは他他他他人事なので人事なので人事なので人事なので行行行行

動動動動には現れないのは当たり前でありには現れないのは当たり前でありには現れないのは当たり前でありには現れないのは当たり前であり、これを自分事に転換するには、少なくともパーチェ

スファネルの認知段階に転換する、もしくは社会事として認識してもらわなければならな

い。そのための間口は、環境教育・啓蒙という具体的なトピック（エッセンス）でなく、

もっと興味・関心をそそるような、感情段階に移行してもらえるような「観光情報」でも

良いのである。ウェブ上でクリックしていくうちに、環境配慮行動の重要性を仲間事にし

てもらえば良いのである。その後実際に訪れれば、その山域のファンになってくれる、す

なわち環境保全を啓蒙する側になることも期待できよう。  

これは  安全管理にしても同様である。「山行計画を作成し、入山時に提出すること」に

どんなベネフィットがあるのか、広く認知させるためには、スプレー理論に従いどんな情

報が見つけてもらいやすいか、トリプルメディアに従い、どのメディアが効率的かを検討

するのが肝要であることを「Promotion」の考察は示している。  
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1-5    価価価価格格格格（（（（Price））））  

 第 4 章 1-3 で環境保全の再投資に向けた料金の徴収方法について論じたが、その価格（値

段設定）については別途、考察が必要である。どうすれば生産者余剰を最大にしつつ、顧

客価値を減じない価格を設定できるだろうか。  

公園管理者的思考に基づけば、「環境経済学の観点から維持費に必要な費用を算出し、前

述のタスマニアのアンケート結果や乗鞍のケースのようにオープンポリシーで明示して、

その負担を利用客に求める」といったやり方になるだろう。  

しかしこの方法は、支払とその金額の妥当性は示せるが、値決めのための支払う側の納

得感は醸成できない点は既に述べた。例えば「生物多様性のために○○円の維持費」が必

要とわかっていても、利用者にとって直接的な便益（消費者余剰）には関係ないからであ

る。利用客にとって利用客にとって利用客にとって利用客にとって支支支支払払払払ってもってもってもっても良良良良いとする価いとする価いとする価いとする価格格格格は、は、は、は、科学科学科学科学的な正当性とは的な正当性とは的な正当性とは的な正当性とは別別別別途途途途、顧客価値か、顧客価値か、顧客価値か、顧客価値か

らららら逆逆逆逆算算算算されされされされねねねねばならない。ばならない。ばならない。ばならない。  

事例として長野県が「入山税」の導入を検討した記事をみてみよう。遭難の多発に伴う

救助活動費（県警が対応するため県の予算）及び利用客のための登山道維持費（松本市が

補助）など、県外の利用者のために県が負担する費用が大きいことから、入山税導入の検

討が行われた
243

。その結果入山税の導入自体は先送りであるが、救助費用はそのまま地方

行政が負担する一方、登山道維持費用は登山客の負担が妥当とする結論となった
244

。  

マーケティング的観点からいってもこの判断は正しい。登山道は登山者の求める経験に

必要な設備であるため受益者負担が受け入れられる可能性があるが、救助される経験を望

んでいる登山者はおらず、その費用が転嫁されることに同意を求めるのは困難であるから

だ。脚注 5 でも述べたが、人は利得よりも損失に敏感であり、その救助費用が高額 245
であ

ることが容易に想像できる状態ならなおさらである。  

そもそも費費費費用の用の用の用の積積積積み上げからみ上げからみ上げからみ上げから負担負担負担負担額額額額をををを決決決決めるというめるというめるというめるという発発発発想想想想はははは国立公園国立公園国立公園国立公園にににに適適適適しているだしているだしているだしているだろろろろ

うかうかうかうか。例えば、原価が安価な食材で作った料理でも高級レストランで利用客が高い値段を

支払うのは、味だけでなはく、サービスが提供されるその空間に、そしてその経験に価値

を感じているからである。同様に受受受受益益益益者者者者負担負担負担負担という観点からではなく、という観点からではなく、という観点からではなく、という観点からではなく、登登登登山者がどのよう山者がどのよう山者がどのよう山者がどのよう

な「経な「経な「経な「経験験験験」を」を」を」を求求求求めているのか、その「経めているのか、その「経めているのか、その「経めているのか、その「経験験験験」を」を」を」を国立公園国立公園国立公園国立公園はははは提提提提供できているか、供できているか、供できているか、供できているか、できているできているできているできている

場合、その場合、その場合、その場合、その「経「経「経「経験験験験」にいくらの価」にいくらの価」にいくらの価」にいくらの価格格格格がががが妥妥妥妥当か、といった当か、といった当か、といった当か、といった支支支支払払払払意思価意思価意思価意思価格格格格（WTP: Willingness to 

Pay）に基づいた価格設定が、経験を提供している国立公園ならできるはずである
246

。池

                                                   
243

 読売新聞（ 2012）に基づく。  
244

 産経新聞（ 2013）に基づく。  
245

 大関（ 2013）によれば、事故・遭難場所が判明している場合で、且つ警察が出動できない場合

の民間救助費用は 60～ 90 分のヘリコプターのフライトで 60～ 80 万円、これに救助隊員の日当

として一人当たり 3～ 5 万円 ×3～ 5 名（合計 25 万円 /日）が加わる。  
246

 仮想的市場法と呼ばれるメソッドで、観光客や利用者から聞き取りを行ってこの支払意思価格

の算出を行う。ただし、回答者は実際の支払いを伴わずに評価額の回答をするため、それが過

大となる傾向（仮想バイアスと呼ばれる）があり注意を要する手法である（柘植・栗山・庄子 , 

2005 に基づく）。  
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尾（2010）によれば WTP は、知覚価値（知覚されているその利用客にとっての価値）と

内的参照価格（記憶の中の値ごろ感）により構成されており、設定された価格に対してど

ちらかが下回った場合、WTP は低くなるので注意が必要と述べている
247

。  

このマーケティング的思考は、第 4 章で述べた環境保全教育における「環境配慮意識」

を「環境配慮行動」へ繋げる（転換する）という課題に対して、大関（2008）の中で太田

が述べる「負担感の抑制する情報の提供」（これは自自自自発発発発的な転換的な転換的な転換的な転換を促す方策である）以外

に、登登登登山客が納得で山客が納得で山客が納得で山客が納得できるきるきるきるササササーーーービビビビスをスをスをスを提提提提供することで供することで供することで供することで他他他他律律律律的に転換率を上げる的に転換率を上げる的に転換率を上げる的に転換率を上げるという視点を

与えるものである。  

横内・敷田（2007）によれば、白山国立公園において登山者対象に行った 2005 年のアン

ケート（N=754）において、84%が家までごみを持って帰ると回答している。その一方、

公園近隣のコンビニなどで捨てると回答した者が 16%となっており、どこまで持ち帰るか、

は議論の余地を残した。そこで 2006 年に「ゴミを下山時に回収する仕組みがあれば利用し

ますか」と質問（N=444）を行ったところ、49.5%の登山者が利用したいと回答している。

そのサービスへの負担意志を確認するために、払っても良い費用を質問したところ、最も

多かった回答は 120 円まで（40.3%が支持）であった。建設工業新聞の記事（2006）によ

れば、白山の登山者のゴミ処理にかかる 1 人当たりの費用（4 円プラス運搬・保管・人件

費などの諸費用）を考慮すれば、ごみ処理もビジネスになると述べられている。  

これは、市場の原理に則って、登山客が交換をしたいと思えるようなサービスを提供で

きれば、費用の積み上げによる価格設定でなくても対応可能という良い事例である。  

 

1-6    人人人人材材材材（（（（People））））  

（1）ガイドの人材育成の方向性：個人資格化への疑問  

ヒトが直接的に顧客に対してサービスを提供するため、サービスマーケティングではそ

の人材のデザインもマーケティングミックスの一環として考える必要がある。  

山岳国立公園において、利用ならびに観光消費を推進するための人材は多岐に渡るが、

ここでは、インバウンド観光の観点から第 5 章で指摘されていた、ガイド業と通訳業のコ

ンフリクトにスポットを当てて、問題の本質と解決策についてマーケティングを活用して

考察してみたい。  

ガイド業にはその活動について、法や規制による制限は存在しないが、外国人の旅行通

訳案内には通訳案内士法
248

があり、次頁のように定められている。  

 

                                                   
247

 知覚価値＞設定された価格＞内的参照価格の場合は、「その価格で買う価値はあるが、他で探

せばもっと安い価格で手に入る」と思い、内的参照価格＞設定された価格＞知覚価値の場合は

「価格は妥当だが、自分にとってはそこまで支払って手に入れる価値はない」といった判断に

なる。  
248

 1949 年に施行され、 2006 年の法改正により個人登録資格としての通訳案内士が法下で定めら

れた。  
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・ 第二条 通訳案内士は、報酬を得て、通訳案内（外国人に付き添い、外国語を用いて、

旅行に関する案内をすることをいう。以下同じ。）を行うことを業とする。  

・ 第三十六条   通訳案内士でない者は、報酬を得て、通訳案内を業として行ってはなら

ない。  

 

山岳ガイド業には道先案内とインタープリテーションの両方が含まれることがあり、ど

ちらのサービスにいくら、と料金が設定されているわけでもないので「グレーゾーン」で

あり、第 5 章の現地調査で明らかにしたように活動を自粛するケースもある。しかし通訳

案内士法はライセンスを得た者のみが外国人に対して旅行通訳を行うことが可能な排他的

営業権であり、また資格試験化することで、サービスの質を担保する機能もあり、前述し

たコンセッションと同様のコンセプトのように見える。  

また同様の動きがアウトドアガイド業界においても見られることは既に述べた。地方自

治体の条例で信州登山案内人制度や北海道アウトドアガイド資格制度など、個人への資格

認定制度でガイド業の専門職化を助ける動きのことである。  

どちらもサービスの質を向上させることを目的としており、コンフリクトの原因は単に

ガイドに対して包括的な法令がないこと、通訳案内士法の解釈があいまいであること、と

いう法整備の問題のように見える。  

しかし、ニュージーランドで活躍する邦人ガイドへのヒアリング
249

において、上述の状

況について以下のような問題提起とも言える意見があった。  

・ 日本のガイド市場自体、労力がペイしない（回収できない）市場（説明を行うガイドと

いうサービスに、お金を払う風習が薄い市場）であることが問題の本質である。  

・ かといってコミュニケーション能力を無視した単なる案内人というのはプロのガイド

業界の成熟を妨げるものであり（身勝手に話すボランティアガイドを引き合いにだし）、

これも好ましくない。  

・ 現在日本人が外国人を案内する場合、原則として通訳案内士の資格が必要である。しか

しガイド業はその地域に対し密接な知識をもっていなければできない職業であり、通訳

案内士の資格をもっていて且つその特定地域に精通している人間というのは、ほんの一

握りである。登山ガイドとなればなおさらである。  

・ このような個個個個人人人人ベベベベースでの資ースでの資ースでの資ースでの資格格格格制制制制度度度度によるによるによるによる質質質質のののの担担担担保を保を保を保を試試試試みる方みる方みる方みる方式式式式はははは日日日日本のインバウン本のインバウン本のインバウン本のインバウン

ド観光のド観光のド観光のド観光の妨妨妨妨げげげげになる。ニュージーランドのコンセッション制度のように「「「「組組組組織織織織ベベベベースースースース

でのでのでのでの承承承承認・認・認・認・許許許許可制可制可制可制度度度度」」」」による質の担保にシフトし、組織（企業）が一定の基準（ガイ

ドライン）を設けて業務にあたるほうが、ガイドの負担も減るのみならず、質も向上す

                                                   
249

 Aoraki Mount Cook National Park 内のホテルである The Hermitage Hotel の提供するトレッキン

グガイドサービス統括責任者（ Trekking Manager）ならびに所属ガイド（男性 4 名、女性 2 名）

へのヒアリングに基づく（ 2013 年 2 月 20 日実施）。  
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る。なぜならば、個人ベースでは他のガイドとの連携がないため、ガガガガイド内容（イド内容（イド内容（イド内容（質質質質））））

にににに偏偏偏偏りりりりがががが発発発発生する生する生する生するためである。組織ベースなら横の連携で情報を共有し且つガイドラ

インの存在により、最低限の安全とサービス内容は確保できるからだ。資格は個人でな

く法人（団体）がとれば良い。その後法人がガイドを育成する方式が良いだろう。  

 

昨今の動きとガイドの意見、どちらもサービスの質を担保する「体制」についての話で

あるが、前者は前者は前者は前者は体体体体制の制の制の制の整整整整え方え方え方え方（（（（戦戦戦戦術術術術））））ににににつつつついてのいてのいてのいての話話話話であるであるであるであるのに対しのに対しのに対しのに対し、、、、後後後後者はその方向性者はその方向性者はその方向性者はその方向性

（（（（戦略戦略戦略戦略））））自自自自体体体体がががが誤誤誤誤っているとっているとっているとっていると指指指指摘摘摘摘しているしているしているしている。マーケティングを用いて検証すれば、正し

いのは後者と言える。  

上記の労力がペイしない（回収できない）市場というのは、第 3 章で述べたようなガイ

ド不要の登山が一般的であるという登山事情からも予想できるが、より具体的なデータで

述べれば以下のような状況を指す。  

 

＜通訳案内士事情 250＞  

・ 2008 年時点、就業者は 26.4％（専業 10.2％、兼業 16.2％）  

・ その半数以上が年間稼働日数 30 日以下、年収 100 万円未満  

・ 例年合格率 10 数％の難関である。  

・ アジア圏からの需要に対する供給（英語話者が多数）のミスマッチ。  

 

＜北海道アウトドアガイド事情 251＞  

・ 資格取得者の就業形態は①団体所属が 36％、②個人営業が 33％、その他（兼業など）

が 23％であった。①の場合の雇用形態については、通年雇用が 58％、季節雇用が 36％ 

②は専業が 34％、準専業が 32％となっており、それぞれの稼稼稼稼働日働日働日働日数数数数ににににつつつついて、いて、いて、いて、一一一一番番番番多多多多

いのがいのがいのがいのが 31 日日日日未未未未満満満満、僅差で 50 日超～100 日以下、その次は 100 日超～150 日未満と続く。  

・ 年収について、一番人数が多いのが 200～300 万（23％）で、次いで 100～200 万（19％）、

300 万～500 万（15％）である。別の調査では年収 300 万円未満が 7 割であった
252

。  

・ 資格取得動機は 63％が「自身の力量のチェック」であり、次いで「道（どう）が設置

したから」が 49％、他ガイドとの差別化が 26％と続く。資資資資格格格格取得取得取得取得後後後後、、、、何何何何も変わらないも変わらないも変わらないも変わらない

がががが 68％％％％、、、、更新更新更新更新しなかった人間のしなかった人間のしなかった人間のしなかった人間の 40％％％％が「メが「メが「メが「メリリリリッッッットトトトなし」のためである。なし」のためである。なし」のためである。なし」のためである。  

・ 自然ガイド、カヌーなどインタープリテーションが主であったり、設備投資が必要なも

のは団体所属、登山など道先案内が主なものは個人でのビジネスが主になる。  

・ ガイドの半数 51.9％が日本山岳ガイド協会の資格保有者、一方北海道アウトドアガイ

                                                   
250

 観光庁資料「通訳案内士制度について」に基づく。  
251

 北海道経済部観光局（ 2009）の調査（N=160）に基づく。  
252

 北海道経済部観光局（ 2011）に基づく。  
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ドは 37.0％。全体で後者のみ保有者は 11.5％程度である
253

。  

 

このデータから言えることは、図 33 のとおり、投下資本（ I）を上げても、売上（S）に

つながらず「効率」が悪いということが、ガイドに認識されているということである。  

さらに、登山ガイドに関しては、その利用は旅行業者主催のツアー登山が多く、ガイド

登山は一般的ではない
254

ことも分かっているが、ツアー登山は以下のような課題も内包し

ており、ガイド業の育成・拡大には単純には繋がらない。  

ツアー登山におけるツアー登山運行ガイドライン
255

はあくまでガイドラインであり、実

際に業務を委託するガイドの質を見極めるには不十分である。それゆえ旅行業者はガイド

を社員化して安全管理の強化を図るところもある。しかし、そもそも旅行会社の安全配慮

義務自体が民法上の信義・誠実の原則という一種の精神訓話に過ぎず、責任の所在があい

まいであるため、利用者からみれば懸念はぬぐいきれない
256

。ガイドからしても、ツアー

登山の場合、利用者は旅行会社に旅行代金を支払っているのであり、「ガイドにガイド料を

支払っている」という認識の醸成に繋がらないのも歯がゆいところであろう。  

 

Ｓ．売上げ

I.投下資本

個人資格化
によるサービ
スの質の担
保

Ｒ．利益

×

資格取得のための
時間的・費用的コ
ストは確実にかか
る

ニーズと合わない、応えられ
ない、利用するという習慣を
つくれない、など市場の押し
上げに失敗

 

図 33：ガイド業の直面する課題の概念図  

（図 16 を参考に筆者作成）  

 

 この時点で、能動的にコントロールできるのは投下資本（ I）を下げることであり、その

                                                   
253

 北海道経済部観光局（ 2011）に基づく。  
254

 ツアー登山とガイド登山の違いは用語の 11 頁を参照。北海道経済部観光局（ 2011）では団体入

山者 (N=17)のうち 11 件がツアー登山でガイド登山は 2 件であった  
255

 2009 年 7 月の大雪山国立公園内のトムラウシ山でのツアー登山死亡事故をきっかけに旅行業協

会と山岳ガイド団体で協議の上作成されたが、当該ツアー主催の業者が再び 2012 年 11 月に中

国の万里の長城付近で死亡遭難事故を起こしたため、JATA（日本旅行業協会）を中心に見直し

が進められ、 2013 年 2 月に増補版がリリースされた（高岸 , 2013 に基づく）。  
256

 三浦（ 2013）に基づく。なお、旅行業法では、手配旅行（企画旅行ではない）において委託先

の業者が起こした事故の損害賠償責任は委託先の業者にあり、旅行業者ではない。  
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ためサービスの質を担保しつつガイド個人への負担を軽減するためには、ニュージーラン

ドのコンセッション制度のように「組織ベースでの承認・許可制度」という試案がでてく

ることになる。通訳案内士とガイド業のいずれにせよ、山岳国立公園におけるインバウン

ド観光促進というテーマにおいては避けて通れない問題であり、マーケティングにおける

人材（People）の育成・活用の観点から「組織ベースでの承認・許可制度」のフィージビ

リティスタディを行うことは意義があるだろう。  

 

（2）ガイド組織への承認・許可制度の山岳国立公園へのフィージビリティスタディ  

 近藤（2010）は優秀な人材の創出のために前述したサービスプロフィットチェーンを用

いて、ES の重要性を説いている。公園管理の視点からみれば、これがコンセッションであ

ることは述べた。しかしこのコンセッションは土地所有者が公園管理者である営造物公園

であることを前提としている。自分の土地でないのに排他的営業権を設定することはでき

ないからである。  

しかし、重要なのはコンセッション制度ではなく、その中にあるマーケティングのエッ

センスである。ES を得るために必要な要素について、近藤（2010）は①①①①高高高高品品品品質質質質ののののササササーーーービビビビスススス

をををを提提提提供した時の顧客からの供した時の顧客からの供した時の顧客からの供した時の顧客からの好好好好意的な意的な意的な意的なフフフフィードバックィードバックィードバックィードバックと②②②②仕仕仕仕事のやりやすさ事のやりやすさ事のやりやすさ事のやりやすさであると述べ

ている。ニュージーランドのコンセッションの事例は①に関しては間接的に品質を担保す

るという形で、②に関しては直接的に排他的営業権という形で提供していた。すなわちマ

ーケティングのプロセスに則れば、地域制公園において①と②を提供できる制度が存在す

るのか、なければ策定できるのか、という話になる。なお②を構成する要素はこういった

報酬だけでなく、職場の設計や道具（ツール）の提供ならびにエンパワーメント（裁量権

の付与）があると述べている。  

 次に、改めてコンセッションの本質を見てみたい。コンセッションという言葉は日本で

はPFI（Public Finance Initiative）の中で用いられることが多い。PFI は国が提供すべき施設

の建設、維持管理、運営を民間に委託するもので、単に公的負担を減らすためだけではな

く、民間の資金、経営能力及び技術を活用して、そのサービスを上質にしたり、あるいは

価格を低廉にしたりすることを狙うもので、民間企業にとっても事業機会の創出になるた

め、互いにメリットがある
257

。PPP（Public Private Partnership）はそれよりも広い概念で、

公的機関が行っているサービスを NPO などが請け負う場合もこれにあたる。コンセッショ

ンは前者の PFI の分野において 2011 年の改正 PFI 法により、公共インフラストラクチャー

について国が所有権を保持したまま運営権のみ委託するもので、運営者は利用者から収益

を得るのがポイントである
258

。  

                                                   
257

 日本政策投資銀行地域企画チーム（ 2004）による。  
258

 登山道も公共インフラストラクチャーと言えるが、収益を生み出すものではないので、これに

は当てはまらない。ただし、九州内国立公園調査の一環で行った、鹿児島県環境林野部自然保

護課長（環境省出身）へのヒアリングでは、一旦、事故が起きた時の自己責任の問題が依然と

して残るものの、環境省が土地ではなく登山道のみ（設備として）所有し整備を行い、観光利
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国立公園においてもコンセプトは同様で、ニュージーランドでもホテルの建設など投資

を要するビジネスに対して、コンセッションを適用してきた。しかし、ニュージーランド

で興味深いのは、投投投投資が資が資が資が不不不不要の要の要の要のビビビビジジジジネネネネス（ス（ス（ス（ガガガガイドイドイドイド団団団団体体体体）にも）にも）にも）にもココココンセッンセッンセッンセッショショショションをンをンをンを適適適適用してい用してい用してい用してい

る点であるる点であるる点であるる点である。PFI というよりも PPP に近いが、元来公的機関が提供していたサービスを受

け継いだというよりも、利用客の利用客の利用客の利用客のニニニニーーーーズズズズがあるが、物理的ながあるが、物理的ながあるが、物理的ながあるが、物理的な問題問題問題問題（（（（ヒトヒトヒトヒト・・・・モモモモノノノノ・カ・カ・カ・カネネネネのののの不不不不

足足足足など）など）など）など）ででででできないできないできないできないササササーーーービビビビスをスをスをスを民民民民間で間で間で間で補補補補填填填填しているしているしているしている（（（（民民民民間に間に間に間にエエエエンンンンパワパワパワパワーメンーメンーメンーメントトトトしている）している）している）している）

といったほうが適切である。  

 ES の観点と同様に、ここでは従業員側（一次利用者）に便益が発生しているからこそ、

コンセッションは機能しているのであり、端的にいってしまえば、コンセッション制度で

なくても一次利用者が一次利用者が一次利用者が一次利用者が利用者に利用者に利用者に利用者に提提提提供する供する供する供するササササーーーービビビビスススス品品品品質質質質をををを担担担担保でき、保でき、保でき、保でき、且且且且つつつつ彼彼彼彼らに対し公園管らに対し公園管らに対し公園管らに対し公園管

理者が「理者が「理者が「理者が「仕仕仕仕事のやりやすさ」を事のやりやすさ」を事のやりやすさ」を事のやりやすさ」を提提提提供できれば、供できれば、供できれば、供できれば、ES による人による人による人による人材材材材の活用ができることになるの活用ができることになるの活用ができることになるの活用ができることになる。  

 日本の国立公園の場合ならば、公園管理団体制度
259

をサービス業（投資が不要なビジネ

ス）に対し積極活用することが同様の機能を発揮し、利用の促進と環境の保全に寄与でき

ると推量される。なぜならば、この制度で用いる「管理」という言葉が、従来の施設管理

（自然公園財団はこれに注力している）だけではなく、広報活動などのサービス活動 260
も

含む広い意味での「マネジメント」の意味で用いられており、仕組み上、その対価を利用

者から徴収することが可能なためである
261

。しかし本稿執筆時（2013 年 12 月）において

この制度を利用している団体が 5 団体しか存在しないことは、ES に繋がるような前述の①

や②がほとんど存在しないことが原因となっている。一次利用者に対し、風景地の保護や

適正な利用を促す活動を公園管理者に替わって行って良いとする「エンパワーメント」を

行っているが、これは一次利用者からみれば、労働力を公園管理者に提供しているにもか

かわらず、対価としての十分なメリット（排他的営業権付与による利用客からの独占的利

益徴収など）がない状況と言い換えられる。  

公園管理団体は、環境省による財務的健全性や必要な能力の審査を経て指定を受けてお

り、その能力（質）には疑いようはないので、直接的なメリットが存在しない場合であっ

ても、モニタリング調査などを優先的に請け負う随意契約権のような間接的なメリットが

あって然るべきであるが、会計法（会計法第 29 条の 3 条 1 項、地方自治法第 234 条第 2

項）の観点から随意契約を締結することは困難である
262

。ただし公募における選定の際の

                                                                                                                                                                         

用から周辺の自然を守る自然保全料という名目で料金を徴収するという形も考えられるとい

う（ 2013 年 6 月 20 日実施）。一旦収益化すれば、登山道の安全管理などのために PPP を活用し

ての民間資金の投入可能性を示唆している。  
259

 概要は 8 頁を参照。  
260

 環境省自然環境局国立公園課（ 2011）によれば、自然観察会や自然ふれあい事業等のイベント

の開催を行うことは「附帯する業務」として可能である。  
261

 九州内国立公園調査の一環で行った、鹿児島大学特任准教授（環境省出身）へのヒアリングに

基づく（ 2013 年 6 月 20 日実施）。  
262

 九州内国立公園調査の一環で行った、鹿児島県環境林野部自然保護課長（環境省出身）へのヒ

アリングに基づく（ 2013 年 6 月 20 日実施）。  
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「加点」など内部審査の中で優位性を確保することは可能であり
263

、多少なりとも ES に

寄与できるという。  

なお、投資不要のサービス業（ガイド業など）が、上述のモニタリングなど専門的な環

境保全活動へ従事する可能性について、武（2013）が行った西海国立公園の九十九島地域

のエコツアーガイドの調査事例を取り上げたい。この調査ではエコツアーガイド従事者が

保全の役割 264
を自発的に実践していることだけでなく、頻繁に自然観光資源を案内すると

いう活動から、現場の自然資源への高度の知識を擁していることも明らかになり、高頻度

でモニタリング活動に寄与できる可能性を示唆した。  

これは ES の観点からいけば、生業はガイドなので①を享受できる立場にあるだけでな

く、こういった環境保全活動への協力の対価という形で②についても享受できる可能性を

指し、適切な状況となる。公園管理者にとっては PPP を推し進める一つの方策であると同

時に環境保全活動のエンパワーメントでもある。  

また公園管理団体制度下において、ガイド「団体」としてサービスの質をコンセッショ

ンのように審査側が担保できれば（サービス品質基準、安全基準、養成基準の査定などで）、

国立公園内という特定地域に精通したガイドの創生を、負担無く行うことができる。結果

として図 34 のような状態に改善される。  

Ｓ．売上げ

Ｒ．利益

I.投下資本

サービスプロ
フィットチェー
ンのＥＳを考
慮した公園
管理団体制
度活用

サービスの質を
落とすことなく、
個人負担を団体
へ内部化

環境保全という新たな役割を負う
ことによる収入源の多様化

 

図 34：公園管理団体制度のガイド団体への適用概念図  

（図 16 を参考に筆者作成）  

 

 コンセッション制度を地域制公園にどのように導入するかという発想ではなく、山岳国

立公園内において、人材（People）をどのように活用・育成するか、というマーケティン

グ的発想に基づけば（サービスプロフィットチェーンにおける ES をガイド業の立場から

                                                   
263

 ソースは上記脚注に同じ。  
264

 保全の役割は「現地での保全行動の動機付け」、「観光者の監視」、「保全管理者への情報提供」、

「資源モニタリング」、「施設補修」、「美化清掃」、「長期的視点での環境教育」の７項目からな

る（武 ,2013 に基づく）。  
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考察した結果として）図 35 のような公園管理体制となり、ガイド「団体」への認証・許可

制度」は国立公園においてはフィージブルと言える。この図 35 において、コンセッション

制度と提案モデルは「対価」が発生する方向が異なっているにも関わらず、マーケティン

グのコンセプトに則れば、どちらも継続性において成立している点が肝要である。この事

例も公園管理（「資本化のプロセス」）とマーケティングのコンセプトがその本質において

同様であるとする仮説を支持する結果となった。  

 

公園管理者

利用者

ガイド団体

対価

サービス

対価

排他的営業権

（品質審査（品質審査（品質審査（品質審査）

現在：利用活動と管理活動の連携なし現在：利用活動と管理活動の連携なし現在：利用活動と管理活動の連携なし現在：利用活動と管理活動の連携なし

参考モデル（コンセッション）参考モデル（コンセッション）参考モデル（コンセッション）参考モデル（コンセッション）

提案：利用活動と管理活動が連携提案：利用活動と管理活動が連携提案：利用活動と管理活動が連携提案：利用活動と管理活動が連携

公園管理団体公園管理団体公園管理団体公園管理団体
制度の審査の制度の審査の制度の審査の制度の審査の
際の外部監査際の外部監査際の外部監査際の外部監査
で「質」を担保で「質」を担保で「質」を担保で「質」を担保

ガイドの能力ガイドの能力ガイドの能力ガイドの能力
（及びオフシー（及びオフシー（及びオフシー（及びオフシー
ズン）活用によズン）活用によズン）活用によズン）活用によ
るパレートの改るパレートの改るパレートの改るパレートの改
善善善善

地元地域の業地元地域の業地元地域の業地元地域の業
者による観光と者による観光と者による観光と者による観光と
保全のサイクル保全のサイクル保全のサイクル保全のサイクル
の実現の実現の実現の実現

利用者（旅行会
社含む）

ガイド個人個人個人個人

対価

サービス

公園管理者

自然保護団
体など

公園管理団体指定
（品質審査・名誉）

労働力

観光庁
一部地方自
治体

ライセンス（品
質保証）

外国人用ガイド
資格受験

邦人用ガイド資
格試験受験

指定を受けるメ
リットが少ない

民間活用によ
る効率的管理

がしたい

資格取得の個人
負担が大きい割

りにペイしない

ガイド個人間の
品質の差をなく

す保証制度（安
心）が欲しい

公園管理者

利用者（旅行会
社含む）

ガイド団体団体団体団体

対価

サービス

労働力

公園管理団体指定

（品質審査・名誉品質審査・名誉品質審査・名誉品質審査・名誉）

外注事業優先嘱託（対価対価対価対価）

 

図 35：提案モデル  

（筆者作成）  

 

最後に参考として、営利活動を行いながら保全活動を実践するニュージーランドのツア

ーオペレーターであるケイタリンズ・ワイルドライフ・トラッカーズ・エコツアー社につ

いて紹介する。Beeton （1998 小林訳  2002）によれば、ツアーの途中で、害獣をワナで捕

らえたり、雑草を刈ったり、野生生物のモニタリングを行うなど、利用と保全を文字通り

一体的に行っている。オンシーズンはガイド業、オフシーズンは自然保全活動と、時期で

活動の割合を変える方法もあるが、この例は、顧客へのサービスの質が確保できるならば、

両方の活動を同時に行うことができる（あるいは、これが商品として差別化に繋がる）こ

とを示唆している。  

 

1-7    物的環境要物的環境要物的環境要物的環境要素素素素（（（（Physical Evidence））））  

物的環境要素とはサービスの生産に関する物理的事物を指し、その対象は広い。それがそれがそれがそれが

①①①①経経経経験験験験の一部になり、の一部になり、の一部になり、の一部になり、且且且且つつつつ②②②②ササササーーーービビビビス内容をス内容をス内容をス内容を示示示示す手がかりになるものす手がかりになるものす手がかりになるものす手がかりになるものがこれにあたり、場
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合に応じて建物であったり、備品であったり、従業員のユニフォームであったりする
265

。

登山道の整備責任や安全管理について課題として取り上げてきたが、その整備に際しても、

ただ行えば良いというものではなく、この①と②を意識して行われなければならない。  

以下に「資本化のプロセス」において上述①、②を意識して活用していると見られるケ

ースを「登山道」という物的環境要素を題材に詳細に検証し、マーケティングとの関連性

を探りたい。  

まず日本の山岳国立公園における、いくつかの登山道整備の事例から見てみよう。  

 

＜事例 1＞  

 1 地域に対し 5～7 ヵ年で 30 憶円から 100 億円という予算で、中部山岳国立公園や白山国

立公園などで行われた緑のダイヤモンド計画 266
の事例では、「過剰整備」が問題視され、

中部山岳国立公園では 2001 年に室堂周辺の歩道（写真 10）がコンクリートで整備された

ことを受け、市民から告発を受ける事態になったという
267

。瀬田（2009）はこの原因を「予

算が消化できるうちに仕上げておこうという公共事業特有の精神」が前面に出てしまった

ことと分析している。  

 

写真 10：中部山岳国立公園における室堂周辺の歩道  

  

本稿で述べている「自動カウンター」は赤枠にあるような機械を指す。  

（筆者撮影。赤枠は筆者による。）  

＜事例 2＞  

環境省は、より自然に近く、環境破壊を起こさない天然素材の使用と設計で登山道を整

備する「近自然登山道工法」の導入テストを 2001 年より大雪山国立公園で試みた。この結

果として、2005 年より直轄事業の中で当該工法を採用するにいたっている
268

。見た目は後

述する事例 3 と同じように自然と同化するが、これは環境の保全や自然再生を第一義とし

ており、マーケティングの物的環境要素を直接的に意識したものではない。  

                                                   
265

 近藤（ 2010）に基づく。  
266

 環境省による自然公園核心地域総合整備事業を称してこのように呼ぶ。快適な利用に向けた整

備を目的に 1995 年から順次行われ、現在は終了している。  
267

 瀬田（ 2009）に基づく。  
268

 渡辺（ 2009）に基づく。  
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＜事例 3＞  

登山道は山小屋の生命線であると山口（2009a）は述べているが、これは利用客の視点か

ら述べたものではなく、小屋番の生活道としての視点によるものである。小屋番として歩

荷（ボッカ）をするにあたり、重い荷を担いで歩く際の足の置き場が決まっており、腰の

切れない高い段差があると余分なパワーを要するため、歩きやすく石段を組んだりしたと

いう。また少しでも崩れていると大怪我につながるため、こまめに近隣の石を用いて整備

を行ったという。この時習得した石積みの技法を用いて、中部山岳国立公園内の涸沢ヒュ

ッテの直下に約 300ｍにわたる石畳の道を築いたところ、わき道に入る登山者がいなくな

り、高山植物が守られていると山口（2009b）は述べている。  

 

事例 1 と事例 2 は行政が公園管理（資本化プロセス）の一環として行ったものであり、

事例 3 は民間事業者が行っている。その整備の主体、目的、結果と物理的環境意識の間に

は相関は見られないと言える。事例 1 においては利用促進を目的としていたが、物理的環

境の意識がないため失敗したとも言えるが、事例 2，3 においては直接的な物理的環境意識

がなくても（目的は環境保全と安全管理）一定の効果が認められているためである。  

 

 次にニュージーランドの登山道を参与観察して見ると、例えば以下のような物的環境要

素が存在することが判った。  

①  見えない場所（木道の裏など）に設置されたモニタリング用自動カウンター
269

 

②  道標とは別に設置された写真撮影スポットの案内板  

③  自然素材（木、砂利）などを多用して整備された登山道  

 

これだけを見るとニュージーランドの公園管理は、物的環境要素すなわち利用客の視点

を勘案して登山道整備を行っており、マーケティングの「資本化のプロセス」への適用を

強調する結果となるようにみえる。しかし、上述①～③の整備の背景を確認すると、必ず

しもそうとは言えない可能性がある。  

例えば①について、ニュージーランドにおいて、目に付かない位置にカウンターを設置

するのは利用者にとってそのほうが好ましいからというよりも、DOC や国民性の好みの問

題に依存している可能性がある。カウントされていることがわからないこと（あるいは知

らないうちにカウントされていること）を嫌う利用者も存在するからである。明確な効用

を勘案しての行動ではない可能性がある。  

②についても利用客の登山活動における経験価値を最大化するためのサービスとして物

的環境要素を考慮したというよりも、近隣で写真スポットを探す行為による無用な踏み荒

                                                   
269

 DOC Te Anau Office の担当者（Community Relations Program Manager）へのヒアリング調査に基

づけば、DOC には目立たない場所に設置する決まりがあるという（ 2013 年 2 月 28 日実施）。  
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らしを防ぐ環境保全効果を考慮して設置している
270

。  

③についてもミルフォードトラックなどでは、砂利をヘリコプターで運んできて登山道

（トラック）の整備に使用しているが、利用客の自然体験を減じないためだけでなく、洪

水の多い当該地域のトラックでは、土の道のままだと何もしないと流れて侵食されていく

ため、道を固められる砂利が好ましいといった理由もある
271

。実際、砂利自体は自然物で

あるが、場所によっては両サイドの植生と見た目がマッチしないような区間も存在した。  

上記よりニュージーランドにおいても直接的に「利用客の経験の一部」となることを意

識して物的環境要素を調整しているかどうかは不明であり、転じて、どこまで物的環境要

素のコンセプトを公園管理（資本化のプロセス）に活用できるかは、筆者の登山道に関す

る調査事例からは判断がつかないという結果になった。  

 同様に、公園管理者がその業務の一環として宿泊施設を運営・管理する営造物公園にお

いても、ニュージーランドや台湾における参与観察（写真 11、12）からは、その外観と周

辺との調和や室内空間の雰囲気からは特に 157 頁で述べた①や②の意識を感じることはな

かった。  

 

写真 11：ニュージーランドのハット  

   

マウントクック国立公園内ハット外観とその周辺（左）  

フィヨルドランド国立公園のケプラートラックのハット内食堂空間（右）  

（筆者撮影）  

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
270

 ソースは上記ヒアリングに同じ。  
271

 DOC Te Anau Office の担当者（Visitor Assets）へのヒアリング調査に基づく。（ 2013 年 2 月 28

日実施）  



 - 161 - 

 

写真 12：台湾の山小屋  

   

雪覇国家公園の山小屋の外観とその周辺（左）  

玉山国家公園の山小屋内食堂空間（右）  

（筆者撮影）  

 

1-8    提提提提供供供供過程過程過程過程（（（（Process））））  

(1) 提供過程の要素と ROS 

 提供過程はサービスデリバリーシステムとも呼ばれ、これは「実際に顧客にサービスを

提供するシステムのこと」（近藤 , 2010, p.242）であり、顧客から見えないバックヤードで

のオペレーション部門と顧客がサービスを体験する場であるデリバリーシステムの二つか

らなっている。民間企業でいうところのシステムワークフローのようなもので、どこでサ

ービスを生産し、どのように消費させるのかをデザインするプロセスが「提供過程（サー

ビスデリバリーシステム）」である。  

 顧客価値の計算式では、このサービスの提供過程も体験の一部であり、顧客価値に影響

することは述べた。そのため顧客からの視点がより一層に重要になるが、近藤（2010）は

顧客から見た場合に二つの尺度でその過程を分類できると述べており、これをもって提供

過程はデザインされることになる。その二つの尺度とは、①①①①標標標標準化の準化の準化の準化の程程程程度度度度と②②②②顧客顧客顧客顧客参参参参加加加加のののの

程程程程度度度度である。①は前述の経験経済でも述べた個客化（カスタマイゼーション）をどこまで

行うか、である。②は第 6 章で述べた様に顧客は価値の共同創出者であることから、どこ

までサービスの生産・消費に顧客を関わらせるか、について指している。例えば駅の自動

改札などは標準化され、且つ顧客の積極参加によって提供されているサービスである。  

 ①も②も顧客が許容することが前提であり、特に②は顧客に積極参加を許容してもらえ

れば提供者側の人件費の削減につながると同時に、顧客の自己決定の機会を増やし、迅速

にサービスを消費できるという可能性にも繋がる。  

 この提供過程をデザインするプロセスを用いれば、STP で検討したゾーンニング後の利

用客へのゾーンの開示の妥当性について容易に立証可能である。ゾーンニングとグレーデ

ィングで自然観察、渓流釣り、登山など山岳国立公園で想定される、それぞれのレクリエ

ーション活動に従い各ゾーンがデザインされ（一定のマス・カスタマイゼーションが施さ
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れ）、マッチングにより顧客自らの判断（自己決定という積極的な顧客参加）で嗜好に合わ

せてそのゾーンを選択することになる。このマッチングにより、ゾーンと顧客の能力・知

識・装備のミスマッチを低減でき、遭難救助といった安全管理に関わる人権費や環境破壊

による自然再生費用支出を抑えることができるというわけである。  

 上記より ROS のゾーニングからマッチングまでの流れは提供過程のデザインに沿って

いるともいえ、転じて提供過程のコンセプトが公園管理モデル（資本化のプロセス）に利

用可能であることを示しているとも言える。  

 このように提提提提供供供供過程過程過程過程はははは、、、、情報情報情報情報のののの提提提提供供供供過程過程過程過程というというというという局面局面局面局面ににににおおおおいていていていて、どこまでその顧客に対し、どこまでその顧客に対し、どこまでその顧客に対し、どこまでその顧客に対し

てカスてカスてカスてカスタタタタマイマイマイマイズズズズするか、するか、するか、するか、どこまでどこまでどこまでどこまで危機感危機感危機感危機感を共有するかといった視点からを共有するかといった視点からを共有するかといった視点からを共有するかといった視点から活用可能であり活用可能であり活用可能であり活用可能であり、、、、

公園管理に活かすことができる公園管理に活かすことができる公園管理に活かすことができる公園管理に活かすことができる。  

 

(2) 提供過程の要素の広報への活用  

 第 3 章で、日本の登山はスポーツ要素を多分に含むことは述べた。稻葉（2009）はスポ

ーツ体験と観光体験を以下のように分類しており、安全管理のために利用者に求められる

「リスク認知」が異なると述べている  

・ スポーツ体験（テニス、スキー、野球など）：自ら積極的にその体験を求める能動的活

動  

・ 観光体験（遊覧船、陶芸体験など）：事業者に与えられるプログラムを体験する受動的

な活動  

 

前者は自身で何らかのリスク認知（怪我をするかもしれない、など）をして臨む体験で

あるが、後者はほとんど不要という特徴がある。顧客参加の程度が前者のほうが強く、後

者は弱いと言い換えても良い。この分類に基づけば、それが例えガイドに引率されていよ

うとも、登山やスクーバダイビング、バックカントリースキーなどガイドが直面するリス

クから利用者を守れないものは観光体験ではなく、利用者にリスク認知を要するスポーツ

体験の位置づけとなる。  

これはマーケティングミックスの強みであるが、プロモーションの項で述べた FIT の登

山情報はマーケティングコミュニケーションではなく、対外リスクコミュニケーションで

ある可能性、について別角度から支持するものである。マーケティングコミュニケーショ

ンにおける登山情報では、その情報がいくら正しかったとしても、リスク認知の高いスポ

ーツ系登山者には内容が理解されて伝わるが、そもそもリスク認知の低い観光系登山者に

はリスク情報が伝わらず、それゆえに軽装登山などの問題が起きると稻葉（2009）は指摘

している。そのため、対外リスクコミュニケーションとして、観光体験とスポーツ体験を

きちんと分類したうえで、それを示して情報提供をすることが重要と述べている。これは

まさに、それぞれの顧客に合わせた情報情報情報情報のカスのカスのカスのカスタタタタマイマイマイマイゼゼゼゼーーーーショショショションンンンと言える。これにより同
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じ国立公園内であっても、登山を行う者には「リスク認知」の度合い（情報発信者と危機

意識の共有度合い）を高めてもらうよう情報をデザインし、一方、危険度の少ない地域に

向かう観光客には、その度合いを弱めて情報を提供するといった効果的なリスクコミュニ

ケーションが可能になる。なお図 36 はその度合いによって活動を分類した事例である。そ

こで行われる活動の標準化と顧客参加の度合いによって、リスクコミュニケーションのデ

ザインも異なるということに注意が必要なのである。  

「提供過程」は、どこまでどこまでどこまでどこまで情報情報情報情報を顧客に合わせてを顧客に合わせてを顧客に合わせてを顧客に合わせて個個個個客客客客化するか、どこまで認識を共有す化するか、どこまで認識を共有す化するか、どこまで認識を共有す化するか、どこまで認識を共有す

べきかべきかべきかべきか、といった情報提供過程の設計への適用を見る限り、公園管理の手法（資本化のプ

ロセス）に対して有用であり、同時に第 3 章 1-2 で公園の管理運営の課題として挙げられ

ていた④④④④適適適適切な切な切な切な情報提情報提情報提情報提供の供の供の供の推推推推進進進進、に対して解決の方向性を示すものである。  

高 低

高 ラフティングなど 登山など

低 遊覧船など
スポーツ観戦な

ど

標準化標準化標準化標準化

顧顧顧顧
客客客客
参参参参
加加加加

登山登山登山登山：顧客の能力によって体験の質が大きく左右されるため標準化されて
おらず、また能動的に顧客が参加しないと成り立たない
ラフティングラフティングラフティングラフティング：ツアーでの参加が普通であり、顧客の漕ぐ能力によって体験
の質が左右されることはないが、能動的に顧客の参加が必要
スポーツ観戦スポーツ観戦スポーツ観戦スポーツ観戦：そのゲームの内容はコントロール不能であり体験の質は標
準化できず、顧客の参加は観ること中心の受動的な参加となる
遊覧船遊覧船遊覧船遊覧船：遊覧船で寄る場所はあらかじめ決まっているため体験の質は標準
化されており、顧客の参加は観ること中心の受動的な参加である
エコツアーエコツアーエコツアーエコツアー：エコツーリストのタイプは多岐にわたり、それに応じてインター
プリテーションの内容をガイドが臨機応変に変えられる能力をもつか否か
によって、顧客参加の程度が影響を受ける。

エコツアー

 

図 36：提供過程でみる活動の分類の例  

（稻葉 ,  2009 を参考に筆者作成）  

 

2    マーケティング活マーケティング活マーケティング活マーケティング活動動動動のののの実実実実行行行行主主主主体体体体：：：：DMO の重要性の重要性の重要性の重要性  

2-1    DMO の特の特の特の特徴徴徴徴  

前節で山岳国立公園における「市場化のプロセス」及び「資本化のプロセス」へのマー

ケティングのコンセプトの適用性について、展開フェーズの各要素（7P）を用いて考察し

たが、そそそそれをれをれをれを実実実実行行行行するするするする「「「「主主主主体体体体」」」」については論じていない。そこで、評価・フィードバック

のフェーズに移る前に、観光地域に観光地域に観光地域に観光地域におおおおいてマーケティングをいてマーケティングをいてマーケティングをいてマーケティングを行行行行う「う「う「う「主主主主体体体体」となる」となる」となる」となる組組組組織織織織とし

て研究されてきた DMO （（（（Destination Management/Marketing Organization））））のもつ役割・

機能を明らかにしたうえで、国立公園におけるマーケティングの実行主体としての適格性

について考察したい。  

DMO は国内では比較的新しい概念である。しかし DMO と同じ役割を持つと看做せる組

織として観光協会、観光行政及び観光関連事業者組合や旅行会社がある。その一方で違い

も存在するので各々の役割の比較を、まとめたものが表 18 である。  
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表 18：DMO の役割  

観光振興
対象地域

観光計画 商品企画 販売
販売支援
（※）

販売促進 調査
地域人材
育成

地域ブラン
ディング

現地での
ツーリストイ
ンフォメー
ション提供

利害調整な
どのプラット
フォーム提
供

観光協会・観光行政
行政区画単
位に基づく

○ － － ○ ○ － ○ ○ ○ －

旅行会社 なし － ○ ○ △ ○ ○ － － － －

DMO
戦略的に決
定された領
域

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（※）予約代行・顧客管理（CRM)など  

（日本政策投資銀行・日本経済研究所 ,  2013 を参考に筆者作成）  

 

地域を商品に見立ててマーケティングを行う場合に、既存のアクターではその主体とし

てマーケティングプロセスの全てを網羅することができず、これは公園管理者も同様であ

る。地域制公園であろうと営造物公園であろうと中央官庁である以上、公的機関であるた

め、何らかの形で民業を圧迫する、すなわち「公平」性を害してしまう懸念から、単体で

できる観光推進施策には自ら制限をかけるからだ。また本章 1-3 で示したように「商圏」

という概念をもって施策を進める場合は、所管外の地域を含むため、結局のところ多様な

ステークホルダーとの調整を行う分野横断型（プラットフォーム型）のような組織が必要

になってくる。  

こうした背景から、地域の多様なステークホルダーが集まって協力し合いながら観光マ

ーケティングを行ってこうとする組織として DMO が形成されることになった。なお DMO

ではなく DMC（Destination Management/Marketing Company）という言葉も使われるように、

組織形態は一様ではなく、日本政策投資銀行・日本経済研究所（2013）によれば、Destination 

Marketing Association International（以下 DMAI）社が 2008 年に欧州の DMO337 社を対象に

行った調査では、PPP による NPO 法人での運営が 50.9%と多い一方、政府機関自らが行う

場合（20%）や、数は少ないが民間の営利企業が行う場合（3.6%）もあるなど様々であっ

た。言い換えれば運営母体を問わず、表 18 に示すような機能
272

をもつ組織の総称として

DMO という用語を用いており、日本においては「観光まちづくり組織」などがこれに当た

ると大社（2013）は述べている。いずれも観光局と異なり、自ら地域資源を商品化して自ら地域資源を商品化して自ら地域資源を商品化して自ら地域資源を商品化して販販販販

売売売売する営利活する営利活する営利活する営利活動動動動部部部部門門門門があることが特があることが特があることが特があることが特徴徴徴徴であるであるであるである。  

ただし注意が必要なのは内田（2009a）が指摘するように、日本における「観光まちづく

り組織」にはマーケティングやブランディングが、それを実践する能力をもつ担い手が少

ないことから不十分なケースが多い点である。そのため DMO と呼ぶことができるのは、

Beiger, Beritelli, & Laesser（2009）が図 37 で示すように、ある一定規模以上の地域を対象

                                                   
272

 DMAI 社の調査では DMO がその役割について、現在行っている主たる活動として回答の多か

ったものを、その順番に述べると、デスティネーション・ブランディング、観光事業計画と開

発、マーケティング活動＆プロモーション、調査、観光商品開発、旅行者向け情報サービスな

どが挙げられた。  
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としている組織であり、さらに正確に述べるならば、ある一定規ある一定規ある一定規ある一定規模模模模以以以以上の上の上の上の①①①①マーケティンマーケティンマーケティンマーケティン

ググググ費費費費用用用用ならびに②②②②労労労労働働働働力（力（力（力（ノノノノウウウウハハハハウをもウをもウをもウをもつつつつ人人人人材材材材））））を捻出できる組織に限られるという見方

が正しい。日本政策投資銀行・日本経済研究所（2013）も、成成成成功功功功するするするする DMO のののの条条条条件件件件にににに「理「理「理「理

念の共有」念の共有」念の共有」念の共有」「人「人「人「人材材材材のののの育育育育成・活用」成・活用」成・活用」成・活用」及び及び及び及び「資「資「資「資金調金調金調金調達」達」達」達」の 3 点を挙げており、人材と費用（資

金）の確保が DMO を機能させるのに欠かせない要素であると示唆している。PPP という

官民共同体が、DMO の運営母体に多い理由も、互いの不足（政府機関には②が不足してお

り、民間企業には①が不足している）を補完し合う形態であるためと予想ができる。  

 

 
対象地域が狭くなるほど対内タスク（地域づくりなど）の比重が高まり、逆に対象地域が広くなるほ

ど対外タスク（マーケティングコミュニケーションなど）の比重が高くなる。  

図 37：DMO の扱う地域のサイズとタスクの関係  

（Beiger et al. 2009, p.315.より転載）  

 

2-2    国立公園のための国立公園のための国立公園のための国立公園のための DMO のあり方の考察のあり方の考察のあり方の考察のあり方の考察①①①①：「地域」の合意：「地域」の合意：「地域」の合意：「地域」の合意形形形形成成成成支支支支援援援援のののの機機機機能能能能  

こういった DMO の特徴に基づけば、山岳国立公園の観光利用をマーケティングに則っ

て推進するならば、第 2 章で日本経済新聞（2012）が記したような、官民共同による運営

協議会は論理的には正しい形態と言えるが、その参加者は吉田（2013）が述べたようなヒ

ト・カネの不足を考慮して、マーケティング費用を捻出できるような一定規模の対象地を

設定し募ることが肝要となる。これは第 3 章 1-2 で国立・国営公園の指定及び管理運営に

関する検討会（2007）が述べていた課題の②②②②地域の地域の地域の地域の新新新新たな管理たな管理たな管理たな管理運運運運営営営営体体体体制制制制に対してその「体

制」構築もさることながら、「地域」という部分の捉えなおしも重要であることを示唆して

おり、前述した「商圏」というコンセプトの重要性を改めてここでは指摘したい。  

また DMO の機能の一つであるステークホルダー間の仲介・調整プラットフォームは国

立・国営公園の指定及び管理運営に関する検討会（2007）が述べていた課題の③③③③合意合意合意合意形形形形成成成成

のののの仕組仕組仕組仕組みみみみづづづづくりくりくりくりに寄与する。ニュージーランドの事例を見てみよう。ミルフォードトラッ

クを擁するフィヨルドランド国立公園を観光資本として活用している DMO である

Destination Fiord Land はアドボカシー（政策提言）機能をもっており、当該地域所管であ
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る DOC Te Anau Office と連携を密に行っている。DOC もこういった旅行業界団体から旅

行商品利用客のデータを定期的にメールで収受しており、互いにとってメリットがある関

係を築いている
273

。DMO は、あらかじめ利害調整のための役割を負っているため、一次

利用者と公園管理者の互いにとってパレートが改善する関係性を築くことをタスクとして

いた結果と推測できる。  

なお、この DMO ではビジターガイド冊子（写真 13）を近隣地方の DMO である Venture 

Southland と共同で作成しており、「地域」の捉え方や費用の抑制などの点で参考になる。

加えて内田（2010b）は、DMO のもつ地域をブランディングしようとする機能は、利用者

からの認知度向上など地域外への効果以外に地域内関係者の協働や合意形成を促す効果も

ある旨述べている。  

 

写真 13：二団体共同でのビジターガイド冊子  

 

赤枠で囲った部分は二団体それぞれのホームページのアドレスである  

（テアナウ市内観光案内所で入手のうえ転載。赤枠は筆者による。）  

 

2-3    国立公園のための国立公園のための国立公園のための国立公園のための DMO のあり方の考察のあり方の考察のあり方の考察のあり方の考察②②②②：理念による資：理念による資：理念による資：理念による資金調金調金調金調達の達の達の達の機機機機能能能能  

本章 2-1 で DMO 成功の条件に挙げられていた「理念の共有」と「資金調達」であるが、

「ソーシャルマーケティング」によって地域のステークホルダーに限らず、理念理念理念理念の賛同者

から広く資資資資金金金金をををを調調調調達達達達する方法もある。DMO は地域の行政区画とは関係なく理念やテーマ

（たとえば「 the Japan Alpus」など）で対象地域を設定できるからである。  

                                                   
273

 DOC Te Anau Office の担当者（Community Relations Program Manger）へのヒアリング調査に基

づく。（ 2013 年 2 月 28 日実施）  
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山と渓谷株式会社が設立した「日本山岳遺産基金」などはフィランソロピー
274

であるも

のの、そのコンセプト（スローガンは「美しい山を次世代に」）は近い事例である。幅広い

賛同者（会員）から集めた基金を、特定の地域のためでなく、山岳地において次世代育成

活動、山岳環境保全活動、安全登山啓発活動にいそしむ全国各地の NPO や自治体への助成

金として活用している。こういった受受受受益益益益者が者が者が者が株株株株主主主主の富を一の富を一の富を一の富を一義義義義とせず、とせず、とせず、とせず、社会社会社会社会・・・・福祉福祉福祉福祉といったといったといったといった

公共の利公共の利公共の利公共の利益益益益を第一を第一を第一を第一義義義義としている活としている活としている活としている活動動動動母母母母体体体体がががが行行行行うマーケティングがうマーケティングがうマーケティングがうマーケティングがソソソソーーーーシシシシャルャルャルャルマーケティマーケティマーケティマーケティ

ングングングングと Lee, & Kotler （2009 塚本訳 2010）は述べている。通常のマーケティングとプロセ

スは同じであるが、異なるのは、以下の点である。  

① 競争相手が他社でなく、対象者の行動や関連する便益である  

② モノやサービスでなく「新しいアイデアや行動を採用すること」が商品である
275

 

 

例えば、上記の基金の支援対象である次世代育成活動を DMO 自らが行うとしたら、競

争相手は子供たちのインドア嗜好であったり、それを促すテレビゲームとなり、それに打

ち勝つために、社会的な価値観（例：自然の中で汗をかくことは健康に良い）を広めたり、

社会的習慣（例：学校での遠足は山に行くものである）を広めたりして、子供たちに好ま

しい行動変革を促すといった具合である。変革の方向性には、新しい行動を受容させる、

潜在的に好ましくない行動を拒否させる、現在の行動を修正させる、以前の好ましくない

行動を放棄させる、などがある
276

。こういった行動変革を自発的に対象者に起こそうとす

る場合もマーケティング手法が使えることを示しており、それは DMO がその対象地域を

越えて支援者を増やしたいときに、地域に縛られない理念理念理念理念（Promotion で述べた間口の広

さを意識して、まずは社会事への転換を目指しつつ、ブランドコンセンサスが形成される

ような理念、テーマあるいはストーリー）に基づいて実行することを可能にする。  

これは行政区画にまたがって存在する国立公園のための DMO が形成する「商圏」への

支援活動だけでなく、コミュニティベースである「観光まちづくり組織」にとっても、こ

ういったマーケティングを活用し、テーマやストーリーを用いて地域を超えたアソシエー

ションベースの支援を得ることで DMO に転換できる可能性を示唆している
277

。  

 

2-4    国立公園のための国立公園のための国立公園のための国立公園のための DMO のあり方の考察のあり方の考察のあり方の考察のあり方の考察③③③③：環境保全のための：環境保全のための：環境保全のための：環境保全のための再投再投再投再投資の資の資の資の機機機機能能能能  

DMAI は現在の役割とその役割の将来の変化予想について、将来 DMO は品品品品質質質質管理の管理の管理の管理の役役役役

割割割割がががが高高高高まるまるまるまるとされる一方、旅行者向け情報サービスの役割は小さくなると回答する DMO

が多いことを前述の調査で明らかにした。これは観光観光観光観光局局局局のような第のような第のような第のような第三三三三者的者的者的者的役割役割役割役割から観光商から観光商から観光商から観光商

                                                   
274

 慈善団体や NPO 法人に対して行われる寄付行為のこと（南 ,  2010 に基づく）。DMO と異なり、

自らが活動をするわけではない。  
275

 南（ 2010）に基づく。  
276

 Lee, & Kotler (2009 塚本訳 2010) に基づく。  
277

 コミュニティは自然に参加している共同体のことでゲマインシャフト、アソシエーションは自

ら意思で参加する共同体のことでゲゼルシャフトと呼ばれることもある（濱野 , 2008 に基づく）。 
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品を品を品を品を提提提提供する当事者への意識の供する当事者への意識の供する当事者への意識の供する当事者への意識のシシシシフトフトフトフトを示唆しており、今後の山岳国立公園における、よ

り積極的な市場価値の獲得に向けた品質管理の主体のあり方として参考になる。  

国立公園の質の担保に向けた環境保全への環境保全への環境保全への環境保全への再投再投再投再投資の資の資の資の機機機機能能能能も、DMO は「人材の育成・活

用」を通してもつことができる。本章 1-6（公園管理団体制度のガイド団体への活用）で

も述べたように、これは専門的知識を要する労働力の提供という形で行われるべきである。

またあらかじめ DMO の品品品品質質質質管理管理管理管理業務の一環として、観光の磁力となっている園内の環境

の品質の管理業務として組み込むのが適切である。その理由としては、資資資資金金金金のののの提提提提供（供（供（供（寄付寄付寄付寄付））））

というというというというフフフフィィィィラララランンンンソソソソロロロロピピピピーーーーででででは、は、は、は、代代代代わりにわりにわりにわりに保全活保全活保全活保全活動動動動をををを実実実実行行行行してくれるしてくれるしてくれるしてくれる団団団団体体体体がががが存在存在存在存在するというするというするというするという

前前前前提提提提で成り立っているで成り立っているで成り立っているで成り立っているため、活動の継続性が他者に依存してしまうこと、並びに必ずしも

理念が一致する（あるいは望ましい品質管理を行える能力がある）団体が常に対象地域に

存在するとも限らないことが挙げられる。しかし最大の理由は、自ら観光活動を行うこと

で財政的に自立している DMO が主体的に動くことで、長長長長期的な視点でみた人期的な視点でみた人期的な視点でみた人期的な視点でみた人材材材材のののの育育育育成と成と成と成と

地域の地域の地域の地域の安安安安定定定定雇雇雇雇用用用用を生み出すことが期待できるところにある。  

そういう意味ではアクティブレンジャーなど、公園管理者と理念を共有できる専門的な

労働力を持った人材の雇用促進が有効なのであるが、第 5 章の調査のとおり、今後の増員

の見込は薄いため、なおのこと DMO のような観光という生業（事業活動）を持ちながら

公共的な環境保全活動も行える団体への期待は大きくなるだろう。   

 

3    評評評評価・価・価・価・フフフフィードバッィードバッィードバッィードバックのクのクのクのフフフフェーェーェーェーズズズズ  

 前章で述べた「目標」と同様、評価やフィードバックはマーケティングに限らず PDCA

サイクルの中で実践されるべき行為であるため、マーケティングのプロセスには含まない

傾向が強いが、本稿ではコトラーの定義に従い、「統制（Control）
278

」のフェーズとして、

含めて考察する。ただし、より具体的にみれば、目標設定時点に定めたおいた KPI とその

達成度をもって評価や効果測定がなされ、各フェーズにフィードバックされ、戦略レベル

から戦術レベルまで、修正や改善を必要に応じて加えることになるため、「調整」と呼んだ

ほうがフェーズの役割として適切である。また図 38 に示すように、目標自体は変わらな

くても付随する KPI の評価の度合いを状況に応じて「調整」するため、このように表現し

たい。  

 目標に付随する、客観的に評価可能な指標の達成度を確認することで評価は可能になる。

保護区と異なり、環境の保全だけでなく利用の促進も考慮しなければならない国立公園の

場合は、顧客価値の拡大という目標は常に意識しなければならない。しかしそれ以外に評

価指標（KPI）を設定する場合は、国立公園が何に重きを置くのかによって変化するもの

であり、絶対的なものは存在しないことにも留意が必要である。  

 第 2 章で環境省が掲げていた立地地域に立地地域に立地地域に立地地域に根ざ根ざ根ざ根ざしたしたしたした運運運運営による地域活性化営による地域活性化営による地域活性化営による地域活性化を目指す場合、

                                                   
278

 Kotler（ 1999 木村訳 2000）に基づく。  



 - 169 - 

その立地に応じて、国立公園単位またはゾーン単位でそれぞれに KPI は設定されなければ

ならない。また設定された KPI の目標達成度は、時間の経過や施設の整備状況に合わせて、

大目大目大目大目標標標標はははは同同同同じであってもじであってもじであってもじであっても変化するだろう。例えば、地域への経済効果を目標に、指標を「観

光消費額○○円の獲得」とした場合、それに付随する KPI は入込数と観光消費単価になる

が、その達成度は図 38 のように変化していく。  

 

観光入込数

観
光
消
費
単
価

観光入込数

観
光
消
費
単
価

経済効果 経済効果

変化

第四章、第五章で述べたようにモニタリングが不十分のた
め、環境収容力が不明。大事をとって、インバウンド観光は
少人数高額の山岳ガイドツアー催行会社への訴求を中心に
行う。

モニタリングはまだ十分とはいえないが、序章で述べた、供
給力・収容力の引き上げに成功した。多少の入込み客数増
加では環境へのインパクトは発生しなくなったので、ガイドレ
ス登山で海外ＦＩＴに広く訴求へ。

 

（日本政策投資銀行・日本経済研究所 ,  2013, p.110 を参考に筆者作成）  

図 38：状況変化に応じた KPI 達成度の調整事例  

 

 上記は経済効果の拡大が目標であるが、富士箱根伊豆国立公園のように安全面から入込

数を絞りたい場合もあるだろう。その場合は、第 5 章 2-4 で示唆した、山域の利用者数に

は登山口までの交通機関、イベント、登山道の特性などが影響を与える要素であることを

考慮し、これらの要素に交通機関なら一日の本数、イベントなら年間の催行数と時期、登

山道の特性なら事故発生件数などの KPI を設定して、それぞれの達成度を状況に応じて調

整しながら「○○人の減少」といった大目標の達成度を目指すことになる。  

 

第第第第 8 章章章章のまとめ：のまとめ：のまとめ：のまとめ：展展展展開開開開ののののフフフフェーェーェーェーズズズズを用いたを用いたを用いたを用いたフレフレフレフレーーーームムムムワワワワークの山岳国立公園へのークの山岳国立公園へのークの山岳国立公園へのークの山岳国立公園への適適適適用用用用とそのとそのとそのとその

実実実実行行行行主主主主体体体体としてのとしてのとしてのとしての DMO 

＜7P によるマーケティングミックス＞  

・ マーケティングミックスはその要素間で整合性がとれていることが重要である。また、

分析、立案のフェィズとも首尾一貫していることも重要である。  

＜商品（Product）＞  

・ 山岳国立公園のサービスコンセプトには、視覚要素（観光）を加えることができる。  

・ 公園管理手法の一つであるコンセッションが持続しているのは、サービスの品質を支

えるサービスプロフィットチェーンにおける ES と CS を満たすような仕組みだからで

ある。  
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・ サービスパッケージを決定する際に重要なのは、利用者から見たスイッチングコスト

である。  

・ プロダクトラインもブランドも、まず顧客及び従業員（一次利用者）に認知してもら

うこと（ブランドコンセンサスを大きくすること）が重要である。  

＜流通・場所（Place）＞  

・ 日本の山岳国立公園には流通に乗せるようなサービスの利用権は存在しない。  

・ 消費発生チャネルの場所を考慮すれば、公園単位ではなく、周辺を含んだ「商圏」を

地域と捉える必要がある。  

・ 商品組成のときは流通（販売）経路と合わせて思考することで、副次的効果（安全登

山者の訴求機会など）を生み出すことができる。  

＜プロモーション（Promotion）＞  

・ 外国人 FIT の利用促進のための体系だった登山情報を発信できるアクターは、山岳国

立公園には現状において、存在しない。  

・ 環境省や地方自治体は、安全管理や環境保全の広報の際、どのタイプのコミュニケー

ションが適切か考慮する必要がある。  

・ 物理的な情報発信チャネルを持たない環境省や地方自治体だからこそ、トリプルメデ

ィア・マーケティングを意識して、どのタイミングでどのメディアを活用するのか考

慮しなければならない。  

・ 発信する情報のデザインは、他人事を社会事に換え、社会事を仲間事に換え、最終的

に自分事に換えること意識した間口の広いトピックを活用したい。  

＜価格（Price）＞  

・ 費用を顧客に転嫁する視点は心理的に賛同を得にくい。  

・ 経験を提供する国立公園は、その「質」の対価として、顧客が支払っても良いとする

WTP に基づいた値段設定をすることは、事例を見る限り採用可能である。  

＜人材（People）＞  

・ インバウンド観光を考慮した場合、マーケティングの視点から見たガイド業の現状は

適切ではなく、その一因には個人資格化による質の担保という潮流がある。  

・ サービスプロフィットチェーンの観点から体制を考慮した場合、個人ではなく団体へ

の認証制のほうが、ガイドが市場に認知されていない現状においては、有効である。  

・ コンセッションほどのメリットは付与できないが、公園管理団体制度は国立公園にお

けるサービス団体への認定制度として存在し、エコツアーガイドの能力を考慮すれば、

これを活用することでパレートが改善（環境保全能力の提供と収益源の多様化により）

される。  

＜物的環境要素（Physical evidence）＞  

・ 山岳国立公園の登山道と山小屋に関しては、安全管理や環境保全または利便性が重視
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され、経験の一部やサービス内容を示す手がかりといった「Promotion」の機能を果た

す要素は見られなかった。  

＜提供過程（Process）＞  

・ 提供過程を考察するための標準化と顧客参加の程度という二つの軸は、安全管理面に

おける予防（及び発生時と比較した場合の費用の抑制）の体制及び広報を考慮するの

に有効である。  

＜7P ののののフレフレフレフレーーーームムムムワワワワークの市場化のプロセスと資本化のプロセスへの有用性のークの市場化のプロセスと資本化のプロセスへの有用性のークの市場化のプロセスと資本化のプロセスへの有用性のークの市場化のプロセスと資本化のプロセスへの有用性の検証検証検証検証結結結結果果果果＞  

・ 山岳国立公園を取り巻く現状・課題を展開フェーズの 7P のフレームワークで考察する

ことは有効である。なぜならば、元来の 7P の目的である市場との結びつき（観光推進）

だけでなく、利用者の安全管理や環境保全のための再投資などの公園管理のトピック

（資本化のプロセス）に対しても論理的な方向性を示せることが明らかになったため

である。以下表はそのフレームワークが寄与した内容をまとめたものである。  

 

7Ｐ

　　　　　　公園「経営」が網羅すべき
　　　　　　　　　　　　　2つのプロセス
考察すべき事項

資本化のプロセス(公園管理)への寄与 市場化のプロセス（観光消費）への寄与

サービスコンセプトの設計 「主張」の確認 -

サービス品質の決定

サービスパッケージの決定 -
「スイッチングコスト」を考慮した競争力
のある商品パッケージ

プロダクトラインとブランドの決定

流通チャネルの決定 -
サービスの利用権が流通していないとい
う事実の確認

販売チャネルの決定

情報発信方法（宣伝・広報・セール
スプロモーション・人的販売）の選択

公的機関の「広報」のあり方にみる適切
なコミュニケーションの方法の明確化

情報発信者の量的・質的不足の確認

情報伝達手段の決定
トリプルメディアマーケティング、スプ
レー理論の環境配慮意識・安全管理意
識の醸成への活用

-

Price 価格の決定

WTPによる自然保全費用（再投資）の値
決めの示唆と支払いの納得感が醸成で
きる質の高いサービスによる意識の転
換（誘導）の提案

-

People 人材の育成環境・方法の決定

Physical
evidence

経験の一部になり、且つサービス内
容の手がかりになるものの設計

- -

Process サービスデリバリーシステムの設計
「標準化」と「顧客参加の程度」への着目
による安全管理情報のカスタマイゼー
ションの必要性の示唆

-

消費の発生する近隣地域を含めた「商圏」の概念の必要性とチャネル設計による
安全登山の訴求支援

Place

Promotion

現状におけるガイド業の個人資格化にみる市場形成への弊害の指摘及び公園管
理団体制度とエコツアーガイドの活用による利用と保全の一体化した民間サービ
ス導入モデルの提案

Product
サービスプロフィットチェーンの視点によるＥＳとＣＳの重要性の示唆

ブランドに力を発揮させるための関係者間のブランドコンセンサス構築への留意

 

 

＜DMO の重要性＞  

・ DMO はマーケティング活動を行う主体として、一定の費用と人材を捻出できる一定規

模ではなくてはならず、対象「地域」はそれを念頭に決定されるべきである。  

・ DMO の成功の鍵の一つである「理念の共有」は地域内外の多様なステークホルダーと
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の関係性を構築できることを示唆しており、地域制国立公園のための「商圏」を意識

した活動の体制構築や観光まちづくり組織の DMO 化に役立つ概念である。  

・ DMO の成功の鍵の一つである「資金の調達」には、ソーシャルマーケティングなど公

共の利益を第一義とした団体のためのマーケティングを活用し、広い支持を集める方

法が有効であり、特定の行政区画に縛られない国立公園の DMO ならば、なおのこと活

用を試みることには合理性がある。  

・ DMO の成功の鍵の一つである「人材の育成・活用」については、国立公園における環

境保全への再投資と絡め、資金ではなく専門能力をもった労働力の提供をタスクとす

ることで、地域の安定雇用にも寄与するのが適切である。  

＜評価・フィードバックのフェーズ＞  

・ 国立公園の目標（方向性）自体を大きく変えることは難しくても、評価の指標におけ

る達成度の重み付けを変化させることで、目標を変更することなく、方向性を調整で

きる。そのため本フェーズもマーケティングプロセスの一環として考慮することは、

公園管理にも有効である。  
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第第第第 9 章章章章    終論終論終論終論  

  

１１１１  全全全全体体体体ののののササササママママリリリリーーーー  

本稿は日本の国立公園の観光資源としての価値（質）を利用者に最大限享受してもらう

目的で「公園管理」のアプローチに加え、マーケティングのアプローチにより「公園経営」

として国立公園の活用を思考するフレームワークを提示した。  

この背景には、国内競争からの脱却並びに国際観光収支の不均衡を改善するために促進

すべきインバウンド観光のための目的地として、自然観光資源の中でも最高の質をもつ国

立公園が、十分に活用されていないことが挙げられる。活用されていない理由や活用する

ための方法について、本稿は資源論の観点、すなわち自然資源を法・制度・ルールなどを

用いて資本に変え持続性を担保するプロセス（資本化のプロセス）とその資本を市場・顧

客に提供することで富に変えるプロセス（市場化のプロセス）の両面から、考察した。  

国立公園においては、資本化のプロセスのツールは公園管理である。一方、市場化のプ

ロセスは営利企業においてはマーケティングをツールとして用いるが、それが国立公園に

適用可能かどうかは検証を要する。そこで、本稿は前述の通り観光利用を念頭に置いてい

るので、富から逆算して、その市場化のプロセス及び資本化のプロセスの効率性・有効性

を検証している。ここで特徴的なのは、営利企業でない国立公園であっても①市場化のプ

ロセスにマーケティングを活用することは有効であるだけでなく、②資本化のプロセスに

おいてもマーケティングが活用可能であるとする仮説を立てたことである（図 39）。  

 

資源論のプロセス 資本化のプロセス 市場化のプロセス

ツール 公園管理（モデル） ？

公園経営

営利企業のよう
にマーケティング
が活用可能か？

富から逆算して「公園経営」を
行う場合、ここも「公園管理」
でなくマーケティングが活用
可能なのではないか？

 

図 39：観光促進のための公園経営実現に向けた仮説の説明の図  

（筆者作成）  

 

これは、地域制公園という多様なステークホルダーが公園管理に関わる日本の国立公園

において、公園管理においてもマーケティングの概念が有用であることを示すことができ

れば、多様なステークホルダーに共通の思考のフレームワークを提供することになり、自

然資源の保全（資本化のプロセス）と利用の促進（市場化のプロセス）を併せて進める「公

園経営」に向けたより機動的な施策の立案・実行・検証が期待できるためである。  
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 しかし、仮にその両方のプロセスをマーケティングのコンセプトによってカバーできた

としても、実際に対象である国立公園に収容力がなければ意味を成さない。環境収容力を

超えて観光を促進すれば、その国立公園の質を担保する自然環境の魅力を減じることにな

るからだ。また交通機関や宿泊施設などの収容力にも留意が必要である。加えて、国立公

園で、その利用により生じている安全管理や環境保全のための受益者負担のあり方などの

課題についても、今後の観光の促進に向けた障壁となることが推測できるため把握してお

かなければならない。  

そのため、前述の仮説の検証に先立ち、前半部では、国立公園の現状の把握に努め、国

立公園での実地調査も含めて、それらの実態を明らかにした。これは上述のインバウンド

観光に活用されていない理由を把握するための調査でもある。その対象の国立公園には、

日本の地勢上多く存在し、且つ歴史的背景から観光のためのインフラストラクチャーが整

っている「山岳」公園に着目している。特に実地調査地の選定では、山岳公園での主要活

動であり、観光の磁力となりえる「登山」が盛んな地域であることを念頭に、国内の代表

的な山岳地域である「日本アルプス」を擁する中部山岳国立公園で行った。  

その後、後半部で、国立公園であっても①市場化のプロセスにマーケティングを活用す

ることは有効であること、及び②資本化のプロセスにおいてもマーケティングが有用であ

るとする仮説の妥当性をマーケティングプロセスの各フェーズを用いて、以下の通り検

証・考察している。  

マーケティングプロセスは、主に分析・立案・展開の三つのフェーズから成り、分析フ

ェーズは仮説の検証には用いないものの、そのフレームワーク（SWOT 及び 3C）を活用し、

前半部の情報の精査と補完に役立てた。立案フェーズでは、その立案のためのフレームワ

ーク（STP）に、同じく公園管理を立案するためのモデルの施策立案のプロセスを当ては

めることで、本質的に同じフレームワークであることを明らかにした。すなわち上述の仮

説における②の検証を行った。展開フェーズでは、上述の①を明らかにするため、今まで

見てきた山岳国立公園の状況や課題を、実際に市場化に向けて商品をデザインするための

展開フェーズのフレームワーク（7P）に当てはめて、論理的に改善の方向性を示せるか検

証を行い、マーケティングのコンセプトが山岳国立公園の市場化のプロセス及び資本化の

プロセスに有効であることを明らかにした。  

加えて、こうした観光地域のためのマーケティング活動を行う「主体」と推測される組

織である DMO（国内では観光協会や旅行会社が類似機関・組織として存在するが違いも多

い）にも焦点を当て、山岳国立公園に適しているか考察を行った。  

 

2    本本本本稿稿稿稿の成果との成果との成果との成果と今今今今後後後後のののの課課課課題題題題  

結論から述べれば、マーケティングは②の市場化のプロセスに有用であるだけでなく、

①の資本化のプロセスもマーケティングのフレームワークを用いて設計可能であることを
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示すなど、「公園経営」の促進に有効であり、その応用可能性は高いことが分かった。具体

的には、前半部・後半部それぞれで得た個々の成果と、それに伴う今後の課題を表 19 にま

とめた。  

表 19：本稿の成果と今後の課題  

本稿の成果 今後の課題

①登山者からの直接的なデータの取得に
よる、彼らの意識、動線及び社会的収容
力についての詳細な調査が必要。これは
一次利用者と登山者ではFIT誘致・受入に
対し意識差が存在する懸念のためであ
る。

②山岳国立公園で現在行われているよう
な官民一体の協議会の実態調査が必要。
これは場合に応じてDMOへの転換が期待
できるためである。

③外国人旅客の海外登山活動における需
要の調査が必要。国立公園は好きだが登
山は好きではない、または登山活動が好
きであっても「価格」に負けて実際の訪日
までファネルが転換しない懸念があるため
である。

④公園管理団体への実態調査が必要。実
際の運営状況から「事業継続性」は確保さ
れているか、及び観光サービスの提供の
有無・可否について確認を要するためであ
る。

⑤本質において「マーケティング＝公園管
理モデル」と断定するには、事例1つの検
証だけではなく、他のモデル（一般的に公
園管理に利用されている）を用いてさらな
る検証が必要である。

⑥マーケティングが公園管理（資本化のプ
ロセス）に応用可能であるか更なる事例を
用いての確認が必要。今回の調査では物
的環境要素のように特に公園管理側で意
識されていなくても問題にはなっていない
ケースもあり、「応用可能であるが、有用
性に欠ける」という可能性もあるためであ
る。

⑦マーケティングの主体となるDMOの構築
方法の研究が必要である。諸外国におい
てDMOが一般的であっても日本国内にお
いて容易に組成できるとは限らない。DMO
の機能・役割とは別途DMOの設立・運営
方法の把握も重要である。

⑧各ステークホルダーにマーケティングを
用いて共通の思考のフレームワークを提
供することで、地域外との繋がりにおいて
はそのステークホルダー各個で管理され
る「ガバナンス」の状態となる。そのため国
立公園に限らず様々な事例を検証し、この
地域内での各者間の合意形成を図るマネ
ジメントと地域外（市場）との各者個別の関
わり方を許容するガバナンスの組み合わ
せというモデルが有効であるか、及び有効
になる条件について明確にする必要があ
る。

前
半
部

後
半
部

国立公園の現状把握を通して、以下を示唆したこと国立公園の現状把握を通して、以下を示唆したこと国立公園の現状把握を通して、以下を示唆したこと国立公園の現状把握を通して、以下を示唆したこと

●国立公園は日本の自然資源の中でもトップクラスの「ブランド」であること
●公園管理者も保護・規制偏重から利用促進へと舵をきっていること
●しかし利用促進のためのリソース（ヒト・カネ・情報）が不足していること
●日本の山岳国立公園はSacred Natural Siteを内包していること
●日本の登山活動はスポーツ要素を多く含むこと
●利用者≠観光者であること
●広域観光よりもテーマ別観光で「協創」して周遊型観光を実現できること
●山岳国立公園においては環境保全や安全管理の課題は依然として存在す
ること
●中部山岳国立公園の調査で、宿泊施設と交通機関の収容力の余裕を確認

できたこと
●同調査で、環境保全団体が継続性のある組織（ボランティアベースではな
い）であったこと
●同調査で、入園する多くの外国人は通過客である（登山者ではない）こと
●同調査で、山小屋利用者の変異性が小さいこと
マーケティングプロセスを用いた公園管理モデルの検証・考察を通して、以下マーケティングプロセスを用いた公園管理モデルの検証・考察を通して、以下マーケティングプロセスを用いた公園管理モデルの検証・考察を通して、以下マーケティングプロセスを用いた公園管理モデルの検証・考察を通して、以下

を示したことを示したことを示したことを示したこと

●ニュージーランドの調査を通してROSがリスクマネージメントにも転用できる

こと

●そのリスクマネージメントのフレームワークは資本の適正配分に適している

こと

●同調査で、DMFという、マーケティングをより積極的に活用した公園管理モデ

ルを発見できたこと

●安全管理の効果はデマーケティング＞ディスインフォメーションであること

●プロダクトアウト＆マーケットインの思考は公園管理におけるレクリエーショ

ン活動内容の決定に有用であること

●最重要の目標値として顧客価値を示したこと、及びその式から「価格」を脅威

として認識できたこと

●分析のフェーズ（SWOT分析）通して前半部では捉え切れなかった情報を明

らかにできたこと

●ROSの要素と経験マーケティングの要素の類似していること

●ROSのステップと立案フェーズ（STP）のステップが本質的に同じであること

●コンセッション制度がサービスプロフィットチェーンのESとCSをカバーする仕

組みであること

●流通（場所）の考察から、山岳国立公園は周辺地域と一体化した「商圏」とし

て捉える必要があること

●販売促進のフレームワークが、公園管理のための広報に対し、何を、どのよ

うに伝えるかを明らかにしたこと

●WTPに基づいて、費用の利用客への転嫁が可能であること

●現在のガイド業界の潮流の問題点を指摘し、改善の方向性を公園管理団体

とエコツアーガイドを用いて示せたこと

●提供過程における標準化と顧客参加の度合いの概念は、公園管理における

リスクコミュニケーションに活用可能であること

●DMOと観光まちづくり組織は必ずしも同一でないこと、及びDMOにはマーケ

ティング費用と人材を捻出できる一定規模を要すること  

 

ここで特に強調しておきたいことは、前半部で示した公園管理の課題（リソースの不足、
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環境問題並びに安全管理への懸念）に対して、マーケティングのプロセスに従って思考す

ることで論理的に解決の方向性を示せることを後半部で明らかにしたことである。また実

際に、ニュージーランドの国立公園では積極的にマーケティングを公園管理に取り入れる

動きを見せており、その有用性への期待が伺えた。  

元来、国立公園内においては、直接的に利用者（顧客）にサービスを提供するのは公園

管理者に限らず、民間事業者のような一次利用者がその役割を担うことが多い。この点に

おいてもマーケティングは、提供者と利用者（顧客）という二者間に限らず、一次利用者

を含めた三者間であっても適用可能なフレームワーク（サービストライアングル）を用意

しており、活用可能である。また利用客を減らしたい場合でも活用可能であったり（デ・

マーケティング）、リソースの調達にも応用できたりと（ソーシャルマーケティング）、そ

の状況に合った多様なフレームワークが用意されている。こういった、様々な状況に応じ

て用意されたフレームワークに従い、論理的に多様なステークホルダーとコミュニケーシ

ョンできる汎用性がマーケティングに備わっていることも、ニュージーランドの公園管理

者が積極的に導入を試みている一因だと推測できる。  

しかし、マーケティングが市場化のプロセスにおいて、常に万能というわけではなく、

それを補完する概念として本稿では、「ブランディング」に言及した。いかなる優れた商品

も顧客に見つけてもらわなければ意味がなく、そのために商品の質の伝達を助けるブラン

ディングが重要となるが、とりわけ「日本の国立公園」にとっては「ブランド」の活用が

有効である点に留意が必要である。これは、インバウンド観光の促進にあたり、FIT（外国

人旅行者）にとってのブランド価値の認知に有効な「ブランド体系」がすでに海外の有名

な観光目的地となっている国立公園によって築かれており、それを利用できるからである。 

本稿で扱いきれなかったトピックや検証が弱い部分などは今後の課題として表 19 内に

示した。ここで示した課題のための調査は、単体でも今後の国立公園の「公園経営」に役

立つ内容となっており、今後の研究の進展に向けて、その実施を期待したい。  

なお、冒頭でインバウンド観光の重要性及びその促進のための優れた観光資源としての

山岳国立公園の魅力ならびに妥当性について触れたのは、本稿も「どのようにどのようにどのようにどのように他他他他人事を人事を人事を人事を社社社社

会会会会事に換え、事に換え、事に換え、事に換え、社会社会社会社会事を事を事を事を仲仲仲仲間事に換え、間事に換え、間事に換え、間事に換え、最最最最終終終終的に自分事にするか的に自分事にするか的に自分事にするか的に自分事にするか」を意識しているためであ

る。山岳国立公園の環境を保全しつつ、その利用を（可能ならば FIT で）促進したいと考

えている関係者に対して、有意義な思考のフレームワークを提供できれば幸いであるが、

それだけでなく本稿をきっかけに、インバウンド観光の重要性や国立公園の魅力、及び登

山の持つ可能性について興味を喚起できれば、本望である。  

最後になるが、本稿で探求した内容から推測できる「市場を意識した」国立公園経営の

モデル（図 40、  説明は図内に付記）とこういったモデルの有効条件の予想（図 41、今後

の課題⑧に該当）を示し、結言としたい。  
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バックヤード（オペレーション）バックヤード（オペレーション）バックヤード（オペレーション）バックヤード（オペレーション） デリバリーシステムデリバリーシステムデリバリーシステムデリバリーシステム

リージョナル・グローバルレベルでの
マーケティング＆ブランディング

ローカル・リージョナルレベルでの
マーケティング＆ブランディング

商圏の地
元企業な
ど
（観光消費
チャネル）

環境省、
自然保全団体
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公園管
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顧
客

）

国
立
公
園

（

自
然
環
境

）

提供(C)演出(C)

消費(B)再投資(B)

 

円内が国立公園「経営」のステークホルダーである。円内の各ステークホルダーはそれぞれの組織を「マ

ネジメント」しているが、円全体はマーケティングコンセプトによる共通の思考のフレームワークで「ガ

バナンス」されている状態である。（C）はステークホルダーにとっての費用項目、（B）は同便益項目

であり、矢印は活動の働きかけだけでなくマネーフローを表す。  

図 40：国立公園経営のモデル  

（筆者作成）  
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主眼
関係者間の合意形成
（地域内マネジメント）

外（市場）とのつながりの形成
（地域内外マネジメント）

外（市場）とのつながりの中における各関係
者の役割の理解

（地域内マネジメント　地域外ガバナンス）

例
第二世代のまちづくり組織（※）
（地域内合意形成を重要視）

第三世代のまちづくり組織（観光の
関係性モデル）（※）
（外部との繋がりや知識・技術移転
も視野に入る）

公園経営モデルの中の各ステークホルダー
（個々の活動が全体のシステム「コスト＆ベ
ネフィット循環サイクル」の中でどのような
役割を果たしているかを各者が理解してい
る）

資源論の
プロセス

資源化 資本化＋市場化 資本化＋市場化

関連マーケ
ティング・ブ
ランディング
コンセプト

インターナルマーケティング
サービストライアングル、サービス
プロフィットチェーン、ブランドコ
ンセンサス

サービストライアングル、サービスプロ
フィットチェーン、ブランドコンセンサス、
サービスデリバリーシステム

適用条件
小さな地域（行政単位）でその地
域に関して各者の利害関係が一致
する場合

小さな地域（行政単位）でその地域
に関して各者の利害関係が一致し、
且つ市場とのつながりを持つのに要
する知識（人材）・費用を捻出でき
る場合

大きな地域（複数の行政単位にまたがる）
で、各者の利害関係が一致するも、市場との
関わり方が各者で異なり、統一されたマネジ
メント組織の形成が困難な場合

イメージ

地域内コンセンサス形成後、各者を
集結し、そこで観光資源の発掘や
「誇り」を醸成。

地域内コンセンサス形成後、各者を集
結し、継続的に提供できる観光「商品」
を協力して開発し、市場とのつながりを
もつ。

地域内コンセンサス形成後、各者が市場とのつな
がりをその役割に応じてもつ。

地域内 地域内

集結 集結
市
場

市
場

地域内役割Ａの

領域

役割Ｃ

の領域

役割Ｄ

の領域

役割Ｂの

領域

 

（※） 2 頁でも述べたが、敷田（ 2009a）によれば、地域の自立を過度に意識した「内向き」になりが

ちな（地域外のニーズや情勢を考慮しない）、まちづくり組織を「第二世代の観光まちづくり組織 279」

と呼ぶ。一方、この組織に地域内の資源と地域外の関係者を結びつける活動（マーケティング、ブラン

ディング及び観光客の受け入れや地域づくり）をマネジメントする役割をもたせ、経済的な持続可能性

も視野に入れたまちづくり組織を「第三世代のまちづくり組織」または「中間システム」と呼び、その

持続可能な状態で結びついた資源と関係者及び中間システムの関係性を図示したものを「観光の関係性

モデル」と呼ぶ（敷田 ,  2009b）。  

いずれも「まち」という、各種活動の際に一枚岩になれる単位を想定しているが、自然公園のように広

域になると活動主体をひとつのマネジメント組織に集約することが困難になる。そこで各関係者に市場

との繋がり方として共通の思考のフレームワークを与えて、ガバナンスの状態をつくりあげることで、

各々の役割に応じた活動をしつつも（市場及び国立公園との自由な関わり方を許容しつつも）公園経営

という枠組みでは平仄の取れている状態が「赤枠」で示した公園経営モデルの特徴である。  

図 41 共通の思考のフレームワークの導入による部分的ガバナンスの導入条件の推測  

（筆者作成）  
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 なお「第一世代の観光まちづくり組織」は 1990 年代に多く見られた、経済的な波及効果に着目し

た特定観光施設への投資を行うまちづくり組織を指す。観光産業に過度に依存した外来型の観光開

発が問題視されたことから、地域が主体となって能動的に観光を推進する第二世代のまちづくりに

移行していった背景がある（敷田 ,  2009a に基づく）。  
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【別紙】



 1 

【別紙 1】 中部山岳国立公園「北アルプス北部、山岳地帯の観光と環境の現状調査」訪問先・スケジュール・調査方法一覧 

No. 訪問先名 種別 訪問日 担当者役職（所属先） 調査法 データ収集法 実施手順 場所 訪問目的

1 涸沢フェスティバル イベント 8/26-2/28 - 参与観察 涸沢、横尾、徳本 ・完全な「産」主導の山岳フェスとは？　・収容力は？　・2との比較

2
黒部立山アルペンフェス
ティバル

イベント 9/6-9/8 - 参与観察 室堂周辺 ・「官」が入ったフェスとは？　・1との比較

3 黒部ルート見学会 観光/見学 9/6 - 参与観察 1. メモ・写真 欅平⇒黒部ダム
・体験
・常時運転（観光交通化）の可能性・問題点

4 立山黒部アルペンルート 観光交通 9/1-9/10 - 体験 - - 信濃大町駅⇔立山駅 ・収容力確認　・利用方法確認

5 黒部峡谷鉄道 観光交通 9/5,　9/6 - 体験 - - 宇奈月温泉⇔欅平 ・収容力確認　・利用方法確認

6 関西電力北陸支社 民間/交通 -
関西電力（株）北陸支社
総務・広報グル－プ　リ－ダ－

メールで質
問

富山駅周辺 ・3の常時運転の可能性＆問題点確認

7 立山黒部慣光（株） 民間/交通 -
立山黒部貫光株式会社
営業推進部　販売予約センター

メールで質
問

富山駅周辺
・観光の観点からみたキャパシティの実態調査、季節変動、宿泊施設の状
況確認

8 黒部峡谷鉄道株式会社 民間/交通 9/5 総務課長 ヒアリング 宇奈月駅中
・観光の観点からみたキャパシティの実態調査、季節変動、宿泊施設との連
携確認

9
長野県観光企画課/観光振
興課

行政/観光推進 9/13 長野県観光部 観光企画課 ヒアリング 長野駅から徒歩15分 ・長野県山岳ガイド＆信州登山案内人の外国人対応度合い＆就業状況など

10 大町市山岳博物館 行政/観光促進 9/11 - 見学 - -
信濃大町駅から徒歩
18分

・スイス登山鉄道のイベント見学のため

11
富山県観光・地域振興局観
光課

行政/観光促進 8/30
富山県観光・地域振興局観光課国
際観光班

ヒアリング 富山駅から徒歩10分
・山岳観光訴求の可能性について　・現在＆今後の観光施策＆取り組みに
ついて

12 ＮＰＯ法人やまたみ
ＮＰＯ/ガイド派
遣

9/12 事務局長 ヒアリング 松本市内
・2012年度より指定管理者制度を導入し安全管理から「山岳観光振興」へシ
フトしたが、状況はどうか。

13 大山観光協会
半官半民/観光
推進

8/31 事務局長 ヒアリング 立山駅周辺

14 大山観光開発（株）
半官半民/観光
推進

8/31 総務部 ヒアリング 立山駅周辺

15 大町市観光協会 行政/観光推進 9/11 事務局 ヒアリング 信濃大町駅周辺
・山岳文化都市宣言（Ｈ14年）の目標、アクションプラン、展望はについて　・JAPAN ALPS広
域観光都市連携会議の目指すところについて

16 大町温泉郷観光協会 民間/観光推進 9/10 事務局 ヒアリング 温泉郷内
・観光の観点からみたキャパシティの実態調査、季節変動、宿泊施設の問
題

17 立山町観光協会
半官半民/観光
推進

8/31 立山町役場観光商工課 ヒアリング 五百万石駅周辺
・山岳観光訴求の可能性について　・現在＆今後の観光施策＆取り組みに
ついて

18 黒部宇奈月温泉協会 組合/観光推進 - 事務局長
メールで質
問

愛本駅周辺
・山岳観光訴求の可能性について　・現在＆今後の観光施策＆取り組みに
ついて

19 立山黒部環境保全協会 民間/環境保全 - 立山黒部貫光株式会社
メールで質
問

富山駅周辺 ・環境庁及び富山市からの委託事業の内容と今後の展望

20 立山自然保護センター 行政/環境保全 9/7 - 見学 - - 室堂周辺 ・環境の課題になっているものは何か見学

21 長野自然環境事務所 行政/環境保全 9/12
環境省 長野自然環境事務所 国立公園・保全整

備課　国立公園企画官 ヒアリング 長野市

22 立山自然保護官事務所 行政/環境保全 9/8
立山自然保護官事務所
自然保護官

ヒアリング
弥陀ヶ原周辺
（後日時間指定）

23 アルペン企画株式会社
民間/広告代理
サービス

9/12 同社　代表取締役 ヒアリング 北松本駅周辺 ・山小屋就労者のトレンド　・外国への訴求の有無

1. メモ・写真
2. 双方を比較

参与観察法

1.挨拶（電話）・挨拶状（手紙）
2.ブリーフィング

3.面接・質問
4.御礼（謝礼）

郵送/イン
ターネット調
査法（クロー
ズド）

1.挨拶（電話）・挨拶状（手紙）
2.ブリーフィング＆配信

3.質問紙回収
4.御礼（謝礼）

郵送/イン
ターネット調
査法（クロー
ズド）

1.挨拶（電話）・挨拶状（手紙）
2.ブリーフィング＆配信

3.質問紙回収
4.御礼（謝礼）

半構造化面
接法

半構造化面
接法

1.挨拶（電話）・挨拶状（手紙）
2.ブリーフィング

3.面接・質問
4.御礼（謝礼）

半構造化面
接法

1.挨拶（電話）・挨拶状（手紙）
2.ブリーフィング

3.面接・質問
4.御礼（謝礼）

・立山山麓における観光の観点からのキャパシティ、現在の課題、今後の展
望

・環境の観点からみたキャパシティの実態調査（上高地、立山）
・入山者カウンターの設置目的と利用状況
・北アルプス山小屋交友会などの観光関連活動の規制の有無
・登山道の管理状況

 

（次頁へ続く） 
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（前頁の続き） 

No. 訪問先名 種別 訪問日 担当者役職（所属先） 調査法 データ収集法 実施手順 場所 訪問目的

24 一ノ越山荘 民間/宿泊施設
9/6、9/8
宿泊

主人
調査票⇒ヒ
アリングへ

室堂周辺

25 真砂沢ロッジ 民間/宿泊施設 9/3 主人
調査票⇒ヒ
アリングへ

真砂沢

26 五色ヶ原山荘 民間/宿泊施設 9/9　宿泊 主人
調査票⇒ヒ
アリングへ

五色ヶ原

27 立山室堂山荘 民間/宿泊施設 9/8 - 調査票 室堂周辺

28 雷鳥沢ヒュッテ 民間/宿泊施設 9/1 - 調査票 室堂周辺

29 内蔵助山荘 民間/宿泊施設 9/7 - 調査票 真砂岳周辺

30 剣御前小舎 民間/宿泊施設 9/1 - 調査票 雷鳥沢

31 剣沢小屋 民間/宿泊施設 9/1　宿泊 - 調査票 剣沢

32 天狗平山荘 民間/宿泊施設 9/8 - 調査票 天狗平

33 剣山荘 民間/宿泊施設 9/2　宿泊 - 調査票 剣沢

34 仙人温泉小屋 民間/宿泊施設 9/3　宿泊 - 調査票 雲切新道

35 天望立山荘 国営/宿泊施設 9/7　宿泊 - 調査票 弥陀ヶ原

36 阿曽原温泉小屋 民間/宿泊施設 9/4 - 調査票 阿曽原温泉

37 猿飛山荘 民間/宿泊施設 9/4 - 調査票 欅平周辺

38 祖母谷温泉 民間/宿泊施設 9/4　宿泊 若旦那
調査票＆ヒ
アリング

欅平周辺

39 平ノ小屋 民間/宿泊施設 9/10 - 調査票 黒部湖周辺

40 ロッジくろよん 民間/宿泊施設 9/10 - 調査票 黒部湖周辺

41 徳沢ロッヂ 市営/宿泊施設 8/26 - 調査票 徳沢周辺

42 横尾山荘 民間/宿泊施設 8/26 - 調査票 横尾周辺

43 涸沢ヒュッテ 民間/宿泊施設 8/26 - 調査票 涸沢周辺

44 穂高岳山荘 民間/宿泊施設 8/27 - 調査票 奥穂高岳

1.挨拶（電話）・挨拶状（手紙）
2.ブリーフィング
3.面接・質問
4.御礼（謝礼）

1.挨拶（電話）・挨拶状（手紙）
2.ブリーフィング

3.収集法選択・質問紙配布
4.質問紙回収
5.御礼（謝礼）

半構造化面
接法

郵送調査法
（クローズド）

・北アルプス北部と比較のため
・南部特有の課題を明らかにするため
・1の影響を知るため

・北アルプス北部の山小屋の収容力の確認
・外国人登山者の入山状況
・登山道の状況、管理体制
・現在の登山客の動線
・環境＆観光の課題、問題点
・外国人登山者増加への態度
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【別紙 2】 中部山岳国立公園「北アルプス北部、山岳地帯の観光と環境の現状調査」の調査地域の地図 

①中部山岳国立公園の場所①中部山岳国立公園の場所①中部山岳国立公園の場所①中部山岳国立公園の場所

山麓宿泊地
（黒部・宇奈月側）

山麓宿泊地
（立山町側）

山麓宿泊地
（大町市側）

拡大

②②②②

交通機関
（黒部峡谷鉄道）

見学路線
（関電ルート）

交通機関
（立山黒部アルペン

ルート）

調査登山エリア
（上高地・涸沢・穂高）
※破線囲みの拡大図は別紙3に記

載

調査登山エリア
（立山・剣・欅
平・黒部ダム）
※破線囲みの拡大図
は別紙4に記載

登山道（車道）
（欅平・祖母谷

線）

＜使用地図＞
①一般財団法人セブン
イレブン記念財団ホーム
ページより抜粋・転載
②環境省ホームページ
より抜粋・転載
（地図上の赤枠、青枠、
緑枠及び破線囲みは筆
者による）

 



 4 

【別紙 3】①涸沢フェスティバル 2012プログラム・②会場地図 

＜歩行時間目安＞
上高地バスターミナル上高地バスターミナル上高地バスターミナル上高地バスターミナル→（２Ｈ）→徳沢徳沢徳沢徳沢→（1Ｈ）
→横尾横尾横尾横尾→（3Ｈ）→涸沢涸沢涸沢涸沢

＜使用資料・地図＞
①大関直樹 （2012). p.179.より抜粋・転載
②山と渓谷社 （2012）より抜粋・転載　
（破線囲みは筆者による）

上高地バス
ターミナル

涸沢会場
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【別紙 4】 ①黒部立山アルペンフェスティバル 2012プログラム・②会場地図 

＜使用資料・地図＞
①、②共に、立山黒部アルペンフェスティバル2012パンフレットより抜粋・転載
(地図上破線囲みは筆者による）
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【別紙 5】 立山黒部貫光株式会社及び黒部峡谷鉄道株式会社から受領した利用者数データの集計各表 

Ａ　立山黒部貫光（株）（以下ＴＫＫ）事業（交通事業）：入込＆乗車データＡ　立山黒部貫光（株）（以下ＴＫＫ）事業（交通事業）：入込＆乗車データＡ　立山黒部貫光（株）（以下ＴＫＫ）事業（交通事業）：入込＆乗車データＡ　立山黒部貫光（株）（以下ＴＫＫ）事業（交通事業）：入込＆乗車データ Ｂ　黒部峡谷鉄道トップシーズン乗車客数Ｂ　黒部峡谷鉄道トップシーズン乗車客数Ｂ　黒部峡谷鉄道トップシーズン乗車客数Ｂ　黒部峡谷鉄道トップシーズン乗車客数 Ｃ　ＴＫＫ訪日客入込客数Ｃ　ＴＫＫ訪日客入込客数Ｃ　ＴＫＫ訪日客入込客数Ｃ　ＴＫＫ訪日客入込客数
富山側入込合計（a） 大町側入込合計（ｃ）

室堂アクセ
ス高原バス
入込数(b)

①(b)/(a)

室堂アクセ
ストロリーバ
ス「乗車」人
数

左記を2で
割った数値
（ｄ）

黒部ダムアクセ
ス関電トロリー

バス「乗車」人数

左記を2で
割った数値(e)

②
　(d) /（c 

）

③
(e)/(c )

乗客数
左記を2で
割った数
値

乗客数
左記を2で
割った数

値
2 内台湾人 内韓国人 内中国・香港人

4月 23,763 0 0 21,650 34,730 17,365 37,385 18,693 80% 86% n/a n/a n/a n/a 2011年 54,000 45,900 3,100 4,000 7%
5月 53,312 15,207 29% 52,000 84,650 42,325 102,331 51,166 81% 98% 39,406 19,703 67,034 33,517 2010年 96,900 62,200 16,600 12,500 10%
6月 23,539 2,388 10% 27,466 36,685 18,343 55,240 27,620 67% 101% n/a n/a n/a n/a 2009年 68,500 49,000 5,900 9,300 7%
7月 41,684 16,690 40% 57,387 71,680 35,840 113,027 56,514 62% 98% n/a n/a n/a n/a ※ＴＫＫパンフは春は大谷と称名滝、夏は黒部ダムと登山、秋は室堂と弥陀ヶ原の紅葉を宣伝している。

8月 72,554 24,489 34% 121,416 125,800 62,900 245,082 122,541 52% 101% 88,495 44,248 88,889 44,445
9月 43,991 7,998 18% 61,350 77,018 38,509 119,299 59,650 63% 97% 48,699 24,350 58,818 29,409
10月 61,863 9,618 16% 76,665 114,999 57,500 151,839 75,920 75% 99% 84,358 42,179 102,205 51,103
11月 15,024 740 5% 20,649 26,005 13,003 40,490 20,245 63% 98% n/a n/a n/a n/a
合計 335,730 77,130 23% 438,583 571,567 285,784 864,693 432,347 65% 99% n/a n/a n/a n/a

2010年 合計 425,458 83,543 20% 513,722 732,638 366,319 1,020,832 510,416 71% 99%

2009年 合計 424,161 82,718 20% 553,275 759,225 379,613 1,111,157 555,579 69% 100%
※「乗車」は入込と異なり、双方向からの乗車人数の総計。入込と乗車人数の関係は立山ケーブルカーの場合入込×2が乗車人員に近い数値になることから、乗車人員を2で割れば入込になると予想。

Ｄ　月間＆年間変異性チェック用Ｄ　月間＆年間変異性チェック用Ｄ　月間＆年間変異性チェック用Ｄ　月間＆年間変異性チェック用 Ｅ　立山貫光ターミナル（株）ホテル情報Ｅ　立山貫光ターミナル（株）ホテル情報Ｅ　立山貫光ターミナル（株）ホテル情報Ｅ　立山貫光ターミナル（株）ホテル情報

利用人数 利用人数 利用人数

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 内　海外顧客 構成比 構成比 内　海外顧客 構成比 構成比 内　海外顧客 構成比
4月 23,763 7% 0 0% 21,650 5% 34,730 6% 37,385 4% 378 3% 0 0% 13,968 11 1,506 5% 15 6% 16,635 40 4月 1,301 5% 1 1% 15,332 25
5月 53,312 16% 15,207 20% 52,000 12% 84,650 15% 102,331 12% 1,285 10% 20 12% 16,581 35 3,774 13% 47 19% 19,534 62 5月 2,226 9% 6 4% 19,295 45
6月 23,539 7% 2,388 3% 27,466 6% 36,685 6% 55,240 6% 905 7% 8 5% 12,038 26 1,852 6% 18 7% 18,689 34 6月 1,731 7% 7 4% 16,301 36
7月 41,684 12% 16,690 22% 57,387 13% 71,680 13% 113,027 13% 2,034 15% 39 23% 18,836 57 4,746 16% 18 7% 23,850 78 7月 2,477 10% 15 9% 17,359 48
8月 72,554 22% 24,489 32% 121,416 28% 125,800 22% 245,082 28% 3,700 28% 17 10% 23,181 92 6,471 22% 2 1% 27,459 95 8月 4,410 17% 7 4% 19,300 76
9月 43,991 13% 7,998 10% 61,350 14% 77,018 13% 119,299 14% 2,312 18% 15 9% 18,683 68 4,582 15% 37 15% 22,761 80 9月 2,301 9% 49 30% 19,130 48
10月 61,863 18% 9,618 12% 76,665 17% 114,999 20% 151,839 18% 2,260 17% 63 38% 17,929 65 4,985 17% 68 28% 20,877 83 10月 3,271 13% 53 33% 21,402 67
11月 15,024 4% 740 1% 20,649 5% 26,005 5% 40,490 5% 254 2% 5 3% 13,240 23 1,881 6% 37 15% 14,233 36 11月 2,233 9% 18 11% 17,294 49
合計 335,730 100% 77,130 100% 438,583 100% 571,567 100% 864,693 100% 13,128 100% 167 100% 18,939 35 29,797 100% 242 100% 22,130 65 12月 1,344 5% 0 0% 17,015 23

5,766 44% 96 57% 10,352 35% 209 86% 1月 1,400 6% 0 0% 19,948 23
※ＦＩＴには個人・団体含む（企画旅行以外全て） 2月 1,256 5% 4 2% 16,503 23
※ホテル名の後ろの（　）は年間外国人利用者数 3月 1,343 5% 3 2% 15267 22
※利用者＝宿泊者 合計 25,293 100% 163 100% 18,343 41

16,350 65% 149 91%

利用人数 利用人数 利用人数

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 内　海外顧客 構成比 構成比 内　海外顧客 構成比 構成比 内　海外顧客 構成比
4月 49,164 12% 0 0% 40,897 8% 75,793 10% 79,276 8% 908 6% 209 32% 14,389 42 2,499 8% 131 24% 16,539 65 4月 1,539 5% 36 10% 16,038 31
5月 85,647 20% 14,703 18% 77,128 15% 137,418 19% 157,690 15% 2,059 14% 185 29% 16,697 55 4,756 15% 131 24% 18,667 77 5月 3,036 11% 15 4% 19,716 61
6月 27,056 6% 4,326 5% 23,250 5% 36,020 5% 45,989 5% 745 5% 6 1% 13,182 21 1,480 5% 44 8% 17,697 27 6月 1,659 6% 10 3% 17,171 37
7月 45,507 11% 17,827 21% 63,615 12% 83,068 11% 124,642 12% 1,944 13% 32 5% n/a 54 4,493 14% 43 8% 23,070 74 7月 2,109 7% 75 22% 19,633 44
8月 78,713 19% 26,535 32% 127,508 25% 143,429 20% 253,844 25% 3,223 22% 35 5% 24,281 81 6,353 20% 14 3% 27,172 94 8月 4,461 16% 131 38% 20,821 83
9月 52,484 12% 10,023 12% 72,884 14% 95,832 13% 143,896 14% 2,273 15% 32 5% 18,896 65 5,208 16% 41 8% 23,284 89 9月 3,207 11% 8 2% 18,651 72
10月 72,566 17% 9,741 12% 85,713 17% 132,738 18% 172,230 17% 3,103 21% 105 16% 17,915 86 5,818 18% 73 14% 20,500 95 10月 3,850 14% 10 3% 22,278 76
11月 14,321 3% 388 0% 22,727 4% 28,340 4% 43,265 4% 459 3% 44 7% 11,526 50 1,810 6% 58 11% 15,542 34 11月 2,354 8% 56 16% 18,387 48
合計 425,458 100% 83,543 100% 513,722 100% 732,638 100% 1,020,832 100% 14,714 100% 648 100% 18,915 59 32,417 100% 535 100% 21,644 70 12月 1,519 5% 0 0% 16,522 26

5,401 37% 156 24% 11,341 35% 507 95% 1月 1,366 5% 4 1% 19,236 24
※ＦＩＴには個人・団体含む（企画旅行以外全て） 2月 1,640 6% 0 0% 16,564 32
※ホテル名の後ろの（　）は年間外国人利用者数 3月 1,498 5% 0 0% 14514 25
※利用者＝宿泊者 合計 28,238 100% 345 100% 18,998 47

17,111 61% 341 99%

利用人数 利用人数 利用人数

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 内　海外顧客 構成比 構成比 内　海外顧客 構成比 構成比 内　海外顧客 構成比
4月 40,590 10% 0 0% 42,001 8% 71,941 9% 81,247 7% 882 6% 2 2% 14,173 38 2,447 7% 80 21% 16,401 63 4月 1,502 5% 3 4% 16,627 31
5月 82,648 19% 13,948 17% 87,615 16% 140,535 19% 178,861 16% 1,717 12% 15 16% 16,946 46 4,736 14% 99 26% 19,537 77 5月 3,109 10% 4 5% 20,873 61
6月 26,229 6% 3,606 4% 37,363 7% 49,538 7% 73,002 7% 1,312 9% 5 5% 13,867 37 2,941 9% 30 8% 17,731 53 6月 2,404 8% 0 0% 19,769 51
7月 47,479 11% 18,183 22% 67,770 12% 87,587 12% 137,989 12% 2,526 17% 7 7% 19,584 70 5,171 15% 21 6% 22,955 83 7月 2,945 10% 4 5% 20,604 60
8月 78,865 19% 24,748 30% 127,704 23% 143,801 19% 256,514 23% 3,295 22% 8 9% 23,349 83 6,486 19% 24 6% 27,717 96 8月 4,740 16% 4 5% 21,307 85
9月 64,299 15% 11,428 14% 89,336 16% 112,664 15% 177,780 16% 2,368 16% 12 13% 19,884 68 5,511 16% 7 2% 23,287 91 9月 3,269 11% 7 9% 20,762 70
10月 69,514 16% 10,221 12% 80,656 15% 127,183 17% 164,797 15% 2,329 16% 41 44% 18,245 65 5,035 15% 92 25% 21,029 82 10月 3,617 12% 37 49% 22,688 75
11月 14,537 3% 584 1% 20,830 4% 25,976 3% 40,967 4% 388 3% 4 4% 13,102 11 1,692 5% 22 6% 15,423 30 11月 2,539 8% 12 16% 19,059 49
合計 424,161 100% 82,718 100% 553,275 100% 759,225 100% 1,111,157 100% 14,817 100% 94 100% 18,955 53 34,019 100% 375 100% 21,858 72 12月 1,408 5% 2 3% 17,304 25

3,961 27% 47 50% 11,741 35% 332 89% 1月 1,283 4% 2 3% 19,465 23
※ＦＩＴには個人・団体含む（企画旅行以外全て） 2月 1,425 5% 0 0% 16,711 28
※ホテル名の後ろの（　）は年間外国人利用者数 3月 1,719 6% 0 0% 15223 29
※利用者＝宿泊者 合計 29,960 100% 75 100% 19,920 49

16,715 56% 73 97%ＦＩＴ数/率⇒

2010年

宇奈月国際ホテル　(0.25%)
一人当

たり消費
額

稼働率
（％）

ホテル立山(1.1% )

稼働率
（％）

一人当
たり消費

額

稼働率
（％）

2011年

宇奈月国際ホテル　(0.64%)

2010年

宇奈月国際ホテル　(1.22%)
一人当

たり消費
額

稼働率
（％）

一人当
たり消費

額

稼働率
（％）

ＦＩＴ数/率⇒

一人当
たり消費

額

ＦＩＴ数/率⇒

大町側入込数

一人当
たり消費

額

ＦＩＴ数/率⇒

一人当
たり消費

額

稼働率
（％）

室堂アクセス高原バ
ス入込数

室堂アクセストロリーバス
「乗車」人数

黒部ダムアクセス関電トロ
リーバス「乗車」人数

富山側入込合計（a）

ホテル立山(0.8%)

稼働率
（％）

弥陀ヶ原ホテル(0.63%)

ＦＩＴ数/率⇒

ＦＩＴ数/率⇒

弥陀ヶ原ホテル (4.4%) ホテル立山(1.65%)
一人当

たり消費
額

稼働率
（％）

一人当
たり消費

額

2010年

富山側入込合計（a） 大町側入込数
室堂アクセス高原バ
ス入込数

室堂アクセストロリーバス
「乗車」人数

黒部ダムアクセス関電トロ
リーバス「乗車」人数

2009年

2011年

2011年

震災
景気回復
新型インフルエンザ

黒部ダムアクセス関電トロ
リーバス「乗車」人数

富山側入込合計（a） 大町側入込数
室堂アクセス高原バ
ス入込数

全体に占め
る外国人率 ＴＫＫ認識要因

合計

室堂アクセストロリーバス
「乗車」人数

Ｇ
Ｗ
ま
で
に
オー

プ
ン

「

で
き
な
い
と
落
ち
込
む

2011年 2010年

弥陀ヶ原ホテル (1.3%)

↑例年65％～75％は事前予約客特に10月は予
約客が占める割合が多くなる。

稼働率
（％）

＜Ａ、Ｂ、Ｃから分かること＞
①富山入込合計のバスの占める割合より、美女平までの立山ケーブルの利用率に対して、その先の弥陀ヶ原、室堂までバスで行く者はシーズンを通して半分にも満たない。但し美女平からハイキングで弥陀ヶ原・室堂までアクセスできるので、必ずしもバスに乗らないから登山口の室堂までこれないわけではない。
②黒部ダムからロープウェーとケーブルーカーを乗り継がないと乗れない大町側のトロリーバスであるが、入込合計の65％（2011年度）のコンバージョンと、富山側と比較し室堂までの人員輸送に貢献している。
③扇沢から黒部ダムまでの関電トロリーバスに乗った人数は大町側入込数全体を時として超える。これは黒部ダムだけ見て帰る者がいることを示している（ＴＫＫの入込にカウントされない）。但し黒部ダム周辺も登山口が多くあり、ここから登山を行うことも可能。
④ＧＷシーズンは雪の大谷の影響か、いずれ側からも入込数及び室堂まで乗り物を使用する率が高まる。
⑤夏にはいずれも利用客が多くなるが、室堂までのコンバージョン率が上がるのは富山側のみ。秋の紅葉シーズンも同様にいずれ側の利用客も多くなるが、当該コンバージョン率が高まるのは大町側のみ。
⑥宇奈月側が山小屋アンケート調査よりほぼ「下山路」であることが分かっているので、黒部峡谷鉄道の利用者から入山者数を推計できない。分かるのはシーズナリティぐらい。（しかも全員が登山口の欅平まで来ているとは限らず、鐘釣までの往復の可能性も高い）
⑦ＴＫＫの利用者に占める外国人利用者の割合はエリア内で宿泊をする利用者の率（表Ｅ参照）と比較し、かなり大きい。

＜Ｄ、Ｅから分かること＞
①構成比、乗車人数の構成比Ｔｏｐ3に色をつけると、年に
よるシーズナリティの差異はあまりみられず、例年富山側
の入込は5月、8月、10月と三回ピークがくる。一方室堂へ
アクセスするバスは、例年春と夏（7月も多い）に集中してい
る。これは秋は富山側からの顧客は美女平止まりが多いこ
とを意味している。夏に室堂まで来るのは登山シーズンの
ためか。大町側の交通機関乗車人数も5月、8月、10月に例
年ピークが来る。6月と11月は例年オフシーズンである。

②弥陀ヶ原周辺の弥陀ヶ原ホテルは5月に小ピークがくるも
のの、基本的に夏～秋口が稼ぎ時である。5月に関しては
交通機関の高原バスの乗客数とミスマッチが発生している
が、これは春の顧客は宿泊をしない日帰り客が多いことを
示唆している。また春の顧客の稼働率の低さは、一部屋に
複数名でとまる団体利用客が多いことを示している。（実
際、5月と10月は企画旅行の団体利用客数のＷピークであ
る）。外国人は例年5月と10月にピーク。但し絶対数は圧倒
的に少なく、上述⑦と異なり、多い年でも5％に満たない。こ
れは外国人の通過型観光者の割合の高さを示唆してい
る。この傾向は室堂周辺のホテル立山でも変わらないが、
外国人が春に宿泊する者が弥陀ヶ原より多いのと、邦人と
比べ圧倒的に個人旅行者が多いのが特徴である。数は少
なく山小屋アンケートと同等の1％前後が多い。

③競合の多い宇奈月に位置する宇奈月国際ホテルは基本
的に夏～秋に法人、外国人ともに多くなる。外国人の個人
旅行率の高さと、黒部峡谷鉄道が稼動しない時期の低い
稼働率が特徴。

＜使用データ＞
表Ａ、Ｃ、Ｄ，Ｅは立山黒部貫光株式会社からの
受領データに基づき筆者集計
表Ｂは黒部峡谷鉄道からの受領データに基づき
筆者集計
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【別紙 6】 黒部立山環境保全協会の活動内容と場所 

（この他に「単独事業」として懸垂幕によるゴミの持ち帰りの呼びかけや欅平、薬師岳周辺の清掃活動なども行っている。）

←県、市、町からの補助事業 ←県、環境省からの協力事業←県、環境省からの委託事業

＜清掃活動（補助事業）＞＜清掃活動（補助事業）＞＜清掃活動（補助事業）＞＜清掃活動（補助事業）＞
４月～11月　延べ213人４月～11月　延べ213人４月～11月　延べ213人４月～11月　延べ213人

（0.9人／日）（0.9人／日）（0.9人／日）（0.9人／日）

＜清掃活動（補助事業＞＜清掃活動（補助事業＞＜清掃活動（補助事業＞＜清掃活動（補助事業＞
６月～11月　延べ436人６月～11月　延べ436人６月～11月　延べ436人６月～11月　延べ436人

（2.9人/日）（2.9人/日）（2.9人/日）（2.9人/日）

＜清掃活動（補助事業）＞＜清掃活動（補助事業）＞＜清掃活動（補助事業）＞＜清掃活動（補助事業）＞
7月～10月　延べ211人7月～10月　延べ211人7月～10月　延べ211人7月～10月　延べ211人

（1.8人/日）（1.8人/日）（1.8人/日）（1.8人/日）

＜室堂集団施設清掃（環境省委託事業）＞＜室堂集団施設清掃（環境省委託事業）＞＜室堂集団施設清掃（環境省委託事業）＞＜室堂集団施設清掃（環境省委託事業）＞
7～10月　延べ105人7～10月　延べ105人7～10月　延べ105人7～10月　延べ105人
（0.9人/日）（0.9人/日）（0.9人/日）（0.9人/日）

＜雷鳥沢管理休憩所運営（富山県委託事業）＞＜雷鳥沢管理休憩所運営（富山県委託事業）＞＜雷鳥沢管理休憩所運営（富山県委託事業）＞＜雷鳥沢管理休憩所運営（富山県委託事業）＞
4～10月　人数不明4～10月　人数不明4～10月　人数不明4～10月　人数不明

＜グリーンワーカー事業（環境省委託事業）＞＜グリーンワーカー事業（環境省委託事業）＞＜グリーンワーカー事業（環境省委託事業）＞＜グリーンワーカー事業（環境省委託事業）＞
（清掃＆登山道整備）（清掃＆登山道整備）（清掃＆登山道整備）（清掃＆登山道整備）
期間　人数不明期間　人数不明期間　人数不明期間　人数不明

＜グリーンワーカー事業（環境省委託事業）＞＜グリーンワーカー事業（環境省委託事業）＞＜グリーンワーカー事業（環境省委託事業）＞＜グリーンワーカー事業（環境省委託事業）＞
（清掃＆登山道整備＆植生保護）（清掃＆登山道整備＆植生保護）（清掃＆登山道整備＆植生保護）（清掃＆登山道整備＆植生保護）
6月28日～10月末　延べ82人6月28日～10月末　延べ82人6月28日～10月末　延べ82人6月28日～10月末　延べ82人

（0.7人/日）（0.7人/日）（0.7人/日）（0.7人/日）

＜公衆トイレ清掃事業（富山県委託事業）＞＜公衆トイレ清掃事業（富山県委託事業）＞＜公衆トイレ清掃事業（富山県委託事業）＞＜公衆トイレ清掃事業（富山県委託事業）＞
（富山県側清掃区内18箇所）（富山県側清掃区内18箇所）（富山県側清掃区内18箇所）（富山県側清掃区内18箇所）
4月～11月　人数不明4月～11月　人数不明4月～11月　人数不明4月～11月　人数不明

＜キャンプ場整備事業（富山県協力事業）＞＜キャンプ場整備事業（富山県協力事業）＞＜キャンプ場整備事業（富山県協力事業）＞＜キャンプ場整備事業（富山県協力事業）＞
（清掃、環境整備）（清掃、環境整備）（清掃、環境整備）（清掃、環境整備）
4月～10月　人数不明4月～10月　人数不明4月～10月　人数不明4月～10月　人数不明

 
＜使用地図＞「2012ALPINE GUIDE 立山 黒部 剱岳 薬師」 パンフレットより抜粋・転載。地図上囲み・

書き込みは筆者による。 
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【別紙 7】 山小屋用調査票原紙 

 

次頁より添付 

 

北アルプス北部用：p.9～20 

北アルプス南部用：p.21～31 
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○○○○○○○○山荘山荘山荘山荘    管理者様管理者様管理者様管理者様    宛て宛て宛て宛て 

宿泊施設、利用顧客及び環境保全活動の現状調査の質問紙宿泊施設、利用顧客及び環境保全活動の現状調査の質問紙宿泊施設、利用顧客及び環境保全活動の現状調査の質問紙宿泊施設、利用顧客及び環境保全活動の現状調査の質問紙 

2012年 8月 21日作成 

説明とお願い 

 

1. 本調査は、今後のインバウンド観光推進のための資源として立山連峰を捉え、特に外国人利用客

の更なる誘致に向けた山岳観光のありかたを考察する目的で行う基礎調査基礎調査基礎調査基礎調査です。本調査は、宿

泊施設と周辺環境の収容力及び既存の利用顧客の属性・趣向を明らかにするよう、以下の 3

分野で構成されています。 

（１）運営・施設に関する質問：全運営・施設に関する質問：全運営・施設に関する質問：全運営・施設に関する質問：全 13 問問問問 

山小屋特有の業容を把握し、通常のホテル・旅館との差異を理解することで、「今後の外

国人を含む利用客増加に向けた山小屋のキャパシティを推測する」のが目的です。 

（２）利用者に関する質問：全利用者に関する質問：全利用者に関する質問：全利用者に関する質問：全 11 問問問問 

顧客属性の差異の有無及びシーズン別の利用状況から、どの地域がどのような顧客に人

気なのかを把握し、今後の「外国人顧客の趣向に従い、どの時期に、どの地域に誘致す

るのが適切か」、明らかにするのが目的です。 

（３）周辺自然環境に関する質問：全周辺自然環境に関する質問：全周辺自然環境に関する質問：全周辺自然環境に関する質問：全 5 問問問問 

今実際に山中でどのような活動が保全のために行われ、どのような問題が顕在化してい

るかを理解することで、今後の「観光促進による環境へのインパクトを予測する」こと

が目的です。 

2. 本調査は、観光を基軸にした「地域再生」の実現、「美しい日本の再生」や「文化創造国家」の

実現を目指して設立されました北海道大学大学院国際広報メディア・観光学院にて、観光創造

専攻修士課程に所属する、「赤穂雄磨（あかほ「赤穂雄磨（あかほ「赤穂雄磨（あかほ「赤穂雄磨（あかほ    ゆうま）」ゆうま）」ゆうま）」ゆうま）」が実施しています。 

3. ご回答は、論文執筆などの学術的な目的のみに利用を限定し、頂いたご回答は厳重に管理し、

統計的な分析のみに利用いたします。個別のご回答を公表することは一切ございません。 

4. お答えになりにくい質問については、無記入でも結構です。また、すでに公開されている資料

で代替可能な場合は、それをご送付いただいても結構です。 

5. 正確な数値の算出に時間を要する回答は、感覚でお答えいただいて結構です。 

6.  選択肢については、特に記載がない場合、該当するものに○をしてください。 

7. 質問への回答選択肢にあてはまる項目がない場合には、「その他」の項目を選び、（  ）に具

体的な内容を簡単に記入してください。 

8. 質問内の季節につきましては春季（4～6 月）、夏季（7～8 月）秋季（9～11 月）としておりま

す。ＧＷはゴールデンウィーク、ＳＷはシルバーウィークを指します。 

9. ご記入は黒か青のボールペンでお願いいたします。 

10. ご記入が終わりましたら、同封の返信用封筒にて同封の返信用封筒にて同封の返信用封筒にて同封の返信用封筒にて担当者まで、2012 年年年年 9 月末日までに、月末日までに、月末日までに、月末日までに、ご返

信ください。後日、お礼としまして、お礼状に合わせ、金券 500円分を進呈させて頂きます。 

11. この調査に関するご質問がございましたら、下記までご連絡のほどお願い申し上げます。 

 

所 属 先：北海道大学大学院 国際広報メディア・観光学院 

調査担当者：観光創造専攻 修士課程 赤 穂 雄 磨 

電話連絡先：090-5586-2848 

電子メール連絡先：akaho@cats.hokudai.ac.jp 



 10 

＜運営・施設に関する質問＞＜運営・施設に関する質問＞＜運営・施設に関する質問＞＜運営・施設に関する質問＞ 
 

問 1 現在の経営主体について、お答え下さい。 

 

資本（オーナー）：（                ） 

 

運営管理責任者：（                ） 

 

問 2 土地及び建物の所有について、お選び下さい。 

 

土地:[ 自社所有 ・ 賃 借 ]    建物:[ 自社所有 ・ 賃 借 ]  

 

問 3 直近の施設の改修年と今後の予定並びに、それぞれの内容についてご教示ください。 

 

＜過去＞ 

 

（     ）年に（設備名：          ）を、 

 

[ 改築・ 増築 ・ 改装 ・ その他（        ）] した。 

 

＜今後予定＞ 

 

（      ）年頃に（設備名：          ）の、 

 

[ 改築・ 増築 ・ 改装 ・ その他（        ）] を[ 予定 ・ 検討中 ]。 

 

問 4 総客室の通常の収容力と、繁忙期・緊急時の限界収容力についてご教示ください。 

 

通常収容力：（    ）名   限界収容力：（    ）名 

 

問 5 現在の宿泊予約・キャンセルの仕組みについて、今すぐにでも、付帯したい方法がありましたら、

以下の選択肢よりお選びください。 

※ 複数選択可能 

 

ＡＡＡＡ.日本語オンライン予約・キャンセル機能（自社サイト）日本語オンライン予約・キャンセル機能（自社サイト）日本語オンライン予約・キャンセル機能（自社サイト）日本語オンライン予約・キャンセル機能（自社サイト）   

ＢＢＢＢ.日本語オンライン予約・キャンセル機能（他社ポータルサイト）日本語オンライン予約・キャンセル機能（他社ポータルサイト）日本語オンライン予約・キャンセル機能（他社ポータルサイト）日本語オンライン予約・キャンセル機能（他社ポータルサイト） 

ＣＣＣＣ.外国語オンライン予約・キャンセル機能（自社サイト）外国語オンライン予約・キャンセル機能（自社サイト）外国語オンライン予約・キャンセル機能（自社サイト）外国語オンライン予約・キャンセル機能（自社サイト） 

ＤＤＤＤ.外国語オンライン予約・キャンセル機能（他社ポータルサイト）外国語オンライン予約・キャンセル機能（他社ポータルサイト）外国語オンライン予約・キャンセル機能（他社ポータルサイト）外国語オンライン予約・キャンセル機能（他社ポータルサイト） 

ＥＥＥＥ.その他その他その他その他（（（（                                                                                                    ）））） 
 

問 6 施設運営に関する以下の方法につき当てはまるものを選択して下さい。 

※複数選択可 

 

＜必要物資・資材の荷揚げ方法＞： 

 

[ボッカ ・ ヘリ搬送 ・ その他（         ）] 

 

＜ゴミ・廃材などの処理方法＞： 

 

[ボッカ ・ ヘリ搬送 ・ 埋没 ・ 焼却 ・ その他 （        ） ] 
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（前頁の問いの続きです） 

 

＜し尿の処理方法＞： 

 

[ 汲み取り ・ 地下浸透 ・ 単独浄化槽 ・ 合併浄化槽 ・ バイオ処理 ・  

 

燃焼/乾燥 ・ その他（         ） ] 

 

＜生活排水処理方法＞： 

 

[ 地下浸透 ・ 単独浄化槽 ・ 合併浄化槽 ・ その他（         ） ] 

  

＜エネルギー生成方法＞： 

 

[ 商用電源 ・ 発電機 ・ 化石燃料 ・ 水力発電装置 ・ 風力発電装置 ・  

 

太陽光発電装置 ・ 太陽熱発電装置 ・ その他 （         ）]  

 

＜水源確保方法＞： 

 

[ 公共水道 ・ 井戸 ・ 雨水 ・ 雪解水/湧き水 ・ 運搬 ・ 沢/川 ・  

 

その他（         ）] 

 

問 7 例年のシーズン別の「平均客室稼働率」、「一人当たり平均連泊日数」について、お答え下さい。 

 

 春季 夏季 秋季 

  全体 ＧＷ期間 全体 お盆期間 全体 ＳＷ期間 
年間平均 損益分岐 

稼働率

（％） 
        

日 数

（泊） 
       － 

 
 

問 8 例年の施設の年間収入項目構成比について、お答え下さい。 

 

項目 宿泊関連サー

ビ ス 収 入 

（注 1） 

その他サービ

ス収入（注 2） 

サービス外の

収入 （注 3） 

その他 

（          ） 合計 

構成比（％） 

 

    
100 

（注 1）宿泊に伴う食事サービス、入浴及びテント泊料収入含む 

（注 2）宿泊を伴わない食事、お土産、温泉入浴などの販売サービス 

（注 3）県、市などからの業務委託収入、助成金など含む 

 

問 9 例年の施設の年間費用項目構成比について、お答え下さい。 

 
営業関連費用 項目 営業前費

用 

（注 1） 
人件費 施設保守

管理・修繕

費 

光熱費 広 告 宣

伝費 

減 価 償

却費 

そ の 他

費用 
合計 

構 成 比

（％） 

       
100 

（注 1）除雪費用など小屋開けまでに要する費用 
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問 10 オーナー様を除いたスタッフの人数をお答え下さい。また、現在利用している求人方法について、

当てはまるものを選択肢より選び、記号を記入してください。加えて今後、利用者（外国人含む）

が増加した場合の各スタッフ追加雇用限界人数を記入願います。 

※ 選択肢は複数選択可 

※ 長期バイトは 2ヶ月以上、短期バイトは 2ヶ月未満を目安としてください。 

 

 通年雇用スタッ

フ 

長期バイトスタ

ッフ 

短期バイトスタ

ッフ 

ボランティアスタッ

フ 

現在雇用人数 （人）     

求人方法 （選択記号）     

追加雇用限界人数 （人） 名ま

で 

名まで 名まで － 

 

＜求人方法の選択肢＞＜求人方法の選択肢＞＜求人方法の選択肢＞＜求人方法の選択肢＞ 

ＡＡＡＡ.求人募集広告（紙媒体）求人募集広告（紙媒体）求人募集広告（紙媒体）求人募集広告（紙媒体）  ＤＤＤＤ.知人・友人などに依頼知人・友人などに依頼知人・友人などに依頼知人・友人などに依頼 

ＢＢＢＢ.求人募集広告（自求人募集広告（自求人募集広告（自求人募集広告（自社サイト）社サイト）社サイト）社サイト） ＦＦＦＦ.その他（その他（その他（その他（                                                        ）））） 

ＣＣＣＣ.求人募集広告（山岳求人ポータルサイト）求人募集広告（山岳求人ポータルサイト）求人募集広告（山岳求人ポータルサイト）求人募集広告（山岳求人ポータルサイト）   

 
 

問 11 オーナー様及びスタッフが営業期間中に費やす年間業務の合計労働時間構成比について、お答え

下さい。 

 

 宿泊・食事

提供（注 1） 

受付・販売 設 備 保

守・点検 

登山 道整

備・清掃 

遭難・救助

活動 

その他 

（     ） 合計 

構 成 比

（％） 

      
100 

（注 1）食材の運搬・調理時間含む 

 

問 12 問 9 の「施設保守管理・修繕費」について、現在の施設別維持費用の構成比を、お答え下さい。

また今後利用者（外国人含む）が増加した場合に改築・増築・改装が必要と思われる順番に順位

を記入下さい。 

 

 宿泊・食事提

供用設備 

幕営場所設

備（注 1） 

トイレ設備 入浴用設備 その他 

（    

   ） 
合計 

構成比（％）      100 

順位 位 位 位 位 位 － 

（注 1）行政からの委託管理で維持費が発生しない場合は、無記入で結構です。 

 

問 13 本地域の山岳観光・インバウンド観光を考えるうえで、宿泊施設の特徴につき知っておいたほう

が良い情報がありましたら以下にアドバイス頂けますと幸甚です。 
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＜＜＜＜ 利用者に関する質問＞利用者に関する質問＞利用者に関する質問＞利用者に関する質問＞ 
 

問 1 例年のシーズン別の施設利用者の利用サービス構成比（人数ベース）について、お答えください 

※ 該当サービスを提供していない場合は、無記入で結構です。 

（％） 

春季 夏季 秋季 サービス 

全体 ＧＷ期間 全体 お盆期間 全体 ＳＷ期間 
年間平均 記入例 

2食付        50 

1食のみ        10 

素泊まり        25 

テント泊        10 

その他利用（注）        5 
そ の 他

（      

） 

       0 

合計（％） 100 100 100 100 100 100 100 100 

（注）日帰り客や、食事・入浴だけを利用する通過型利用客含む 

 

問2 例年のシーズン別の施設利用者数の属性構成比（人数ベース）についてお答え下さい。 

また直近 5 ヵ年で、増加傾向と感じる利用客層には「↑」を、減少傾向にある利用客層には「↓」

を数値の横に記入下さい。 

加えて、それぞれの層の「性別」、及び団体ツアー以外で訪れる顧客が「単独かグループか」並び

にもし分かりましたら、「学校の登山部や、その他山岳会などの組織加入者か、否か」の比率につ

いても、記入願います。 

※ 年齢層の記載があるものは日本人が対象です。性別は問いません。 

※ 外国人顧客は年齢・国籍を問いません。 

※ 表内の「団体ツアー」はツアーコンダクターやガイドが同伴する形式の旅行を指します。それ

以外の個人、グループでの利用客は「上記以外」にカウント願います。 

 

 

分類 形態 春季 夏季 秋季 
年間平

均 
記入例 男：女 単独：グループ 組織：未組織 

団体 

ツアー 
    5 ： － － 

～20代 
上記 

以外 
    10 ↑ ： ： ： 

団体 

ツアー 
    20 ↓ ： － － 

30代～

40 代 上記 

以外 
    15 ： ： ： 

団体 

ツアー 
    15 ： － － 

50代以

上 上記 

以外 
    20 ： ： ： 

団体 

ツアー 
    10 ↑ ： － － 

外国人 
上記 

以外 
    5 ： ： ： 

合計構成比（％） 100 100 100 100 100 － － － 
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問3 現在の外国人利用客のシーズン別、国籍構成比（人数ベース）についてお答え下さい。また直近

5 ヵ年で、増加傾向と感じる利用客層には「↑」を、減少傾向にある利用客層には「↓」を数値の

横に記入下さい。加えて、彼らの来訪目的に沿うものを、選択肢より選び、記号を記入してくだ

さい。 

 

（注）欧米の外国人など 

 

※複数選択可能 

＜主目的の選択肢＞＜主目的の選択肢＞＜主目的の選択肢＞＜主目的の選択肢＞ 

ＡＡＡＡ.スノーアクティビティ（注スノーアクティビティ（注スノーアクティビティ（注スノーアクティビティ（注 1））））    ＋＋＋＋    貴社宿泊貴社宿泊貴社宿泊貴社宿泊 

ＢＢＢＢ.スノーアクティビティスノーアクティビティスノーアクティビティスノーアクティビティ    ＋＋＋＋    通過型通過型通過型通過型 

ＣＣＣＣ.本格的登山（注本格的登山（注本格的登山（注本格的登山（注 2）＋）＋）＋）＋    貴社宿泊貴社宿泊貴社宿泊貴社宿泊 

ＤＤＤＤ.本格的登山本格的登山本格的登山本格的登山 ＋＋＋＋ 通過型通過型通過型通過型 

ＥＥＥＥ.ハイキング（注ハイキング（注ハイキング（注ハイキング（注 3）＋）＋）＋）＋    貴社宿泊貴社宿泊貴社宿泊貴社宿泊 

ＦＦＦＦ.ハイキングハイキングハイキングハイキング    ＋＋＋＋    通過型通過型通過型通過型 

ＧＧＧＧ.観光（注観光（注観光（注観光（注 4）＋）＋）＋）＋    貴社宿泊貴社宿泊貴社宿泊貴社宿泊 

ＨＨＨＨ.観光観光観光観光    ＋＋＋＋    通過型通過型通過型通過型 

Ｉ．その他（Ｉ．その他（Ｉ．その他（Ｉ．その他（                                                                ）））） 

注 1 スキーやスノーシューなどの体験型活動をする利用客 

注 2 アイゼン、ピッケル、テント、登山靴などの装備を持ち、剣岳などに向かうような利用客 

注 3 デイハイク程度のリュックサックに運動靴などで、弥陀ヶ原や室堂周辺のハイキングを主に楽しむ利用客 

注 4 景観、温泉、観光交通や宿泊施設での食事などを主目的に楽しむツーリストで、運動は行わない利用客 

分類 形態 
春季 

（％） 

夏季 

（％） 

秋季 

（％） 

年間平均 

（％） 
主目的 

（記号） 

団体ツア

ー 
     

台湾 

上記以外      

団体ツア

ー 
     

韓国 

上記以外      

団体ツア

ー 
     

中国 

上記以外      

団体ツア

ー 
     

香港 

上記以外      

団体ツア

ー 
     

そ の 他 ア

ジア 

上記以外      

団体ツア

ー 
     

豪州 

上記以外      

団体ツア

ー 
     

その他 

（注） 

上記以外      

合計構成比（％） 100 100 100 100 － 
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問4 例年のシーズン別の利用者の来訪目的における構成比（人数ベース）について、ご記入願います。

また直近 5 ヵ年で増加傾向と感じる利用客層には「↑」を、減少傾向にある利用客層には「↓」を

数値の横に記入下さい。 

（％） 

注 1 スキーやスノーシューなどの体験型活動をする利用客 

注 2 アイゼン、ピッケル、テント、登山靴などの装備を持ち、剣岳などに向かうような利用客 

注 3 デイハイク程度のリュックサックに運動靴などで、弥陀ヶ原や室堂周辺のハイキングを主に楽しむ利用客 

注 4 景観、温泉、観光交通や宿泊施設での食事などを主目的に楽しむツーリストで、運動は行わない利用客注 

 

問5 例年のシーズン別の施設利用者の「来る方面」と「行く方面」それぞれの構成比（人数ベース）

について、お答え下さい。 

※ 日帰りで、ある地点に行って戻ってくる利用客は来る方面と行く方面両方でカウント願います。 

 

（％） 

 春季 夏季 秋季 年間平均 

 ～から来

る利用客 

～へ行く

利用客 

～から来

る利用客 

～へ行く

利用客 

～から来

る利用客 

～へ行く

利用客 

～から来

る利用客 

～へ行く

利用客 

黒部平方面         

大汝休憩所方面         

室堂方面         

浄土山・室堂方面         

五色ヶ原方面         

（     

   ）方面 
        

合計 100 100 100 100 100 100 100 100 

 

春季 夏季 秋季 
分類 形態 

全体 
ＧＷ期

間 
全体 

お盆期

間 
全体 

ＳＷ期

間 

年間 
記入

例 

団体 

ツアー 
  － －    20 スノー 

アクティビティ 

注 1 
上記 

以外 
  － －    20 

団体 

ツアー 
       5 

本格的登山 

注 2 上記 

以外 
       5 

団体 

ツアー 
       0 

ハイキング 

注 3 上記 

以外 
       0 

団体 

ツアー 
       45 ↑ 

観光 

注 4 団体 

ツアー 
       5 

団体 

ツアー 
       0 その他 

（      ） 上記 

以外 
       0 

合計 100 100 100 100 100 100 100 100 
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問6 現在の利用客を惹きつけていると貴社が考える媒体について、重要な順にトップ 3 を選択肢より

お選び下さい。 

 

対既存顧客   1位：[         ]  2位:[          ]      3位：[     ]  

 

ＡＡＡＡ.利用者の口コミ利用者の口コミ利用者の口コミ利用者の口コミＥＥＥＥ.他社のサイト他社のサイト他社のサイト他社のサイト   ＩＩＩＩ.新聞広告新聞広告新聞広告新聞広告 

ＢＢＢＢ.山岳本・雑誌山岳本・雑誌山岳本・雑誌山岳本・雑誌 ＦＦＦＦ.行政のサイト・営業活動行政のサイト・営業活動行政のサイト・営業活動行政のサイト・営業活動 ＪＪＪＪ.交通広告交通広告交通広告交通広告 

ＣＣＣＣ.旅行本・雑誌旅行本・雑誌旅行本・雑誌旅行本・雑誌 ＧＧＧＧ.テレビ・ラジオテレビ・ラジオテレビ・ラジオテレビ・ラジオ  ＫＫＫＫ.旅行代理旅行代理旅行代理旅行代理店の営業活動店の営業活動店の営業活動店の営業活動 

ＤＤＤＤ.自社のサイト自社のサイト自社のサイト自社のサイト ＨＨＨＨ.映画、漫画（映画、漫画（映画、漫画（映画、漫画（「剣岳」「岳」など「剣岳」「岳」など「剣岳」「岳」など「剣岳」「岳」など）））） Ｌ．その他（Ｌ．その他（Ｌ．その他（Ｌ．その他（                            ）））） 

 

また今後、外国人利用客の誘致に有効と思われる媒体についても同様に、上の選択肢よりお選びく

ださい。 

 

対外国人顧客  1位：[         ]  2位:[          ]      3位：[     ]  

 
 

問7 シーズン別（春、夏など）、ターゲット利用客別（外国人、中高年ハイカーなど）にお薦めのルー

トがありましたら、以下にご記入ください。 

 

＜オススメ 1＞ （シーズン：  ）は 、（ルート：                  ） 

 

を、（ターゲット客：           ）にオススメする。 

 

＜オススメ 2＞ （シーズン：   ）は 、（ルート：                   ） 

 

を、（ターゲット客：           ）にオススメする。 

 

＜オススメ 3＞ （シーズン：   ）は 、（ルート：                   ） 

 

を、（ターゲット客：           ）にオススメする。 

 

問8 問 7 でお薦めされたルート及び貴施設の宿泊案内を、当方のブログで外国人（英語圏）向けに発

信しても良いですか。 

 

（はい ・ いいえ） 

  

   ⇒「いいえ」と答えれられた場合のみ、その理由を以下の選択肢より選んで○をして下さい。 

 ※複数選択可能 

ＡＡＡＡ.ルート上に難路がある。ルート上に難路がある。ルート上に難路がある。ルート上に難路がある。  ＥＥＥＥ.宿泊施設側の外国語対応が不十分。宿泊施設側の外国語対応が不十分。宿泊施設側の外国語対応が不十分。宿泊施設側の外国語対応が不十分。 

ＢＢＢＢ.ルート上の混雑が予想される。ルート上の混雑が予想される。ルート上の混雑が予想される。ルート上の混雑が予想される。 ＦＦＦＦ.ルート上の植生が弱い。ルート上の植生が弱い。ルート上の植生が弱い。ルート上の植生が弱い。 

ＣＣＣＣ.宿泊施設の混雑が予想される。宿泊施設の混雑が予想される。宿泊施設の混雑が予想される。宿泊施設の混雑が予想される。 ＧＧＧＧ.利用マナーに不安がある。利用マナーに不安がある。利用マナーに不安がある。利用マナーに不安がある。 

ＤＤＤＤ.ルート上の外国語対応が不十分。ルート上の外国語対応が不十分。ルート上の外国語対応が不十分。ルート上の外国語対応が不十分。 ＨＨＨＨ.その他（その他（その他（その他（                                                            ）））） 
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問 9 現在、宿泊者が受付時に記入している項目について、該当する全ての選択肢に○をつけてください。

またそれ以外の情報がある場合は、具体的に「その他」に記入願います。 

※ 受付用紙を本質問紙返送時に同封頂いても結構です。 

※ 外国人用、団体用など複数の受付用紙がある場合は、本質問紙返送時に同封願います。 

Ａ．氏名Ａ．氏名Ａ．氏名Ａ．氏名    その他その他その他その他 

Ｂ．年齢Ｂ．年齢Ｂ．年齢Ｂ．年齢   

Ｃ．住所Ｃ．住所Ｃ．住所Ｃ．住所 

Ｄ．性別Ｄ．性別Ｄ．性別Ｄ．性別 

Ｅ．宿泊日数（到着日、出発日含む）Ｅ．宿泊日数（到着日、出発日含む）Ｅ．宿泊日数（到着日、出発日含む）Ｅ．宿泊日数（到着日、出発日含む） 

Ｆ．宿泊形態（二食つき、素泊まりなど）Ｆ．宿泊形態（二食つき、素泊まりなど）Ｆ．宿泊形態（二食つき、素泊まりなど）Ｆ．宿泊形態（二食つき、素泊まりなど） 

ＧＧＧＧ. 来た方面・行く方面来た方面・行く方面来た方面・行く方面来た方面・行く方面 

Ｈ．グループの場合、代表者以外のＨ．グループの場合、代表者以外のＨ．グループの場合、代表者以外のＨ．グループの場合、代表者以外の[ 氏名氏名氏名氏名 ・・・・ 年齢年齢年齢年齢 ・・・・ 住所住所住所住所 ・・・・ 性別性別性別性別 ・・・・ その他（その他（その他（その他（             ））））] 

 

問 10 現在の宿泊者の事前の予約連絡とキャンセル者におけるキャンセル連絡の割合を記入願います。 

 また今後、事前連絡を強く要望する場合はその理由につき、選択肢より該当するものに○をしてく

ださい。 

 ※「どちらか言えば事前連絡を希望する」、という程度の場合は選択は不要です。 

 

 ＜宿泊者全体に対する事前宿泊予約者の割合＞：（   ）％ 

 ＜最終的にキャンセルとなった者に対する事前キャンセル連絡をする者の割合＞：（   ）％ 

 

＜予約及びキャンセル事前連絡を強く要望する場合の理由の選択肢＞＜予約及びキャンセル事前連絡を強く要望する場合の理由の選択肢＞＜予約及びキャンセル事前連絡を強く要望する場合の理由の選択肢＞＜予約及びキャンセル事前連絡を強く要望する場合の理由の選択肢＞ 

ＡＡＡＡ.食材の調達量が変化するから食材の調達量が変化するから食材の調達量が変化するから食材の調達量が変化するから 

ＢＢＢＢ.利用利用利用利用客が快適に過ごせるようスペースの調整配分を考えたいから客が快適に過ごせるようスペースの調整配分を考えたいから客が快適に過ごせるようスペースの調整配分を考えたいから客が快適に過ごせるようスペースの調整配分を考えたいから 

ＣＣＣＣ.利用客が快適に過ごせるよう予約を断りたい利用客が快適に過ごせるよう予約を断りたい利用客が快適に過ごせるよう予約を断りたい利用客が快適に過ごせるよう予約を断りたい/断った人に空きが出た旨連絡したいから断った人に空きが出た旨連絡したいから断った人に空きが出た旨連絡したいから断った人に空きが出た旨連絡したいから 

ＤＤＤＤ.事前予約連絡時に天候・登山道の状態についてアドバイスしたいから事前予約連絡時に天候・登山道の状態についてアドバイスしたいから事前予約連絡時に天候・登山道の状態についてアドバイスしたいから事前予約連絡時に天候・登山道の状態についてアドバイスしたいから 

ＥＥＥＥ.予定日時を過ぎても来ないと事故にあったと思うから予定日時を過ぎても来ないと事故にあったと思うから予定日時を過ぎても来ないと事故にあったと思うから予定日時を過ぎても来ないと事故にあったと思うから 

ＦＦＦＦ.その他その他その他その他（（（（                                                                                                                ）））） 
 

問 11 本地域の山岳観光・インバウンド観光を考えるうえで、「利用客の特徴」や「貴社の参加されて

いる顧客誘致に向け行われている活動（他の山小屋、民間事業者または行政との連携活動など）」

につき、有益と思われる情報がありましたら以下にアドバイス頂けますと幸甚です。 
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＜＜＜＜ 周辺自然環境に関する質問＞周辺自然環境に関する質問＞周辺自然環境に関する質問＞周辺自然環境に関する質問＞ 
 

問1 現在、貴施設にて行っている周辺の「自然環境保全作業」及び「利用者安全確保作業」について、

以下の選択肢より当てはまる番号に○をつけてください。 

またその「作業発生元」にも、どちらかの選択肢をお選びください。  

加えてその作業を行っている「場所と作業頻度」についてもお答え下さい。 

※ 作業頻度は「年間活動日数×人足」で記載願います。 

※ 複数回答可能 

 

選択肢番号 

 

発生元 場所/頻度 場所/頻度 場所/頻度 場所/頻度 場所/頻度 

（記入例） 

1. 

外来種の除去 自主的・請負 
 
 

   
雷鳥平～室堂 

24日×10人 

2. 

登山道の清掃 自主的・請負 
 
 

    

3. 

登山道の整備 自主的・請負 
 
 

    

4. 

遭難者救助 自主的・請負      

5. 

公衆トイレ管理 自主的・請負      

6. 

野営場の整備 自主的・請負 
 
 

    

7.その他

（    ） 自主的・請負      

 

問2 問 1 で選択された作業を行うなかで、環境や事故などの「悪化」を感じたことはありますか。あ

る場合は、上の選択肢の番号と、そう感じた場所及び、その内容をご記入下さい。またその理由

について、当てはまるものがあれば、下の選択肢（Ａ～Ｌ）より番号を選び、当てはまるものが

ない場合は、直接記入して下さい。 

 

番号 場所 内容 理由（複数選択可） 

  
 

  

  
 

  

  
 

  

  
 

  

 

＜理由の選択肢＞＜理由の選択肢＞＜理由の選択肢＞＜理由の選択肢＞ 

ＡＡＡＡ.利用客のゴミのマナーが不十分 ＧＧＧＧ.景観を気にしない人工物の設置 

ＢＢＢＢ.意図しない外来動植物の持込み ＨＨＨＨ.意図的な外来動植物の持込み 

ＣＣＣＣ.し尿処理能力の限界   ＩＩＩＩ.気候などの自然変動・災害 

ＤＤＤＤ.利用者の装備、知識、体力が不十分 ＪＪＪＪ.狩猟・盗掘 

ＥＥＥＥ.植生の踏みつけ   ＫＫＫＫ.対応資金の不足 

ＦＦＦＦ.鳥獣の過剰繁殖   ＬＬＬＬ.対応要員・労働力の不足 
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問 3 問 1 で選択された作業を行う「場所」において、今後、旅行者（外国人利用客含む）が増加した

場合、問題が発生すると思われる場所を、「すぐに問題が顕在化しそうな順」に記載願います。ま

たその懸念の理由も明記願います。 

 

順位 場所 理由 

1  
 

 

2  
 

 

3  
 

 

4  
 

 

5  
 

 

 

 

問 4 一般的に山岳観光地域で議論される以下の課題について、貴社周辺地域だけでなく、「立山連峰」

地域全体において優先されるべき議論の順にトップ 3 を選択肢から選んでください。 

 ※同じくらい重要と思われる場合は、同一順位に複数選択可。 

  

 1位：[         ]  2位:[          ]      3位：[     ]  

  

ＡＡＡＡ.入山者の自己責任の明確化入山者の自己責任の明確化入山者の自己責任の明確化入山者の自己責任の明確化  ＪＪＪＪ.子供への自然体験の訴求子供への自然体験の訴求子供への自然体験の訴求子供への自然体験の訴求 

ＢＢＢＢ.トイレの整備トイレの整備トイレの整備トイレの整備   ＫＫＫＫ.遭難・救助体制の強化遭難・救助体制の強化遭難・救助体制の強化遭難・救助体制の強化 

ＣＣＣＣ.携帯トイレの普及携帯トイレの普及携帯トイレの普及携帯トイレの普及   ＬＬＬＬ.野生動物による食害対策野生動物による食害対策野生動物による食害対策野生動物による食害対策 

ＤＤＤＤ.登山道の整備・登山道の整備・登山道の整備・登山道の整備・管管管管理責任の明確化理責任の明確化理責任の明確化理責任の明確化 ＭＭＭＭ.動植物の外来動植物の外来動植物の外来動植物の外来種種種種のののの駆逐駆逐駆逐駆逐 

ＥＥＥＥ.入山入山入山入山料料料料のののの導導導導入・普及入・普及入・普及入・普及  ＮＮＮＮ.高高高高山植物の山植物の山植物の山植物の盗掘盗掘盗掘盗掘・・・・踏付け踏付け踏付け踏付け対策対策対策対策 

ＦＦＦＦ.チッチッチッチップ制トイレのプ制トイレのプ制トイレのプ制トイレの導導導導入・普及入・普及入・普及入・普及 ＯＯＯＯ.人人人人工工工工物による物による物による物による景景景景観観観観破壊破壊破壊破壊のののの改善改善改善改善 

ＧＧＧＧ.環境保全ボ環境保全ボ環境保全ボ環境保全ボランティア活動の活性化ランティア活動の活性化ランティア活動の活性化ランティア活動の活性化 ＰＰＰＰ.自然変動・自然変動・自然変動・自然変動・災災災災害による害による害による害による景景景景観観観観破壊破壊破壊破壊対応策対応策対応策対応策 

ＨＨＨＨ.山岳山岳山岳山岳保険加保険加保険加保険加入の入の入の入の推進推進推進推進  ＱＱＱＱ.ガガガガイドのイドのイドのイドの育成育成育成育成 

ＩＩＩＩ.外国人外国人外国人外国人顧顧顧顧客への訴求客への訴求客への訴求客への訴求  ＲＲＲＲ.入山入山入山入山規規規規制の制の制の制の検討検討検討検討 

     ＳＳＳＳ．その他．その他．その他．その他（（（（                                        ）））） 

 

問 5 本地域の山岳観光・インバウンド観光を考えるうえで、「環境や安全管理の特徴」や「貴社の参加

されている環境保全に向け行われている活動（他の山小屋、民間事業者または行政との連携活動な

ど）」につき、有益と思われる情報がありましたら以下にアドバイス頂けますと幸甚です。 
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これで質問は全て終了です。 

 

本調査につきまして、ご意見・ご要望がありましたら、ご記入くださいませ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

お礼状の送り先につきまして、以下にご記入願います。 

 

郵便番号： 

 

住 所： 

 

社名 /氏名： 

 

電話番号： 

 

メールアドレス： 

 

お忙しいところ、ご協力頂きまして誠にありがとうございました。 

 

ご記入漏れ及び同封書類がある場合は封入漏れがないかご確認のうえ、返信用封筒にて以下の宛先まで、

よろしくご返信のほどお願い申し上げます。 

 

〒001-0019  

北海道札幌市北区  

北 19条西 2丁目 1-28 305号  

赤穂 雄磨 
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○○○○○○○○山荘山荘山荘山荘    管理者様管理者様管理者様管理者様    宛て宛て宛て宛て 

宿泊施設、利用顧客及び環境保全活動の現状調査の質問紙宿泊施設、利用顧客及び環境保全活動の現状調査の質問紙宿泊施設、利用顧客及び環境保全活動の現状調査の質問紙宿泊施設、利用顧客及び環境保全活動の現状調査の質問紙 

2012年 8月 21日作成 

説明とお願い 

 

1. 本調査は、今後のインバウンド観光推進のための資源として山岳地域を捉え、特に外国人利用

客の更なる誘致に向けた山岳観光のありかたを考察する目的で行う基礎調査基礎調査基礎調査基礎調査です。本調査は、

宿泊施設と周辺環境の収容力及び既存の利用顧客の属性・趣向を明らかにするよう、以下の 3

分野で構成されています。 

（１）運営・施設に関する質問：全運営・施設に関する質問：全運営・施設に関する質問：全運営・施設に関する質問：全 11 問問問問 

山小屋特有の業容を把握し、通常のホテル・旅館との差異を理解することで、「今後の外

国人を含む利用客増加に向けた山小屋のキャパシティを推測する」のが目的です。 

（２）利用者に関する質問：全利用者に関する質問：全利用者に関する質問：全利用者に関する質問：全 9 問問問問 

顧客属性の差異の有無及びシーズン別の利用状況から、どの地域がどのような顧客（外

国人含む）に人気なのかを把握し、今後の「外国人顧客の趣向に従い、どの時期に、ど

の地域に誘致するのが適切か」、明らかにするのが目的です。 

（３）周辺自然環境に関する周辺自然環境に関する周辺自然環境に関する周辺自然環境に関する質問：全質問：全質問：全質問：全 4 問問問問 

今実際に山中でどのような活動が保全のために行われ、どのような問題が顕在化してい

るかを理解することで、今後の「観光促進による環境へのインパクトを予測する」こと

が目的です。 

2. 本調査は、観光を基軸にした「地域再生」の実現、「美しい日本の再生」や「文化創造国家」の

実現を目指して設立されました北海道大学大学院国際広報メディア・観光学院にて、観光創造

専攻修士課程に所属する、「赤穂雄磨（あかほ「赤穂雄磨（あかほ「赤穂雄磨（あかほ「赤穂雄磨（あかほ    ゆうま）」ゆうま）」ゆうま）」ゆうま）」が実施しています。 

3. ご回答は、論文執筆などの学術的な目的のみに利用を限定し、頂いたご回答は厳重に管理し、

統計的な分析のみに利用いたします。個別のご回答を公表することは一切ございません。 

4. お答えになりにくい質問については、無記入でも結構です。また、すでに公開されている資料

で代替可能な場合は、それをご送付いただいても結構です。 

5. 正確な数値の算出に時間を要する回答は、感覚でお答えいただいて結構です。 

6.  選択肢については、特に記載がない場合、該当するものに○をしてください。 

7. 質問への回答選択肢にあてはまる項目がない場合には、「その他」の項目を選び、（  ）に具

体的な内容を簡単に記入してください。 

8. 質問内の季節につきましては春季（4～6 月）、夏季（7～8 月）秋季（9～11 月）としておりま

す。ＧＷはゴールデンウィーク、ＳＷはシルバーウィークを指します。 

9. ご記入は黒か青のボールペンでお願いいたします。 

10. ご記入が終わりましたら、同封の返信用封筒にて同封の返信用封筒にて同封の返信用封筒にて同封の返信用封筒にて担当者まで、2012 年年年年 9 月末日までに、月末日までに、月末日までに、月末日までに、ご返

信ください。後日、お礼としまして、お礼状に合わせ、金券 500円分を進呈させて頂きます。 

11. この調査に関するご質問がございましたら、下記までご連絡のほどお願い申し上げます。 

 

所 属 先：北海道大学大学院 国際広報メディア・観光学院 

調査担当者：観光創造専攻 修士課程 赤 穂 雄 磨 

電話連絡先：090-5586-2848 

電子メール連絡先：akaho@cats.hokudai.ac.jp 
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＜運営・施設に関する質問＞＜運営・施設に関する質問＞＜運営・施設に関する質問＞＜運営・施設に関する質問＞ 
 

問 1 現在の経営主体について、お答え下さい。 

 

資本（オーナー）：（                ） 

 

運営管理責任者：（                ） 

 

問 2 土地及び建物の所有について、お選び下さい。 

 

土地:[ 自社所有 ・ 賃 借 ]    建物:[ 自社所有 ・ 賃 借 ]  

 

問 3 直近の施設の改修年と今後の予定並びに、それぞれの内容についてご教示ください。 

 

＜過去＞ 

 

（     ）年に（設備名：          ）を、 

 

[ 改築・ 増築 ・ 改装 ・ その他（        ）] した。 

 

＜今後予定＞ 

 

（      ）年頃に（設備名：          ）の、 

 

[ 改築・ 増築 ・ 改装 ・ その他（        ）] を[ 予定 ・ 検討中 ]。 

 

問 4 施設運営に関する以下の方法につき当てはまるものを選択して下さい。 

※複数選択可 

 

＜必要物資・資材の荷揚げ方法＞： 

 

[ボッカ ・ ヘリ搬送 ・ その他（         ）] 

 

＜ゴミ・廃材などの処理方法＞： 

 

[ボッカ ・ ヘリ搬送 ・ 埋没 ・ 焼却 ・ その他 （        ） ] 

 

＜し尿の処理方法＞： 

 

[ 汲み取り ・ 地下浸透 ・ 単独浄化槽 ・ 合併浄化槽 ・ バイオ処理 ・  

 

燃焼/乾燥 ・ その他（         ） ] 

 

＜生活排水処理方法＞： 

 

[ 地下浸透 ・ 単独浄化槽 ・ 合併浄化槽 ・ その他（         ） ] 

  

＜エネルギー生成方法＞： 

 

[ 商用電源 ・ 発電機 ・ 化石燃料 ・ 水力発電装置 ・ 風力発電装置 ・  

 

太陽光発電装置 ・ 太陽熱発電装置 ・ その他 （         ）]  
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（前頁の問いの続きです） 

＜水源確保方法＞： 

 

[ 公共水道 ・ 井戸 ・ 雨水 ・ 雪解水/湧き水 ・ 運搬 ・ 沢/川 ・  

 

その他（         ）] 

 

問 5 例年のシーズン別の「平均客室稼働率」、「一人当たり平均連泊日数」について、お答え下さい。 

 

 春季 夏季 秋季 

  全体 ＧＷ期間 全体 お盆期間 全体 ＳＷ期間 
年間平均 損益分岐 

稼働率

（％） 
        

日 数

（泊） 
       － 

 
 

問 6 例年の施設の年間収入項目構成比について、お答え下さい。 

 

項目 宿泊関連サー

ビ ス 収 入 

（注 1） 

その他サービ

ス収入（注 2） 

サービス外の

収入 （注 3） 

その他 

（          ） 合計 

構成比（％） 

 

    
100 

（注 1）宿泊に伴う食事サービス、入浴及びテント泊料収入含む 

（注 2）宿泊を伴わない食事、お土産、温泉入浴などの販売サービス 

（注 3）県、市などからの業務委託収入、助成金など含む 

 

問 7 例年の施設の年間費用項目構成比について、お答え下さい。 

 
営業関連費用 項目 営業前費

用 

（注 1） 
人件費 施設保守

管理・修繕

費 

光熱費 広 告 宣

伝費 

減 価 償

却費 

そ の 他

費用 
合計 

構 成 比

（％） 

       
100 

（注 1）除雪費用など小屋開けまでに要する費用 

 

問 8 オーナー様を除いたスタッフの人数をお答え下さい。また、現在利用している求人方法について、

当てはまるものを選択肢より選び、記号を記入してください。加えて今後、利用者（外国人含む）

が増加した場合の各スタッフ追加雇用限界人数を記入願います。 

※ 選択肢は複数選択可 

※ 長期バイトは 2ヶ月以上、短期バイトは 2ヶ月未満を目安としてください。 

 

 通年雇用スタッ

フ 

長期バイトスタ

ッフ 

短期バイトスタ

ッフ 

ボランティアスタッ

フ 

現在雇用人数 （人）     

求人方法 （選択記号）     

追加雇用限界人数 （人） 名ま

で 

名まで 名まで － 

 

＜求人方法の選択肢＞ 

Ａ.求人募集広告（紙媒体）  Ｄ.知人・友人などに依頼 

Ｂ.求人募集広告（自社サイト）  Ｆ.その他（              ） 

Ｃ.求人募集広告（山岳求人ポータルサイト）   
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問 9 オーナー様及びスタッフが営業期間中に費やす年間業務の合計労働時間構成比について、お答え

下さい。 

 

 宿泊・食事

提供（注 1） 

受付・販売 設 備 保

守・点検 

登山 道整

備・清掃 

遭難・救助

活動 

その他 

（      

  ） 
合計 

構 成 比

（％） 

      
100 

（注 1）食材の運搬・調理時間含む 

 
 

問 10 問 7 の「施設保守管理・修繕費」について、現在の施設別維持費用の構成比を、お答え下さい。

また今後利用者（外国人含む）が増加した場合に改築・増築・改装が必要と思われる順番に順位

を記入下さい。 

 

 宿泊・食事提

供用設備 

幕営場所設

備（注 1） 

トイレ設備 入浴用設備 その他 

（    

   ） 
合計 

構成比（％）      100 

順位 位 位 位 位 位 － 

（注 1）行政からの委託管理で維持費が発生しない場合は、無記入で結構です。 

 

問 11 本地域の山岳観光・インバウンド観光を考えるうえで、宿泊施設の特徴につき知っておいたほう

が良い情報がありましたら以下にアドバイス頂けますと幸甚です。 
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＜＜＜＜ 利用者に関する質問＞利用者に関する質問＞利用者に関する質問＞利用者に関する質問＞ 
 

問 1 例年のシーズン別の施設利用者数の属性構成比（人数ベース）についてお答え下さい。 

また直近 5 ヵ年で、増加傾向と感じる利用客層には「↑」を、減少傾向にある利用客層には「↓」

を数値の横に記入下さい。 

加えて、それぞれの層の「性別」、及び団体ツアー以外で訪れる顧客が「単独かグループか」並び

にもし分かりましたら、「学校の登山部や、その他山岳会などの「組織加入者」か、否か」の比率

についても、記入願います。 

※ 年齢層の記載があるものは日本人が対象です。性別は問いません。 

※ 外国人顧客は年齢・国籍を問いません。 

※ 表内の「団体ツアー」はツアーコンダクターやガイドが同伴する形式の旅行を指します。それ

以外の個人、グループでの利用客は「上記以外」にカウント願います。 

 

 
 

分類 形態 
春季 

（％） 

夏季 

（％） 

秋季 

（％） 

年間平均 

（％） 
記入例 男：女 単独：グループ 組織：未組織 

団体 

ツアー 
    5 ： － － 

～20代 
上記 

以外 
    10 ↑ ： ： ： 

団体 

ツアー 
    20 ↓ ： － － 

30代～

40 代 上記 

以外 
    15 ： ： ： 

団体 

ツアー 
    15 ： － － 

50代以

上 上記 

以外 
    20 ： ： ： 

団体 

ツアー 
    10 ↑ ： － － 

外国人 
上記 

以外 
    5 ： ： ： 

合計構成比（％） 100 100 100 100 100 － － － 
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問 2 現在の外国人利用客のシーズン別、国籍構成比（人数ベース）についてお答え下さい。また直近

5ヵ年で、増加傾向と感じる利用客層には「↑」を、減少傾向にある利用客層には「↓」を数値の横

に記入下さい。加えて、彼らの来訪目的に沿うものを、選択肢より選び、記号を記入してください。 

（注）欧米の外国人など 

 

※複数選択可能 

＜主目的の選択肢＞＜主目的の選択肢＞＜主目的の選択肢＞＜主目的の選択肢＞ 

ＡＡＡＡ.スノーアクティビティ（注スノーアクティビティ（注スノーアクティビティ（注スノーアクティビティ（注 1））））    ＋＋＋＋    貴社宿泊貴社宿泊貴社宿泊貴社宿泊 

ＢＢＢＢ.スノーアクティビティスノーアクティビティスノーアクティビティスノーアクティビティ    ＋＋＋＋    通過型通過型通過型通過型 

ＣＣＣＣ.本格的登山（注本格的登山（注本格的登山（注本格的登山（注 2）＋）＋）＋）＋    貴社宿泊貴社宿泊貴社宿泊貴社宿泊 

ＤＤＤＤ.本格的登山本格的登山本格的登山本格的登山 ＋＋＋＋ 通過型通過型通過型通過型 

ＥＥＥＥ.ハイキング（注ハイキング（注ハイキング（注ハイキング（注 3）＋）＋）＋）＋    貴社宿泊貴社宿泊貴社宿泊貴社宿泊 

ＦＦＦＦ.ハイキングハイキングハイキングハイキング    ＋＋＋＋    通過型通過型通過型通過型 

ＧＧＧＧ.観光（注観光（注観光（注観光（注 4）＋）＋）＋）＋    貴社宿泊貴社宿泊貴社宿泊貴社宿泊 

ＨＨＨＨ.観光観光観光観光    ＋＋＋＋    通過型通過型通過型通過型 

Ｉ．その他（Ｉ．その他（Ｉ．その他（Ｉ．その他（                                                                ）））） 

注 1 スキーやスノーシューなどの体験型活動をする利用客 

注 2 アイゼン、ピッケル、テント、登山靴などの装備を持ち、穂高岳、槍ヶ岳などに向かうような利用客 

注 3 デイハイク程度のリュックサックに運動靴などで、上高地～横尾間でハイキングを主に楽しむ利用客 

注 4 景観、温泉、観光交通や宿泊施設での食事などを主目的に楽しむツーリストで、運動は行わない利用客 

 

問 3 例年のシーズン別の施設利用者の「来る方面」と「行く方面」それぞれの構成比（人数ベース）

について、お答え下さい。 

※ 日帰りで、ある地点に行って戻ってくる利用客は来る方面と行く方面両方でカウント願います。 

（％） 

 春季（％） 夏季（％） 秋季（％） 年間平均 

 ～から来

る利用客 

～へ行く

利用客 

～から来

る利用客 

～へ行く

利用客 

～から来

る利用客 

～へ行く

利用客 

～から来

る利用客 

～へ行く

利用客 

奥穂高登山口方面         

北穂高岳方面         

涸沢方面         

西穂高方面         

前穂高方面         

合計 100 100 100 100 100 100 100 100 

 
 

分類 形態 
春季 

（％） 

夏季 

（％） 

秋季 

（％） 

年間平均 

（％） 
主目的 

（記号） 

団体ツアー      
台湾 

上記以外      

団体ツアー      
韓国 

上記以外      

団体ツアー      
中国 

上記以外      

団体ツアー      
香港 

上記以外      

団体ツアー      その他ア

ジア 上記以外      

団体ツアー      
豪州 

上記以外      

団体ツアー      その他 

（注） 上記以外      

合計構成比（％） 100 100 100 100 － 
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問 4 現在の利用客を惹きつけていると貴社が考える媒体について、重要な順にトップ 3 を選択肢より

お選び下さい。 

 

対既存顧客   1位：[         ]  2位:[          ]      3位：[     ]  

 

Ａ.利用者の口コミ Ｅ.他社のサイト   Ｉ.新聞広告 

Ｂ.山岳本・雑誌 Ｆ.行政のサイト・営業活動 Ｊ.交通広告 

Ｃ.旅行本・雑誌 Ｇ.テレビ・ラジオ  Ｋ.旅行代理店の営業活動 

Ｄ.自社のサイト Ｈ.映画、漫画（「剣岳」「岳」など） Ｌ．その他（       ） 

 

また外国人利用客の誘致に有効と思われる媒体についても同様に、上の選択肢よりお選びください。 

 

対外国人顧客  1位：[         ]  2位:[          ]      3位：[     ]  

 

問 5 涸沢フェスティバルなどの山岳イベント開催時における利用客数の増減について、そのイベント

前後と比較して、割合で回答願います。また増減に伴い、見過ごせない変化・影響が生じている

場合はその内容をご記入願います。 

※ 増減は通常を 100 として、2割増しならば 120％、2割減なら 80％とご記入ください。 

※ 変化は良い変化でも悪い変化でも結構です。 

 （注）食事や入浴のみなど宿泊を伴わないサービスのみを利用する顧客 

 

問 6 北アルプス山小屋友交会の多言語パンフレットのように、外国人を対象にした登山情報の発信や

サービスの提供を行っておりますか、または行う予定はありますか。 

 

（はい ・ いいえ） 

   

⇒「はい」と答えられた場合のみ、その取り組みについて、他社や行政と連携して行っている場

合は上段に、貴社単独で行っている場合は下段に具体的に記入ください。 

 

実施体制 連携相手先 取り組み内容 

 
 
 

 
 
 

連携 

 
 
 

－ 
 
 

－ 
 
 

単独 

－ 
 
 

  
 
 
 
 
 
 

 宿泊客数 通過型利用客数（注） 

増減（％）   

顧客増減に伴うその他

の事象の変化 
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問 7 今後の外国人利用者の増加について、貴社の見解を教示ください。 

 

 （ 肯定的 ・ どちらかといえば肯定的 ・ どちらかといえば否定的 ・ 否定的 ） 

 

⇒ 「肯定的」「どちらかといえば肯定的」を選択された場合のみ、具体的にどのような外国

人利用者が増えることが好ましいか、その理由と合わせまして、以下に記載願います。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

⇒ 「否定的」「どちらかといえば否定的」を選択された場合のみ、その理由について以下の

選択肢に○をつけて、回答願います 

 

※複数選択可能 

ＡＡＡＡ.難路があり、難路があり、難路があり、難路があり、危険危険危険危険。。。。  ＥＥＥＥ.宿泊施設側の外国語対応が不十分。宿泊施設側の外国語対応が不十分。宿泊施設側の外国語対応が不十分。宿泊施設側の外国語対応が不十分。 

ＢＢＢＢ.登山道の混雑が予想される。登山道の混雑が予想される。登山道の混雑が予想される。登山道の混雑が予想される。 ＦＦＦＦ.登山道上の植生登山道上の植生登山道上の植生登山道上の植生荒廃荒廃荒廃荒廃などなどなどなど環境環境環境環境がががが心心心心配。配。配。配。 

ＣＣＣＣ.宿泊施設の混雑が予想される。宿泊施設の混雑が予想される。宿泊施設の混雑が予想される。宿泊施設の混雑が予想される。 ＧＧＧＧ.利用マナーに不安がある。利用マナーに不安がある。利用マナーに不安がある。利用マナーに不安がある。 

ＤＤＤＤ.登山道の外国語対応が不十分。登山道の外国語対応が不十分。登山道の外国語対応が不十分。登山道の外国語対応が不十分。 ＨＨＨＨ.その他（その他（その他（その他（                                                            ）））） 

 

問 8 現在、宿泊者が受付時に記入している項目について、該当する全ての選択肢に○をつけてください。

またそれ以外の情報がある場合は、具体的に「その他」に記入願います。 

※ 受付用紙を本質問紙返送時に同封頂いても結構です。 

※ 外国人用、団体用など複数の受付用紙がある場合は、本質問紙返送時に同封願います。 

 

Ａ．氏名    その他 

Ｂ．年齢   

Ｃ．住所 

Ｄ．性別 

Ｅ．宿泊日数（到着日、出発日含む） 

Ｆ．宿泊形態（二食つき、素泊まりなど） 

Ｇ. 来た方面・行く方面 

Ｈ．グループの場合、代表者以外の[ 氏名 ・ 年齢 ・ 住所 ・ 性別 ・ その他（             ）] 

 

問 9 本地域の山岳観光・インバウンド観光を考えるうえで、「利用客の特徴」や「貴社の参加されてい

る顧客誘致に向け行われている活動（他の山小屋、民間事業者または行政との連携活動など）」に

つき、有益と思われる情報がありましたら以下にアドバイス頂けますと幸甚です。 
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＜＜＜＜ 周辺自然環境に関する質問＞周辺自然環境に関する質問＞周辺自然環境に関する質問＞周辺自然環境に関する質問＞ 
 

問1 現在、貴施設にて行っている周辺の「自然環境保全作業」及び「利用者安全確保作業」について、

以下の選択肢より当てはまる番号に○をつけてください。 

またその「作業発生元」にも、どちらかの選択肢をお選びください。  

加えてその作業を行っている「場所と作業頻度」についてもお答え下さい。 

※ 作業頻度は「年間活動日数×人足」で記載願います。 

※ 複数回答可能 

 
 

選択肢番号 

 

発生元 場所/頻度 場所/頻度 場所/頻度 場所/頻度 場所/頻度 

（記入例） 

1. 

外来種の除去 
自主的・請負 

 
 

   
宇奈月～欅平 

24日×10人 

2. 

登山道の清掃 
自主的・請負 

 
 

    

3. 

登山道の整備 
自主的・請負 

 
 

    

4. 

遭難者救助 
自主的・請負      

5. 

公衆トイレ管理 
自主的・請負      

6. 

野営場の整備 
自主的・請負 

 
 

    

7.その他

（    ） 
自主的・請負      

 

問2 問 1 で選択された作業を行うなかで、環境や事故などの「悪化」を感じたことはありますか。あ

る場合は、上の選択肢の番号と、そう感じた場所及び、その内容をご記入下さい。またその理由

について、当てはまるものがあれば、下の選択肢（Ａ～Ｌ）より番号を選び、当てはまるものが

ない場合は、直接記入して下さい。 

 

番号 場所 内容 理由（複数選択可） 

  
 

  

  
 

  

  
 

  

  
 

  

  
 

  

 

＜理由の選択肢＞ 

Ａ.利用客のゴミのマナーが不十分 Ｇ.景観を気にしない人工物の設置 

Ｂ.意図しない外来動植物の持込み Ｈ.意図的な外来動植物の持込み 

Ｃ.し尿処理能力の限界   Ｉ.気候などの自然変動・災害 

Ｄ.利用者の装備、知識、体力が不十分 Ｊ.狩猟・盗掘 

Ｅ.植生の踏みつけ   Ｋ.対応資金の不足 

Ｆ.鳥獣の過剰繁殖   Ｌ.対応要員・労働力の不足 
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問 3 一般的に山岳観光地域で議論される以下の課題について、貴社周辺地域だけでなく、「北アルプス

南部」地域全体において優先されるべき議論の順にトップ 3 を選択肢から選んでください。 

 ※同じくらい重要と思われる場合は、同一順位に複数選択可。 

  

 1位：[         ]  2位:[          ]      3位：[     ]  

  

Ａ.入山者の自己責任の明確化  Ｊ.子供への自然体験の訴求 

Ｂ.トイレの整備   Ｋ.遭難・救助体制の強化 

Ｃ.携帯トイレの普及   Ｌ.野生動物による食害対策 

Ｄ.登山道の整備・管理責任の明確化 Ｍ.動植物の外来種の駆逐 

Ｅ.入山料の導入・普及   Ｎ.高山植物の盗掘・踏付け対策 

Ｆ.チップ制トイレの導入・普及  Ｏ.人工物による景観破壊の改善 

Ｇ.環境保全ボランティア活動の活性化 Ｐ.自然変動・災害による景観破壊対応策 

Ｈ.山岳保険加入の推進   Ｑ.ガイドの育成 

Ｉ.外国人顧客への訴求   Ｒ.入山規制の検討 

     Ｓ．その他（          ） 

 

問 4 本地域の山岳観光・インバウンド観光を考えるうえで、「環境や安全管理の特徴」や「貴社の参加

されている環境保全に向け行われている活動（他の山小屋、民間事業者または行政との連携活動な

ど）」につき、有益と思われる情報がありましたら以下にアドバイス頂けますと幸甚です。 
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これで質問は全て終了です。 

 

本調査につきまして、ご意見・ご要望がありましたら、ご記入くださいませ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

お礼状の送り先につきまして、以下にご記入願います。 

 

郵便番号： 

 

住 所： 

 

社名 /氏名： 

 

電話番号： 

 

メールアドレス： 

 

お忙しいところ、ご協力頂きまして誠にありがとうございました。 

 

ご記入漏れ及び同封書類がある場合は封入漏れがないかご確認のうえ、返信用封筒にて以下の宛先まで、

よろしくご返信のほどお願い申し上げます。 

 

〒001-0019  

北海道札幌市北区  

北 19条西 2丁目 1-28 305号  

赤穂 雄磨 
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